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はしがき

都市の発展やその地域構造の形成に交通が深く関係していることは説明するまでもない｡交通なくしては経済活動や

日常生活は成り立たず,それゆえ都市それ自体も存立できない｡このように重要な役割を果たしている交通を以下の3つ

の側面から取り上げ,都市や地域の構造との関係を論述したのが本報告書である｡第1は,いわゆる新交通システムがど

のような経緯で登場し,現在いかなる状況にあるかを論じた部分である｡公共交通が必要祝された新興住宅地域と旧市

衝地で,この交通システムが現在いかに利用されているか,あるいはされていないかを明らかにする｡経済状況,人口

構造,あるいは政治状況までもが地域交通のあり方に影響を及ぼす点についても論述する｡第2は交通現象それ自体を取

り上げ,都市の土地利用や空間構造との関係,あるいは交通システム,ネットワークと交通需給との関係について考察

する｡また,現在の都市や交通が過去からの発展のうえに存在することから,歴史的発展についてもふれる｡最後はカ

ナダにおける都市と交通の関わりを地域的視点から論じた部分である｡広大な面積を有するカナダでは,通信とともに

交通がきわめて重要な役割を果たしている｡カルガリーの事例を中心に,都市の経済発展と交通の相互関係について述

べる｡

交通は人やモノを空間的に移動させる一種のサービス活動であり,このサービスをいかに供給するかは,大げさにい

えば人類の歴史的課題であった｡この課題は現代社会においても重要な位置を占めており,克服すべき問題は多い｡本

報告書がこうした課題の解決に向けて有効な回答を与えているとはいえないが,都市と交通の関係を見定めたうえで,

両者の間により円滑な相互関係を構築するには何が必要か,その手がかりを見いだす作業の一部にはなっていると思

うo大方のご批判･ご叱正を戴ければ幸いである｡
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大都市圏郊外における公共交通事業の課題と対応

一新交通システム･桃花台線を例として-

はじめに

大都市圏の形成には交通基盤整備が前提になって

おり,中心都市と郊外地域との間を結ぶ交通手段が

なければ,周辺部に向けて市街地が発展していくの

は困難である｡交通手段は中心都市と郊外地域との

間ばかりでなく,郊外地域をいわば横方向に互いに

結ぶためにも必要である｡わが国における大都市圏

の形成はモータリゼーションの浸透とともに進んだ

ため,中心都市と郊外地域あるいは郊外地域相互間

を結ぶ交通手段として主に機能しているのは自動車

である｡ただし,大都市圏のうち東京と大阪を中心

とする2つの大都市圏では,第2次大戦以前から存

在していた鉄道が中心都市と郊外地域を互いに結ぶ

ウエートが大きい｡鉄道の経営に必要な人口の集中

的分布がこれら2つの大都市圏では満たされている

ため,複数の鉄道会社が競うように乗客を輸送して

きた.これに対し,人口集積量がこれら2大都市圏

に及ばない地方の大都市圏では,鉄道によって中心

都市と郊外地域を結ぶのは経営的視点からいって容

易なことではない｡まして,郊外地域相互間を鉄道

で連絡する環状線などは望むべくもない｡

結局のところ,地方の大都市圏や都市圏では,自

動車交通が郊外地域における生産や生活を支えるわ

あるいはバス交通が交通弱者の移動手段になるしか

ない｡本研究で取り上げる名古屋大都市圏は, 3大

都市圏のひとつではあるが,移動の7剖近くを自動

車交通に依存している点で,先に述べた東京,大阪

の大都市圏とは異なる｡しかし,札幌,福岡など名

古屋より人口規模力叫ヽさな大都市の都市圏とは違い,

JRや名鉄など鉄道が中心都市と郊外地域を結ぶ交

通基盤の整備が比較的進んでいる｡このため,郊外

地域から中心都市へ向かう通勤･通学あるいは購買

などを目的とした移動のさいには,鉄道も利用され

ている｡また,大都市圏の広がりも札幌や福岡の大

都市圏に比べると広く,それゆえ一部ではあるが環

状線も形成されている｡このように,基本的に自動

車利用が多いとはいえ,鉄道-の依存も軽視できな

い大都市圏において,公共交通事業はどのようにな

されるべきであろうか｡公共交通事業の中でも,戟

後それも大都市圏の郊外形成期に始められた鉄道事

業は,郊外地域が成熟化するのにともなって交通需

要の減少に直面し,現在,苦境に立たされている｡

第2次大戦以前から続いてきた鉄道路線とは異な

り,歴史の浅い鉄道は経営基盤が脆弱である｡人口

がまとまって分布しているのは既成の鉄道路線沿い

であり,新興鉄道は人口樹密地域に挟まれたいわば

人口過疎地域に設けられている｡これらの地域では,

もともと公共交通事業が成り立ちにくいことは承知

のうえで,経費のかからない事業経営によって交通

サービスを提供することが考えられた｡道路渋滞な

どのために定時走行があてにならない自動車やバス

ではなく,鉄道によって安定した交通手段を確保す

ることが社会的に要請された.公共交通事業に利益

を求めることは当初から想定されておらず,誰もが

最低限度移動できる交通環境を実現することが,秩

道敷設の目的とされた｡そのこと自体は何人も異存

のないところであろうが,公共交通事業といえども

経営的感覚を無視しては存続できない｡自ずと制約

が存在するはずであり,その制約がいつ,どのよう

な形で関係者に自覚されるようになるかが問題であ

る｡

本研究では,愛知県が自ら計画した郊外住宅地の

開発を進めるために,これも愛知県が主体となって

建設した新交通システムが,どのような過程を経て

｢廃止｣寸前の状態に追い込まれたかを明らかにす

る｡地方政府が良好な住宅地域を県民に提供するた

めに開発事業を行うことは,きわめて理にかなって

いる｡また,開発された住宅地域の住民の足となる

交通手段を自ら確保するために事業を行うことも,

それ自体は問題ないように思われる｡しかし,大き

く変化していく社会経済環境の中で,計画通りに事

業を進めていける保証はない｡環境変化は予測でき

なかったのか,もとの計画に無理はなかったのか,

無理を承知で事業を始めさせたのではないかなど,

いくつかの疑問がわいてくる｡もちろん,交通事業

不振のすべてを経営側に押しつけるのは公平ではな

い｡利用者である地域住民は,こうした状況変化と

どのように関わってきたのか｡この点もまた問われ

なければならない｡低成長経済,バブル経済崩壊,

少子高齢化と進んできたわが国大都市圏の郊外地域

の交通はどうあるべきか,とりわけ公共交通事業の

今日的状況を考える事例として,本研究では新交通



システム･桃花台線の現状について検討を行う

】大都市圏郊外化の動向と桃花台ニュータウンの

建設

1大都市圏郊外化の動向

名古屋大都市圏は,いうまでもなく名古屋市を中

心として形成されてきた｡名古屋市は愛知県の県庁

所在都市であるだけでなく,岐阜県,三重県を含む

東海地方における最大の都市であり,民間企業や行

政機関が多数集積している大都市である｡同市を中

心とする大都市圏の形成は,周辺に位置する中小の

諸都市を名古屋市と結びあわせるかたちで進展した｡

すなわち,名古屋市の周辺には人口規模が3万から

25万の多くの都市が存在しているが,名古屋市内

で収容しきれない機能がこれらの諸都市に分散立地

した結果,大都市圏が出現した｡機能の中には住宅

以外に工場,物流施設,商業･サービス業施設など

が含まれる｡このうち住宅は,名古屋市の周囲に広

がる台地や丘陵地に開発の適地が求められたo丘陵

地は北,東,南に多く, 1970年代から1980年代

にかけて開発されていった｡住宅地開発でとりわけ

重要な役割を果たしたのが国の住宅公団や愛知県住

宅供給公社である｡民間ディベロッパーによる比較

的小規模な住宅開発とは異なり,これらの組織によ

る開発は規模が大きく,それゆえ地域に与える影響

も大きかった｡

住宅公団による開発の中でもとくに規模が大きかっ

たのは,春日井市の東部丘陵地を切り開いて行われ

た高蔵寺ニュータウンである.このニュータウンは,

中央線高蔵寺駅へのアクセスに恵まれていることカih,

適地選択のさいに評価された｡住宅公団は,中央線

以外に名鉄の瀬戸線,常滑線など,既設の鉄道沿い

の丘陵地に開発対象地域を求めた.これらはいずれ

ち,名古屋市への通勤･通学の便を考慮してのこと

である｡旧国鉄(現JR)の東海道線,中央線,あ

るいは名鉄の本線,瀬戸線,常滑線などは,どれも

名古屋市とその周辺を結ぶ鉄道である｡名古屋市か

ら出たとはいえ,工場,商業･サービス業施設,住

宅はいずれも同市との強い結びつきを保ったままで

ある｡住宅の場合は,名古屋市内に通勤先や通学先,

あるいは買い物先,通院先などがある場合が多く,

鉄道による交通需要は大きい｡逆にいえば,名古屋

市と連絡するための交通寓要が期待できるところで

なければ,鉄道事業は成り立たない｡

名古屋市内に住んでいた人びとが,自宅を市外に

求める動きは1970年代から1980年代を通じて強

かった｡この時期は地価が連続して上昇する傾向に

あり,取得可能な住宅用地を名古屋市内に見v】だす

のは容易ではなかった｡現在とは異なり,脱工業化

はまだそれほど進んでおらず,企業は生産施設のた

めの土地を多く保有していた｡業務機能も多かった

がh,現在のような高層ビ/V(とは一般的ではなかった.

同様に,マンション形式で居住する生活スタイルも

浸透しておらず,戸建て住宅を志向する傾向が根強

かった｡こうした住宅購入者の希望をかなえるため

に,先に述べた住宅公団や愛知県住宅公社が名古屋

市周辺で開発事業を行った｡ただし,住宅供給量で

は民間のディベロッパーによるものの方が多く,各

地に小規模な住宅団地が出現していった｡

名古屋市から流出していった都市機能の中で,流

出時期がもっとも早かったのは工場である｡高度経

済成長期の生産拡大や激化する公害問題に対処する

ため,市内から市外へ生産の場所を移す動きが続い

た｡東名や名神などの高速道路が名古屋市の周辺を

通るかたちで建設され,広域的な交通体系に変化が

あった｡名古屋市内で生産することが必ずしも最適

ではなくなったことが大きい｡工場が市外に流出す

ると,それにともなって転居する従業者もでてくる｡

工場での生産に関連する物流施設も,自動車による

交通体系の変化を考慮すれば,郊外の方が立地条件

としては優れている｡こうした流れのあとを迫った

のが商業･サービス業施設であり,年を追うごとに

増加していく郊外人口を求めて,大都市圏の周辺部

に店舗展開する動きが日立つようになった｡

2 大都市圏郊外における公共交通手段の必要性

大都市圏の中心部は人口密度が高く,公共交通事

業は成り立ちやすい｡しかし,同じ大都市圏でも,

東京の人口密度に比べると名古屋のそれは半分程度

であり,それほど容易なことではない｡現に,名古

屋市内には地下鉄とバスの路線がかなる高い密度で

張り巡らされいるが,経営は苦しい状態が続いてい

る｡先のも述べたが,名古屋大都市圏では自動車交

通の分担率が高く,こうした傾向は名古屋市内につ

いてもいえる｡進んだ都市計画のもとで整備された
広幅貞道路網が災いしてか,市内では自動車を使っ

た移動の割合が東西の大都市に比べると大きい｡郊

外の出入り口付近で自動車から地下鉄に乗り換える,

いわゆるキス･アンド･ライドの試みもあるが,広

く行われているとはいえない｡また,広幅貞道路を

生かして道路中央部をバス専用レーンにした｢基幹
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バス方式｣も全国で唯一実施されているが,これも

また広がっていく気配はない｡

このように,名古屋市内でさえ,公共交通事業が

苦戦を強いられている中,市外のより人口密度の低

い地域にあっては,交通サービスの提供にはより大

きな困難がともなう｡基本的な交通サービスは名古

屋市と郊外地域を結ぶ鉄道によって行われている｡

第二次大戦以前に建設された都市間鉄道が戦後も機

能し,大都市圏の形成に寄与してきたことは,すで

に述べたとおりである｡名古屋市を起点に放射状に

伸びる鉄道の郊外駅からはバスの便があり,郊外居

住者はバスと鉄道を乗り継いで名古屋市へ向かう｡

こうしたバスの多くは名古屋鉄道によって経営され

ており,とくに愛知県内のシェアが大きい｡大都市

圏の西側に相当する三重県側では三重交通や近鉄が

経営するバス路線が多い｡以前は現在よりバスの路

線長が長かったが, 1990年代後半から始まった規

制緩和のために廃止される路線が増えた｡これを補

うために,自治体がコミュニティ･バス事業を運営

する動きが広まり,地域交通の確保につとめている｡

愛知県は道路整備率や自動車保有率が全国水準を

上回っており,これが自動車交通に大きく依存する

状態につながっている｡自動車利用を前提とするこ

うした交通環境が,現在,全国的に見て良好な企業

活動を支えているともいえる｡しかし,言うまでも

ないが,すべての県民が自動車に乗れるわけではな

い｡成人以外に,子供や高齢者など,公共交通に頼

らざるをえない人も多い｡大都市圏内の地域を問わ

ず,自動車交通に頼れない人びとがいる以上,何ら

かのかたちで公共交通によるサービスを提供する必

要がある｡とくに,放射状の幹線鉄道の狭間にいる

人びとは公共交通の恩恵を受ける都合が小さい｡こ

うしたところでは,もっぱらバス交通に頼るしかな

いが,料金は高くなりがちで,運行本数も少なくサー

ビス低下は免れない｡

モータリゼーションが非常に浸透した現在,大都

市圏の郊外地域で公共交通事業を営むのが容易でな

いことはよく理解できる｡郊外住宅地では一家に一

台はもちろんのこと,二台,三台もめずらしくはな

くなっている｡排気ガスによる環境への影響,自動

車燃料の上昇,交通渋滞,駐車規制強化など,いく

つかの抑制要因は挙げられるが,自動車利用が減少

する気配はない｡こうした自動車交通偏重が公共交

通事業の成立を困難にしている一因であることは明

らかである｡しかし,このことを理由に自動車利用

を法的に規制したり,自動車交通を妨げるような行

為は邪道である｡社会全体に対していかに交通サー

ビスを提供するかを考え,異なる交通手段の間で競

争を行った結果が現在の姿である｡このことを直視

するなら,敗北の責任を他者になすりつけるのでは

なく,劣勢な状況を盛り返すための建設的な方策を

考えることに,むしろエネルギーを注ぐべきであろ

う｡

3 桃花台ニュータウンの開発事業と社会･経済

の変化

名古屋大都市圏が形成されていく過程で,郊外地

域に建設されていった住宅地は重要な意味をもつよ

うになった｡これまでほとんど無人に近かった丘陵

地や台地に広大な住宅地域が出現したが,その多く

は計画的に開発されたため,人口密度は旧市街地と

それほど違わないくらい高かった｡つまり,かなり

のボリュームに達する住宅地域が大都市圏の周辺部

に生み出されていった｡ (ト牧市内の東部丘陵を開発

して宅地化された桃花台ニュータウンも,こうして

出現した大規模な郊外型住宅地域である｡開発主体

は愛知県であり,同県は｢新住宅市街地開発法｣

(1963年施行)にもとづきながら用地買収を進め

た｡対象面積は312.8㌶で, 1970年11月に行わ

れた第一次用地買収の調印が事実上の事業者手であっ

た｡ 2年後の1972年4月25日に都市計画事業の

認可を受け,開発事業は本格化した｡このとき認可

された事業計画によれば,住宅地域の計画人口は

54,000人であり,事業期間は1972年5月1日か

ら1979年3月31日までとされた｡

桃花台ニュータウンの開発は,先行する高蔵寺ニュー

タウンを追いかけるかたちで始められた｡住宅公団

が事業主体となった高蔵寺ニュータウンの開発着手

は1960年であり, 1968年には入居も始まってい

た｡これら2つのニュータウンは,いずれも名古屋

市中心部から北東方向に25kmはど離れた位置にあ

る｡このあたりには地元で愛岐丘陵と呼ばれる丘陵

地が広がっており,これらは北東から南西に向けて

流れる河川が浸食した谷筋に挟まれるように並行し

て伸びている｡庄内川と大谷川に挟まれる丘陵地が

高蔵寺ニュータウンであり,八田川と大山川に挟ま

れた丘陵地が桃花台ニュータウンであるo先に開発

が進められた高蔵寺ニュータウンの規模は702.2

㌶で桃花台ニュータウンの2倍以上もあり,計画人

口も1.5倍の81,000人であった｡名古屋市-の交

通の便として中央線が利用でき,高蔵寺駅が最寄り

駅として想定されていた｡高蔵寺駅とニュータウン

3
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図1 名古屋大都市圏の北乗部郊外

内の各地区の間は名鉄バスによって結ぶことにし,

そのために駅前にバスセンターを整備する計画が立

てられ,実現したo

1970年代初頭にすでに入居が始まったいた高蔵

寺ニュータウンは, 1973年11月に起こった第一

次石油ショックとその後の経済不況を受ける｡入居

のスピードは窮まり,開発速度も抑制せざるをえな

かった｡しかし,この不況の影響をまともに受けた

のは高蔵寺ニュータウンよりも,むしろ桃花台ニュー

タウンであったo桃花台ニュータウンで用地の造成

が始まったのは1973年5月であるが,まさにその

年の11月に先に述べた石油ショックが起こったか

らである｡石油製品は高騰し,建築資材も上昇した｡

社会･経済は暗雲につつまれ,人びとのマイホーム

づくりの気持ちに水を差す事態が招来した｡まさに,

ニュータウン開発の出鼻がくじかれたといってよい｡

事業進行を遅らせる原因は石油ショックばかりでは

なかった｡桃花台ニュータウンの位置する小牧市を

含む3市1町を対象とした五条川左岸流域下水道の

建設が,思うようにはかどらなかったからであるo

6,266㌶, 23万人を対象としたこの広域下水道の

建設を巡り,地域住民との間で調整が難航した｡

流域下水道は,その後調整が続けられ, 1977年

にようやく事業が開始された｡石油ショックと流域

下水道問題の影響を受けたため,桃花台ニュータウ

ンの事業計画は見直さざるを得なくなった｡ 1978

年12月26日に事業計画の変更が許可され,人口

規模は当初の54,000人から47,000人へと13%縮

小された｡あわせて事業期間も1979年3月から

1986年3月へと7年間も延長されることになった｡

このように,国鉄中央線へのアクセスに恵まれた丘

陵地が開発され,第一次石油ショックのさいにはす

でに住宅地形成が始まったいた高蔵寺ニュータウン

とは違い,桃花台ニュータウンは事業開始時に乗り

越えなければならない課題に直面した｡高蔵寺ニュー

タウンをいち早く手がけた住宅公団は,その後も愛

知県知多市の朝倉団地や三重県桑名市の大山田団地

など,いずれも丘陵地での住宅地開発を進めていく｡

時期的には石油ショックの影響をまともに受けるタ

イミングであった｡つまり,石油ショックをきっか

けとする経済不況,そしてその後の低経済成長とい

う時代の変化に遭遇したのは,桃花台ニュータウン

を手がけた愛知県住宅供給公社ばかりではなかった｡

ただし,国がバックについている日本住宅公団の開



発事業とは異なり,一地方自治体にすぎない愛知県

が行う開発事業では,やはり対応力に違いがあった｡

4 桃花台ニュータウンの建設と入居状況

用地買収の調印から9年を経た1979年10月か

ら宅地の分譲が開始され,翌年の8月に住民の入居

か始まった｡ 1979年は第二次石油ショックが起こっ

た年でもあり,再び経済は不況に追い込まれていく｡

このため,住宅地開発の進捗度は高まらず, 1981

年1月のニュータウン人口はわずかに946人を数

えるにすぎなかった｡住宅戸数は277である｡人

川ま5年後の1986年1月で5,833人(1,570戸) ,

10年後の1996年1月で24,097人(7,070戸)へ

と推移していく｡ 1978年に事業計画を変更したさ

い,事業終了は1986年で人口は47,000人を見込

んだ｡ところが実際はその1剖程度に過ぎず,とて

も計画通りに事業を終了できるような状況ではなかっ

たo 人口が4281人を数えた1984年,計画人口は

再度修正され, 40,000人に削減された｡事業期間

も再度延長されることになり, 1996年までとする

ことが1990年に決められたo しかし実際には,そ

の後もさらに延長され最終的に1999年3月31日

までとなったo 事業が終了した1999年の人口は

26,000人であったため,修正後の計画人口の65%

までが達成されたといえる｡
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図2 桃花台ニュータウンの施設配置

出典:愛知県住宅供給公社のホームページ

(http://…＼〝.aichトkousha.or.jp/)

掲tE資料によるB

P 桃花台線の建設と利用･経営および公的支援

1新交通システム導入決定までの経緯

桃花台ニュータウンを大都市圏の中心都市である

名古屋市から見た場合, 蔓性に恵まれた場所とは

いえない.これはニュータウンが建設される以前の

交通基盤から判断していえることであるが,先行開

発ざれた隣接の高蔵寺ニュータウンと比較すると,

その違いは明白であるo高蔵寺ニュータウンは,蘇

寄り駅である高蔵寺駅のすぐ北側から開発された住

宅地域が広がっている｡ニュータウン内の面横は広

いが,バス交通網を巡らすことにより直接,中央線

まで居住者を運び込むことができる｡これに対して

桃花台ニュータウンは,最寄り駅と呼べる交'ii'故紙

点がなく,しいていえば5l皿西側にある名鉄小牧線

の小牧駅がそれに当たるQ南側へ6kn下れば中央線

の春日井駅へ,同じく南東方向-6km行けば高蔵寺

駅に至るc春日井駅の方が名古屋駅に近いため,中

央線を利用しようと思えば,必然的に春日井駅に向

かうことになる｡
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図3 桃花台ニュータウンの住宅戸数と入居人口

一般に大都市圏の幹線交通路は中心都市から放射

状に伸びているが,郊外地域では幹線交通路の間隔

が広いため,幹線交通路の恩恵を受けない地域が存

在する｡桃花台ニュータウンはまさしくそのような

地域に相当しているo名鉄小牧線からやや遠く,中

央線からも離れた位置にある｡しかも,一番近い最

寄り駅と目される小牧駅から名古屋へ行くには,終

点の上飯田駅で降り,バスを乗り継ぐか徒歩で名古

屋市営の地下鉄平安通まで行く必要があるo中央線

の場合は直接,名古屋駅や金山駅あるいは千種駅へ

行けるため,このような乗り換えは不要である｡小

牧線と地下鉄が連絡していないことがネックとなり,

名古屋と桃花台ニュータウンとの間の時間距離は長

かったD名古屋大都市圏の郊外地域に建設された住

宅地域は,名古屋市で就業するか,あるいは通学や

買い物を目的として名古屋市へ出かけることを前提

としていた｡このことを考えれば,桃花台ニュータ
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図4 名古屋大都市圏における鉄道整備計画

出典:愛知県のホームページ

( http://vw.pref.aichi.jp/kotsu/tetsudomou/tetudomoua.html )

掲叔資料による.

ウンに限らず,いかに名古屋市への近接性を確保す

るかが,住宅地開発の決め手であった｡

桃花台ニュータウンで最初の用地買収が始まった

翌年の1971年3月に,中京圏陸上交通整備調査会

議が設置されたQ 目的は,中京圏すなわち名古屋大

都市圏における鉄道系の交通網を整備するために調

査を行うことであるo会議は3年間にわたって掛ナ

られ, 1974年3月の時点で小牧-高蔵寺間16.3

kDに中量ガイドウエイシステムを建設することが会

議結果の中に盛り込まれていた｡これは名鉄小牧線

と国鉄中央線という幹線交通路を横方向に連絡する

ルートであり.環状線の一部と考えることもできるo

国鉄岡多線から出発して1988年に愛知環状鉄道に

転換されることになる環状線の一方の起点は高蔵寺

駅であるoそれゆえ,桃花台ニュータウンの足とし

て構想された小牧-高蔵寺間の中量ガイドウエイシ

ステムは,ゆくゆくは大都市圏の周辺を走行する一

台環状線の一部として想定されたと考えても,あな

がち聞達ってはいないo

すでに先行開発が進められている高蔵寺ニュータ

ウンと,これから開発に取りかかろうとする桃花台

ニュータウンを貫くように走る中量ガイドウエイシ

ステムは,実現すれば効果が大きいように思われたo

中京圏陸上交通整備調査会議での結論を受けて,

1974年3月に開催された愛知県地方計画推進プロ

ジェクト会議の場で新交通システムについて検討が

行われたoすでにこの時点で愛知県が主体となって

新しい交通システムを実現する方向が決まっており,

1974年8月には桃花台線建設計画会議が設置され

た｡この時期は第一次石油ショックの直後であり,

その影響を直接受けて桃花台ニュータウンでは住宅

地開発が足踏みをしていた｡経済不況で苦しいとは

いえ,ニュータウン建設に弾みをつけるためにも,

鉄道系の交通手段が望まれた｡愛知県庁内では,こ

れまで新交通システムを担当していた建設部と総合

交通体系を所管していた企画部の間で一本化が図ら

れ,以後は企画部交通対策室が桃花台ニュータウン

の交通を担当することになった｡

2 r桃花台線｣建設に向けた組織･支援体制

先に述べた桃花台線建設計画会議での審議結果に

もとづき,名鉄小牧線の小牧駅から国鉄中央線の高

蔵寺の間16.3kmを新交通システムで連絡する桃花

台線の基本計画が1976年3月25日に決定された｡

翌年の1977年4月には桃花台線事業主体準備委員

会が設置され,この委員会で第三セクター方式によ

る経営形態のあり方が検討ざれることになった｡愛

知県が主体的に開発を進めている桃花台ニュータウ

ンの足となる鉄道ゆえに愛知県が中心となるのは当

然としても,実際に鉄道を運行するには専門的な技

術が求められるo実際,連絡する小牧線を経営する

名古屋鉄道はこの鉄道事業に経営参加することにな

るが,鉄道以外に,地元の自治体や金融横国,電力

会社などの支援を受けながら経常する第三セクター

方式が無難な形態として選ばれた｡

全長16.3kmの桃花台線は二期にわたって建設さ

れる予定であった｡これは,ニュータウンの建設が

いまだ途上にある段階で全線を建新一る余力はなく,

さしあたり小牧市側の7.7kmを第一期工事として先

に行うためであるo ここで注目すべきは,第一期の

建設予定ルートが小牧市,第二期のそれが春日井市

にそれぞれあるという事実である｡第二期ルートは

桃花台ニュータウンと中央線の高蔵寺駅を結ぶが,

高蔵寺ニュータウンも経由するため,一見すると双

方のニュータウンにとって好都合のように思われるo

しかし,すでに先行掛買進められている高蔵寺ニュー

タウンでは名鉄バスが住宅地域内を網の目のように

走って住民を高蔵寺駅まで運んでいる｡鉄道を新た

に敷設しても,その便益を受ける住民の数は全体か

ら見れば多くない｡バスから新交通システムに乗り

継ぐよりも,バスで高蔵寺駅まで直行した方が時間

的にも遠い｡つまり, ｢桃花台線｣は高蔵寺ニュー

タウンにとっては,是が非でも必要な交通手段では

なかったo



実際,愛知県は桃花台線の第一期工事が完成した

あとも,おりにふれ第二期工事の可能性をlまのめか

せたが,実現はしなかったo名古屋市方面へ向かう

放射状の幹線鉄道を横方向に連絡する環状線の一部

ともなりえず,ただ名鉄小牧線と連絡するだけの

｢盲腸線｣として出発したところに,桃花台線の問

題が潜んでいた｡こうした状況の背景には地域にお

ける政治的確執もあったと推測されるo高蔵寺ニ3･一

夕ウンをかかえる春日井市は｢住宅都市｣としての

性格を強め,ニュータウン居住者からの税収入で都

市の基盤整備を進めたo住宅公団が開発した東海地

方最大のニュータウンという自負もあり,最寄り駅

である高蔵寺駅の整備も着々と進めてきたo行政域

も異なる桃花台ニュータウンと結ぶ鉄道建設のため

に,市費を投ずる必要性は低かったと想像される｡

一方の小牧市は,歴史的には春日井市より名が知ら

れており,企業団地の誘致によって財政基盤を固め

てきた.ただし弱点は名古屋市に向かう交通基盤に

恵まれないことと,人口が少ないことである｡桃花

台ニュータウンの開発によって,これら2つの弱点

を補おうとする政策が打ち出されてもおかしくはな

い｡
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図5 桃花台線の路線と施設

出典:新交通システム桃花台線のホームページ

(http://peachrTner.jp/)掲載資料による｡

｢桃花台線｣の建設でいまひとつ注目すべきは,

国の関与であるo地方における公共交通の振興を図

る立場に立つ国は,機会があればそのために助成を

行う姿勢を示してきた｡第一期工事の建設ルートの

うち小牧原-桃花台東間の大半は,国道155号線

のバイパスと併走するルートである｡このため建設

省は, 1975年度から測量･試験費の名目で補助金

を支出することにした｡ただしこの名目が測量･試

験費という唆味な表現になっているのは,当時は新

交通システムのインフラ部分に補助をする制度がな

かったため,国道改築事業の一環という位置づけで

支出が行われた｡いずれにしても,これまでなかっ

た新交通システムのインフラ整備に対する国の助成

を実質化するまでして,国はこの鉄道建設事業を後

押ししようとした｡測量･試験費は1977年まで予

算化され, 1978年度には本格的な事業を見越して

15億円という予算要求がなされた｡しかし認めら

れたのは2,000万円にすぎず,国(大蔵省)は慎

重な態度を示した.採算性が危うい公共交通事業は

公的資金に頼らざるを得ない面があることは,一般

的によく知られている｡桃花台線の場合も例外では

なく,事業建設の当初から公的支援を想定していた｡

鉄道事業を第三セクター方式で行うことが決まっ

ていたため,これを受けて1978年12月6日に桃

花台新交通の第一回発起人会が開催された｡新会社

は翌年12月3日に設立され,出資金30億円のう

ち46%を愛知県が負担した｡小牧市と名古屋鉄道

はそれぞれ10%, 3億円を負担,さらに中部電九

東海銀行,日本長期信用銀行がいずれも5%, 1.5

億円を負担したo また出資金の規模に比例するよう

に,代表取締役社長には愛知県知事が,副社長には

副知事,小牧市長,名鉄社長がそれぞれ就任したo

当初計画によれ拭建設事業は1975年から始まり,

1982年には終了するはずであった｡総建設費用は

245億円で,その内訳はインフラ部が109億円

(44.5%)
,インフラ外部が136億円(55.5%)

であった｡さらに乗車人員として, 1990年時点で

1日当たり40,000人,ピーク時の運送能力を

7,000人と見込んだo

3 ｢桃花台線｣の建設過程と関連事業

当初の計画から6年遅れ, 1981年12月から鉄

道建設の工事が始められた｡最初の工事は東田中-

桃花台東間で,ニュータウンの建設に併行しながら

軌道を設ける工事であった｡東田中は小牧市のl日街

地の端に当たっており,ここと小牧駅の間は別の工

事と一体化して行われることになった｡桃花台線に

出資している小牧市や名鉄にとって,新交通システ

ムの建設工事は市街地の整備や鉄道高架化のチャン

スでもあったo地上を走行する小牧線と小牧駅は歴

史も長く市民に親しまれてきたが,設備が古いため

整備をする必要があった｡このため,駅周辺の整備

と小牧線の連続立体化事業を桃花台線の建設を契機

に実施することになったo小牧駅は現在より東側に

150Ⅲ移動させ,地下部分に新しく設ける｡その上

の地上部分は県道が走行し,さらにその上の高架部

分を新交通システムの軌道が走行するという立体的

な構造である｡つまり,小牧市や名鉄にとって桃花

台線の建設は市内にある主要な交通結節点の機能を



高める副次的意味をももっていたのである｡

小牧市駅周辺の整備は土地区画整理事業によって

実施された｡ 1989年4月に地下化した小牧駅が完

成し, 1993年4月には土地区画整理事業も完了を

見る｡小牧駅が完成した2年後の1991年3月25

日に桃花台線は開業にこぎ着けるが,この間の建設

費はインフラ部分が157億円,インフラ外部が

156億円の計313億円であった｡インフラ部分の

工事は国と愛知県の費用をもとに主として行われ,

国は89.12億円,県は67.78億円をそれぞれ支出

した｡ニュータウンの開発を進めてきた愛知県は,

このほかに新会社(桃花台新交通株式会社)の本社

と車両基地の用地を無償で提供した.これまで国は

新交通システムのインフラ部分に対して一般会計か

ら補助をすることはなかった｡ところが1978年に

新しい制度が導入され,住宅建設や宅地開発事業を

促進する目的で別枠の助成が行われることになった｡

こうした変更は,従来の道路特別会計からの補助金

支給は安定性に欠け,鉄道建設事業が滞る事例があっ

たため,これを解消するために行われたo いずれに

しても,桃花台線はこうした支援体制に守られなが

ら誕生した.

当初の事業計画では1日当たりの乗車人員は

40,000人(1990年)と見込まれた.この数字が

いかに大きいかは,この年の桃花台ニュータウンの

実際の人口が14,106人であったことからもわかる｡

確かにこれは結果論であり,計画していた時点では

もっと多くの人がニュータウンに居住し,また桃花

台線を利用してくれると予測されたかもしれない｡

こうした予測は往々にして過大な数字になりがちで

あり,建設を実現するために求められる条件をクリ

アするために,かなり無理をして推計されることが
多い｡モータリゼーションが浸透している時代に,

これだけ多くの公共交通需要を期待するのは容易な

ことではない｡現実にはニュータウンの総人口の

2.8倍にも相当することになる乗車人員を期待して

いたといえる｡新交通システムのアキレス腫はまさ

にここにあり,もともと交通需要が多く期待できな

いところで公共交通サービスを提供する点に,この

システムの特徴がある｡問題はどの程度なら関係者

の間で合意できるか,その程度である｡あまりに非

現実的な状況下で交通事業を進めることは避けねば

ならない｡しかし現実はそのようには行かない｡結

果的に桃花台線は,そのことが厳しく問われる新交

通システムとなってしまった｡

当初からある程度想定された経営問題を抑えるた

めに,桃花台線ではコスト削減の試みが行われた｡

それは運転台の設置や片側ドアの採用,あるいは幅

員の節約などに現れいる｡ 4両編成で運行される中

央案内方式の桃花台線では,通常なら前後2カ所に

ある運転台が1カ所しかない｡これは,軌道の終端

にループ線を設け,ここで方向を転換する方式を採

用しているからである｡このため,運転台は-カ所

でよく,出入り口のドアも片方だけあればよい｡ホー

ムはすべて島状でわかりやすく,複雑になりやすい

分岐器も2カ所のみに抑えられた｡動力は電気でゴ

ムタイヤを使用するため排気ガスや騒音は発生せず,

振動も少ない｡道路上の高架を走行するため土地利

用や景観･眺望といった点から見ても評価できるシ

ステムである｡しかし,こうした優れた特性をもっ

た交通システムも需要が期待できないところを走行

していては,やがて限界に直面せざるを得ない｡

llt 桃花台線の利用推移と経営努力･公的補助

1新交通システム･桃花台線の開業と利用推移

新交通システム桃花台線は1991年3月25日に

開業した｡愛称は公募で｢ピーチライナー｣と決め

られたが,これはいうまでもなく,桃花台ニュータ

ウンの桃花にちなむものである｡もともと小牧市東

部の丘陵地一帯では昔から果樹栽培が盛んに行われ

てきた｡桃の栽培もその中に含まれており,桃の木

や桃の花はこの地域一帯のいわばアイデンティティ

である｡市域は異なるが隣接する春日井市には桃山

という地名もあり,春日井市から小牧市にかけて,

かつては果樹農家が多く存在していた｡名古屋大都

市圏の形成,とりわけ住宅地化や工場進出にともな

い,こうした農業生産は影を潜めた｡しかし,地域

アイデンティティともいえる桃の花あるいはピーチ

は,地域住民にとってなじみ深いシンボルであり,

ピーチライナーという愛称に違和感はなかった｡

桃花台線の開業当時,ニュータウンの人口は依然

として16,000人程度にとどまっていた｡当初想定

した1日当たりの乗車人員40,000人はさすがに多

すぎ, 10,000人に修正された｡しかしこれでもま

だ多く,結局運賃の認可申請を行った時点では

5,400人とした｡初乗り運賃は180円,小牧駅か

ら終点の桃花台東までは300円とされた｡開業時

のダイヤは, 1時間当たりラッシュ時が5本,昼間

4本,早朝･深夜は3本であった｡ 1日片道で70

本,休日は64本が運行された｡小牧駅と桃花台東
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駅の間に5つの駅が設けられ, 15分で結ばれた｡

小牧線とは小牧駅,小牧原駅で連絡し,途中に連絡

する駅はない｡ニュータウンの中には桃花台西,桃

花台センター,桃花台東の3つの駅が設けられたが,

利用者が多uのは商業･サービス施設にも近い桃花

台センターである｡

想定した5,400人という1日当たりの乗車人員

に対し,開業年の実括は3,281人であった.翌年

は19.5%減って2,641人となり,以後3年間連続

して減少し続けたo 1994年から1996年にかけて

乗車人員が2,501人から2,871人へと増加したの

は,ニュータウンの人口が増えたことによるo

1993年に2万人の大台にのった人口はその後も増

え, Ⅰ998年には2.5万人を上回るところまできた｡

しかし,こうした追い風もむなしく,乗車人員は再

び下降し始め, 1998年には2,547人まで低下した｡

開業年から3年連続で乗車人員が減った理由のひと

つは,桃花台センターと中央線の高蔵寺駅までの間

でバスの運行が始まったことであるo これは一見す

ると,開業したばかりの新交通システム桃花台線の

足を引っ煎るような動きに思われるo実際,そのよ

うな結果を招いたことが数字の上から明らかである

が,このバス運行は桃花台線の第二期工事の代替線

というふれこみで実現したc すなわち,将来的には

桃花台束から高蔵寺駅まで新交通システムを延長す

るという意思表示であったo朝のピーク時には8便

が運行され,いつも満員という状態であったo いく

ら鉄道延伸の意思表示とはいえ,小牧方面へ流れる

乗客を春日井方面-流す結果であることは明らかで

あるc このように,当初から桃花台線の交通需要は

あやふやな状態にあったo

中央線と連絡するなら,高蔵寺駅よりむしろ春日

井駅へ向かった方が名古屋へ行くには速い｡そこで,

マイカーをもった住民の中には春日井駅近くに駐車

するパーク･アンド･ライドか,あるいはキス･ア

ンド･ライドで,名古屋方面へ向かう人も少なくな

い｡高校生などは自転車で春日井駅へ行き,そこで

中央線に乗車するoなぜこれほど中央線に人の流れ

が向かい,せっかく開業した桃花台線が利用されな

いのか｡その大きな理由は名古屋へ向かうさいの乗

り換えの不便さにある｡たとえ小牧駅あるいは小牧

原駅で名鉄小牧線に乗り換えても,名古屋方面の終

点は上飯田駅で,これは地下鉄とつながっていない｡

こうした状態を放置していては,名古屋市-向かう

住民が桃花台線を利用しよう気にはならないD この

小牧線と地下鉄の不連続問題は, 2003年3月に上

飯田連絡線が名鉄と名古屋市の手によって建設され

たことにより解決した｡このとき,桃花台線の運賃

も引き下げられたため,乗車人員は2003年は

3,100人,さらに翌年は3,500人に増加した｡しか

しそれでも,開業当時の水準であり,当初想定の

10,000人あるいはその後下方修正された5,400人

をも下回っている｡

2 桃花台線の利用状況

上飯田連絡線が完成して小牧線と名古屋市営地下

鉄が結ばれるようになった2003年,桃花台線の年

間乗降客は228.5万人を数えた｡これを定期客と

定期外客で見ると, 60.1%対39.9%である｡乗降

客数がもっとも多いのは小牧駅で92.9万人,以下,

桃花台センター駅(58.9万人)
,桃花台東駅

(24.4万人)
,桃花台西駅(19.9万人)の傾であ

る｡これらのうち小牧駅以外は桃花台ニュータウン

の中にあり,ニ.1-タウンの住民にとっての移動手

段,とりわけ通勤･通学の足として機能しているこ

とがわかる｡年間20-60万人の乗降客数とはどれ

ほどのものであろうかo これを名鉄小牧線の駅別乗

降客数と比べると,とくに多いとはいえない｡小牧

線では最小でも41.0万人,多くは50-90万人程

度である｡もともと幹線鉄道である小牧線の培養線

として位置づけられるため,このような結果でもお

かしくはない｡
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図6 桃花台ニュータウンからの所要時間

桃花台線では,小牧駅と桃花台センター駅の2カ

所で他の公共交通手段と連絡している｡このうち小

牧駅では名鉄小牧線と,同じく名鉄バスに乗り換え

ることができる｡パーソント7)ップ調査の結果によ

れば,桃花台線小牧駅からの乗客のうちもっとも多

いのは,徒歩で駅へ来た人であるc これが42.3%

を占めるo 第2位はバス利用者であり, 33.0%,

以下は自転車(18.4%)
,自動車(5.9%)の個で

ある｡一方,桃花台センター駅では中央線の高蔵寺



釈-向かう名鉄バスと,同じく春日井駅へ向かうあ

おいバスに乗り換えることができる｡このうちあお

いバスは,桃花台ニュータウンの住民が主体的に運

動して運行にこぎ着けた路線である｡桃花台線を経

由して名古屋市中心部に行くことに不満をもつ人び

とが,直接中央線を経由して行けるよう｢開設｣し

たバス交通である｡

桃花台線の1日当たりの乗車人員は3,500人程

度で低迷しているが,冬期の降雪時には5,000人

ほどに増加する｡桃花台ニュータウンでは冬期に数

回,自動車の走行が危うくなる程度の雪が降るため,

そのさい新交通システムの乗客が一時的に増えるの

である｡これまでに実施された住民アンケートによ

れば,桃花台線の潜在的な乗車人員は現在の2倍に

当たる7,000人程度と見込まれる｡しかしこれは

あくまで見込みであり,可能性でしかない｡ニュー

タウン住民のうち桃花台線を利用しない人の7剖近

くは自動車を利用している｡国道155号線を中心

に道路整備が進んでいることもあり,自動車から新

交通システムに乗り換える人は少ない｡

桃花台線利用者の6剖は通勤･通学などの定期利

用者である｡毎日2,000人近くの人が職場や学校

へ行くのに桃花台線を利用している｡しかし,たと

えば通勤時に利用する手段としてもっとも多いのは

自動車であり,これは小牧市に限ったことではない｡

直接的なデータとはならないが,小牧市市役所へ通

勤している職員のうち,自動

(2003年)を占めた. 2番目 雷慧まi/
<PjO

･,80:o
自転車による通勤であり, 19.6%であった｡桃花

台線とバス,徒歩,自転車などを組み合わせた通勤

は全体の7.4%にとどまる｡市役所職員の居住地の

すべてが桃花台線の沿線にあるとはいえないため,

この数字だけでは判断できないが,参考になる結果

ではある｡

3 経営状況の推移と経営努力･公的補助

桃花台線が開業した1991年の営業収益は2.8億

円,営業経費は8.6億円であった｡当初から赤字で

あることは覚悟されたが,赤字は毎年増え続ける一

方であり, 1996年の累積赤字は43.21億円にも達

した｡赤字額は減ることはなく, 2004年には61

億円と資本金の2倍にもなった｡この間,営業威厳

を改善するためにどのような方策が講じられたであ

ろうか｡まず収入面であるが, 2003年に上飯田連

絡線が完成したため,乗車人員は前年比で40.7%

も増加した｡しかし同時に運賃の値下げも実施した

ため,運賃収入は3.5%の増加にとどまった｡割引
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乗車券の発売やパークアンドライドの駐車場設置,

無料の自転車･ベビーカーの貸し出しなど,乗客数

を増やす努力は続けられてきた｡

乗車運賃の引き下げ効果が良くは続かないことは,

すでに経験済みである｡このため桃花台線では費用

削減に力を入れ,コストを引き下げることで損失を

減らそうとしてきた｡具体的には, 2000年から

2004年にかけて,人員削減,給与抑制, OB社員

化が推進されてきた.この結果, 8.66億円の費用

削減が実現された｡しかしこうした努力にもかかわ

らilh,桃花台線の大きな累積赤字は減りそうにないo

問題なのは開業から14年が経過し,所有している

車両や電気･通信機器などの耐用年数がすでに過ぎ

ている点である｡通信機器の一部だけを交換するの

は困難になってきており,車両を含めた大規模な更

新が避けられない｡橋脚や桁などのインフラ施設は

経常事情を考慮してこれまでは,必要最小限度の修

繕で対応してきた｡しかし,耐震補強や剥落防止･

塗装など早急に対応する必要のある箇所もあるため,

大規模な費用支出は免れない｡

1E]当たり乗客鼓(人)
35.000

30.000

25,(伽

20.000

I5,000

1 0,000

5.OCO

O

1991年 92 93 94 95 98 97 98 99 2000 1 2 3 1年
年次

図7 桃花台線の1日当たり乗客数の推移

出 典 愛 知 県 の ホ
ー

ム ペ ー

ジ

(http://www.pref.aichi.jp/kotsu/peach/kentoukai.htmI )掲載の資

料をもとに作成｡

費用負担の中では人件費と修繕費の占める割合が

大きい｡人員整理や給与抑制で人件費は抑える努力

がされてきたが,最低限の安全性を維持するには過

度な削減は好ましくない｡ 1996年まで車両の点検

は2年にl度の割合で実施されてきたが,これも費

用削減の観点から3年に1度へと間隔が延ばされた.

経営問題の悪化が顕在化した2000年以降は,削減

計画を上回る水準で費用抑制が進められてきたが,

もはや限界的状態に近づいている｡最大の問題であ

る交通需要の増加が望めないという現状を考えると,



表1桃花台線の経営状況 億円

午.痩
200一年

嶋日､＼-＼

(収入)
280営業収益

旅客運輪叫文人 266

営業外収益 320

計(A) 601

(費用)
860羊..----T二｣-

人件費 494

鯵毒着費､その他 366

常菜外費用 102

計(良) 962

##&*(A-B) 362

当期組失 274

当期

391未処分税失

2002年 2003年 2004年 2005年 2舶

229 225 221 233 247

196 190 191 198 212

6 3 6
一ー
■一 3

235 228 227 235 250

52L1 ･178
652 500 462

292 270 257 264 2`12

232 208 395 236 220

0 0 0 0 0

524 478 652 500 462

288 250 425 265 212

294

5,l83

254

5,437

429

5,866

269

6,136

215

6,351

出典:愛知県のホームペ-ジ(http://www.pref.aichi.jp/kotsu/peach/kentoukai.html)掲載の資料による｡

経営面でとれる選択肢はきわめて少ないといわざる

をえない｡

新交通システム桃花台線の最大の出資者である愛

知県は,運営会社に対して開業時に運営資金として

30億円を貸し付けた経緯がある｡さらに経営が苦

しくなった2000年からは県と小牧市が当面の運営

資金不足を補うために公的支援を続けてきた｡県が

主体となって開発してきた桃花台ニュータウンの足

であり,小牧市東部に新たに住むことになった住民

の移動手段である桃花台線に,これら2つの自治体

が強く関与するのは当然である｡しかし今や,自ら

始めた鉄道事業に圧迫され,建設的な展望が切り開

けない状況に立ち至っている｡

Ⅳ 交通事業を取り巻く地域環境の変化

1地域社会環境の変化

桃花台線の建設が当初計画されたとき, l日の乗

車人員は43,000人と想定された｡その後, 10,000

人に下方修正され,さらに5,400人まで落とされ

た｡現時点で考えれば,当初の構想がいかに非現実

的であったかという評価を下さざるを得ないが,な

ぜこのように大きなずれが生じたのであろうか｡考

え方は2つあり,当初の推計およびその後の修正に

おいても,過大な見込みに終始してVゝたという解釈

が第1である｡第2は,当初はとても予測できなかっ

た社会･経済環境の変化があり,期待できる交通需

要が生まれなかったという解釈である｡最初の解釈

は,すでに識者が指摘しているように,新交通シス

テムと競合する公共交通機関を前提せずに推計が行

ll

われたという事実に結びつく｡いくぶん好意的に解

釈すれば,是が非でも実現したい新交通システムを

国や県の援助を期待しつつ建設するために,あえて

｢下駄を履かせた｣のではないかと考えられる｡桃

花台ニュータウンというやや後発の郊外型住宅地の

価値を高めるには,新交通システムという交通手段

が不可欠と考えられたのではないか｡かりに桃花台

ニュータウンの開発が愛知県の手によって行われな

かったら,愛知県が新交通システムの建設に乗り出

すことはなかったであろう｡ニュータウンと新交通

システムは不可分の関係にある｡

2番目の解釈は,多少推計が甘かったにしても,

当時,現在のような環境変化を見通すことはできな

かったというものである｡用地買収に取りかかった

矢先,第一次石油ショックに見舞われた｡そこで計

画を大幅に縮小するか,あるいは取りやめるという

オプションもあったかもしれない｡しかし,いった

ん決めた開発計画を元に戻すのは並大抵のことでは

ないと思われる｡事実は,石油ショックは2度も起

こり,日本経済のみならず,世界経済全体が低迷状

態に落ち込んだ｡わが国で続いてきた高度経済成長

は過去のものとなり,低経済成長時代へと突入したo

その後,バブル経済の形成という膨張期はあったが;

その後の経済崩壊とデフレ経済の定着という,考え

られないような時代環境を迎えたのである｡人口構

造は少子高齢化というこれもまた,過去に経験した

ことのないような状況になった｡世は挙げて, ｢都

心回帰｣ ｢コンパクトシティ｣といった郊外地域か

らの撤退を促すような流れに向けて動き始めた.

こうした動きはひとり桃花台ニュータウンに限ら

れた現象ではないが,結果的に桃花台線の交通需要



は伸び悩み,今や存廃の岐路に近づきつつあるのが

現状である｡郊外化が停滞して桃花台ニュータウン

への入居者数が予想を大きくした回ったことは,あ

る意味では予測できなかったことかもしれない｡桃

花台線不振の原因につながったもうひとつの誤算は,

自動車交通から公共交通への乗り換えが進まなかっ

た点であるo これには2つの意味があり,ひとつは

新交通システムの運営会社側に,乗り換えさせるよ

うな戦略や魅力がなかったという点であるo いまひ

とつは自動車利用者の方に桃花台線を支援していこ

うという気持ちがなかった点である｡地方の鉄道や

バスの路線が存廃の岐路に立ったとき,地域住民の

間からは廃止に反対する声がわき起こるのが普通で

ある.ところが桃花台線の場合は,目立って反対を

唱える動きが見られない｡新交通システムの歴史が

浅く,住民同士のつながりが弱いニュータウンの性

格ゆえかもしれないが,やはり地域住民との結びつ

きが強くなかったのではないかと思われるo

2 沿線地域の開発動向

桃花台線がいくつかの不利な条件をかかえたまま

建設され,開業後もさしたる改善案が示されないま

ま今日の状態に立ち至ったことは,再三指摘した通

りであるoあらためてその不利な条件を指摘すれ拭

環状線の一部にもなれない｢盲腸線｣であること,

また路線の沿線に住宅以外の交通需要発生の施設も

なく,住宅地で発生する交通需要のみに依存してい

る点であるo小牧市の公共施設は桃花台線の完成後

も各地に設けられたが,とくに新交通システムの路

線を考慮して建設ざれるということはなかったo こ

れはむしろ当然で,桃花台線だけを特別扱いするこ

とは市民感情を考慮すれば許されない｡企業誘致に

熱心に取り組んできた小牧市には有力な企業も多く,

大学のキャンパスも東部丘陵に建設されたo しかし

それらのどれもが桃花台線と直接結びつく位置には

なく,交通需要は期待できない｡

このように考えると,桃花台線の建設構想と小牧

市の東部丘陵地域の開発構想の間にほとんどつなが

りがなかったのではないかと思わざるをえない｡もっ

ぱら桃花台ニュータウンという愛知県が開発した住

宅地域のみを対象として新交通システムは構想され

たo しかも,これも現時点で考えれば,はたして軌

道という固定されたルートの上を走行する交通手段

が必要であったのかという疑問がわく.たしかに,

自動車交通に煩わされない定時制が保証される新交

通システムは優れた交通手段ではあるo しかし,固

定的な軌道ゆえに,一度決められたらルートが変え

られない柔軟性を欠いた交通手段であることも確か

であるo現に,桃花台線は住宅地域の中を走行して

はいるが,乗車駅は限られており,アクセスは必ず

しもよいとはいえない｡乗車駅までバスで来た人を

乗せるほど広u後背地があるわけでもないo

このことは,たとえば桃花台ニュータウンに隣接

して先行開発された高蔵寺ニュータウンでは,もっ

ぱらパス輸送で公共交通需要がまかなわれている点

を見ると,なおさらその意を強くするo このニュー

タウンでも自動車利用率は高いが,通勤や通学の足

としてバスが頻繁に利用されている｡地域内と最寄

り駅付近の道路はよく整備されており,ラッシュ時

でも目立った渋滞は起きていない｡旧市街地のよう

に自動車の走行密度が高く渋滞が発生しやすいとこ

ろでは,バスの定時運行は期待しにくいQ しかし郊

外地域にあっては,そのような恐れは少ないo公共

交通に対する潜在的な需要があればの話であるが,

バス路線網で需要をすくい最寄りの幹線鉄道の駅ま

で運び込む方が現実的である｡

1866 1D7O 18BO 198石 1g90 1995 2OO(】 2005年

図8 愛知県における人口の推移状況

出典:愛知県のホームページ

(http://w.pref,aichi.jp/toukei/jyoho/aichi/jinkou/jinkou.html )渇

載の貴斜による｡

3 周辺地域の交通事情と競合バス路線

桃花台線の経営にとって不幸だったいいまひとつ

の環境変化は,自動車交通以外に,競合する公共交

通手段が現れた点である｡桃花台線の第二期工事に

向けての代替交通として,高蔵寺駅へ向かう名鉄バ

スが桃花台センターから出ていることはすでに述べ

たD さらに追い打ちをかけるように,春日井駅に向

かうあおい交通のバスが牢から運行されるようになっ

た｡これは2002年2月に道路運送法が改正された

のを契機に,小牧市にあるタクシー会社のあおい交

通がバスの運行に参入したものであるo すでにそれ

以前から会員制のバス運行を同じ路線で行ってきた
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が,正式に一般路線バスとして走行するようになっ

た｡現在,あおい交通は朝,塞,夜と走るコースを

変えながら,公共交通需要発生の地域性を考慮した

バスの運行を行っているb こうしたきめ細やかざは,

残念ながら桃花台線では期待できなv】｡

桃花台ニュータウンの開発にとって幸運だったの

は,住宅地域の南の端を東西方向に中央道が走るよ

うになったことであるo 中央自動車道は1967年の

調布-八王子間の開通を皮切りに順次延伸されてい

くが,多治見-小牧ジャンクションの間が開通して

東名高速道路をつながったのは1972年10月のこ

とであるo この時期は桃花台ニュータウンの開発が

都市計画事業として認定を受けた頃である｡住宅が

張り付き人口が増えてきたため,高速道路に桃花台

バスストップという路線バスの停留所が設けられたc

ここまで行かなければならないという不便さはある

が,中央高速バスやJRバスで名古屋市内の栄,名

鉄バスセンター,あるいは中部国際空港方面へ行く

ことができる｡

図9 桃花台ニュータウンの中を巡回するパス路線

出典:路線図ドットコムのホームページ

(http://www.rosenzu.com/braVbra26.htrnl)掲載の資料による｡

現時点で桃花台ニュータウンと名古屋駅の閏を結

ぶ交通ルートで比較した場合,時間的にもっとも速

く行けるのは高速バスであるQ 所要時間は40分で

料金は680円,最大の魅力は乗り換えなくても良

い点であるo 2番目に速v)のはバスで高蔵寺駅まで

行き,ここから中央線で名古屋駅へ行く場合である｡

所要時間は55分,料金は820円である｡つぎが桃

花台線を利用し,名鉄小牧駅と地下鉄の平安通,栄

両駅で乗り換えて行く場合であり.所要時間は58

分,料金は800円である.最後ほ中央線の春日井

駅経由のルートであり,所要時間は68分とやや長

いが,料金は620円ですむ｡こうしてみると,高

速バスがもっとも利便性が高い｡バス交通の弱みは
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定時運行が確保しにくい点にあるが,高速バスのよ

うに渋滞に巻き込まれる可能性が低い路線の場合は,

こうした欠点も弱まる｡

桃花台線を計画した当初から今日のような交通環

境を予測すべきであったとはとてもいえない.しか

し,規制緩和の流れの中で運輸行政が変更され,地

域の交通事業を巡る動きは大きく変わったo こうし

た動きに合わせるように適切な対応がとられていた

ら,桃花台線の局面はもう少し違っていたかもしれ

ない｡自動車交通はその社会的費用が問われながら

ち,燃費の改良や環境基準対応で壁を乗り越えてき

たoドライバーが公共交通に乗り換えないのも,費

用対効果やコストパフォーマンスを考えると,郊外

地域ではやはり自動車に分があることを示している｡

自動車がもっている利便性や魅力に対抗するには,

よほどのことを考えないと太刀打ちできないであろ

う｡

∨ 現行システムの継続困難性と廃止された場合の

対応

1現行の新交通システムの継続困難性

桃花台線の経常の行き詰まりが一般に知られるよ

うになって,すでに数年の月日が売れた｡この間,

目に見えるかたちで有効な対策が打たれた形跡はな

く,いわばズルズルと時間ばかり過ぎてしまったと

いえるQ 2005年3月にようやく｢桃花台線のあり

方に関する提言｣という報告書がだされた｡これは,

桃花台線の現状を検討し,今後の方向性を探るため

に学識経験者や愛知県,小牧市の関係者が集まって

話し合った結果をまとめたものである｡その内容は,

これまでの経緯を振り返りながら問題点を指摘し,

今後考えられそうな方向を示唆するものとなってい

る｡当事者である愛知県や小牧市がとるべき行動は,

明瞭には示されてt-ないo しかし客観的状況から判

断すれば,これらの自治体にまったく責任がないと

は言えそうにない｡報告書によれば,桃花台線の年

間経費の半分近くは愛知県,小牧市からの公的資金

に依存するというきわめて異常な事態にある｡いく

ら地域住民にとって必要な公共交通サービスといえ

ども,いつまでも支援し続けることは市域全体の公

平性の観点からいって好ましくなく,また不可能で

あるo人件費の削減はもはや限界にきており,安全

なサービス確保を考えれば,これ以上減らすことは

できないという｡



最大の問題は赤字が減らないことであるため,桃

花台線を廃止するか,現行の交通システムに代わる

別のシステムを現在の軌道を利用して運行するか,

いずれかの方向が今後,模索されると思われる｡需

要を増やして現システムを継続する可能性も考えら

れなくはないが,非現実的であることはすでに述べ

たとおりである｡別のシステムを導入する第二の案

は,当然,現在のシステムに比べて運営コストが小

さく,現在の交通需要でもなんとか継続できるもの

でなければならない｡すでに関係者の間ではいくつ

かのシステムが比較検討されており, ｢磁気誘導式

バス方式｣が良いのではないかといわれている｡た

だし,このシステムは車両設計や開発がまだ途上の

段階にあり,すぐに実用化できる状態ではない｡こ

のため,最低でも数カ年は｢つなぎ｣の状態で現在

のシステムを運用していく必要がある｡また,たと

え導入が決まったとしても,かなりの金額の投資が

必要となることはいうまでもない.現在の軌道のま

までは走らせることができないため,構造物の改修

を全面的に行う必要がある｡先に述べた報告書によ

れば,新しいシステムを導入するには20億円程度

の事業費が見込まれるという｡事業費を調達するに

は愛知県,小牧市,国｡地元経済界などから幅広い

支援が必要だと報告書はいっているが,果たしてそ

のような新規投資が可能な状況であろうか｡大いに

疑問といわざるをえない｡

表2 代替導入システムの比較概要

区分 白地運転化
2再■成也 特殊パス こ:=;-.i-- ガイドウエイ トレーラー

(有人) (有人) (自助) (有人) (有人)

E::=コ 73億円 43dL円 28せ円 18せ円 56dL円 15dL円

(うち投一群†(49dt円) (29稚円) (84円) (5せ円) (8*P]) (84円)

榔収支見込 r百万円) (百万円) (百万即 挿万円) 頂万円) 挿万別

収益 283 283 283 283 283 283

Jt用 E= 429 E= 271 343 385
;L'.T… △111 △146 △60 ー2 △60 △102

:I:■∴

≡;I..,. インフラ
車両沖発

に♯大な

軽Jtが必

辛

インフラ 事両用尭､ インフラ

I:i!ー.--. 外故事の 外衣♯(宅 インフラ 外改書の

に♯大な 他､投00 気マーカ 改書にJE 他､紺
牡Jtが必 番空新が

一枚I)エ 大な姪Jt 羊空薪が

I 必gF 事が必事 ∫.,J■-.: 必事

出典:愛知県のホームページ

(http://www.pref.aichi.jp/kotsu/peach/kentoukai.htmJ)

掲載の資料による｡

いますぐに廃止ということはできないため,短期

的には現状をしばらく維持するか,あるいは少しで

も経営が改善されるように努力が続けられねばなら

ない｡この点について報告書は,ワンコイン(100

円)乗車,高齢者割引,巡回バスとの連携などのア

イデアを提示し,利用増加を呼びかけている｡さら

に中期的には,高齢者利用に向けたバリアフリー化,

他の交通機関との連携強化,まちづくりを含めた地
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域住民との連携,などに力を入れるべきだとしてい

る｡いずれももっともな提案内容であるが,これま

でなぜこうしたことが行われなかったのか,あるい

は行われたかもしれないが,それらが経営改善に結

びつかなかったのか,そのあたりを厳しく検討する

必要がある｡

現行の交通事業の見直しをはかるとき,その運営

組織のあり方の検討は避けて通れない｡行政と民間

が一緒になって運営する第三セクター方式に問題は

ないのか｡もとはといえば民間企業ではとても成り

立ちそうでない交通事業であるため,第三セクター

方式が選ばれた｡しかし現状は厳しく,この難局を

突破するには,逆転の発想で民間企業の経営方式に

頼るという選択も浮上してこよう｡インフラ部分と

上部の運行部分を切り離して経営する身軽な体制が

確保できれば,思い切った経営戦略が発揮されて利

用増が実現できるかもしれない｡とりわけ,現行の

システムに代えて新しいシステムを導入することに

なれば,思い切った合理化が求められるため,交通

事業運営の組織それ自体を大きく更新する必要があ

る｡このように,種々考えられる今後の方向性をめ

ぐって愛知県,小牧市,地元では現在,議論が行わ

れている｡ 2006年1月には愛知県･小牧市による

地元住民向けの説明会が開かれた｡もっぱら現状の

困窮ぶりが披露され,選択肢が少ないことが地域住

民に伝えられた｡住民の中には,桃花台線の廃止に

は絶対反対であり,経営を続けるべきだという意見

もあった｡しかし,地元で発信されているインター

ネット･ホームページやミニコミ誌などによれば,

廃止はやむをえないという意見が多いという｡

2 桃花台線が廃止された場合の対応

桃花台線の廃止が避けられない場合,その後の事

態はどのように推移するのであろうか｡まずは, 1

日3500人ほどの現在の利用者の移動手段をどのよ

うに確保するかという問題に対処しなければならな

い｡これについては,すでに現在,桃花台ニュータ

ウンから春日井市や名古屋市に向けてバス路線があ

るため,これに小牧市向けの路線が加われば,住民

の足の確保は十分だと思われる｡バスの巡回性を生

かして住宅地域内に路線を設ければ,桃花台線以上

の利用は見込まれよう｡ただし,朝夕のラッシュ時

などにおける定時運行確保の問題は残る｡桃花台線

が開業した当時に比べると競合するバス路線が増え

ており,これが新交通システムの需要を奪ったとい

う側面がある｡新交通システムはバス需要を上回る



が,私鉄や地下鉄などの鉄道ほど多くの需要が見込

まれない領域をカバーするとされてきた｡しかし桃

花台線の場合,マイカーに加えてバスによって交通

需要が奪われた｡種々の努力もむなしく,交通需要

を奪い返せなかった点に問題があった｡このような

ことが当初から予測できなかったのか,予測できて

いたとすれば新交通システムの建設事業はなかった

のでないかという気持ちにとらわれる｡

路線バスとは異なり,新交通システム･桃花台線

は独自の軌道をもっており,その資産価値はけっし

て小さくない｡国や愛知県の税金によって建設され

たいわば国民,県民の財産であり,これを無駄にす

ることは本来,許されないことである｡先に述べた

報告書によれば,かりに軌道の構造物を撤去すると

したら,それだけで100億円を必要とし,工事期

間は1年半から2年もかかるという.およそ無駄な

ことだと思われるが,いったい誰がその責任をとる

のか｡たとえ撤去しないとしても,国道上の構造物

である以上,最低限の補修をしなければ｢危険物｣

になりかねない｡地域景観の観点から長大な構造物

が雨ざらしのまま放置されるのは問題といわざるを

えない｡取り壊すにも費用がかかり,また残すにも

残せないという,文字通り絶体絶命の状態に追い込

まれている.

桃花台線がかりに廃止されることが決まった場合,

その影響は移動手段の変更だけにとどまらない｡す

でに述べたように,この新交通システムは愛知県が

開発に取り組んだ桃花台ニュータウンと深くかかわっ

ているため,廃止はニュータウンの開発事業にもお

よぶ｡つまり,桃花台ニュータウンに居住地を求め

た人の中には,この新交通システムがあることを住

宅購入の前提とした人も少なくなかったと思われる｡

事実,愛知県･小牧市による桃花台線の現況説明会

の席には,住宅費用に新交通システムの建設コスト

が含まれていたのではないかという疑念を呈する住

民もいた｡その真相はうかがい知れないが,少なく

とも桃花台線の廃止があらぬ風評を巻き起こし,地

元の不動産評価の低下に結びつくのではないかと危

供する人も少なくはないであろう｡なまじ住宅地開

発と新交通システム建設が一体的に進められたがゆ

えに,思わぬ波紋を住民が受けてしまうという現実

があるc

｢桃花台線廃止｣が現実のものとなれば,新交通

システムとしては全国で最初の廃止事例になるとい

う点にも注意する必要がある｡モノレール,ガイド

ウエーバス,あるいは最近のリニアモーターなど,

いくつかの方式による新しい交通システムが全国で

展開されているo地域によって違いはあるが,全般

的に見て,当初の計画通りうまくいっている事例は

少ないoつまりどの新交通システムも経営に苦しん

でいるが,現時点で廃止問題が浮上してV)るのは桃

花台線くらいである｡かりに桃花台線の事業が継続

されなくなれば,他の新交通システムに何らかの影

響がおよぶ可能性があるo もちろん,それぞれの新

交通システムは地域の交通需要を踏まえて運営され

ているため,問題の原因が同じであるとは限らない｡

しかし,社会経済が変化し,人口構造や地域構造に

もこれまでとは違った要素が見られるようになった

図10 小牧市が運行するコミュニティバスの路線

出典:小牧市のホームページ(http://www.city.kornakLaichi.jp/kurasi/bus/)掲載の菜料によるo
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としたら,原因はひとり桃花台線に限らない｡構造

的な問題が潜んでおり,全国的レベルで新交通シス

テムを取り巻く状況を再検討する必要がある｡

｢桃花台線廃止｣がもたらす影響は,愛知県,小

牧市,地域住民の相互関係にも及ぶであろう｡交通

事業を進める側に立つ行政と,交通利用者である住

民の間に相互不信の気持ちが芽生え,今後のまちづ

くりによからぬ影響が及ぶ可能性が否定できない｡

住宅開発と交通事業の見通しの甘さを指摘する住民

と,交通事業に非協力的な住民に不満をもつ事業者

という対立図式が想定される｡こうした対立はもと

より好ましいものではなく,誤解があるとすれば早

めに解いておく必要がある｡がしかし,やはりこれ

までの経緯を冷静に振り返り,どこに問題点があっ

たのかを検証することを忘れてはならない｡中長期

的な社会経済の変化を見通すことは容易なことでは

ない｡安易な見込みや単純な想定に終始していなかっ

たかどうか,自分たちの交通手段として愛着を抱こ

うという気持ちが不足していたのではないかなど,

双方が反省すべき点はあろう｡こうした反省をして

ち,もはや手遅れかもしれない｡

おわりに

新交通システム･桃花台線の経営難が浮かび上が

らせた大都市圏郊外における地域公共交通の課題は,

きわめて重要といえる｡少子高齢化にともなう人口

構造の変化により,交通需要は伸び悩んでいる｡団

塊世代の定年退職が通勤交通の削減につながり,交

通事業の収入減をもたらす可能性も大きい｡その一

方で自動車交通は減る傾向にはなく,公共交通事業

はその基盤を弱体化させている｡高齢化が進めば自

動車に乗らなくなる人も増えるため,公共交通の需

要それ自体は大きく減ることはないかもしれない｡

もしそうであるなら,そのような交通需要を適切に

すくい上げて事業継続に結びつけるように工夫を凝

らす必要がある｡

新交通システムはバス交通より需要が多いところ

で成り立つと一般には考えられている｡たしかにそ

うであるが,交通需要は水物であり,地域の環境変

化にともなって変動する点に注意する必要がある｡
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とりわけ郊外地域にあっては,中長期的な人口構造

の変化が交通需要を引き下げるように作用する可能

性が高い｡こうした変化に適切に対応できればそれ

に越したことはないが,新交通システムにそのよう

な柔軟性はそなわっているのであろうか｡バス交通

とは異なり,新交通システムは独自の軌道を建設し,

そのうえで運行する形態をとっている｡軌道である

以上,簡単に付け替えることはできない｡公共交通

に対する需要が今後も見込めるか,あるいは少なく

とも減らないという前提条件が満たされなければ,

そのシステムはやはり導入が難しい｡赤字続きの路

線バスが廃止される一方で,郊外の住宅地域と都心

部を直接結ぶ高速のシャトルバスが好成績を挙げて

いるのは,非常に示唆的である｡撤退した民営バス

に代わって自治体が運行しているコミュニティバス

がそれなりに受け入れられているのは,その柔軟な

運行形態ゆえである｡バス交通がもっているこうし

た柔軟性は評価されてしかるべきであろう｡

新交通システム･桃花台線の問題の本質は,公共

交通事業を含めた大都市圏郊外地域の開発過程とそ

の結果にある｡高度経済成長とベビーブーマー現象

が時期的に重なり,大量の住宅需要が大都市圏で発

生した.居住という人間にとって基本的に保証され

るべき欲求を満たすために,大都市郊外が大規模に

開発された｡開発当時は｢緊急避難｣という意識は

薄かったかもしれないが,避難である以上,事態が

平常に戻れば, ｢帰還｣がそのつぎにくるのは日に

見えている｡日本ではバブル経済の崩壊によって本

当の高度経済成長が終若し,やがて大都市への帰還

が始まった｡むろんすべてが一斉に大都市に戻るわ

けではないが,これまで郊外地域で成り立っていた

ことがらが;条件の変化によって成り立ちにくくなっ

たのは明らかである｡開発を緊急避難と位置づけ,

その後の帰還まで想定して事業を進めることは不可

能であったかもしれない｡もしそうであるなら,わ

れわれはわずか20年後の世界も見通せない不完全

な地域開発能力しかもちあわせていないと言わざる

を得ない｡



那覇市中心市街地の再開発と活性化

はじめに

現在,全国の地方都市では中心市街地の再生や活

性化をめざした種々のプランづくりが進められてい

る｡高度経済成長から低成長へ,そしてバブル経済

という再成長を経たのちその反動ともいうべき大不

況が地方都市を襲った｡この間,地方都市の中心市

街地は経済変動の荒波に翻弄され続けた｡現在進行

中のプランづくりは,地価の高騰や下落,都市機能

の過集積や空洞化などによってひどく傷ついた中心

市街地を再生に向けて手術しようという試みである｡

それぞれの地方都市には個別の歴史的発展があり,

それゆえ市街地の再生や活性化の処方実にも独自色

があってしかるべきである｡本研究で対象とする沖

縄県の県庁所在都市･那覇市は,本土の地方都市と

はかなり異なる歴史的背景のもとで発展をとげてき

た都市である｡いうまでもなく,戦後四半世紀の間

はアメリカ合衆国の統治下におかれ,本土の地方都

市が急激な勢いで発展をするのを横目でにらみなが

ら,経済発展で取り残され,低水準の地域整備に甘

んじてきた｡在日米軍基地の7剖近くを負担すると

いう沖縄の特殊事情もあり,軍事的理由で市街地発

展が阻害されたという側面も否定できない｡

1972年に沖縄県が本土に復帰して以来,やつぎ

ばやに地域振興計画が実施され,都市や地域のイン

フラストラクチャーを本土並みに引き上げる公共事

業が進められた｡しかし,こうした計画や事業の実

施にもかかわらず,沖縄県の経済水準は依然として

低位にあり,インフラ整備も十分とはいえない｡県

庁所在地･那覇市はそうした沖縄県の中にあって,

まがりなりにも県内随一の都市として整備に力が注

がれてきた｡近年は沖縄観光の玄関口として多くの

観光客を本土方面から受け入れ 活況を呈している｡

その那覇市で,現在,中心市街地の再開発が進めら

れているが,その背景事情は本土の地方都市とはや

や異なる｡きっかけは冷静体制の終君にあり,これ

を受けて日米安保体制の見直しが行われ,基地再編

の動きが沖縄県内の他地域と同様,那覇市内でも起

こった｡具体的には市街地にあった米軍使用地の返

還であり,場所が場所だけに返還される土地の潜在

的評価はきわめて高い｡本土の地方都市にはあまり

ない国際政治状況の変化によって都市の地域構造が

直接的な影響を受ける事例が;ここには見いだせる｡

地方都市の中心市街地の再生や活性化にとって交

通は欠かせない地域的条件である｡過度なモータリ

ゼーションが都市機能の分散化を促し,このことが

中心市街地の空洞化につながったことを指摘する声

は多い｡本土復帰後の沖縄県におけるモータリゼー

ションの浸透は著しく,既成都市の地域構造に与え

た影響は計り知れない｡影響がとりわけ大きかった

理由のひとつは,県内に公共交通を担う鉄道がまっ

たくないという沖縄県特有の事情である｡モータリ

ゼーションの弊害は都市部の交通渋滞に典型的に現

れており,増え続ける自動車交通と進まない交通イ

ンフラ整備が状況を悪化させた｡那覇市では本土復

帰を果たした頃から軌道系の交通インフラを市街地

に設けることが構想された｡その構想が実を結び,

本土の地方都市ではすでにいくつか実現している新

しいタイプの都市交通システムが2003年8月によ

うやく導入された｡この都市交通システムの事業化

と並行するかたちで,返還された軍使用地の再開発

事業は進められた｡このため相乗効果が期待され,

中心市街地の再生や活性化に対する那覇市民や沖縄

県民のまなざしには熱いものがある｡

本土とは気候,風土,歴史が大きく異なるうえに

戦後の政治的,軍事的要因が加わり,沖縄県の諸都

市は,同じ日本の中にあって,かなり異なる発展の

系譜をたどってきた｡経済的指標で見る限り,沖縄

県と本土との格差は依然として存在している｡しか

しその一方で,南国特有の観光資源を生かした産業

振興や,情報化社会の特性を生かした新産業の創出

など,見るべき要素も多々ある｡こうした状況の中

で,那覇市の中心市街地に現れた再開発用地がどの

ように生かされていくのか,また並行して進められ

た都市モノレール建設事業が都市構造にどのような

インパクトを与えるか,本研究ではこの2つの点に

焦点を当てながら検討を行う｡

】那覇市の地勢条件と歴史的発展の概要
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沖縄県の県庁所在地･那覇市は沖絶本島の南部に

あり,西側を東シナ海に面しているo 面横は39.0

kha,人口は31.4万人(2005年12月)であるo東

シナ海に面した低地部を中心に市街地が形成されて

おり,東にいくにつれて丘陵性の地形が卓越する｡

島峡地形を反映して河川は短く,東から西に向けて

流れる国場川と安里川が丘陵地を削り谷を形成して

いるo 国場川の河口部は幅広く,海岸から2hほど

遡った付近に浸潤という湖性の水面が広がっている｡
J

1

I

安里川は東部丘陵の首里城付近から蛇行しながら西

に向かって流れており,泊港･那覇新港に流れ込むo

国場川が流れ込む那覇港とこの泊港･那覇新港が那

覇市の主要港であり,港湾物流の拠点になっているo
く もIL:

これら2つの河川は運河性の水路(久茂地川)によっ

て結ばれており,その両側には楯密な市街地が広がっ

ている｡那覇市とその北に位置する浦添市の境には
dJし 屯

安謝川が流れており,これも地形を分断する要素に

なっている｡

那覇市付近の地質は,第三紀中新世の島尻層,第

三紀新世から第四紀洪積世にかけて形成ざれた琉球

石灰岩,それに沖積世の隆起珊瑚礁からなるo海岸

に近い古くからの市街地には海浜堆積物からなる地

形も見られるo市内にはいくつかの断層があるが,

主なものは首里断層と呼ばれる｡これは.泊,大道,
は え Lf る

首里南執 南風原町新川を経て与那原を結ぶ線上に

あり,これから分岐して大道,首里,西原を結ぷ断

層が別にある｡首里断層は安里川の流れの方向と同

じであり,断層運動と河川形成の間には関係がある

と思われる｡こうした複雑な地形特性は市街地形成

とも園達しており,近世まで政治の中心であった首

里城は第三紀地形である丘陵地にあり,当時,外港

であった那覇港は沖積低地に形成されたD防衛的観

点から内陸の丘陵地に政治拠点を設ける一方,物資

を搬出入する港湾は波静かな湾口部に築いたのであ

る｡

西側に沖積低地が広がり東側に丘陵地が連なる地

形は,沖縄本島の東シナ海側では共通した特徴とい

える｡これに河谷性要素が加わり,地域はいくつか

のブロックに分けられる｡那覇市中心部の場合は,

3つの河川によって分けられた長方形の地形が低地

と丘陵地の違いによってさらに6つに分けられる｡

こうしたブロックは,道路の走行あるいは都市施設

の配置を考えるさいに手がかりとなるo ただし那覇

市の場合,隆起性の丘陵地はかなりの浸食作用を受

けているため,微細な地形的差異が道路網や住宅地

の配置に複雑な影響を与えたo このことが後に述べ

るように,近代的な都市計画の考え方が導入される

以前にあっては,地形状況に即応した複雑な市街地

形成を結果させた大きな原因と考えられる｡

那覇港付近にあった商業中心と行政中心の首里城

が地域的に結びついたのは,琉球王国第一尚氏王朝
し1う!ん,Gく

の第5代国王(1449-1453年)尚金福の頃であっ

た｡尚金福は当時,離れ島であった那覇と安里の行
ち1う こうてい

き来を便利にするために長虹堤を造らせた｡以来,

安里を経由して2つの中心は陸路で連絡されるよう

になった｡以後,海岸寄りの若狭,国場川沿いの泉

崎を含めた那覇四町(西,東,若狭,泉崎)がひと

まとまりとなり,市街地が形成されても】った｡一帯

は対中国貿易によって栄えたが,琉球王朝も1879

年の廃藩置県によって明治政府の支配下に入った｡

それより以前, 1853年にはペリー提督が那覇に立

ち寄っており,日本開国の糸口となったo琉球王朝

時代に政治中心であった首里から拠点が県庁所在地

としての那覇に移行し,商業,文化も含めた総合中

心地として発展することになった｡那覇に県庁が置

かれたさい,泊,久米,久茂地も一体的に編入され,

特別区の那覇区が設けられた｡明治も30年代後半

の1903年に土地区画整理事業が施行され,その結

栄,那覇周辺の地区がさらに編入されることになっ

たo 牧志と垣花はこのときの編入であり, 1941年

には壷屋も編入された｡さらに海岸部では埋め立て

事業が行われ,これにともなって旭町が生まれたo

こうして拡大した那覇は全部で24の町によって構

成されていた｡

Ili■■tl

図1沖縄県内に分布するアメリカ軍施設

特別区として発展してきた那覇は,制度改正にと
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もない1921年には他の府県と同様,普通の市にな

る｡しかし,沖縄県随一の都市としての地位に変わ

りはなく,発展の道を歩んでいく｡しかし,こうし

た繁栄もつかの間,やがて戦時体制下で発展の道を

閉ざされるo とりわけ沖縄の戦略的位置は重要であっ

たため,以後,戦争の嵐に巻き込まれていくc太平

洋戦争も末期の1944年10月,米軍による大空襲

で市域の90%は焼失し,さらに本土決戦を前に戦

われた沖縄戦によって完全な焦土と化してしまった｡

本土のいわば盾として位置づけられた沖縄の人びと

は,人命,財産で多大な犠牲を礁いられたo こうし

た事実は戦後の沖縄のあり方に大きな影響を与えて

いくo

近世,近代を通して営々と築かれてきた都市的畜

構がほとんど失われてしまった敗戦直後の那覇は,

アメリカの全面統治下となり,立ち入り禁止区域に

なったo しかし,敗戦翌年の1946年1月に糸満地

区管内壷屋区役所が設置されたのをきっかけに,那

覇の復興が始まったo民政府をはじめとする行政棟

閑が那覇に移転したのにともない, 1949年12月

からは那覇が沖縄の首都として扱われることが米軍

によって決められた｡その翌年,みなと村が那覇に
J= ), (

編入され, 1954年には首里市と小禄村が那覇市に

加わった｡沖縄の首都･那覇の地位は1956年に立

法院が首都建設法を制定したことによって確立され
･i わ し

たといえる｡ 1957年には真和志市も新たに加わり,

首都･沖縄の地位はいよいよ強まっていった｡

19

図2 第二次大戦以前の那覇市地図

1972年,長く続けられた沖縄返還の運動が実を

結び,沖縄は日本に返還されたo それまでの四半世

紀余り,沖縄は日本の外側の世界として扱われ,経

済発展や人びとの生活面で本土との間には大きな格

差が生じた｡返還後,三度にわたって沖縄振興開発

計画が実行に移され,社会資本整備に力が注がれて

きた｡この結果,県民ひとりあたりの所得は上昇し,

全国平均との格差も徐々に縮まってきた｡しかしと

はいえ,失業率は依然として高く,本土では錬われ

る米軍の基地や施設を数多くかかえるなど,不利な

状況にあることに変わりはない｡とくに製造業分野

での立ち後れが著しく,商業や観光産業に大きく依

存する偏った産業構造が続いている｡観光産業は南

国･沖絶がもっている最大の比較優位性であるが,

それは遅れている工業化の裏返しでもあるo経済の

グローバル化や情報化が進展してきた近年,新しい

動きとしてコールセンターや情報サービス業など,

地理的遠隔性にとらわれない新産業が集積する動き

も見られるo

Il那覇市における新静心再開発の経緯と現況

1那覇市内各地区の特徴

那覇市は通常,本庁,真和志,首里,小夜の4つ

の地区あるいは管内に分けてとらえられている｡こ

のうち本庁地区(管内)は海寄りの低地部にあり,

市の中心市街地に相当している｡その南側にあるの

が真和志地区であり,那覇市に加わったのは半世紀

ほどまえである｡首里地区はその東側にあり,ここ

は旧首里市に当たるo最後の小禄地区は国場川の西

側にあり,那覇空港や航空自衛隊の駐屯地･基地が

地区の北半分を占めている｡このように4つの地区

はそれぞれ固有の歴史的経緯を背景として今日に至っ

ており,現鼠 各地区がかかえる地域の問題はそれ

ぞれ違っている｡

まず本庁地区の場合,ここは那覇中央,那覇西,

那覇新港周辺,それに那覇北の以上4つにさらに分

かれるo那覇中央は商業･業務施設が集積している

中心市街地であり,機能更新や交通などの面で課題

をかかえているo ここは,戦後いちはやく復興に取

りかかり, ｢奇跡の1マイル｣と呼ばれる国際通り

を中心軸として発展してきたo沖縄県庁,那覇市役

所,それに大型商業施設や土産物屋が通りに沿って

分布しており,那覇市の顔といった性格をもってい

る｡ただし,復興期からかなりの時間が経過してい

るため,商業.サービス機能の地盤沈下債向がみと

められる.

那覇西は国道58号の西側一帯の市街地であり,



那覇港や波の上ビーチ,ゴルフ場,それに下水処理

場などがあるo区画整理事業は終了して道路はよく

整備されており,道路方向に克則性のない丘陵地域

とは対照的である｡海岸に近いため広いオープンス

ペースにも恵まれており,市民にとって貴重な親水

空間として機能しているo

安里川を挟んで那覇西とは反対の位置にある郡斬

新港周辺は,泊港とその背後の住宅地からなるo整

然とした埋め立てによって造成された港湾地区は,

ここが沖縄県内の主要な物流基地であることをよく

示しているo倉庫群や工場は計画的に配された道路

に沿って分布しており,商業･業務や住宅の多い他

の地区とは趣を異にしている｡

那覇北は安里川と安謝川,それにEg道58号によっ

て囲まれている｡半分近くはつぎに述べる新都心と

しての再開発が行われている地域によって占められ

ており,現在,市街地の中ではもっとも多くの注目

を集めている地区である｡新都心と呼ばれる地域は

以前はアメリカ軍の施設として利用されていたとこ

ろであり,周囲の沖線的な市街地形成とはかなり異

なる雰囲気を醸し出していた｡ここが返還されたた

め,将来の那覇あるいは沖縄を見据えた再開発事業

が繰り広げられている｡

那覇北の東側にある首里は,首里城を中心として

歴史的な建築物が多く,伝統的な文化景観を残す地

域である｡首里城は近世沖縄における政治･行政の

中心であり,現在は沖縄観光には欠かせない見学施

設になっているo 丘陵地の上にそびえる首里城の周

囲には県立芸術大学や博物館,図書館などが配置さ

れており,文化･教育地域としての特徴ももってい

る｡

図3 敗戦直後に米軍が撮影した那覇市
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首里北は首里の北側に位置する地域であり,近年

の郊外化によって急激に開発が進められたo基本的

には郊外住宅地域であり,小中学校や病院のはかに

は目立った公共施設はない｡ここでも丘陵地という

地形の制約条件を受けながら,生活道路は不規則に

つくられており,計画的なまちづくりは進んでいな

い｡

首里の南に位置する真和志は旧真和志市であり,

安里川,国場川,それに国道330号によって取り

囲まれているo戦後の郊外化によってスプロール的

に発展したため,首里北と同じように,道路網の形

成は不十分である｡沖親犬学,県立看護大学,県立

図書館,病院,高校などの公共施設,それに公園,

霊園などのほかは大半が住宅が主たる土地利用であ

る｡

小禄は国場川の南側にあるため,那覇の市街地中

心部に近いとはいえ,やや孤立した感じが否めない

地域である｡北半分は1980年から始まったアメリ

が寧からの土地返還によって新しく市街地化されたo

返還部分を含めて,その北側一帯はかつて米軍の後

方支援施設として利用されていた｡北側一帯は返還

後も自衛隊が使用しているが,国道331号の南側

は旧地主に返され これを契機に再開発が行われたo

再開発は慎重な計画にしたがって進められ,大型商

業施設や｣､中高等学校が建設された｡国場川に面す

る一角は運動公園として整備されている｡

図4 那覇市内各地区の特徴

最後は那覇空港周辺地域である｡ここには那覇空

港,那覇軍港があり,民間の施設は見あたらない｡

海岸沿いの西側は那覇空港であり,戦前,小禄飛行



場として利用されていた用地を戦後から今日まで空

港として利用している｡全国の県庁所在都市の中で,

県庁のある市街地中心部にこれほど近い空港はあま

りない｡空港の東側は陸上自衛隊と航空自衛隊がそ

れぞれ駐屯地,基地として利用しているo国場)lIに

面した港湾部分は軍港として利用されている｡
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5 小禄･金城再開発地区

2 新都心再開発の経緯と事業実施

近年,那覇市内ではアメリカから返還された用地

での再開発事業が2カ所で進んでいる｡ひとつは那

覇空港に近い那覇空軍海軍補助施設の跡地であり,

地元の名称をとり小禄金城地区の再開発と呼ばれて

いるo いまひとつは牧港住宅地区と呼ばれていた地

区であり,かつては米軍人家族の住宅が建っていた｡

現在は新都心地区と呼ばれ,規模は小禄金城地区の

2倍以上と広い｡那覇市の地勢を考えると,旧牧渚

住宅地区より新都心地区の方が都市構造に与えるイ

ンパクトは大きいo再開発の規模が大きいだけでな

く,都市圏の構造や都市発展の方向性から判断して

そのように考えられる｡

さて,小禄金城地区では, 1980年から始められ

た軍用地の返還を受けて市街地再開発が進められた｡

地元の地権者は一括返還を希望したが,実際には4

回に分けて返された｡地元が危供したのは,返還が

数次にわたれば,まちづくりに統一性がとれないと

いう点であったo地元の強い要望が功を奏したのか,

4次にわたったとはいえ,最初の返還で対象面横

(91.7㌶)の90%近くが返されたため,市街地再

開発に大きな支障はなかった｡再開発事業が注意深

く進められた結果,大きな問題ほ起こらず,地代収

入は米軍に賃貸してt】た頃に比べて5倍ほどに増え

た｡慎重な開発が成功したのは,将来の街のあり方

について熟心な議論が行われ,その結果を踏まえて
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地域構成員が一体となって事業に協力したことが大

きい｡本土資本を誘致して大型商業施設を設けるさ

いは,無利子の建設協力金を借り受けるかたちで建

設資金を工面したQ 当初, 10年で返済する予定で

あったが,実際には半分の5年で返済できるほど良

好な事業成績を収めているo

小禄金城地区における軍用地返還は,つぎに述べ

る牧港住宅地区の返還とつながりをもっている｡牧

港住宅地区とは,那覇北で現在行われている新都心

建設の以前の呼び名であるo ことの発端は1953年

4月に公布された｢土地収用令｣にまでさかのぼる｡

米軍管理下にあった当時,アメリカは米国軍人の住

宅地を建設するために,強制接収の第1号として牧

地区の土地を接収した｡きわめて不当な接収ではあっ

たが抵抗することはできず,住民は泣き寝入りのか

たちで那覇市南部の与儀などへ移転を余儀なくされ

たc接収対象地域は那覇市の北側高台に位置してお

り,那覇市民の食料供給のために近郊農業が盛んに

行われていたo 接収後は軍関係者の住宅がl,000

戸近く建設され,北アメ7)カ独特の清酒な住宅地と

しての雰囲気を漂わせていた｡それから20年の歳

月が過ぎ,この地区が返還されることが1973年l

月に開かれた第14回目米安保協議委員会で決定さ

れたD このとき, ,J､禄金城地区つまり那覇空軍海軍

補助施設の返還も同時に合意されたo那覇市はこれ

を受けて,当初は返還される2カ所を同時に並行し

て開発する計画をもっていたが,牧港住宅地区の開

発は種々の理由で大幅に遅れてしまったo
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囲6 那覇北の再開発地区(新都心)

牧港住宅地区の返還は, 3回に分けて行われた｡



最初の返還は1977年4月であり, 200戸の住宅の

移設が終了したため実現した｡このとき返されたの

は返還対象面横の12%に当たる22_9㌶であるo地

主は全部で250名を数えたo 当初,牧港住宅地区

には1,181戸,米軍人の住宅が建っていたが, 200

戸の移設は完了したものの,まだ981戸が残って

いた｡移設先が決まらなければ,住宅は取り払うこ

とができず,したがって返還できない｡こうした理

由のため,返還に向けて合意ができあがっていたに

もかかわらず,実際の返還には至らなかったo牧港

住宅地区の返還がすべて終了したのは, 1987年5

月であり,最初の返還から10年が経過していた｡

米軍施設の移設に要する費用は日本政府が支出するo

担当するのは防衛施設庁であり,状況を判断しなが

ら移設費用を割り振っていくo結果的に,那覇空軍

海軍補助施設つまり北半分を自衛隊が駐屯地や基地

として継承することになった小禄金城地区が優先さ

れたといえる｡

図7 牧港住宅(旧米軍人住宅)地区の跡地

こうして牧港住宅地区はもとの地主に返還ざれ,

再開発事業が進められることになった｡しかし,既

成市街地の中に忽然と現れた観のあるこの地区をい

かに再開発すべきか,越えるべきハードルがいくつ

かあった｡事業を進めるにあたり,まず決めなけれ

ばならなかったのは減歩率である｡ 214㌶の対象地

域のうち93%は民有地であり,残る7%が公有地

であった｡公有地だけで公園や道路などをまかなう

ことは到底できないo このため那覇市は地主に一律

32%の減歩を求めた｡しかし地主は20%を主張し

たため交渉がもたれ, 1987年度から92年度にか

けて繰り返し行われた交渉の結果, 30%の減歩率

で妥協が成立した｡土地区画整理事業に減歩がとも

なうのは当然であるが,こうした計画手法にあまり
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馴染みのない地元の地権者を説得するのに5年もの

時間を要したo 減歩に加えて一律20%の買い上げ

も実施された｡このため,返還されたとはいえ実際

には所有地の半分ほどしか利用できない地主もあっ

た｡

土地区画整理事業は組合を設立して実施する場合

が一般的である｡牧港住宅地区すなわち那覇新都心

地区では,地域振興整備公団(現 都市再生棟構)

が土地区画整理事業の施行者となった｡公団が施行

者になる利点は, (む事業費負担が直接El治体におよ

ばない, (参短期間で資金投資ができるため工事期間

も短い, ③公団がもっている事業ノウハウが生かせ

る,などである｡土地区画整理事業とこれに関連す

る公共事業を合わせて,およそ1,100億円がここ

での再開発に投じられることになった｡

図8 新都心の再開発地区

3 新都心再開発の現況と課題

那覇新着β心地区土地区画整理事業という正式名称

で呼ばれるようになったこの事業は,第三セクター

の那覇新都心株式会社によって具体的に進められて

いる｡同社は都市再生機構,沖縄県,那覇市,民間

企業が設立したもので,商業業務地区の共同利用促

追,先導的施設の建設,土地活用コンサルティン?,

立地希望企業の意向調査などを主な業務としている｡

事業の目的は,行政,商業,業務,教育の各棟能を

適切に配置すること,また総合公園や良質な住宅地

を建設することにより,那覇都市圏の社会,経済,

文化の質を高める点にある｡本土ではあたりまえと



もいえる市街地再開発事業が沖弧県内で本格的に実

施される最初の事例ともいえるため,注目度も大き

い｡

再開発の事業概要を以下に記すと,地区の面積は

2Ⅰ4㌶.,地権者はおよそ3,500人,用途別土地利

用は商業･業務が18㌶,広域･公益施設が24㌶,

住宅地104㌶,道路45㌶,公園23㌶である｡最

終的に居住する人口として21,000人が想定されて

いる｡ちなみに2005年4月末の時点では13,500

人がすでに居住しており,計画人口の64.3%が達

成されている｡当初,事業計画の終了年度は2004

年頃とされたため,それをもとにすると予定よりや

や少ないが,人口は確実に増加している｡地区全体

はなだらかな台地であり,緩やかな起伏を生かして

幹線道路の向きにも工夫が凝らされているo規則性

の見られない既成市街地の街路パターンとは異なる,

本土の区画整理事業では一般に採用される広偏員の

格子状道路パターンは,那覇では新鮮に受け止めら

れるかもしれない｡

既存の中心市街地にもっとも近い南側は商業向け

の土地利用に指定されており,すでにサンユー那覇

メインプレイス(2002年10月落成)が営業を行っ

ている｡洋服の青山.無印良品など本土の商業資本

も進出しているo 中央頚;を北から商へ向けて帯のよ

うに広がっているのが総合公園である｡緑地に乏し

い那覇の市街地にはなかったオープンスペースであ

り,地元の人びとにとっては新鮮に思われるかもし

れない｡総合公園の西側と東側は中層の集合住宅で

あり,民間のマンション,県営住宅,市営住宅が建

設されるQ北側へ行くと一般の住宅地になり,多く

の戸建て住宅が建設される｡住宅地区内には近隣公

園が数カ所配置されており,住環境の質を上げる工

夫が凝らされている.

囲9 リウボウ楽市の専門店街

サンユー那覇メインプレイスの近くには那覇新都

心メディアビル(2001年12月落成)があり,沖

23

鈍タイムス本社,朝El新聞,共同通信社の刃障i支局,

それに情報通倍関係の企業がテナントして入居して

いる｡サンエー那覇メインプレイスのキーテナント

は電器館wi仇デオデオとシネマQであり,ほかに

ファッション,服飾雑貨,生活雑貨,飲食,サービ

スなどの専門店が多数入居しているo 国道58号に

近い地区西側にはリウボウ楽市という専門店街があ

る｡リウポウは1948年に設立された琉球貿易商事

株式会社が経営する百貨店であり,本店は市内の沖

縄県庁前にあるo新都心ではスーパー形態の店舗を

出店し,ユニクロ,ベスト電器,無印良品など本土

の商業資本が展開するチェーン店をテナントとして

入れている｡

新都心地区の商業施設の中でひときは日を引くの

はDFSギャラリア沖絶であろうo 2005年1月に営

業を始めたこの商業施設は,世界11の地域に130

店舗を展開するDFSギャラリアが日本で初めて誕

生させた大型免税店であるo通常は国際空港の中に

ある施設を空港外の市街地に設け,復路の航空券を

もっていることを前提として世界中の高級ブランド

品を販売する商法である｡沖範を訪れる観光客を目

当てにしたビジネスであり,直接,地元の人びとを

対象とする商業活動ではない｡那覇空港からはモノ

レールで18分の位置にあり,市内の主要ホテルと

の間にはシャトルバス便も用意しているo レンタカー

の申し込みデスクが施設内に8つもあり,沖縄観光

の起終点として新しく位置づけられている｡

再開発事業を実施している都市再生横構は,沖縄

県の自然環境を考慮したまちづくりにつとめている｡

年間降水量は多いが河川に恵まれないため水不足が

慢性的な都市間題の沖縄の事情を考慮し.水循環利

用システムを導入したo たとえば道路舗装は地下へ

の浸透に優れた建設財を用いて行い,地下水が面責

されるようにした｡また,下水を高圧処理した水

(再生水)を大口の業務施設や公共施設に送って再

利用したり,あるいは総合公園の駐車場下に雨水貯

留槽を設置したりしている｡これらはトイレ用水や

散水用水として利用するなどの工夫であるo さらに,

太陽光に恵まれた南国･沖細の利点を生かし,太陽

光発電システムを導入した｡屋上線化や壁面緑化は,

夏の気温が高い当地の気候条件を考慮して採用され

た環境対策であるo

以上のように,新都市地区の再開発事業はおおむ

ね順調に進んでいるo ｢新都心｣という名称が示す

ように,ここをこれまでの那覇市にはなかったイメー

ジの地区にしようという気持ちが伝わってくるo 従



来の中心地は国際通りに象徴される商業･サービス･

業務機能が混在した帯状の繁華街である｡メインス

トリートに交差するように伝統的な食料品市場や雑

貨店が軒を連ねる街路が伸び,一部面的な展開が見

られた.新都心は当初から面的な開発が行われ,用

途規制に従った施設配置が貫かれている｡当然,こ

れまでの沖縄の市街地形成とは異なり,本土の地方

都市のそれに近い｡本土からここを訪れた人びとは,

沖縄ではなく,どこかよその地方都市に来たのかと

思うかもしれない｡しかし逆に,地元沖縄の人びと

には,これまでとは違う｢都会風｣で｢本土らしい｣

雰囲気に好感をいだくかもしれない｡若い人の中に

は,両親と一緒に暮らす沖縄の生活様式を離れ,こ

の新都心のマンションに住むことを願う人が少なく

ないという.良かれ惑しかれ那覇の市街地は変わっ

ていくであろう｡

本土資本の中にはこの新都心を沖縄進出の拠点に

しようというものが少なくない｡本土の地方都市へ

行けばどこにでも店舗展開している商業･サービス

業が,すでにここに店舗を構えている｡新都心は那

覇市あるいは沖縄県と本土を直接結びつける新しい

空間になりつつあるといえる｡ホテル資本やマンショ

ン建設資本など,本土から進出を試みる企業は多い｡

背景には年々盛んになっていく沖縄観光と,本土か

ら沖縄県への移住を考える動きの2つがある｡

2005年10月の国勢調査の結果,地方の都道府県

で人口増があったのは沖縄県のみである｡自然増が

もともと多いということもあるが,本土から沖縄へ

の移住を希望する人の多さがこうした結果に結びっ

いたと考えられる｡こうした観光客や移住者にとっ

て,沖縄ではあるが,本土に近い雰囲気をもったこ

の新都心は受け入れやすい｡

lJ]都市交通システム･ゆいレールの建設と運営

1都市交通システム建設の経緯

沖縄県が本土に復帰して以降, 3度にわたり沖縄

振興開発計画のもとで公共事業が実施された｡米軍

統治下では思うように都市基盤整備を進めることが

できず,他の都道府県との間に大きな地域格差が生

じていたため,いちはやくその差を縮める必要があっ

た｡その結果,たとえば1994年の道路整備状況を

復帰当時(1972年)と比較すると,実延長は1.22

倍,改良延長では2.17倍という成果が上げられた｡

ところがその一方で,自動車の保有台数は3.73倍
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の増加というように,急激なモータリゼーションの

ために交通問題が深刻な様相を呈するようになった.

とりわけ那覇市を中心とする県中南部の都市圏で交

通渋滞が慢性的となり,日常的な生産活動や生活に

支障が生じていた｡戦前の沖縄県には軽便鉄道があっ

たが,戦後は軌道を用いた交通サービスはなく,唯

一バスが県民や市民の足として利用されてきた｡し

かし,上述のような自動車の渋滞に巻き込まれてバ

スは定時運行の確保が困難となり,しだいにバス離

れが進んでいった.

那覇市において,市街地内を走行するモノレール

の建設構想が議論されるようになったのは, 1972

年の本土復帰のさいに企画された沖縄振興開発計画

においてである｡この計画を立案するとき,軌道系

システムの那覇市内への導入が検討された｡そして

5年後の1977年に沖縄総合事務所,沖縄県,那覇

市によって｢都市モノレール調査協議会｣が設立さ

れ この協議会でルート選定が行われた｡候補になっ

たのは,市街地中心部を東西方向に伸びる国際通り

に沿って走行する案と,いまひとつはその北側を流

れる久茂地川沿いに走らせる案である｡採算性や工

事中の交通処理を考慮すると久茂地川ルートの方が

優れているという判断がなされ,ルート概要が決まっ

た｡ 1977年から79年にかけてパーソントリップ

調査が実施され,モノレールを建設した場合の効果

が検討された｡

パーソントリップ調査の結果を受けて, 1979年

6月,沖縄県と那覇市はともに協力して都市モノレー

ルを導入することを決めた｡ 2年後の1981年には

沖縄都市モノレールは国庫補助事業として採択され

ることになった｡第三セクターの沖縄都市モノレー

ル株式会社が設立されたのは,その翌年のことであ

る｡早速,同社は県に対して特許申請書を提出した｡

久茂地川ルートは那覇空港から久茂地川を経由して

首里汀良に至る経路であり, 1983年にこのルート

が最終的に決定された｡

このように都市モノレール会社の設立とルート決

定は順調に進んだが,既存の公共交通事業を営むバ

ス会社との調整という難題が残されていた｡ 1989

年から1991年にかけて第2回目のパーソントリッ

プ調査を実施したのは,バス問題に対処するためで

あった｡バス交通との調整が難航する中で,第3次

沖縄振興開発計画が発表され この中で都市モノレー

ルの早期建設の促進がうたわれた｡早期建設を促す

国からの影響もあり, 1994年1月に沖縄県,那覇

市,バス会社(4社)の間で,モノレール建設に開



する基本協定と覚え書きが締結された｡

1995年4月に沖縄都市モノレールの本体工事予

算を政府が計上したのを皮切りに,建設工事着工に

向けて事業は進んでいくことになる｡翌年11月の

建設事業の起工式に至るまで,会社と沖縄県,国と

の閤で事業免許,都市計画変更,工事認可に関する

やりとりが行われた｡軌道桁の建設が始まったのは

1997年8月であり,翌年の9月からはシステム設

備工事も始められたo 2002年3月に軌道桁の全線

が締結され, 11月からは試運転も開始された｡そ

して翌年8月10日に念願の開業日を迎えた｡
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図IO DFS(沖縄ギャレリア)

2 ゆいレールの運営と利用

ゆいレールと名付けられた沖縄都市モノレールは,

沖縄都市モノレール株式会社によって運営されてい

るo ゆいは｢ゆいま-る｣という地元の言葉からき

ており,互いに助け合うという意味である｡同社は,

車両,変電所,線路などインフラ上部を自ら施工し,

これによってモノレ-ルを走行させる.インフラ下

部を建設したのは国,県,市であり,このために道

路特定財源が投じられたo那覇空港駅から首里駅ま

で全長12.9knの間に全部で15の駅があり,表定

速度28km/hで走行するo車両は2両国定編成で定

員は165人であるo モノレールの運行間隔は朝の

ピーク時は6.5分間隔,早朝･深夜は15分,その

他の時間帯は7.5-12分である｡ピーク時の最大

乗車人員は,おもろまち-安里間で2,123人/hが
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想定されているo

モノレールが開業した2003年8月の1日当たり

平均乗客数は45,907人であった｡戦後の沖縄にあっ

て初めての軌道交通しかも都市モノレールとあって

物珍しさも幸いし,このように多くの乗客を乗せる

ことができた｡翌月は32,821人に低下し,以後は

翌年1月まで連続して低下した｡開業時の反動がお

とづれたと考えられる｡その後は増えたり減ったり

を繰り返しているが,中期的には逓増の傾向にある

といえる｡ 2005年上半期は3,100-3,200人で推

移したo沖縄都市モノレール株式会社は採算ライン

を34,000人としているが,このラインを上回った

のはいままでに数回しかないo しかし, 2003年8

月から2005年7月までの2年間について対前年比

を調べると,減少した月は8月と9月の2カ月だけ

であった｡このことから,乗客数は前年比10%程

度でほぼ噸調に増える傾向にあるといえる｡

沖縄都市モノレールでは利用者の利便性を考慮し

たいくつかの工夫がほどこされているQ エスカレー

タ-の設置は当然として,点字誘導用ブロック,普

声ガイドシステム,車椅子対応エレベーターなども

設置されている｡プラットフォームでは可動式安全

柿(ホームドア)や車椅子用乗降装置も備えられて

いる｡ 15の駅のうち10駅までが島式プラットフォー

ムであり,乗り換えがしやすい｡初乗り運賃は200

円(小児は100円)で,起点から終点までの料金

は290円であるo 運賃は4区間の区間制で決めら

れており, 30円ずつ増えていくo 回数券は普通回

数券と通学制引回数券の2種類があり,通勤,通学

の定期券とともに割引運賃が適用されてt】るo この

ほか,団体割引制度やフリー乗車券の販売もあり,

乗りやすくする工夫がこらされている｡ちなみにフ

図11沖施都市モノレールの路線計画図



リー乗車券は1-3日の3種類があり,最大の3日

乗車券の場合,料金はl,400円であるo 那覇市内

の観光を3日間楽しもうという観光客にとっては,

移動手段として魅力のある料金設定といえる｡

3 ゆいレールが中心市街地に与えた影響

ゆいレールが開業して2年余が経過し,しだいに

都市モノレールが市街地に与える影響が現れてきた｡

モノレールが開業するまえの1994年12月に実施

したバス利用実感調査によれば,那覇空港から首里

汀良まで最大で69分,最小でも42分を要した｡

わずか13knにすぎない区間を1時間近くもかかっ

て移動していたのである｡道路状況の悪さと交通量

の多さが慢性的な渋滞を引き起こし,公共交通のバ

スの便を魅力のないものにしていた｡都市モノレー

ルはこうした問題を解決し, 15-42分の時間短縮

を実現したo地上の交通に煩わされない定時運行が

可能で,利用者の信頼を得ることに成功したといえ

る｡
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図13 都市モノレールの乗客数

(2003年8月-2004年6月)
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都市モノレールは排気ガスや騒音を出さず,市街

地の中を走行する交通機関として環境面ではほとん

ど問題はない.他の都市交通とはまったく切り離さ

れた軌道システムであるため,交通障害になったり

交通事故の原因になるということもない｡こうした

点では非常に優れた都市内の移動手段といえる｡路

線図を見ればわかるように,都市モノレールは国道,

県道,市道の上を高架で走行している｡ルートの半

分近くは県道であるが,途中に国道や市道が挟まれ

ているc このことは,都市モノレールが特定の道路

に沿って走っているのではなく,いくつかの道路を

結びながら非直線的に蛇行して走行していることを

意味する｡実際には, 7本の道路をつなぐようなか

たちでルートが設定されている｡

ルートが直線的ではなく,何カ所かのかなり急角

度のコーナーを経ながら走行しているのは,地形尭

件やそれに親制されて形成された市街地の特性を考

慮してのことと推察されるo川筋と平地,台地から

なる那覇市中心市街地を走行するルートを考えた場

令,すでに形成されている商業･業務中心地や主要

施設の立地を無視することはできないo利用者の便

を考えたり.期待される交通需要の分布を考慮した

りすれば,おのずとルートは決まってこよう｡かり

に起点と終点を直線で結ぶルートであれば,時間距

離も短くなるD しかし,そうすれば駅の数も減り,

利用できる人の数も限られてくる｡直線ルートなら

8kmにも満たない距離であるため,短縮時間を多少

稼いでもあまりメリットはない｡むしろ駅を多く設

けることによって,利用できる人の数を増やすこと

が優先されたと考えるべきであろうc

都市モノレールの建設事業が構想から実現に向け

て動き出すさい,既存バス事業者との調整のための

交渉が大きな山場であったo新しい交通手段が参入

すれば,既存の交通事業者がその影響を受けること

を懸念するのはある意味では当然である｡しかし,

交通需要という大きさの決まったパイをめぐって争

うのではなく,発想を転換しよりよき公共交通サー

ビスの提供に向けて,むしろパイを大きくするとい

う姿勢が社会的には求められる｡都市モノレールが

実現した今臥 那覇市内の公共交通システムには変

化が起こっているo その主なものとして指摘できる

のは,都市モノレールとバスやタクシーなどの交通

が連絡するターミナルが現れてきたことである｡那

覇市内あるいは周辺の市町からバスで来て都市モノ

レールに乗り換える,あるいはその道方向への乗り

継ぎである｡遅ればせながら那覇市でも,軌道交通



が基軸となり,これにバスやタクシーなどが結びつ

く交通体系が形成されるようになった.
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図14 沖縄バスターミナ)I,付近のモノレールとフェ

リー

ターミナルの中でも最大のものは旭橋駅であるo

この駅の東側には従来から那覇バスターミナルがあ

り,那覇交通,沖縄バス,東陽パス,琉球バスが市

内外と連絡する路線網の起終点をここに置いてきた｡

那覇埠頭に近いという条件がバスターミナルがここ

に形成された背景にあり,こうした地理的事情を考

慮して都市モノレールの旭橋駅が設置された｡離島

から那覇に来た人びとは,ここから都市モノレール

に乗車して那覇空港などに向かうことができる.ほ

かには赤嶺駅,おもろまち駅,首里駅などが,市内

外へ向かうバス交通との連絡駅になっている｡赤嶺

駅は糸満市,豊見城市など本島南部へ向かう出入り

口であり,乗り換えのための駅前広場が整備された.

中北部から那覇市に入るターミナル機能を果たすよ

うになったのが新都心のおもろまち駅である｡ここ

では路線バス以外に,タクシー,自家用車との乗り

継ぎができるように,大規模な交通広場が設けられ

た｡同様に,中北部から西原を通る市外線バスの乗

り継ぎ機能を果たしているのが首里駅である｡

沖縄都市モノレールは,交通体系の再編以外に,

市街地の再開発や主要施設の立地にも影響を及ぼし

ている｡ただし影響はモノレールが開業したからで

はない点に注意する必要がある｡モノレールの開業

を見越して,あるいはモノレール建設事業と並行し

て行われた事業ゆえに,見かけ上,モノレールによ

る影響のように見えるのである｡たとえば米軍使用

地が返還されて再開発が行われた小禄金城地区では,

モノレールの小禄駅がこの地区の中心になった｡駅

のすぐ北側には県内で最大床面墳をもつジャスコ那

覇店が設けられ,ホテル,郵便局,小禄市営住宅な

*元手右∩

ども駅近くに建設された｡明らかにこれらは,都市

モノレールの導入を前提とした再開発である｡こう

した再開発をより大規模に実施しているのがすでに

述べた新都心地区であり,ここではおもろまち駅と

古島駅がモノレールの最寄り駅になっている｡おも

ろまち駅の西側にはDFSギャラリア沖縄をはじめ

とする商業施設やホテルが建設され,同駅は新都心

のゲートウエーとして位置づけられている｡

おわりに

沖親県の都市地図を見ると,その道賂パターンの

不規則性に驚かされる｡ほとんど自然発生的に形成

された結果,現在のような複雑な道路パターンになっ

たと思われるが,これをどのように評価するかは見

解の分かれるところであろう｡近現代の先進的な都

市計画思想のもとでは,遅れている非合理的な道路

パターンという評価が下されるであろう｡実際,本

土の都市で広く実施されてきた耕地整理や土地区画

整理事業とは,まさしくこうした自然発生的な道路

網を整然とした格子状パターンにつくりかえること

であった｡本研究で取り上げた那覇市の小禄金城地

区それに新都心地区で採用された再開発手法は,土

地区画整理事業である｡那覇市で土地区画整理事業

が実施されるのは今回が初めてではないが,圧倒的

に多い自然発生的な街区パターンの中に整然と区画

された地区がまるでジグゾ-パズルのようにはめ込

まれていくさまは,やはり特異というべきであろう｡

今回,土地区画整理方式によって米軍からの返還用

地を再開発するにあたり,伝統的で独特な街路パター

ンの採用が検討されたふしはない｡
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図15 那覇市真和志地区の道路パターン
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囲16 那覇市中心市街地の道路パターン

那覇市の中心市街地はかなり高密度に開発されて

いるうえに,市街地を構成する建物や施設の古さが

目立つ｡長い間,本土と切り離された状態で市街化

が進められたために建築親制が緩く,良質とは思わ

れない建築物も多い｡ただしここでも,本土の基準

をそのまま持ち込んで沖縄の風土に合わない建物に

してしまうのが良いのか,あるいは建物の質も含め

て地域の事情を尊重するのが良いのかという価値判

断が問われる｡いずれ那覇市内の各地区が更新を迫

られるようになれば,どのように再開発すべきか議

論が起こってくるであろうo 当座は新都心地区と小

禄金城地区という新たな再開発地区を市街地の中で

どのように位置づけていくかが問題となる｡とくに

新都心はその規模が大きいだけに,那覇市の都市的

性格を大きく変える可能性を秘めている｡行政,商

莱,業務,住宅など多様な機能がすでに集まりつつ

あり,那覇市の新しい中心地として認知されようと

している.これにともない,市街地の空間構造にも

変化が生まれるであろうQ

本土の地方都市でも,たとえば市街地の近くにあっ

た大規模工場が閉鎖になり,再開発用地として一躍

脚光を浴びるという事例はある｡沖縄県の場合は,

工場ではなく軍用地であり,多くの場合,返還され

た用地の所有者は非常に多いo この点が大企業の工

場跡地と違っており,いかに統一的に再開発を進め

るかが課題となる｡現在,進行中と伝えられる宜野

湾市の普天間基地の移設交渉がまとまって移設され

ることになれば,その跡地をどのように再開発する

かが議論されることになる｡この飛行場は市域の

25%近い面培ゆえ,再開発が地域に与える影響も

大きい｡これ以外に,沖縄県にはすでに返還されて

再開発が済んだか,あるいは今後返還される予定の

軍用地がいくつかあるo そうした他地域の軍用跡地

再開発を考えるうえでも,那覇市の再開発事例はな

にがしかの手がかりを与えてV)る｡
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交通現象の空間特性とその把握

第1節 交通の需要･供給と交通のとらえ方

(1 )移動可能性にもとづく移動とその結果

都市で生活を営む人びとにとって,交通はなくて

はならない存在である｡交通がなければ,つまり人

びとが移動できなければ,都市での生活は成り立っ

ていかない｡移動することによって手元にはない必

要なものを手に入れることができ,生活を継続する

ことができる｡必要なものは物質的なモノすなわち

商品や製品に限らず,非物質的なサービスなどもこ

れに含まれる｡また,狭い意味での生活のための活

動だけでなく,経済活動や社会活動などの場におい

ても交通は不可欠な存在である｡原料や製品の運搬･

輸送,あるいは社交や会合のための外出行動など,

どれを取り上げてみても,交通なくしては実現しな

い｡要するに,都市で行われているほとんどすべて

の活動は,交通を前提として成り立っている｡交通

あればこその都市といってよいほどである｡

これほど重要な交通を研究対象として取り扱う場

令,まず注目すべきは,人,モノ,サービスなどが

どれはどの移動可能性(transportability)をもって

いるかという点である｡移動可能性とは,空間的に

移動したり移動させたりするのに,どれくらいの価

値があるかというレベルや水準のことである｡たと

えば貴金属や半導体製品のように小さくても価値の

高いモノは,長距離輸送をしても十分利益が得られ

るだけの値打ちがある｡同じ重さのモノでもそれに

価値がなければ,遠方まで運ぶのは困難である｡人

間の場合を考えても,労働生産性が高く所得の多い

人は,そうでない人に比べると移動がよりしやすい｡

同じ距離を移動しようとする場合,抵抗の少ない人

とそうでない人の違いがある｡移動可能性は距離抵

抗を克服する能力であり,能力はおおむね所得に比

例するといってよい｡

価値が高く所得が多いほど移動可能性が高まるの

は,移動には費用すなわちコストがかかるからであ

る｡長距離になれば費用もかさむため,その支払い

に耐えるだけの,あるいは費用が回収できるだけの

能力がなければならない｡ただし,費用だけが移動

可能性を規定していると考えるのは早計である｡実

際には,輸送されるモノの特性や移動する人の状態

なども,移動可能性に影響する｡たとえば腐りやす

い農産物や壊れやすい精密機械などは,そのままの

状態では長距離輸送に適さない｡病帝な人や乗り物

が好きでない人についても,これと同じようなこと

がいえる｡さらにいえば,移動のさいに国境を越え

なければならなかったり開秘書かけられたりすれ蛾

移動の抵抗は一気に強まる｡人,モノ,サービスが

2地点間を移動するさい,どれくらい円滑にいくの

かそうでないのか,その潜在的能力が移動可能性で

あるといえる｡

都市で行われる活動の多くは,人,モノ,サービ

スなどを組み合わせながら行われている｡サービス

の中には情報も入っており,これらの組み合わせが

活動のもとになっている｡活動は経済,社会,文化

政治など多岐にわたっており,これらを通してわれ

われの暮らしは支えられている｡そのさい,人,モ

ノ,サービスが最初から同じ場所にあることはまれ

なため,何らかの交通手段をつかって-箇所に集め

る必要がある｡ただし,集められるべき対象の移動

可能性はそれぞれ異なるため,それらの特性に応じ

て集めることになる｡その結果,移動に関して特有

の空間的パターンが生み出される｡たとえば工場で

生産を行う場合,原料は鉄道や船舶をつかって,ま

た従業者は自動車やバスをつかって,それぞれある

空間的範囲から集められる｡その結果,工場を中心

とする原料の輸送パターンや就業者の通勤パターン

が形成される｡オフィスを中心とする情報収集や通

勤のパターン,デパートを中心とする商品配送や購

買のパターンなどについても,同じように考えるこ

とができる｡こうした空間的パターンは,移動可能

性のレベルに応じて行われた距離克服の集合的結果

を空間的に表現したものといえる｡

(2)交通需要と交通サービス

交通は2地点間を移動したい,あるいは移動させ

たいという欲求,すなわち移動あるいは交通のため

の需要がなければ行われない｡需要の種類は多様で

あり,都市の場合は就業,購買,余暇を目的に発生

する人の交通需要や,工業生産や流通を目的とした

原料･製品の交通需要などがある｡こうした交通需

要に応えるために交通サービスが供給されるが,莱

は交通サービスそれ自体は別の需要の発生源になっ

ている｡なぜなら,鉄道を動かしたり飛行機を飛ば

したりするためには,動力源の電力や石油を必要と

するからである｡つまり,就業,購買,余暇を目的
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とする交通需要がまず生まれ,それを交通手段で満

たすためにエネルギー需要が生まれる｡前者を交通

に関する直接需要といい,後者を間接需要という｡

間接需要は,電力会社や石油会社から供給されるの

エネルギーが交通事業者に届けられることによって

満足される｡交通に限らず,多くの経済活動は幾重

にもつながる需要一供給の連銭的関係によって成り

立っている｡

需要一供給の連鎖的関係の中で,交通は位置を空

間的に変えるという需給サービスをつかさどってい

る｡都市で行われている活動の多くは,その前後で

交通と結びついている｡このため,交通の需給サー

ビスを間に挟みながら活動が連続して行われている

のが一般的である｡たとえば,ある人が働く能力を

もっており,企業がその能力を労働力として必要と

しているとする｡しかし,その人が自宅にいたまま

では労働力としてはつかえないため,交通によって

位置を動かし企業まで届けて働ける状態にするo位

置が変わる過程で労働力に価値が付加され,すぐに

はつかえない労働力がすぐにつかえる労働力に変化

する｡労働力の中身そのもはなにも変わっていない

が,状態が変化している｡状態変化のレベルは,壁

間的にどれくらい移動したか,あるいはどのように

移動したかによって決まる｡具体的には,移動した

距離や要した時間あるいは費用などによって計測さ

れる｡

交通手段によって供給される移動のためのサービ

スは,モノとは異なり蓄えておくことができない｡

一般にサービスの需要と供給は同一場所で同時に行

われる特性をもつが,交通サービスもその例外では

ない｡交通サービスを需要のないときや別の場所で

供給したり,あるいはあとからまとめて供給しても

意味がない｡このことは,たとえば乗り物に空席が

あっても,それは取っておくことができず,どうし

ようもないことを意味する｡逆に満員電車のように,

定員オーバーの状態で乗客を運んだ場合,サービス･

レベルは明らかに低下しているにもかかわらず,問

題にはされにくい｡製品なら1人ずつ同じものを提

供するのが当然視されるが;交通サービスの場合は,

必ずしもそのようにはなっていない｡こうした交通

サービスの低下をふせぐには,あらかじめ座席を指

定するなどの方法をとる必要がある｡また,無駄な

空席がでないようにするには,交通需給のバランス

がとれるような仕組みを考える必要がある｡しかし,

実際にはむつかしい面も多い｡

(3)交通現象をとらえるいくつかの視点

交通ほど多面的視点からとらえられる現象もそう

多くないのではないだろうか｡まずなによりも経済

的視点があり,交通は経済の発展と歩調を合わせる

ように発展してきた｡経済活動の推進に交通は不可

欠であり,人,モノ,サービスの移動を担う役割を

果たしてきた｡経済活動の規模が拡大すれば交通需

要も増し,それを満たすために各種交通基盤の整備

も進められる｡交通基盤がととのえば経済活動をさ

らに推し進めることができ,また交通需要が唱える｡

つまり,経済と交通は相互依存の関係にあり,互い

に刺激し合いながら発展していく関係にある｡交通

基盤に相当する鉄道,道路,港湾,空港などは経済

的なアウトプットであり,交通事業はれっきとした

経済活動である｡電車,バス,自動車などが経済的

な生産活動から生まれた製品であることはいうまで

もない｡このように考えると,交通と経済が非常に

つよい関係で結びついていることがわかる｡また,

こうした関係の空間性に着目すると,交通基盤の整

備状況が移動空間の性格を左右していることも明ら

かである｡交通条件の地域性が経済活動の立地に作

用し,機能配置や土地利用のあり方に影響を与えて

いるからである｡

経済とともに重要な視点として社会的側面が指摘

できる｡人びとの社会的接触は交通が前提になって

おり,交通の発展とともに接触はより強くなってい

る｡接触の回数が増えているだけでなく,接触の空

間的範囲それ自体が拡大しているのも,交通発展の

おかげである｡社会的側面を芸術,文化,福祉,健

康などの分野にまで広げて考えれば,そのいずれに

おいても内容が深まり,また広がっている｡これも

また,空間的接触を容易にする交通発展の恩恵であ

る｡都市に暮らす人びとは,利便性の高まった交通

手段をつかって社会的諸施設を容易に利用できるよ

うになった.また,交通手段の地域差は地域評価の

違いに結びつくこともあり,それが居住地の社会生

態的パターンとして現れてくることもある｡

3番目の視点は政治的あるいは行政的側面である｡

集団的に消費されることが多い交通サービスは公共

的性格をもっている｡このため,交通サービスがで

きるだけ円滑に供給されるよう,公的視点から交通

事業体に対して政府から補助が行われるのが一般化

している｡なによりも政府は,交通基盤の整備や交

通条件を改善するさいに,主導的立場に立つことが

多い｡とりわけ主要都市をいくつも連ねる国土の幹

線交通路を建設する場合は,政府自らが交通事業体
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になることもめずらしくない｡ただし昨今の流れと

しては,公的交通事業の非効率性を反省し,幹線交

通路といえども民間で事業運営する方向にある｡都

市交通では,公的交通と私的交通のバランスをいか

にとるかが重要な問題であるo モータリゼーション

の高まりが公共交通を圧迫する状況が先進諸国では

一般的であるため,政府の交通政策はますます重要

性を増している｡

産業構造に占める工業の割合が低下している先進

諸国の都市では,公害の発生源が工場や事業所から

交通-と移り変わっている｡工業生産の現場で公害

防止策が進んでいるのに対し,マイカーをはじめと

する自動車の台数と交通量がますます増えているこ

とも,こうした変化の背景にある｡交通は都市に暮

らす人びとに大きな恩恵をもたらすが,その一方で

都市環境に対してマイナスの影響も及ぼしている｡

騒音,振動,排気ガスなど生活環境に対する悪影響

だけでなく,交通事故,駐車違反,生活道路への侵

入など,心理的･精神的圧迫も無視できない｡経済

的に計測しやすい面については一部考慮されてきた

が,多くのマイナス面については十分な配慮が払わ

れてこなかった｡都市環境の質のさらなる低下をふ

せぐ意味からも,交通を環境という視点からとらえ

ることが強く求められている｡

(4)交通輸送をめぐる近年の動向

交通輸送をめぐる近年の動向のとしてまず指摘で

きるのは,経済や社会の発展にともなって交通需要

が増大していることである｡たとえばわが国におけ

る国内輸送の推移に注目した場合,貨物輸送は

1965年のl,863億トンキロから2003年の5,639

億トンキロへと約3倍に増大した｡同様に旅客輸送

は3,825億人キロから1兆4,266人キロへと増大

し,こちらは3.7倍という増え方である｡変化は交

通の量的拡大だけでばく,輸送手段の分担制合にも

みとめられる｡貨物輸送の場合, 1965年当時は内

航海運が43.3%でもっとも多く,鉄道(30.7%) ,

自動車(26.0%)がこれについでいた｡ところが

2003年は自動車が57.1%と6謝近くを占めており,

内航海運が第2位で38.7%である｡鉄道の分担率

は4.0%に過ぎず,航空機が新たに0.2%を占める

ようになった｡こうした大きな変化は旅客輸送の場

合も同様であり,第1位は鉄道(66.7%)から自

動車(66.9%)に変わった｡斜陽化傾向の鉄道は

2003年時点では27.0%の分担にとどまっており,

ここでも航空が1965年の0.8%から2003年の5.8

%へと大幅に増えた｡

貨物,旅客ともにいまや自動車が全輸送の6割前

後を担うようになった.自動車の分担割合が7剖近

い旅客輸送に注目した場合,乗用車による輸送量は

過去20年ほどの間(1980-2003年)に2.7倍に

増えた.バスによる輸送量が同じ時期に0.8倍つま

り20%近くも減少していることを考えると,この

間にモータリゼーションが一段と進んだことがわか

る.一方,鉄道に目をやると,新幹線の旅客輸送の

伸びが注目される｡上と同じ時期の変化を見ると,

輸送量は1.7倍に増加した｡旧国鉄からJRに移行

した在来線は1.1倍,民鉄は1.2倍であり,わずか

な増加に終始した｡新幹線と競合する路線もでてき

た航空機は同じ時期に2.8倍も輸送量を増やし,そ

の存在感を高めた｡時間に制約されない自動車交通

やスピードが売り物の新幹線,航空機などが活躍す

る場面が増えてきた｡

自動車,新幹線,航空機による輸送量増加は,追

路｡鉄道,空港などの交通インフラの拡充を前提と

している｡このうち道路については, 1980年の

115.3万l皿から2003年の124.3万1皿へと7.8%増

加したにすぎないが,高速道路は2,600Ⅰ皿から

7,200l皿へと2.8倍も延びた｡一般国道,市町村道

が1.4倍, 1.1倍の延びにとどまったのとは対照的

であり,日本列島のかなりの地域が高速道路によっ

て結ばれるようになった｡新幹線は1964年開業の

東海道新幹線を皮切りに山陽,東北,上越,長野

(北陸の一部)の各新幹線が建設されてきた.これ

らに加えて秋田新幹線,山形新幹線のいわゆるミニ

新幹線も実現し,さらに九州,北海道では整備新幹

線の建設が構想されている｡輸送量の増加が著しい

航空機輸送は, 2005年に開港した中部国際空港を

含む5つの第1種空港が国際線の要であり, 24の

第2種空港が国内輸送を主に担っている｡

交通輸送量が経年的に増えてきた背景には交通輸

送費の相対的な低下がある｡これが実現できたのは

交通輸送分野において技術革新が進められ,大量輸

送や輸送能力の向上によってコストが抑えられたか

らである｡また,こうした技術革新を促した大きな

要因として,交通輸送事業における競争激化や自動

車販売のシェア争いなどを指摘することができる｡

規制緩和政策によって事業者間の競争が激しくなり,

サービスとともに価格が訴求力として重視されるよ

うになったことが大きい｡自動車の場合は環境対策

費や燃料費の上昇などコスト抑制とは相反した動き

もあるが,その一方では新しいエンジンの開発によ
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る燃費の向上という相殺要因もきいている｡

第2節 交通現象の地理学的把握

(1 )交通地≡理学の位置づけ

多様な性格をもっている交通現象は,さまざまな

学問分野において研究の対象とされている｡アプロー

チの仕方はそれぞれの学問分野で異なっている｡距

離の科学,空間の科学を自認する地理学では,交通

需要を生み出す都市の諸施設や交通サービスを供給

する各種インフラストラクチャーの空間的特性に対

する関心が高o.都市の中のどこで移動に対する需

要が発生しているのか,あるいは都市内や都市間を

移動する場合,具体的にどのような交通手段,交通

ネットワークがつかわれているのか,といった点に

対する関心である｡地理学はまた,ものごとの空間

的相互関係にも強い関心を寄せるため,相互作用を

具体的に実現する交通の空間的特性を明らかにした

いという研究動機もあるo このように,都市をめぐ

る交通現象に対して空間的視点から接近しようとい

うのが地理学の特徴である｡

都市にかぎらず広く地域を対象として,そこで展

開されている交通現象を地理学的に研究する分野を

とくに交通地理学とよぶ｡交通地理学はその学問的

発展の経緯から,経済地理学の一分野として位置づ

けることができる｡経済立地論的立場からの研究が

盛んに行われた1950-60年代は,経済活動を成り

立たせる前提条件としての交通に関心が向けられ,

原料,製品,労働力,情報などの空間的移動が論じ

られた｡経済立地を規定する距離や空間の要因,そ

れらを克服する手だてとしての交通手段のあり方が

研究の対象とされた｡当時,主要な先進諸国は高度

経済成長の時代にあり,経済発展にともなって交通

需要が急激に拡大していた｡増大する交通需要にい

かに応えるかという課題に研究の関心が向けられた

のは,なかば当然のことであった.移動に要する費

用や時間をキーワードとして,空間的な交通需給の

あり方を論ずる立地静的研究が蓄積された｡

1973年の第一次石油ショックを大きな契機とし

て,先進国経済は低成長･安定成長軌道へと転換し

た｡ 1970年代, 80年代は経済活動のグローバル化

が進展していく時代でもあり,地理学研究者の関心

は経済活動の国際的展開に向かった｡国内の都市に

ついても,国際的影響力のもとで都市の地域構造が

いかに変化していくかに関心が集まった.この間,

国際的あるいは全国的スケールで交通･通信手段の

発展に大きな前進があった｡しかし,経済活動の国

際的,全国的展開に関心が向かい,活動を背後で支

えている交通に対する関心は相対的に小さかった｡

人,モノ,サービスが広域的に移動するモビリティー

は高まり,移動のための費用は低下し続けた｡つま

り移動が容易になり,距離抵抗や空間的障害が弱まっ

たため,研究者の意識の中に占める交通のウエート

が小さくなっていった｡

1990年代になり,経済のグローバル化が日常的

現象になるのにともない,あらためて交通現象を見

直す動きが地理学の中で起こってきた｡それは,交

通現象を構成している個々の要素を個別的ではなく,

統一的にすなわち交通システムとしてとらえようと

いう考え方である｡もとより,地理学だけで交通現

象のすべてが説明できるわけではない｡むしろ,個

別の専門的視点から交通現象に接近している多くの

隣接科学の成果を吸収しながら,地理学研究の一分

野として新たな交通地理学を打ち立てようという動

きである｡交通現象の構成要素が互いに結びついて

いることは,以前から指摘されてきた｡しかし今日,

あらためてこれらを統一的にとらえようとするのは,

関連諸分野の学問的蓄積が成熟してきたことが,そ

の理由として考えられる｡いわば洗練され一新され

た交通地理学が構築できる時代的条件がととのった

といえるのである｡

(2)交通現象をシステムとしてとらえる

新しい交通地理学は,交通現象をシステムとして

とらえる点に大きな特徴がある｡システムは構成要

素が互いに結びついた体系であるため,交通現象の

場合は構成要素に相当する交通需要,交通ネットワー

ク,交通結節点の相互関係を体系的にとらえる必要

がある｡交通需要はすでに述べたように,交通が発

生するための根本原因であり,それが地表上のどこ

で,またどのような仕組みで生まれるかが追究され

る｡つぎに交通ネットワークは,具体的には道路網

や鉄道網のことであり,それらが空間的にどのよう

に敷設されているのか,またどれくらいの輸送能力

や運搬能力をもっているかが問われる｡さらに交通

結節点は,交通需要を取り込む入口もしくは吐き出

す出口であり,積み換えや乗り換えが行われる場所

でもある｡交通ネットワークは結節点をつなぐよう

にして配置されており,ネットワークの種類や規模

に応じて交通結節点の性格も異なる｡交通需要は結

節点から入り,ネットワークを経て目的地にある別

の結節点に到達することによって供給サービスが完
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了する｡

交通需要,交通ネットワーク,交通結節点は,交

通地理学における主な研究対象である｡これらは,

交通地理学以外の地理学や隣接諸科学において関心

がもたれている対象でもある｡たとえば人口地理学

は,人口分布と交通需要の相互関係に関心を示す｡

政治力学や領域性に関心を寄せる政治地理学は,交

通ネットワークや結節点立地の政治的メカニズムに

も関心を寄せる｡一方,経済学,社会学,政治学,

歴史学などの人文社会科学は,経済需要,人的交施

政策,時間的発展などの視点からこれら3つの対象

に注目する｡また,環境,天然資源,資源計画にか

かわる自然科学や計画科学は,交通需要の生成や抑

刺,ネットワーク･結節点の配置や管理に対して関

心を示す｡さらに数学やコンピュータ科学の分野で

は,モデリングやORの手法をもちいて交通需要や

ネットワークを最適化する試みが行われている｡こ

のように,経済地理学から派生してきた交通地理学

は,もともとなじみの深い人口地理学,政治地略

歴史地理学などのほかに,これらを取り巻く隣接諸

科学の学問的影響を受ける立場にある.

交通需要,交通ネットワーク,交通結節点の以上

3つの研究対象を互いに結びつける概念として,ロ

ケーション(立地)
,フロー(交通量) ,ターミナ

ル(起終点)を挙げることができる｡まずロケーショ

ンあるいは立地は,人,モノ,サービスの交通需要

が生まれる場所のことである｡交通需要量は,需要

の発生場所と結節点との距離関係に応じて変化する｡

一般には,結節点に近い場所ほど交通需要量が多く
なる傾向がある｡つぎにフローは,交通需要と交通

ネットワークの間にあって双方の影響を受ける｡需

要が多ければフローの量も多くなるが,ネットワー

ク許容量が限られていれば,その制約を受ける｡満

員電車や道路渋滞は,交通需要量がネットワーク許

容量を上回っているために発生する｡最後にターミ

ナルは,交通の起終点に設けられた施設のことであ

る｡ターミナルは規模や機能に応じてレベルに違い

があり,それゆえネットワークとの結びつき方にも

差異がある｡ターミナル･レベルは結節性の大きさ

を反映しており,駅勢圏や交通圏の広がりに対応し

ている｡

(3)隣接諸科学からの成果吸収と補足概念

交通現象の主要な研究対象である交通需要,交通

ネットワーク,交通結節点,あるいはこれらを結び

つけるローケ-ション,フロー,ターミナルといっ

た概念は,地理学以外の他の科学の学問的成果を取

り入れることによって,その内容をより深めること

ができる｡実際,隣接諸科学で生み出された理論や

モデル,あるいは分析方法を取り込みながら,交通

地理学は発展してきた.たとえば交通ネットワーク

の場合,位相幾何学の分野で開発されたグラフ理論

を応用しながら,ネットワークの構造を明らかにし

てきた｡またフローについていえば,物理学の重力

モデル,あるいは空間的相互作用モデルをふまえた

分析や予測が行われてきた｡隣接諸科学からの概念

吸収は交通地理学だけの特徴ではない｡もともと地

理学は,地表上で生起しているあらゆることに関心

を向ける性格をもった学問であったo地理学が発展

していく過程で,個別の専門科目として地理学から

独立していった科学もある｡空間の総合科学を指向

する地理学が学問形成に有用な諸概念を隣接諸科学

から吸収するのは,ことさら新しいことではない｡

さきに述べたロケーションすなわち立地という概

念は,数多い地理学的概念の中でも主要なものといっ

てよい｡厳密にいうなら,立地は場所固有の地理的

位置(site)と,他の場所との空間的位置関係

(situation)の2つから成り立っている｡前者は絶

対的位置,後者は相対的位置といいかえてもよいが;

交通現象を一般的あるいは理論的に論ずる場合は,

もっぱら後者が注目される｡アクセシビリティすな

わち近接性は,相対的位置のレベルを表現したもの

である｡しかし,地理的属性が均質に分布していな

い現実の地表空間にあっては,絶対的位置のもつ意

味を無視することはできない｡たとえば都市の地形

的特徴は,自然的要因によってほぼ絶対的に規定さ

れている｡主要駅からの距離で測った相対的位置が

たとえ同じでも,見晴らしの良い台地と河川沿いの

低湿地では,住宅立地の条件評価は異なる｡立地評

価に差があれば,そこで生ずる交通需要も違ったも

のになる｡

ある立地点で交通需要が生ずる場合,その規模は

当該立地点で自ら供給できる量によって左右される｡

たとえば都市中心部で就業機会が増えれば,そこに

向けて通勤形態の交通需要が先生する可能性がある.

しかし中心部でも人びとは住んでいるため,その人

たちが新たに就業すれば,通勤による交通需要は抑

えられる｡一般に,労働力や製品がどの程度不足し

ているか,したがってどれくらい補うべきか,その

程度を表すのが補完性である｡補完性が大きければ,

その場所へ向けて大きな交通フローが流れ込む可能

性が高い｡交通需要が発生するのは,補完できるほ

33



どの余剰に恵まれた,すなわち供給能力の大きな場

所である｡補完性は,人,モノ,サービスなどにっ

いて,同じ内容に関して不足している場所と逆に余っ

ている場所の間で成り立つ相互関係である｡

交通現象をシステムとしてとらえる場合,いかな

るレベルあるいはスケールで考えられているかが明

らかにされなければならない｡都市にかかわる交通

は,小は市街地内部のバスや自動車による移動から,

大は国際間にまたがる航空機や船舶による移動まで

多岐にわたっている｡移動が行われる距離に応じて

スケールを区分するのが一般的であり,都市内交通

と都市間交通に二分して考えることが多い｡前者は

都市を面的にとらえており,都市内部にある交通の

ネットワークや結節点がそれぞれ把握される｡これ

に対し都市間交通では都市は便宜的に点と見なされ

ており,交通結節点として把握される｡こうした二

分的思考はある種の作業仮説にもとづいているが,

メリットも多い｡とりわけ複雑な交通現象を,でき

るだけわかりやすいかたちで分析するには好都合で

ある｡

第3節 交通を規定する自然的要因と空間構造の形

成･変化

(1 )交通に影響を与える自然的要因

都市を中心として展開している交通のインフラス

トラクチャーは,さまざまな自然的要因の影響を受

けながら構築されている｡主な自然的要因として,

山地,平野などの地形条件,河川,海洋などの水路

条件,それに気温,風,降水量の気候条件を挙げる

ことができる｡これらの自然的要因は交通手段の種

類,移動距離,交通費用,運搬能力などを規定する.

地球表面上のどこをどのように移動するかに応じて

交通手段の種類は決まり,移動に要する費用や運搬

可能な量もおのずと決まる｡都市の立地が社会的要

因とともに自然的要因の影響を受けながら定まって

きたことはよく知られているが,交通立地もまたこ

れら2つの要因によって左右されてきたと思われる｡

とくに経済発展が低水準で土木･建設技術が未発達

な時代においては,自然的要因は大きな意味をもっ

ていた｡実際,交通のないところでは都市も存在で

きないため,都市と交通はともに自然的要因の影響

を受け,これに適応するかたちで形成されてきたと

考えられる｡

地形条件は地表面の起伏,高度,傾斜,あるいは

河川,湖沼,海洋の水深,形状などであり,その状

態が交通のあり方に影響を与える｡陸上と水上が接

するところでは,湾岸や岸辺の形態が意味をもって

いる｡陸上交通では平坦な地形がもっとも適してお

り,傾斜地はできれば避けたい｡高速道路は3%,

鉄道の場合は1%の傾斜でも正常な走行の限界に近

いといわれる｡起伏の多い丘陵地や山地を通過する

場合は,谷や盆地などできるだけ平坦な場所を選ん

で交通路が設けられる｡水上交通の場合は,水深や

岩礁の位置などを考慮して通行する交通路が設定さ

れる｡港湾を設けるさいには陸上側の地形条件も考

慮する必要がある｡さらに航空交通について考える

と,陸上や水上とは異なり,平坦な広い敷地の存在

が不可欠である｡いうまでもなく航空機の離着陸に

広い滑走路が必要なためであり,それだけに制約条

件も厳しい｡

河川,湖沼,海洋を利用した水上交通は,水路あ

るいは航路条件を考慮して行われている｡波が大き

い,流れが速いなど航行に適さないところは避ける

が,反面,そうした自然の条件を生かした水路や航

路もありうる｡今日のように陸上交通が高度に発達

していなかった頃,河川や運河を利用した交通は非

常に重要な役割を果たした.河川沿いや運河沿いに

集落が形成されたり,工業,運輸業,卸売業が立地

するなどした｡ただし,河川や運河は水上交通にとっ

ては便益を与える存在であっても,陸上交通にとっ

ては移動を阻害する障害物である｡橋を架けるかト

ンネルを掘るわ あるいは迂回して障害を避けるか,

いずれかの方策をとるしかない｡河川沿いや運河沿

いと同様,海岸沿いもまた集落が形成されやすい場

所である｡全国的あるいは国際的な交易,貿易の拠

点の場合は集落規模も大きく,港湾都市としての特

徴をもつ｡地形と海洋の2つの条件が組み合わさっ

て,三角州,エスチュアリ,フィヨルド,ラグーン

などが形成される｡その特徴を生かして港が形成さ

れ,水上交通が行われてきた｡

自然的要因の第3は気候である｡気温,風,降水

量の組み合わせでさまざまな気候条件となるが,交

通にとって重要なのは運行に支障を来す条件であろ

う｡豪雪,豪雨,強風といった気象条件は,どの交

通手段にとっても好ましいものではない｡陸上交通

の場合は走行を直接妨げるだけでなく,インフラス

トラクチャーそのものに悪影響を及ぼすことがある｡

大雪による道路交通障害の発生や,台風の接近にと

もなう鉄道･バスなどの運休などがそうした例であ

る｡豪雪,強風は航空機の運航に支障を与えるが,

同じ風でもジェット気流はプラスとマイナスの両面
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をもつ｡帆船による水上交通が盛んであった頃,風

向きは航路を選ぶさいの重要な条件であった｡また

結氷,濃霧などは航行を直接妨げたり,著しく困難

にしたりする｡気象条件が季節によって大きく異な

る地域では,交通にも季節性が生ずる｡結氷のため

冬季は運行不能な河川や利用できない港湾,あるい

は逆に凍結した湖上を利用した交通などである｡

移動を妨げるものがなにもない空間であれば,起

点と終点をまっすぐ結んだ交通路が最適であろう｡

しかし,そのような空間は地表上には存在しない｡

地球はそもそも球体であるため,直線状の交通路が

最短になるとは限らない｡とりわけ,国際間を移動

する航空機や船舶の場合は,そのようにいえる｡障

害物の多い陸上では,地形をはじめとするさまざま

な要素が交通を妨げるため,いかにそれらを避ける

かが課題となる｡障害には避けようのない絶対的障

害と,工夫をして乗り越えたり適応できたりする相

対的障害がある｡急峻な山岳地帯や大きな河川,潤

は前者であり,丘陵地や峡谷は後者である｡ただし,

絶対的障害といえども,長大トンネルを掘ったり長

大橋を架けたりすれば,課題は克服できる｡陸上交

通と水上交通を結びつけるという解決方法もある｡

相対的障害の場合は,土木技術や建設費用の初点か

ら最適ルートを見出すことになる｡障害という概念

は相対的であり,陸上から見れば水上は障害である

が,その道もいえる｡いずれにしても,地球表面上

のさまざまな自然的障害を克服しながら,交通は今

日まで行われてきた｡

(2)交通基盤をもとにした空間構造

世界中のどの都市でもなんらかの生産活動が行わ

れている｡生産活動の前提条件として交通基盤(イ

ンフラストラクチャー)があり,人,モノ,サービ

スが都市内や都市間を移動している｡生産活動の増

大とともに都市は空間的に発展し,建物が増えたり

建て替えたりしていく｡つまり,交通基盤,生産活

動,建造環境の間にはつながりがあり,これらは全

体として空間的な構造をつくりだしている｡交通基

盤は経済発展とともに更新されていくため,それに

応じて生産活動のスタイルや内容も変化していく｡

その結果,都市の土地利用も移り変わり,そのうえ

に生成される建造環境も変化していく｡時間という

概念は都市の空間構造の変化を理解するうえできわ

めて重要であり,たとえ現在の都市を対象とする場

合でも,段階的な歴史的発展をどこかで意識してい

る必要がある｡

比較的単純な交通手段しかなかった時代と比べる

と,現代都市は高度で複雑な交通手段を基盤として

成り立っているといえる｡都市間の関係や都市内部

の地区間の関係も,昔に比べると錯綜の程度が大き

い｡国際レベルではジャンボジェット機などの大型

輸送機や大型コンテナ船が登場し,大量かつ短時間

で輸送ができるようになったo全国レベルや都市内

レベルでも,公共交通や私的交通で多様な手段が利

用されるようになった｡新しい交通手段は高度な運

行技術によって支えられており,複雑なシステムと

して機能している｡とりわけ情報通倍技術のめざま

しい進歩にともない,たんなる移動手段のレベルを

超えた,総合的な交通システムとして機能している｡

こうした複雑なシステムを前提として結びついてい

る個人や家計あるいは企業の相互関係もまた複雑と

いえる｡幾種類もの交通手段を介して重層的に結び

ついてt)るため,その空間的関係は相対的にしかと

らえられない｡交通手段を介した相互関係は,ある

意味では濃密であるが;唆昧さや不安定さも併せもっ

ている｡

交通手段を前提として成り立つ都市の空間構造は,

交通手段が生み出す移動空間によってその特性が左

右される｡移動にはコストや労力を要するため,誰

もができるだけコストを抑え,エネルギー使用を節

約しようとする｡このため,距離が短かったり他よ

り早く到達できるところは,高く評価される｡近接

性(アクセシビリテイ)はこうした評価を行うさい

の指標であり,近接性に恵まれたところに人,モノ,

サービスが集まってくる傾向がある.集まり,すな

わち集中や集積は規模の経済が働きやすい空間的パ

ターンである｡単位当たりの生産コストが引き下げ

られるため,こうした場所はますます集積を呼び込

むというメカニズムが働く｡集積の規模は地域条件

によって異なるため,さまざまな大きさの集積地点

が現れる｡これが空間構造に階層性が生ずる背景に

なっており,集積地点が都市の場合は都市の階層シ

ステムとなる｡

ある特定の生産活動が都市の中で集中的に行われ

るのは,専門的生産で規模の経済を追求しようとい

う動機からである｡生産品目を限定するかわりに,

それ以外のものは別の場所から移入する必要がある｡

こうした専門的生産ができるのも,交通手段が存在

するからである｡互いに特化して生産した製品を交

通手段を介して交換することは,長距離交易や国際

貿易として苦から行われてきたo製品価格に輸送費

を上乗せしても,なお販売先で生産した場合よりも
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安いため,競争に打ち勝つことができる｡専門的生

産と交通の関係は,一方向とはかぎらない｡すなわ

ち,専門的に安く生産した製品を販売するために交

通路を広げる場合もあるが;その逆に,交通路があっ

たために専門的生産が可能になった場合も考えられ

る｡地形条件に制約されてなかば自然に形成された

交通路を介した交易は後者の場合である｡近代になっ

て機械で動く交通手段が普及しはじめると,広域的

な市場を求めて製造品を出荷する前者のようなタイ

プが生まれてくる｡

交通基盤,生産活動,建造環境の間には相互にっ

ながりがあり,全体として空間構造をかたちづくっ

ている｡こうした空間構造は時間とともに変化して

いくが,基本的な特性はあまり変わらない｡それは

空間を構成するおおまかな枠組みであり,簡単には

変えられない部分である｡具体的には交通路の方向

や軸,あるいは都市間や地域間の結びつき方である｡

交通手段はつぎつぎに変わっても,交通路は簡単に

は変えられない｡歴史的に形成されたルートやネッ

トワークそのものは,その上を移動する交通手段が

変わっても維持されやすいのである｡それは,交通

路が幾何学的な線型状態で存在しているからであり,

線分は点として存在する生産場所や建物に比べると

変更しづらい｡このため,自然的要因に左右されて

いったん決められた交通路の方向や軸は,時間を経

ても変化しにくい｡もちろん,交通技術の進歩や経

済発展など社会的要因によって交通路が変更される

余地は残されているが,その可能性は大きいとはい

えない｡

(3)交通発展による時間空間の短縮

交通と空間の関係を考える場合,忘れてならない

のは,どれくらいの所要時間で移動が行われるかと

いう点である｡時間をコストとみなすなら,同じ時

間内にどれくらいの空間(距離)が購入できるかと

いう問題である｡購入できる空間は速度で表すこと

ができるため,速度は大きいほど,すなわち早く移

動できるはど望ましい｡速度の向上はひとえに交通

手段の開発や改良にかかっており,時間空間の短縮

をめざした多くの試みが歴史的に行われてきた｡速

度向上がとくに進んだのは18世紀, 19世紀であり,

近世から近代にかけて陸上交通や水上交通で進歩が

あった｡なかでも産業革命は,動力機械の交通手段

への応用に道を開く役割を果たした｡ 20世紀にな

ると航空交通が交通手段の仲間入りを果たし,時間

距離の短縮が飛躍的に高められた.

時間空間の短縮は,社会や経済に対してさまざま

な効果をもたらす｡所与の時間内に移動できる範囲

が空間的に広がれば,社会的接触の可能性が大きく

なる｡遠くの人とも接触できるようになり,接触可

能な人数も増える｡その結果,異質的な社会や文化

相互間の交流が促進され,新しい価値が生まれる可

能性も大きくなる｡しかしその反面,これまで維持

してきた社会や文化の独自性が失われていく可能性

も否定できない｡全国的スケールでは国家中心や大

都市の社会,文化的影響が地方に及び,いわゆる地

方色が薄れていくという危倶である｡国際的スケー

ルではグローバリゼーションにともなう世界都市シ

ステムの強化である｡世界都市を極とするネットワー

クの中に組み込まれ,その影響から抜け出すことが

できなくなってきている｡絶対的には不変の空間が;

交通手段の発展とともに相対的に縮小している｡

時間空間の短縮は,経済活動の分野に大きな変化

をもたらしてきた｡人,モノ,サービスの組み合わ

せから成り立つ経済活動は,これらの要素を所定の

空間内から調達する｡空間の広がりを規定している

のは交通手段の速度であるため,速度が増せば空間

も拡大する｡たとえ遠方でもこれまでより有利な要

素が入手できれ8i',生産性は向上し競争力は強まる.

ただし注意すべきは,所要時間は以前と変わらなく

ても,移動費用が変化するという点である｡しかし

現実には,単位当たりの移動費用は相対的に低下す

る方向にあるため,より有利な要素を広い範囲から

求めようとする動機は変わらない｡移動費用との関

連で重要なのは,大量輸送手段の出現にともなって

コスト削減が進んでいるという点である｡生産規模

の拡大にともなう経済性(規模の利益)もあいまっ

て,生産要素の調達範囲と製品の流通範囲は,とも

に空間的に広がっていく方向にある｡

時間空間の短縮を可能にしている交通手段の発展

は,交通基盤(インフラストラクチャー)それ自体

の進化と,交通結節点すなわち交通ターミナルの更

新や改良によって支えられている｡前者は高速道路

や新幹線の延伸などによる1日行動圏の拡大であり,

また後者は物流センター,ターミナル駅,空港など

の整備･拡充にともなう生産性の向上である｡交通

ターミナルへのアクセシビリティや乗り継ぎが良く

なれば,時間が節約される｡チケット購入や荷物受

け渡しの手続きが簡単になれば,これもまた時間の

節約になる｡このように,ただたんに移動している

時間が短くなるだけでなく,その前後の所要時間が

短縮されることにより,トータルとして時間空間の
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短縮は可能になる｡近年の傾向として指摘できるの

は,情報通信システムが交通手段による時間空間の

短縮に深く関わっているという点である｡通信は交

通そのものを代替する機能をもつが;それとは別に,

交通手段がシステムとして円滑に機能するように支

える役割を果たしている｡そうした意味では,現代

の交通システムは交通･通信システムとしてとらえ

るのが正しいのかもしれない｡

今後,いかに革新的な交通手段が発明されたとし

ても,時間空間を限りなく縮めることはできないで

あろう｡時間空間の短縮は一様に進むのではなく,

不連続的とさえいえる｡たとえば自動車の速度は

20世紀中頃にすでに現在と変わらないレベルにま

で到達していた｡技術的に速度を上げることは可能

であろうが,実際に都市の内外を走行するさいの速

度は制約を受けている｡新幹線をはじめとする高速

鉄道やジェット航空機など,さらに速度を上げる試

みは続けられている｡しかし,これまでに短縮され

た割合を大きく上回るほど,今後,さらに時間空間

が短縮されるとは考えられない｡むしろ考慮すべき

は,すでに短縮された時間が,どこかで無駄になっ

てはいないかという点である｡せっかく超音速ジェッ

ト機で空港に到着しても,入国手続きに余計な時間

を要してはいないか｡あるいは,高速道路を順調に

走ってきても,都市の中に入ったら渋滞に巻き込ま

れ,せっかくの時間短縮が無駄になるといった事例

である｡こうしてみると,時間空間の短縮は起点か

ら終点まで一様になされているのではなく,いわば

不連続に生じていることがわかる｡
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交通の歴史的発展

第1節 産業革命を境とする交通手段の変化

(り産業革命以前の交通手段

交通が現代のような姿になるまでには長い歴史的

発展の過程があったことは想像に難くない｡大きく

は,産業革命以前,産業革命の時代,現代交通の拳

明期,フォーディズムの時代,ポストフォーディズ

ムの時代,の以上5つに分けることができる｡こう

した区分は交通手段を支える技術革新が各時代の前

後で大きく変化したことによる｡技術革新の進展に

ともなって交通による移動距離はより長くなり,ま

たその速度は増していった.交通網によって組織化

される地域は新しい交通手段の登場のたびにより広

くなり,やがては今日われわれが生きているような

世界的システムへと変化をとげた｡

18世紀末に産業革命が起こるまで,人類は機械

で動く交通手段をもったことはなかった｡陸上では

動物に車を引かせて人やモノを運搬するか,水上で

は水の流れや風の力によって船を動かすくらいしか

方法がなかった.陸上交通の時速は8-15km,水

上の場合はこれをやや上回るのが限度であった.人

やモノを大量に輸送するには水上交通が適していた

ため,港,川,湖の岸辺に交通の要衝すなわち港

(あるいは湊)が生まれ,これが発展して都市にな

ることもまれではなかった｡港はしばしば長距離交

易の拠点や中継地となり,遠隔の経済圏を互いに結

びつける働きをした｡酒,胡淑,茶,香水,網など

は長距離輸送に耐えるだけの高い付加価値をもって

おり,大陸間スケールでも取引された.

長距離交易は水上ルートばかりでなく,陸路によ

る交易もあった｡遠方から運ばれてきた荷物は中継

地でもある都市で荷捌きされ,都市周辺に向けてさ

らに配送された｡通常,都市を取り囲む周辺はせい

ぜい半径50km程度であり,それを超えてまで配送

するのは経済的に見て困難であった｡都市に向けて

食料を供給する場合も同じことがいえた｡それだけ

距離を克服することが容易ではなく,結果的に都市

の勢力圏は狭くならざるをえなかった｡徒歩の時速

はせいぜい4-5kmであるため,日帰りできる範囲

は限られる｡実際,産業革命以前の都市地域の直径

は5kmくらいまでであり,それゆえ面積は20kni2程

度であった｡

都市地域の狭小性はローマ,コンスタンチノープ

ル,北京などでもみとめられる｡ただしローマや北

京に都をおいて発展した帝国は,海洋や運河などを

利用した水上交通網によって巨大な勢力圏を築くこ

とに成功した｡こうした例外はあるが,一般に都市

国家と呼ばれる都市とその周辺から成る組織体が多

かったのは,今日と比べると交通が未発達でとても

広域的な経済圏を生み出すことができなかったから

である｡ローマ帝国が地中海沿岸を中心に発展でき

たのは,地中海という海洋交通システムを十分生か

すことができたからである｡しかしその一方で,ロー

マ帝国は道路交通網の構築にもつとめた｡軍隊の移

動,政治支配,文化の伝播,それに交易など,道路

はさまざまな役割を担って帝国を支えた｡

産業革命以前の交通の中でもっとも重要な役割を

果たしたのは,ヨーロッパを中心に行われた水上交

通である｡とくにビザンチン帝国の崩壊によってア

ジアとヨーロッパを陸路で結ぶ交通路が閉ざされた

のを契機に,ヨーロッパ人による海上交通の開拓が

活発化した｡アジアへ向かう新たなルートを見出す

ためにコロンブスは西に向かい,パスコダガマは東

へ向かった｡その結果,新大陸アメリカが発見され,

また喜望峰を経由してインドに至る海路が見出され

た｡これまでのように地中海やアラブを経由するこ

となく,直接アジアへ向かえるようになったため,

スペインやポルトガルが台頭してきた｡その後はイ

ギリス,フランス,オランダが続き,植民地経常や

海洋交易に乗り出した｡ 18世紀初頭までに,世界

の海洋交通はヨーロッパ人の手中にほぼ納められて

しまったといえる｡

海洋を中心とする水上交通の重要性とは対照的に,

陸上交通の役割は依然として限定的であった｡この

ことは,たとえば18世紀末のアメリカで1トンの

荷物を50km離れたところまで陸上輸送するさいの

費用が大西洋を船で横断して輸送する費用と同じで

あったという事実からも想像がつく｡これほどまで,

陸上交通と水上交通では輸送費に開きがあったので

あるo このため陸上では河川の利用が盛んに行われ,

また運河の開削も進められた｡アメリカ東海岸と西

部,中西部との連絡は,当初はミシシッピー水系と

海洋交通を利用して行われた｡ヨーロッパでは運河

は平地の多いオランダで始まり,やがてイギリスや

その他の国々でも建設されるようになった｡
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(2)産業革命による交通手段の革新

18世紀中頃から始まる産業革命が交通に与えた

影響は非常に大きく,その後の交通手段を文字通り

革命的に変えていった｡この時代の変化は,発明さ

れた蒸気機関を水上交通に応用する試みと,陸上を

走る交通手段に組み込んで鉄道にする試みの2つか

ら成る｡当初は前者の蒸気船が先行したが,後を過

いかけるようにして登場した鉄道がやがて前者の地

位を脅かすようになった｡水蒸気エネルギーを動力

に転換するという技術革新がすべての始まりであり,

人類はこれまで経験したことのない新しい交通の時

代へと足を済み入れた｡蒸気エネルギーを動力とし

て利用する最初の試みは,イギリスの炭坑で水をく

み上げるために行われた｡ 1756年にイギリス人の

技術者ワットが翰率的な蒸気機関を発明して以後は,

これを陸上交通手段に応用するフランスでの試み

(1769年)や,同じく河川交通手段として利用し

ようというアメリカでの試み(1790年)が続いた｡

こうした試みはやがて蒸気機関車や蒸気船の登場に

結びつき, 19世紀以降の交通の姿を変えていく｡

蒸気機関を用いた水上交通が実用化するのは18

世紀末以降であるが,それ以前から利用されていた

運河交通こそが産業革命初期の経済活動を支える立

役者であった｡自然流下の河川とは異なり,人工的

に開削された運河は開門を設けて水位を調節するこ

とにより高低差のあるところでも船舶を移動させる

ことができる｡このため運河網があれば,産業革命

を契機に始まった大規模な工業生産に必要な原材料

や生産された製品を広い範囲にわたって輸送するこ

とができる｡イギリスでは1760年代から運河網の

構築が始まり,その広がりは徐々に拡大していった｡

1830年代には運河の総延長は2,000マイルにもな

り,さらに1850年代になると内陸部で航行可能な

水路網が4,250マイルにも達するようになった｡

蒸気機関を利用した鉄道が初めて登場したのは産

業革命の発祥の地イギリスであり, 1814年に石炭

を運ぶのに用いられたo 1830年にはマンチェスタ-

とリバプールの間に鉄道が敷かれ,またたくまに全

国へと広がっていく｡鉄製のレールの上ならわずか

なエネルギーで車輪は回転するため,未舗装の道路

を走るのと比べると非常に効率的な移動手段であっ

た｡鉄道の総延長が6,000マイルに達した1850年

代には,主要な都市が鉄道網で結ばれた空間的鼠織

が現れてきた｡人やモノを一度に大量に運べるし,

線路さえあればどことも結ばれるという特性は魅力

的であり,各地に鉄道会社が誕生した｡ただし,こ

うした鉄道の特性にさらに磨きがかけられるために

は,ゲージの統一や輸送サービスの標準化が必要で

あった. 1869年にはアメリカで最初の大陸横断鉄

道が開通し,ニューヨーク-サンフランシスコ間は

6カ月から1週間の旅へと一気に縮まった｡

鉄道は遠隔地の経済圏を互いに結びつけ,交易を

盛んにする役割を果たした｡工業地帯の都市からは

工業製品が運ばれ,開拓農村地域や天然資源の産出

地域からは農産物や鉱物･林産物が救出された｡鉄

道は産業立地に影響を与える重要な要素となり,こ

れまで運河や港湾がもっていた立地有利性を奪って

いった｡とくに運河は,それまで内陸部における有

力な大量輸送手段として利用されてきただけに,蘇

力なライバルの登場による競争力低下は著しかった｡

運河交通全盛の時代は意外に短かったといえる｡

港湾のうち外洋航路の結節点であった主要港湾は,

蒸気船の登場によって活気づいた｡改良に改良が重

ねられた結果, 19世紀初頭に本格的な蒸気船が就

航するようになり,大陸間スケールでの大量かつ安

全な輸送が可能になった｡ 1820年に大西洋航路に

就航した蒸気船は, 29日間でリバプールとニュー

ヨークを結んだ｡ 1838年からは大西洋航路が定期

船化する一方,船体の改良も進み,これまでの外輪

船にかわりスクリュー船が1840年に登場した｡船

体構造もこれまでの木製や木製と鉄製を組み合わせ

たものから,鋼鉄製の船舶へと進化していった｡こ

れによって船体の大型化や軽量化が可能になった｡

より多くの人やモノをより遠くまで輸送できるよう

になったという点では鉄道と同じであり,この点に

産業革命期における交通変化の最大の特徴がある｡

第2節 近代交通システムの登場

(1 )近代交通システムの登場

産業革命期につづくのは石油を動力エネルギーと

して利用したり,電気エネルギーで車両を動かす交

通手段が登場する時代であり, 1870年から1920

年までのおよそ半世紀である｡エネルギーを得るた

めに石油の燃焼特性が利用できることは以前から知

られていたが,石炭のかわりに石油を用いたエンジ

ンが登場したのは1870年代になってからである｡

まず船舶のエンジンで用いられたが,石炭を燃料と

していた頃と比べると,より高速かつ大容量で輸送

できるようになった｡しかも航続距離はこれまでよ

り長く,航海当たり費用を大幅に抑えることができ

た｡石油エンジンは蒸気エンジンと比べると数段勝っ
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ており,燃料を石炭から石油へ転換する動きを止め

ることはできなかった｡

石油を燃料として用いる新エンジンで航行するよ

うになった外洋船舶にとって,港湾設備の拡充や国

際運河の建設は重要な意味をもっている｡大型化す

る船舶を港湾で大量に捌くには,埠頭やドックの大

規模化が不可避である｡このため港湾への投資が拡

大し,港湾地域一帯は物資積み替えの機能を強めた｡

従来からあった港湾地域での生産活動はいっそう活

発になり,産業地域が形成されていった.港湾は物

資だけでなく,人の積み降ろしが行われた場所でも

ある｡とくに1880年代から始まった国際航路の定

期サービスによって人びとの移動は活発になり,世

界の主要都市は人の交流を介して互いに結びつくよ

うになった. 1950年代に国際航空サービスが本格

化するまでの間,港湾は国際的に人が移動する結節

点としての役割を果たした｡

水上交通では石炭を燃料とする蒸気機関から石油

を燃料として用いるガソリン機関やディーゼル機関

へ移行があった｡これは蒸気で動力をえる外燃機関

から高温･高圧のガスでピストンなどを作動させる

内燃機関への変化でもある｡陸上では依然として外

燃機関である蒸気機関が主流であり,蒸気機関車が

列車を牽引していた｡機関車の技術的改良が繰り返

し行われた結果,速度や輸送能力が向上したため,

鉄道が活躍する範囲はますます広がっていった.明

治維新によって近代国家としての道を歩み始めたわ

が国でも, 1889年に東京-神戸間が全通した東海

道本線をはじめ,全国各地で蒸気機関による鉄道が

走るようになった｡ディーゼル機関車は1912年に

ドイツではじめて製作され, 1929年にはわが国に

も登場した｡しかし蒸気機関車全盛のこの時代には

はとんど普及せず,第2次大戦後になってようやく

つかわれるようになった｡

都市相互間を結ぶ鉄道に対し,都市の内部あるい

は都市とその周辺を結ぶように走行する路面電車が

登場したのも,この時代である｡電力で車輪を動か

すこの乗り物は,煤煙をまき散らす蒸気機関車より

も都市内部の交通手段としては優れていた｡ 1880

年代に欧米を中心に普及し始め,わが国でも1895

年に京都電鉄が最初の路面電車を走らせた｡これま

で徒歩で移動するか,人もしくは動物が引く車を利

用するくらいしかなかったところへ路面電車が登場

した｡その影響は大きく,都市構造に変化が見られ

るようになった｡中心部の職場と周辺部の住宅地と

いうように土地利用の分化が起こり,都市のスプロ-

ル化が初めて生じた｡土地利用分化は都市において

人間活動が専門化した結果であり,大都市中心部で

は業務活動が集まるようになった｡密度を増してい

く地上の交通混雑を避けるために, 1863年にはロ

ンドンで地下鉄が建設された｡自転車も徐々に普及
するようになり,都市交通はにわかに彩りを増して

いった｡

(2)近代前半の名古屋における交通

1870年代から1920年代までのこの時期,わが

国では明治維新から大正デモクラシーまでの時代に

相当する｡交通分野における技術革新の普及と実用

化への取り組みには地域的なタイムラグがある｡欧

米とりわけヨーロッパで生み出された交通技術や交

通手段は,時間差をもってわが国にも導入された.

欧米の列強に追いつくことをめざしていた当時の日

本では,近代国家の礎となる交通基盤(インフラス

トラクチャー)の整備に取りかかった｡ここでは一

例として,東京,大阪につぐ第3の都市として地域

発展を進めていた名古屋を事例として,この時代に

交通手段が導入されていったかを振り返ってみる｡

名古屋とその周辺で最初の鉄道が敷かれたのは

1886年のことであり,当時,建設が進められてい

た｢中山道鉄道｣への資材運搬鉄道として設けられ

た武豊線であった.中山道鉄道のルートは列強によ

る海岸からの攻撃を想定し,それを避けるためにわ

ざわざ山岳地域に設定された｡のちになって方針が

変更され,建設費も安く所要時間も短い海側のルー

トに変えられて完成したのが東海道本線である｡武

豊線の名古屋駅は当時の市街地の外側に設けられた

ため,駅と市街地中心部を結ぶ道路沿いが繁華街化

していった｡駅が新たな拠点として人やモノを集散

させる場所になったことは,その後の都市構造を考

えると,きわめて重要であったといえる｡ 1895年

には名古屋と大阪を結ぶ私営の関西鉄道が名古屋駅

近くを起点として開業した｡さらに1898年にから

は名古屋駅前から名古屋電気鉄道の路面電車が走る

ようになり,名古屋駅の結節性は高まった｡

建設途中でルートが変更になった中山道鉄道は,

1902年に名古屋-多治見間が開通した中央本線に

よって別のかたちで実現したといえる｡鉄道の重要

性が理解されるようになり,ルートの決定を巡って

地域間の綱引きが行われたのも,この頃の特徴であ

る｡しかしその一方で,鉄道や路面電車を忌辞する

動きもあり,経済発展のチャンスを逃した地域もあっ

た｡たとえば名古屋市内の路面電車の建設ルートを
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巡って,本町通り沿いの有力商人は店の前を電車が

走るのを嫌った.このため別のルートが選ばれ,本

町通りは発展の機会を自ら逃した｡名古屋電気鉄道

による路面電車事業の成功に見習い,名古屋周辺で

電鉄会社の設立があいついだ｡市内を移動する手段

として,あるいは名古屋と周辺を連絡する手段とし

て,路面電車は都市構造を変える働きをした｡

横浜や神戸が東京,大阪の外港として外国貿易の

拠点機能を果たしていたのに対し,名古屋には満足

な港湾がなかった｡伊勢湾最奥部の遠浅という自然

条件が港湾建設の障害であったが,苦労の末ついに

名古屋港が1907年に開港した｡富国強兵政策のも

とで外貨獲得に溝進する当時の日本にあって,最初

は伝統産業製品である陶磁器,繊維,木製品が輸出

された｡その後の近代工業化にともなって輸出品目

は変化したが,加工貿易体制を強固に支える生産･

流通基盤として名古屋港の重要性は増した｡船舶の

大型化や取扱量の増大にともない,港湾の拡張がつ

ぎつぎに実施された｡名古屋港と市街地中心部は江

戸時代初期に開削された堀川運河で結ばれており,

運河は以前と同様に利用されていた.都市内運河で

あるため鉄道との競合は考えられず,のちになって

衰退していくのはトラック輸送との競合に敗れたか

らである｡

第3節 フォーディズムとポストフォーディズ

ムの時代の交通

(1)フォーディズムの時代の交通

フォーディズムとは,ヘンリー･フォードが始め

た大量生産方式による自動車のように,規格化され

た工業製品を大規模に生産する体制を意味する｡こ

の時代の交通は,石油をエネルギー源とする内燃機

関で動く自動車によってもっともよく特徴づけられ

る｡ドイツで発明されたディーゼルエンジンにダイ

ムラーが改良を加えて1889年に完成させたのが四

気筒の内燃機関であり,これが1885年にダンロッ

プによって発明された空気タイヤと結びついて自動

車が誕生した｡使用するガソリンは当初,照明用の

ケロシンを生産するときにできる不要な副産物と思

われたが,使いやすい燃料であることがわかり,大

量に使用されるようになった｡

自動車の特性はどこへでも素早く行けるという柔

軟性にある｡使用目的に応じて乗用車,バス,トラッ

クが生産され,産業活動や生活の場面で多様な使い

方がある｡とくに乗用車は一般の家庭で保有され,

人びとの日常的な移動形態を大きく変える役割を果

たした｡モータリゼーションとはまさに乗用車を中

心とする自動車の普及過程そのもであり,大量生産

方式による価格の低下が普及を促進した｡とくに有

名なのは1913年に登場したT型フォードであり,

生産開始から1927年までの14年間に1,400万台

が生産された｡典型的なアセンブリー生産である自

動車生産では鉄鋼以外にゴムや繊維などが素材とし

て使用される｡そのため自動車の生産工場以外に関

連工場が集まるように立地し,一大工業地域を形成

した｡

規模の経済を最大限生かして生産するのが,この

時代の大きな特徴である｡大量生産方式以外に,交

通手段を大型化して効率性を高めるのも,規模の経

済の追求である｡それがもっともよく発揮されたの

が船舶の大型化である｡重くかさばる工業原料を遠

方から運んでくるためには,船舶を大型化して単位

当たりの輸送費を引き下げるのが合理的である｡た

とえば石油の輸送では, 1960年代に10万トン級

のタンカーが就航し, 1980年代になると55万ト

ン級のタンカーも現れるようになった｡大型船舶の

登場によって海上輸送費は相対的に低下したため,

輸送費が工業立地を左右する都合も低下した｡消費

地に近い港湾の周辺に大型船舶から降ろされた原料

を使用する工業が立地するようになったのも,原料

輸送費の低下がその一因である｡

水上交通が長い時間をかけて進化していったのと

は対照的に,空を飛ぶ航空機は比較的短い期間で飛

躍的な発展を遂げて今日に至っている｡ 1903年に

ライト兄弟による初飛行からわずか16年後の

1919年にはイギリス-フランス間で国際的な航空

輸送サービスが始まった.当時はまだ輸送能力や航

続距離が限られており,乗客よりもむしろ郵便を運

ぶビジネスが主流であった｡一時は飛行船による国

際的輸送も試みられたが,ヒンデンブルグ号の墜落

事故により開発は中止された｡両大戦期を通じて航

空機開発は進み,第2次大戦後の黄金期へと向かっ

ていく｡それまでのプロペラ機に代わって1958年

からはジェット機による航空輸送が始まり,国際海

洋航路から乗客を完全に奪っていった｡

フォーディズムの交通はモータリゼーションとは

とんど同値であり,大量に生産され街中を走り出し

た自動車がコンパクトな都市構造を分散的な構造へ

とは大きく変えていった｡手軽に乗り回せる自動車

は距離の制約から人びとを解き放ち,時間にとらわ

れない移動を可能にした｡都市施設は集まって立地
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する必要がなくなり,むしろより広い用地を求めて

都市周辺部に分散立地していった｡分散化した都市

構造は都市よりも都市圏としてイメージするのが適

しており,周辺部は農村的要素が入り交じる混合的

な土地利用や景観によって彩られていった｡こうし

たモータリゼーション進展の裏側には駆逐されてい

く従前からの交通手段があったことも忘れてはなら

ない｡路面電車や地方鉄道をはじめ,自動車普及の

影響を受けて経営が行き詰まった鉄道事業が少なか

らず現れた｡自動車は,自動車工業という一大産業

を生み出しながら,このように世界の都市構造を一

変させていった｡

(2)近代後半から戦後にかけての名古屋の交通

自動車の登場によってまず特徴づけられるこの時

代,わが国でも欧米から輸入された自動車が街中を

走り回るようになった｡ここでも前節と同様に名古

屋とその周辺を事例に見ていくが,最初の輸入自動

車は1899年に早くも人の目に触れている｡当時の

自動車は蒸気エンジンを利用したもので,乗合自動

車として使用された｡性能の悪い蒸気エンジンに代

わって登場したのがガソリン自動車であり,自動車

生産が本格化したアメリカから輸入し営業用や自家

用として使われた｡営業用はハイヤーやタクシーを

生業として営む業者が輸入した自動車であり,メー

ター制で乗客を運搬した｡

自動車は乗客輸送で先行したが, 1920年頃から

貨物運搬用のトラックが輸入して使われるようになっ

た｡貨物運搬業者は市街地中心部に店を構え,近距

離はもちろん,遠距離輸送にも手を広げていったo

名古屋でトラック輸送が盛んになった背景には,瀬

戸地方の陶磁器や尾西地方の繊維など,伝統的な地

場産業が名古屋周辺にあったことが大きい｡これら

の地場産業地域と名古屋は苦からの街道を整備した

道路によって結ばれていた｡こうした道路を走るの

はトラックばかりでなく,乗合自動車すなわちバス

もまた走行した｡ 1920年代の後半になると,市内

とその周辺でバス会社がつぎつぎに設立された.大

がかりな設備のいらないバス事業は参入が簡単であ

り,既存の電鉄会社の中にもバスの運行を兼業する

ものが現れた.

路面電車とバスは都市内移動の基本的手段であり,

公共的性格をもっていた｡このため民営で事業を続

けることに疑問がもたれるようになり,名古屋では

1922年から路面電車は市営で行われるようになっ

た｡ 1929年からは市営のバス事業も始まり,路面

電車網と同様,市営のバス網も拡大していく｡こう

した交通網を周辺町村にまで広げてこれを合併する

という手法で,名古屋の市域は拡大を続けた｡陸上

での交通発達と呼応するように,名古屋港では手狭

になった港湾を拡張･整備する事業が繰り返された.

結局,第2次大物∃終了するまで,前後5回にわたっ

て拡張工事が実施された｡

太平洋戦争によって都市の交通インフラがことご

とく破壊されたのは,東京,大阪などと同様であっ

た｡名古屋の戦後復興は大胆な都市計画のもとで道

路整備に力を入れるところから始められた｡広幅貞

道路を重視する思想は戦前からあるが,戦後は輸を

かけたように事業が推進された｡これが後年,都市

高速道路の建設や中央走行の基幹バス導入を容易に

する背景要因として作用した｡中京工業地帯の中核

として高度経済成長の路線を歩み始めた名古屋では,

広幅貞道路の恩恵もあって自動車が急激に普及した｡

東西の大都市に比べると民営鉄道の発展が弱く,そ

れを自動車交通が補った｡あまりに多い自動車交通

をまえにして路面電車やバスは有効に機能せず,地

下鉄の導入と引き替えに路面電車は撤退,バス網も

縮小された｡

1970年代初頭がフォーディズムとポストフォー

ディズムの分水嶺となったことを象徴するような出

来事が,名古屋でも見られた.それは都市高速道路

の建設問題であり, 1960年代初めに浮上した建設

構想は当初,順調にいくかに思われた｡ところが市

民の間で建設に反対する動きが生まれ,最終的には

市長選挙の結果を尊重して建設が凍結された｡凍結

が決まったのは第1次石油ショックの翌年であり,

日本経済が大きな転換期に向かおうとしていたまさ

にその時である｡経済成長の神話に陰りが差し始め,

モータリゼーションをさらに推し進めるための高速

道路をこのまま建設してもよいか,少し立ち止まっ

て考えてみようという機運が生まれた｡ 12年後に

市長が交代したのを契機に都市高速道路は建設に向

けて動き出すが,時代は大きく変わり,高速道路を

見る目は建設構想が浮上した1960年代当時のそれ

とは違っている｡

(3)ポストフォーディズムの時代の交通

フォーディズムの時代は1973年の第1次石油ショッ

クによって幕を閉じた｡安価な石油を前提として発

展してきた産業の根底条件が崩れ去り,石油への過

度な依存から脱却することが新たな産業発展の目標

となった｡同じことは交通についてもいえ,燃費の
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良い小型車の開発や鉄道の再評価など,石油依存度

を引き下げる方向に向き始めた｡しかし,節約志向

の反動から1980年代になると石油価格は低下する

ようになり,再び石油に依存する体質が盛り返した｡

こうした変化はあるが,脱石油をめざして精力的に

開発された節約技術は生きており,新しいエンジン

を搭載した自動車が市場に出回るようになった｡ハ

イブリッドカーや燃料電池車などがそれであり,こ

れらは環境問題への対策としての位置づけも大きい｡

先進諸国で消費している石油の8割は自動車燃料用

であり,排気ガスが地球温暖化の原因や大気汚染源

のひとつであることは明らかである｡

フォーディズムとそのあとのポストフォーディズ

ムは,生産方式の違いによって区別されている｡大

量生産,大量消費,そして大量廃棄というスタイル

が通用しなくなり,多品種少量を柔軟に生産する方

式へと変化した｡消費も個別･多様化し,消費した

あとの廃棄物は再生産に回すという循環型社会への

転換も浸透しつつある｡この時代はグローバリゼー

ションが進み,海外直接投資が活発化した時代でも

ある｡地球的規模で人,モノ,情報が移動するよう

になり,交通や通信を介して世界の各地が直接結び

つくようになった｡とくにモノの移動では,輸送の

効率性を高めるために,さまざまな技術革新が進め

られた｡コンテナリゼーションはその一例であり,

規格化されたコンテナに物資を横み込んで国内はも

とより国際間を輸送する形態が一般化した｡トラッ

ク,鉄道,船舶という交通手段の違いを問わない連

携輸送は,まさしくフレキシブルな輸送形態にふさ

わしい｡

ジェット機による空の旅があたりまえになったこ

の時期,技術革新は輸送能力の向上と高速化に向け

られた｡ 1969年から始まったニューヨーク-ロン

ドン間のボーイング747による飛行は,大量輸送

化のさきがけをなした｡ 400名近い乗客を一度に運

ぶことができるため航空運賃を抑えることができ,

そのため航空需要も増えるという図式が定着していっ

た｡高速化では1976年に就航した英仏共同運行の

コンコルドに代表されるように,超音速ジェット機

があいついで登場した｡しかし,スピードアップを

追求した運行だけでは航空事業として商業的に成り

立たないことが明らかになった｡他の交通手段と同

様,採算性の確保が重要なことは航空輸送でも同じ

であり,結局,コンコルド機による運行は2003年

に廃止に追い込まれた.航空機をつかった国際テロ

事件というマイナス要因もあるが,基本的に世界の

航空輸送需要は増加の基調にある｡その中で,ハブ

空港争いが激しくなっており,空港設備を大型化す

ることによって航空市場を確保しようという動きが

強まってきたのもこの時代の特徴である｡

モータリゼーションのあおりを受けて,鉄道,路

面電革,地下鉄などの公共交通は苦戦を迫られるよ

うになった｡バスもまた増え続ける自動車が原因の

渋滞に巻き込まれて,定時運行ができなくなってい

る｡ヨーロッパや日本の鉄道は都市間を高速で移動

することで生き残りを図り,フランスのTGVや日

本の新幹線が発達した｡都市の内部では環境問題や

市街地再生の観点から新しいタイプの路面電車すな

わちLRTを導入する動きも現れてきた｡増え続け

る交通需要をそのままにして自動車に依存し続ける

ことはもはや不可能である｡需要それ自体を抑制す

る方向へと発想を切り替える必要があり,そのため

の交通政策や交通規制が各地で試みられるようになっ

た｡

バスと鉄道のはぎまにあって,これまで応えにく

かった中程度の交通需要を満たす新しい交通手段が

登場したのも,近年の特徴である｡都市モノレール,

ガイドウエーバス,リニアモーターカーなどがそれ

であり,多くは道路の上空などのスペースを利用し

て乗客を輸送している｡ここでも技術革新が運行上

のカギを握っており,自動化や省エネルギー化によ

る効率的輸送がめざされている｡リニアモーターカー

のように,これまでの技術とは一線を画する新技術

で交通需要に応えようとする新しい動きもでてきた｡

こうした新しい交通事業が成功するか否かは交通市

場の規模いかんによる｡先進諸国では交通事業の民

営化と規制緩和が進められる方向にあり,交通需要

のパイを巡る競争は厳しさを増している｡少子高齢

化が進んで交通需要が伸び悩めば,こうした競争は

いっそう厳しくなる｡

43



都市形態･土地利用と空間構造モデル

第1節 都市形態と交通の空間的構造の関係

(I )都市形態と交通の構造的関係

都市と交通の間にはきわめて密接な関係がみとめ

られる｡それは,交通なくしては都市は存在できな

いからであり,交通の働きを前提として都市の諸活

動が成り立っているからである｡これほどまでに重

要な交通の働きぶりを都市の中で観察すると,非常

に複雑なことがわかる｡複数の交通手段が和用され

移動の起点と終点は空間的に入り組んでいる｡移動

の種類,量,距離も多様であり,簡単にはとらえら

れない｡都市には多くの人口が集まっているため人

の移動に目が向かいがちであるが,都市は生産･流

通･消費の拠点であることを忘れてはいけない｡通

勤･通学･購買･余暇などを目的とした人の移動の

ほかに,原料･貨物･製品･商品といったモノが都

市の内外で頻繁に移動している｡人やモノの移動に

は必ず起点と終点があり,それらの点は何らかの都

市的施設や都市的な土地利用と結びついている｡移

動経路の役割を果たす交通基盤も含めて,こうした

施設や土地利用は都市の空間的形態をかたちづくる.

このため,都市形態は移動や交通のあり方に影響を

与えると一方,交通状態の変化などによって逆に影

響を受ける存在でもある｡

都市形態は時間とともに変化していく｡そのきっ

かけとして重要な役割を果たしているのが交通であ

り,交通手段や交通基盤が大きく変化すれば,それ

に合わせて都市の施設や機能の配置も変わる｡都市

形態と交通の相互関係を都市構造関係と呼ぶなら,

この関係はある時間間隔をおきながら移り変わって

いく｡元来,構造というものは要素相互実の関係が

定常的に保たれている状態をいうが,関係に何らか

の変化が起これば構造も変わる｡都市空間でこれを

考えると,交通手段･交通様式の改良･発展,ある

いは交通基盤の拡充･更新などが時間とともに進め

られる｡交通を利用する個人や企業,家計などユー

ザー側でも種々の変化が起こる.これらはすべて都

市空間の中で生ずるため,関係変化は空間的に投影

され新たな形態として現れる.鉄道から自動車への

変化,あるいは新幹線や高速道路の登場によって都

市の空間構造は大きく変化した｡都市内でも路面電

車から地下鉄への変化,あるいは自動車交通の増加

にともない市街地構造も-変した｡もちろん,すべ

ての都市で同じように変化が生じたわけではなく,

地域性はある｡地域性には経済発展段階や都市形成

の歴史的背景が関係している｡

都市形態と交通の構造的関係が空間的にどのよう

に現れるかは,個々の都市によって異なる｡しかし

基本的にいえることは,移動は起点と終点の間で行

われ,その間に移動経路すなわち交通路があるとい

う点である｡起終点つまり結節点は社会経済活動の

盛んな場所であり,近接性に恵まれたところでもあ

る｡鉄道駅,港湾,空港などがすぐ思い浮かぶが,

徒歩や自動車による移動の場合はあらゆる施設や機

能が結節点になりうる｡社会経済活動の集積規模は

場所ごとに違っており,それゆえ結節点は階層的に

構成される｡階層に応じて移動手段の種類やレベル

に違いが見られる｡こうした階層性は交通路にもあ

り,たとえば都市内の小街路から高速道路,国際航

空路線までというように多様である｡このように,

結節点と交通路は互いに組み合わさって都市の骨格

ともいうべき形態を構成している｡

都市内や都市間で行われている交通を便宜的に人

の移動とモノの移動に分けた場合,人は個別的もし

くは集合的に移動するのに対し,モノはまとまって

移動することが多いといえる｡人の移動が個別と集

合に分かれるのは,都市においてとくに顕著である｡

機械的な交通手段がなかった頃は,人はもっばら徒

歩で移動した｡鉄道や電車,バスの登場によって多

数の人が同じ交通手段を利用するようになった｡こ

れが公共交通の始まりである｡しかしその一方で,

自動車を個人で利用するいわゆるマイカーがモータ

リゼーションの普及によって広がったo この結果,

都市の内外で自動車をつかって移動できる空間が飛

躍的に拡大し,都市の空間構造は劇的に変化した｡

公共交通とマイカーの間には補完的関係もあるが,

実際には競争的関係が強い｡一方,モノすなわち貨

物の移動は,都市では集合的に行われている｡集合

的になるのは規模の利益を追求するからであり,企

業間,事業所間をいかに低コストで運搬するかが課

題である｡このように考えると,都市をめぐる空間

的移動は,個人的移動,集合的移動,貨物移動の3

つから成り立っているといえる｡

(2)都市形態と交通の構造的関係の変化

現代都市の空間的形態が都市の歴史的発展の結果
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であることは,いうまでもないことである｡都市発

展の具体的経緯に違いはあるが,多くの都市は産業

革命によってそれまでの都市形態を大きく変えた｡

そしてさらに,その後の技術革新の普及とともに都

市形態を変え現在に至っている｡この間に規模を拡

大し空間を広げてきた都市では,内部構造も複雑な

特徴をもつようになった｡なかでも特筆すべきは,

都心あるいはCBD (CentralBusiness District)の

存在が明確になったことである｡しかも都心は単一

な構造ではなく,集積立地する機能の専門分化によっ

て多面的構造をもつに至った｡モデ/VIヒしていえ蛾

地価負担力の大きな小売業(デパートや高次な専門

小売店など)
,サービス業(金融･保険･不動産業

や一流ホテルなど)
,それに企業の本社などが都心

のコアに集まる｡そして,地価負担力がそれほどな

い卸売業,軽工業,運輸･涜通･交通業などがその

周りに集まるとoう構図である.このようにして都

心が形成されたのは,機械的な交通手段の導入によっ

て移動がしやすくなり,集積の利益を求めて各地か

ら機能が都市中心部に集まってきたからである｡鉄

追,路面電車,バス,自動車は都市の内外から人や

モノを中心部に運び入れ,集まってきた機能が成り

立つようにした｡

こうして構造化された都心部と周辺という都市形

態は,そのつぎに到来するモータリゼーションとい

う技術革新によって変えられていく｡この技術革新

はきわめて強力であり,都市空間の拡大と低密度化

を一気に推し進めた｡ドア･ツウ･ドアの移動で真

価を発拝する自動車の魅力には抗しきれず,多くの

都市では自動車が走るための道路が営々と整備され

た｡所得の増加にともなって自動車がもてるように

なり,時間に縛られない自由な移動が可能になった｡

地価の高い都心部から離れていても自動車で移動す

ればそれほど苦にはならないため,地価の安い周辺

部に向けて都市機能が離心化するようになった｡新

たに立地する機能も,高地価で自動車の走りにくい

都心部を敬遠して周辺部を指向した｡ただし,離心

化した機能や新たに周辺部に現れた機能といえども,

ただ分散しているだけでは集積の利益が得られない｡

このため,小売業,サービス業のように集積の利益

を追求する機能の中には,周辺部で新たに集まるも

のも現れた｡インダストリアルパークやオフィスパー

クもまた,周辺部に形成された新たな機能集積であ

る｡

都市形態と交通の構造的関係は,上で述べたよう

に,都心部が喋れる以前,都心部が形成された時期,

そして都心部以外にも機能集積地が現れた時期,の

大きく3つに分けることができる｡これらは近代以

前,近代,現代といいかえてもよい｡現代都市のす

べてがこうした時代を経て今日に至ったわけではな

いが,どの時代にあっても都市形態が交通と不可分

の関係で存在していることは間違いない｡近代以前

からの歴史をもつ都市の中には,都市発祥地で機能

更新が繰り返し行い,現在もなお都心としての地位

を維持しているものがある｡逆に近代以降に誕生し

た都市では,当初から機械的な交通手段を前提とし

て都市づくりが行われた結果,効率的ではあるが密

度の低し堵『市空間が支配的になった.前者はヨーロッ

パや日本の都市に多く,後者は北アメリカの都市に

多い｡欧米,日本ともにモータリゼーションの普及

という点では共通しているが,歴史的背景の達し),

とりわけ近代以前の都市形態の現代都市に対する重

しの有無という点で,大きな違いがある｡

現代の都市で都心部をどの程度重視するかは,交

通手段の選択と深く関わっている｡電車や地下鉄な

ど公共交通は周辺部から都心部へ多くの人びとを輸

送するのに適している｡これと同じ輸送量を都心部

へ向かう自動車で確保するのは容易ではない｡都心

部に向かう高速道路などを整備する方法も考えられ

るが,建設費用や渋滞などの点で問題がある｡主要

な交通手段として自動車を選択した都市では都心部

へのアクセスが悪く,結果的に都心部の重要性は低

くなる｡逆に公共交通を主な移動手段として選んだ

都市では,都心部は以前と変わりなく重視される｡

こうした結果は,都市内の通勤や購買の空間的パター

ンにも反映される｡すなわち,自動車中心都市では

周辺部に多くの就業先や購買先が生まれ,周辺から

都心部へ向かう移動以外に,周辺部で完結する移動

も多い｡一方,公共交通中心の都市では都心部で機

能更新や新規立地が繰り返され,就業機会も維持さ

れる｡このため,周辺から都心部へ向かう通勤･購

買パターンが支配的である｡こうした違いが現れる

のは,都市形成の歴史的背景や国土条件の違いに加

えて,国や自治体の交通政策に地域性があるからに

ほかならない｡

(3)交通手段が必要とする空間の多様性

自動車の普及とともに都市空間に占める道路の面

積比率は大きくなっていった｡とりわけ自動車の利

用頻度が多い北アメリカでは,道路と駐車場を合わ

せた面積は市街地面積の30%から60%を占めてい

る｡これほどまでに空間を必要とする交通手段は自
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動車をおいてほかにはない｡自動車は移動するため

に空間を必要とするだけでなく,停めておくために

も場所を必要とする｡走行している時間より駐車し

ている時間の方がずっと長い自動車も多いため,空

間の消費という点で非効率なことが行われていると

いわざるをえない｡北アメリカの場合,道路面横と

駐車場面積の割合は3対2くらいになる｡都市の土

地利用密度が北アメリカより高いヨーロッパでは,

市街地面積に占める道路の割合は15%から20%に

とどまる｡また自動車がそれほど普及していない発

展途上国の場合,この割合は10%程度である｡自

動車の普及が進めば道路面横の割合が大きくなるの

は当然のことのように思われるが,自動車をどのよ

うに利用するかその使い方の違いに応じて面積比率

も変わってくる｡

鉄道,路面電車,バスなど公共交通が都市内で必

要とする面積は限られている｡路面電車は道路の一

部を利用しており,バスは自動車の走る道路を利用

している｡いずれも路線が決められているため,自

動車と道路空間を共有しているとはいえ,利用範囲

はそれほど広くない｡鉄道は独自の敷地を確保して

走行しているが,その面積は道路と比べると狭い｡

地下空間を利用している地下鉄についても同じこと

がいえる｡自動車と道路を直接共有するわけではな

いが,モノレール,ガイドウエーバス,リニアモー

ターカーなどは道路上空に高架空間を確保して走行

する｡高架式の高速道路などと比べると路線の長さ

も短いため,全体としては道路ほどの面横比率には

ならない｡

都市内部の交通空間について考えさい,道路空間

や軌道空間のほかに,ターミナル空間の存在を忘れ

てはならない｡ターミナル空間とは,鉄道駅,港湾,

空港,物流センター,バスターミナル,タクシーベ

イなどのことである｡鉄道駅や港湾などは古くから

あるが,空港や物流センターなどは航空輸送や高速

道路の発展にともない,近年,重要性を高めてきた｡

ターミナルは人の乗り降りや貨物の積み換えが行わ

れる場所であり,異なる交通手段が互いに連絡する

場所でもある｡交通手段の特性に応じて必要とされ

る面横が異なっており,広い敷地が必要なターミナ

ルは都市周辺部に立地が限られる｡空港はそうした

例であり,物流センターも規模の大きなものは郊外

に敷地が求められる｡古くからの港湾は都市の中心

部に近い場合が多いが,工業生産や卸売･倉庫など

との結びつきが強い港湾は,中心部から離れた位置

になりやすい｡

最後に付け加えるべきは,歩行者が歩くための空

間である｡多くの道路には側道が設けられており,

歩行者は道路の一部を利用しているといえる｡歩道

面積は道路全体の10-20%を占めているため,都

市全体としてみれば結構な面積になる｡こうした,

いわば部分的な位置づけではなく,もっぱら歩行者

にのみ利用が許された空間が多いのは,都市中心部

においてである｡いわゆる歩行者専用空間がそれで

あり,駅前広場,建物の連絡通路,商店街通路など

からなる｡多くの人が集まる都市中心部では,経済

的効率性や安全性の視点から歩行者専用空間が設置

されやすい｡消費者や観光客など集まる人が多けれ

ば利用密度も高まるため,設置や建設の採算性もと

りやすくなる｡都市中心部には自動車も集中するた

め,車道と歩道を空間的に分離する必然性はそれだ

け大きい｡都市によっては,歩行者専用空間を地下

に設けたり,あるいはビル相互間を連絡する空中回

廊をこれにあてている場合などもある｡

(4)都市構造と交通に関する4つの類型

都市の空間構造が交通手段の特性を前提として形

成されていることは明らかである｡自動車が登場す

る以前の都市が非常に密度の高い空間構造を示して

いたのに対し,自動車以後の都市では密度は低くな

り,中心や焦点が唆味な空間構造が形成された｡た

だし,都市発展の過程や時期は都市によって違って

いるため,現在の空間構造がすべて同じというわけ

ではない｡とりわけ,その都市がいつごろ大きく発

展したか,その時期にどのような交通基盤をととの

えたかという点が重要である｡交通基盤は技術革新

によって変更されていくが,従前の基盤を完全にな

くすことはまれであり,これまでの基盤を継承しな

がら新たな交通システムに取り替えていく事例がむ

しろ一般的である｡都市の中に埋め込まれた交通基

盤,とりわけ幹線交通路はリニアな性格ゆえに,簡

単には変更できない｡このため,これまでの交通路

やその方向性に規制されながら,新たな交通基盤の

整備が行われる｡逆にいえば,こうした制約が存在

しない都市,すなわち自動車登場以後に都市発展が

本格化した都市にあっては,自動車交通が卓越的な

空間構造にならざるをえなかった面がある｡以下で

は,交通と空間構造の関係から考えられる4つの類

型について考えてみたい｡

第1の類型は,既成市街地がかなり広く,そこで

は鉄道やバスなどの公共交通が交通需要を受け止め

る割合が高い都市である｡セントラルゾーンに相当

46



する市街地部分では自動車利用を規制する政策がと

られているため,都市周辺部から中心部へ自動車で

行くのは簡単ではない｡こうした政策は都市運営の

一環として歴史的に継承されてきており,既成市街
地では地下鉄,電車,バスなど公共交通のため基盤

整備が進められてきた｡一方,都市周辺の郊外地域

では私的交通手段である自動車の利用が一般的であ

る｡公共交通重視の既成市街地と自動車が卓越する

新興市街地の対照性が明瞭な都市構造を有している

といえよう.ロンドン,ウィーン,ストックホルム

など西欧の大都市,ホンコン,東京,大阪などアジ

アの大都市の中にこの種の類型が見出される｡

第2の類型は, 19世紀に都市形成がかなり進み,

都市の中心部で公共交通が重要な役割を果たしてい

る都市である｡土地利用密度はかなり高いが,公共

交通を利用すれば既成市街地での移動は円滑に行わ

れる｡この公共交通によって都市の経済的な効率性

が確保されているといえる｡周辺部から中心部に向

かう鉄道や幹線道路はおおむね放射状であり,周辺

部を横方向につなぐ環状交通も発達している｡ただ

し,中心部のウエートが大きいとはいえ,すべてを

そこでまかなうことはできない｡このため,郊外の

交通結節部付近にサブセンターが形成されており,

都心機能を補完している｡ニューヨーク,トロント

などの北米都市,パリ,ハンブルグなどの西欧都市

の中にこの種の類型を見出すことができる｡

第3の類型は, 20世紀の前半に都市発展が進み,

都市中心部のウエートがあまり大きくない都市であ

る｡すでに自動車の利用が始まっていたため,公共

交通が収赦する強力な都心部を形成することができ

なかった｡都心部の雇用創出量は自動車交通でまか

なえる程度であるため,公共交通は十二分に活用さ

れているとはいえない｡幹線道路は放射状と環状の

2つであり,両者が交差する付近に副次中心地が形

成されている｡都市中心部のウエートが大きくない

ため,これら周辺部の謝次中心地と機能面で競合す

る面がある｡放射状の幹線道路沿いに機能が立地し

ているのは,都心部中心地の弱さの現れでもある｡

ボストン,シカゴ,モントリオールなどの北米都市

やオーストラリアのメルボルンなどが,このタイプ

に含まれる｡

最後に第4の類型は,モータリゼーション全盛期

と都市形成期が一致した都市である｡ 20世紀後半

に一気に都市空間が拡大したため,土地利用密度は

きわめて低く,自動車交通に依存する割合が極端に

大きい｡自動車を円滑に走らせるためにハイウエー

が建設され,その密度も高い｡明確な中心部は形成

されず,ハイウエーの出入り口付近に多数の機能集

積がみとめられる｡また,自動車利用は駐車場の存

在を前提としているため,事業所,工場,店舗,住

宅などあらゆる都市施設の周辺には空地が設けられ

ている｡このことが土地利用密度を低くする大きな

要因になっており,都市景観の点から見るとボリュー

ム感の欠如につながっている｡この類型の典型はロ

サンゼルス,デンバー,フェニックス,ダラスなど

アメリカ合衆国の西半分に多くみとめられる｡

多くの都市では幹線交通路は中心部から周辺部に

向けて放射状に走ってOる.このため,中心部に対

する近づきやすさすなわち近接性は,中心部から遠

ざかるにつれて低減していく｡こうした傾向は幹線

交通路に挟まれた部分でも,基本的にみとめられる｡

古典的な都市構造モデルともいえる同心円モデルや

扇形モデルは,近接性のこうした空間的特性を表現

するのに適しているといえる｡しかし,都市規模が

大きくなり環状交通路を必要とする段階になると,

近接性は大きくゆがめられる｡環状交通路を必要と

する都市は,都心部だけでは機能がまかなえない段

階に立ち至ったとも考えられる｡このため放射状と

環状の交通路が交わる付近に出現する副次中心地を

想定した構造モデルが必要になる｡ 1940年代に提

唱された多核心モデルがそれに相当すると考えるこ

ともできるが,当時と現在では状況が大きく異なっ

ている｡交通と空間構造という視点から都市構造モ

デルを再検討する必要がある｡

第2節 都市の土地利用と交通モデル･動態的モデ

ル

(1 )土地利用と交通システム

都市を人間の身体にたとえるなら,都市形態は骨

組みであり,土地利用は筋肉や臓器に相当する｡骨

組みが骨と関節から成り立っているように,都市形

態はリンケージに当たる交通路とノードに相当する

結節点によって構成されている｡また,骨組みが筋

肉や臓器を支えているように,都市形態が土地利用

を支える｡土地利用は経済,社会,文化をはじめと

する人間活動一般が都市の中で繰り広げられている

状態である｡経済でいえば生産,流通,消費などの

活動がどこに立地しているか,あるいはどの程度集

積しているかが問われる｡生産,流通,消費の活動

は互いに結びついており,全体としては活動システ

ムを構成する｡個々の活動にはそれぞれ適した場所
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があるため,空間的な立地パターンが都市の中に生

まれる｡場所相互間の移動がなければ活動は成り立

たず,交通路と結節点が移動を支えている｡

都市で行われている活動をその空間的特性に注目

して分けると,以下の3つになる｡第1は生産活動

であり,これは一般に事業所と呼ばれる施設におい

て行われているモノやサービスを生み出す営みであ

る｡活動の種類にもよるが,都市の中で完結する活

動がある一方,全国的あるいは国際的なスケールで

展開されている活動もある｡後者の場合,利用され

る主な交通手段は航空機や船舶などの長距離輸送手

段であろう｡第2は余暇,社交,教育など,個人の

生活様式に応じて行われている活動である｡生産活

動のように複雑なつながりをもつ移動をともなうこ

とはなく,多くは都市内部の移動で済ますことがで

きる｡このため,移動の空間的パターンも比較的単

純である｡この種の空間的パターンをもっと単純に

したのが,第3の活動タイプによる空間的パターン

である｡通勤や買い物など日常的に繰り返される移

動がそれであり,これらは半ばルーチン化した活動

によって生み出される｡教育に関する移動の中でも

高校生以下による通学は,この範噂に入るであろう｡

こうして区分される活動は,それぞれの事情に応

じて都市の中の特定の場所で実践されている｡その

地表への投影が土地利用であり,土地利用は形式と

機能の両面からとらえることができる｡形式は土地

利用の形状やパターンあるいは外観のことであり,

特徴を記述することによって表現される｡一方,機

能は土地利用が果たしている活動の内容,たとえば

生産,消費,居住など性質のことである｡これは社

会経済的視点から記述される｡形式に注目するか機

能に注目するかの違いはあるが,土地利用が交通シ

ステムと不可分の関係にあることは明らかである｡

土地利用が交通需要を生み出し,その需要を交通シ

ステムが受け止める｡その一方で,交通システムに

変化があれば,その影響は土地利用にも及び変化を

促すという関係がみとめられる｡

土地利用と交通システムの相互規定的な関係は,

空間的相互作用を間に挟んで成り立っていると考え

ると理解しやすい｡空間的相互作用とは,異なる場

所相互の間で人が移動したり,あるいは原料や製品

が運搬されたりする現象のことである｡こうした相

互作用が実現するには,一方に交通需要を生み出す

土地利用があり,また別のもう一方に移動や運搬を

担う交通システムがなければならない｡相互作用は

離れた距離をまたいで行われる空間克服の試みであ

り,克服手段としてなんらかの交通インフラが用意

されている｡交通インフラは交通サービスを供給す

る手段であるが,そのサービス需要は都市内の特定

の場所,すなわち土地利用から発生する｡

(2)交通と土地利用モデル

交通と土地利用の相互関係は都市の空間構造につ

いて考えるさいの基本であり,これまで多くの研究

者によって相互関係のメカニズムが究明されてきた｡

一般には都市の土地利用モデルと称されているてい

るが,都市の中において土地利用がどのように決め

られていくのか,その仕組みをモデルとして示す研

究である.その古典的なルーツともいうべきものは,

Vonチュ-ネンによる農業立地モデルである｡そ

の名のように,このモデルは都市ではなく,その周

囲に広がる農業地域を対象として農業経営が空間的

にどのように展開されるかを,理論的に追究したモ

デルである｡都市は農産物を消費する市場とみなさ

れ,面ではなく点としてとらえられている｡しかし

スケールを転換して農業地域を都市地域とみなせ蛾

農業の土地利用が空間的に決まっていく過程は,都

市において商業,工業,住宅などの土地利用が定まっ

ていく様子と同じである｡このため,都市の土地利

用モデルのもっとも古いルーツとしてチュ-ネン･

モデルが引き合いに出されるのである｡

さて,チュ-ネンの土地利用モデルでは,大きな

前提として地形や肥沃度などに関していかなる空間

的偏りのない等方性空間が想定される｡交通条件に

も地域差はなく,また周辺から何ら影響を受けるこ

ともない孤立した大きな平野が前提とされる｡この

平野で農業を営む経営者は農産物を自費でただ-カ

所の市場(都市)まで運び,そこで販売して収入を

得る｡農業生産費用に地域差はないため,販売額に

影響を与えるのは農産物の種類と輸送費のみである｡

販売額から輸送費を差し引いた所得を最大化するに

は,どこでどのような農産物を栽培すればよいかを

慎重に検討する必要がある｡一般に,農産物の種類

には関係なく,市場からの距離が遠くなれば収入は

低減する｡しかし,その低減傾向は農産物によって

異なるため,距離に応じてもっとも多い所得が期待

できる農産物が特定化される｡結果は市場を取り巻

く同心円パターンであり,半径の異なる円を措くよ

うに個々の農産物が割り当てられていく｡チュ-ネ

ンは,こうして待た理念的な同心円構造を現実に近

づけるために,河川交通や副次市場など修正要因を

モデルに追加してさらに検討を深めている｡

48



チュ-ネンの同心円的な土地利用モデルが経済学

的研究から生まれたのに対し,同じように同心円的

特徴をもってはいるが,社会生態学の研究成果とし

て提案されたのがバージェスのモデルである｡

1920年代のシカゴを暗に想定して構築されたこの

モデルは,海外から流入した移民をはじめ多様な社

会経済的属性をもった人びとが,都市内部でどのよ

うに居住しているかを説明しようとする｡都市は時

間的に発展していくため,都市の中心部から周辺に

向けて世代を経ながら広がっていく｡その過程で異

なる民族相互間の空間的なすみわけや,所得,家族

構成,生活様式の違いにもとづく居住区分などが顕

在化していく｡結果は,都心部を中心とする6つの

同心円パターンとこれに民族的集住が重なる空間的

構造として把握された｡出発点はチュ-ネン･モデ

ルと異なるが,得られた結果はよく似ており,土地

利用が空間的に定められていくさいに作用する一般

的要因の存在が示唆されて興味深い｡

都市内部の土地利用を都心を中心とする同心円パ

ターンとしてとらえるのは,単純ではあるがわかり

やすい｡しかし現実の都市をよく観察すると,同心

円的特徴とともに,ある種の方向的特徴のあること

に気づく｡この点に注目して構築されたのが,ホイ

トのセクター･モデルあるいは扇形モデルである｡

扇形モデルは理論的というよりは,むしろ経験的な

事実を積み上げた結果から導き出されたといえる｡

アメリカ合衆国にある多くの都市の地価分布に注目

したホイトは,同心円成分とともに扇形成分が分布

図から浮かび上がってくることに気づいた｡方向性

が表れるのは,河川や丘陵などの自然的要素,ある

いは鉄道や工場群など人工的構造物がある方向に延
びていることによる｡その方向に沿って同じような

評価が下される結果,同質的な土地利用が展開され

る｡要するに,都市の土地利用は同心円成分と扇形

成分が合成された空間的パターンとしてとらえられ

るというのが,このモデルの特徴である｡

これまで述べてきたモデルが都市の中心地を-カ

所に限定しているのに対し,複数の中心地を想定し

たモデルがハリスとアルマンによって提唱された｡

多核心モデルと称されるのは,都心以外に郊外の業

務集積地や工場群あるいは港湾なども何らかの核を

形成しているという認識にもとづく｡たしかに都市

が面的に拡大していけば,都心だけで中心的な機能

を果たすことは困難になる｡距離の制約から複数中

心地の必要性が高まるからである｡このモデルは

20世紀中頃に提唱されたが, 20世紀も後半になる

と,大都市や大都市圏の規模はますます大きくなり,

複数中心を想定するのがあたりまえになった｡その

結果,これまで述べてきたモデルの特性を複合した

モデルが1970年代以降に提唱されるようになった｡

複合モデルがそれであり,同心円,扇形,多核とい

う多くの大都市に共通する成分を取り込んだモデル

が構築されたのである｡ 1990年代にはこのモデル

がさらに修正され エッジシティやアーバンコリドー

といった要素も取り込まれた｡

(3)交通と動態的モデル

古典的な都市の土地利用モデルは,暗黙的には交

通システムの存在を前提とし,人の移動や物資の運

搬が行われる結果,固有の空間的パターンが導きだ

されるとしている｡しかし構築されたモデルはいず

れも静態的で,ある時代や時期の一断面を表現して

いるにすぎない｡土地利用状況の時間的一断面を記

述するという点では優れているが,時間的に状況が

変化していく側面が十分にはとらえられていない｡

こうした反省に立って試みられるようになったのが;

土地利用の時間的変化を説明する動態的モデルの構

築である｡このモデルでは,個人,企業,行政など

都市とかかわりをもつ主体が下すさまざまな意志決

定をもとに土地利用の内容が決められていくと考え

ている｡関係する要素や要因は非常に多く,相互関

係も複雑である｡このため,構築されるモデルも複

雑な構造をもった数式として表現されることが多い｡

以下はモデルを構成する基本的要素であり,その本

質をおさえることがモデル理解の第一歩である｡

第1はこれまで述べてきた土地利用であり,モデ

ルの中では交通需要を生み出す役割を果たしたり,

あるいは移動を吸収したりするように働く｡土地利

用は短期的にはあまり変化せず,中長期的に変わる

と考えられている｡第2は交通ネットワークであり,

これも短期的には変化しない性質をもっている｡都

市の中で交通ネットワークが果たす役割は,地域差

のある近接性空間を生み出すことである｡近接性の

大きさによって交通量が左右される｡ネットワーク

が変更されれば近接性が変わり,結果的に交通量に

も影響が及ぶ｡第3は移動あるいは交通である｡こ

れは動態的モデルの中ではもっとも変化しやすい要

素であり,多の諸要素が作用し合った結果としてと

らえられる｡

4番目の要素は雇用数と就業地である｡モデルが

どのような産業構造の都市を前提とするかにもよる

が,通勤に代表される移動は雇用数と就業地のあり
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かによって決まる｡雇用数それ自体は与件として外

挿されるのが一般的であり,製造業など基盤的産業

の雇用機会を想定することが多い｡最後に第5の要

素として都市の人口と住宅がモデルの中に加えられ

る｡これらは通勤交通の発生源であり,都市内のど

こにどれだけあるかによって交通量の空間的パター

ンが変わってくる｡住宅には社会経済的属性が結び

ついているため,その特性が都市の空間構廼にも影
響する｡

以上のように,交通の動態的モデルでは,交通と

土地利用にかかわるいくつかの要素を結び合わせて

交通量の空間的パターンを導き出そうとする｡モデ

ルでは作用,反作用,フィードバック作用など,要

素間の複雑な関係が時間的変化として把握されてい

る｡この点では従来からある静態的モデルの不足分

を補っているといえるo コンピュータを駆使して計

算したりシミュレーションを試みたりして構築する

この種のモデルは,これまでの記述的モデルとは性

格が大きく異なる｡根本的にはアプローチや考え方

の違い背景としてあり,計量的手法で交通や土地利

用の現象が把握できるという思いがある｡都市の空

間構造という複雑な現象を交通と土地利用の側面か

ら追究する方法はひとつではない｡空間のスケール

や異質性あるいは時間的要素をどのように想定して

取り組むかによって,方法も分かれる｡こうした方

法論の違いは,モデルという用語それ自体が研究者

によっていかに多義的につかわれているかを物語っ

ていると考えることもできる｡

第3節 空間構造と中心地構造･空間組織

(1)都市圏･地域レベルの交通

都市の空間的拡大は交通手段を前提として進んで

いく｡都市を起点する道路や鉄道などがなければ,

都市は周辺に向けて広がっていくことができない｡

自動車や電車が人やモノを運び,都市の中心と郊外

あるいは都市と周辺の地域の間で社会,経済,文化

などにかかわる交流が維持される｡交流はフローで

あり,道路や鉄道の上を空間的に移動するまさにそ

の流れである｡こうした流れが滞ることなく円滑に

行われるためには,十分な交通インフラが整備され

ていなければならない｡しかし現実には,どの方向

にも万遍なく交通インフラを設けることは不可能で

あるため,空間的な偏りが生じる｡都市から発する

幹線交通路の方向では流れは速く円滑であるが,そ

うでない方向では流れは遅くなりがちである｡こう

した空間的差異は都市発展の遅速のパターンそのも

のであり,幹線交通路方向では都市の空間的拡大が

著しい｡逆に幹線交通路に挟まれたところでは,都

市が空間的に広がる速度が遅い｡

モータリゼーションが今日のように進展する以前,

個々の都市は比較的コンパクトでまとまった形態で

存在していた｡都市間は道路あるいは鉄道によって

結ばれていたが,人やモノの相互交流は限られてい

た｡個人的に移動する手段はほとんどなく,公共交

通が主な移動手段であった｡その後,高度経済成長

とともに急激な勢いで自動車の普及が進み,人びと

は私的な移動手段を手に入れた｡道路建設とともに

距離の制約は徐々に緩和され,広域的に移動するこ

とが可能になった｡生産工場や物流施設が都市の中

心部から郊外に移転し,それを追うようにして住宅

や商業施設も郊外に向かった｡これまで人の住んで

いなかったところに都市的な施設が現れ,都市相互

間の空地を埋めるようにして市街地が進んだ｡これ

を形態的に見ると,これまでのコンパクトな都市構

造から分散的で焦点のはっきりしない構造へとしだ

いに地域の性格が変化していった｡

こうした空間構造の変化は,都市から都市圏への

構造的移行としてとらえることができる｡これまで

都市とその周辺の農村地域は比較的明瞭な違いをもっ

て存在していた｡ところがモータリゼーション以後

は,周辺農村地域に都市的要素が入り込んできたた

め性格が不明瞭になり,周辺部は都市と農村という

異なる2つの要素が混在する空間となった｡単に景

観的に2つの要素が入り交じるだけでなく,そこに

もとから住んでいた人びとの生活の中にも都市的ス

タイルが浸透し,従来からの生活様式を変えていっ

た｡都市からの影響は交通手段の増強とともに強ま

り,より遠くまで及ぶようになった｡既成都市を中

心とする都市圏が周辺農村地域を含むかたちで形成

されていった｡都市圏の広がりは中心となる都市の

規模や対抗するライバル都市の存在,それに後背地

となる農村地域によって規定される｡規模の大きな

都市は自らの都市圏の中に,複数の別の都市圏を組

み入れるという空間的な階層構造が徐々に形成され

ていった｡

都市の拡大と同様,都市圏の形成もまた交通手段

を前提として行われる｡この場合の交通手段は都市

やその周辺の農村,あるいは別の都市との間を連絡

する役割を果たす｡具体的には道路でいえば,国道

や県道,あるいは場合によれば高速道路がそのよう

な役割を担う｡これらの道路を建設したり維持した
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りするのは,個々の都市ではない｡国や県といった

都市のレベルを超えたところで建設･維持･管理が

決定される｡こうした広域的な交通体系との関わり

では集団的な対応が求められる｡具体的には,国道

の拡幅やバイパスの建設,あるいは高速道路の新設

など,地方にある複数の都市が集まりまとまって要

求していかなければ,実現には結びつかない｡要望

が実って新しい道路が実現すれば,あとは個々の都

市が努力してその活用を考える｡そこではまた,隣

り合う都市同市がライバル関係になったり,互いに

切礎琢磨する関係になったりする｡

(2)全国レベルの高速道路と高速鉄道

都市圏のうち大都市を中心として形成されている

ものをとくに大都市圏と呼んでいる｡大都市圏はそ

の数が限られており,いずれも社会,経済,文化を

はじめとする都市機能が高度に集積している大都市

からの影響が直接的に及ぶ範囲をいうo大都市圏の

諸機能が円滑に維持されるためには交通･通信網が

正常に働いている必要がある｡それと同時に必要な

のは,大都市圏相互間を連絡する交通･通信網が正

しく機能していることである｡多くの都市機能や人

口をかかえる大都市圏では,都市間レベルを超える

大都市圏レベルでの人やモノの交流が多く発生する｡

企業活動でいえば本社と支社,支店,営業所あるい

は工場との関係,行政分野でいえば中央の本省国と

地方の大都市にある出先機関

との関係で移動が発生する｡企業間の取引関係や私

的な人間関係にもとづく人やモノの移動が大都市圏

相互間で行われるのも一般的である｡農村や地方の

人口が減る一方で大都市圏の人口が唱えている今日,

こうした移動はますます増加している｡

大都市圏をまたぐ人やモノの移動は,高速道路や

高速鉄道,あるいは航空機をつかって行われること

が多い｡長距離輸送手段として開発され整備された

これらの交通手段は,遠く離れて分布する大都市圏

や都市圏の間を可能な限り短い時間で結んでこそ,

その真価を発挿する｡このうち高速道路は,自動車

のもつドア･ツー･ドアの特性を生かし,大都市圏

相互間に限らない広範囲な移動を可能にする｡わが

国の高速道路延長7,333l皿(2004年)であり,こ

れはアメリカ(91,248l皿)
,ドイツ(12,037血)

,

フランス(ll,411krn)についで第4位である.高
速道路の建設は国家政策と密接にからんでおり,建

設費用の負担,料金体系,管理･維持体制などは国

によって異なる｡無料のドイツや大半が無料のイギ

リスとは違って料金を徴収する日本では,高速道路

の対費用効果の唆昧さが問題とされ,運営が民営化

された｡高速道路の先進国であるアメリカあるいは

カナダでは,これまでの無料を見直して一部有料に

する動きがある｡

高速鉄道は環境問題やエネルギー効率の点から考

えると優れた高速移動手段といえる｡日本の新幹線

はこの分野で先駆的役割を果たしてきたといえ,大

都市圏はもとより地方の都市圏を互いに結びつける

のに大きく貢献した｡近年は三大都市圏をはじめと

する都市圏相互間の時間距離短縮や列車増発による

サービス向上などに力が注がれてきた｡西ヨーロッ

パではフランスのTGVやドイツのインターシティ

などが高速で国内の主要都市間を結んでいる｡これ

らの主要都市は都市圏や大都市圏の中心であり,長

距離移動の交通需要が多く発生する拠点でもある｡

国内の各地方あるいはブロックの相互間に地域格差

は生ずるのは好ましいことではない｡高速鉄道は広

域的な人の移動を促進し,社会経済活動の平準化に

よって地域格差を抑制する効果がある｡近年は韓国,

台湾などでも高速鉄道を導入する動きがあり,一国

の都市システムを持続的に維持する高速移動手段と

しての評価が高まっている｡

全国的な都市システムを空間的な結びつきに注目

して明らかにしたいとき,しばしば用いられるのが

航空網密度による都市間連結の把握である｡アメリ

カやカナダのような大陸国家で航空機が日常的な移

動手段として利用されている国では,都市間を結ぶ

航空網の分析がとりわけ有効である｡一日に何往復

かの便がある都市間は結びつきが強く,たとえ空間

的に遠く離れていても,時間距離は短く実距離ほど

の速さは感じられない｡こうした結びつきは大都市

相互間においてとくに顕著であり,そのような航空

路は国家的な都市システムの枢軸をなしている｡往々

にして大都市にある空港はハブ空港の役割を果たす

ことが多く,地方空港と結んで乗客を集めたり送り

出したりしている｡つまり枢軸となる航空路から培

養線的な地方航空路が枝分かれしている｡階層的に

構成されるこうした航空網は,全国的スケールにお

ける都市システムの空間構造を反映しているといえ

る｡

(3)国際レベルの都市システム

人やモノの移動が国際的になると,国内レベルで

は見られなかったような現象が現れる｡たとえば人

の場合,国際間の移動にはパスポートが要求される
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ため,簡単には移動できない｡移動の目的が問われ,

場合によっては出国や入国が許可されない｡航空機

で移動する場合は,あらかじめ航空券を手配してお

く必要があり,国内での移動と比べると時間や労力

を必要とする｡陸続きの国家間であれば鉄道や自動

車を使った移動も可能であるが,その場合でも国境

でのパスポートコントロールは避けられない｡この

ように国際間の人の移動は,移動手段が大いに発達

した今日でも時間やコストを必要とする｡

こうした移動にともなう不便さにもかかわらず,

国際間の人の移動は増え続けている｡移動目的は多

岐にわたるが,もっとも多いのは観光を目的とした

移動である｡ヨーロッパを中心に観光客は非日常的

な体験を求めて移動を繰り返す｡ヨーロッパが中心

になっているのは,国境を接して多くの国々が集まっ

ているという地理的事情のほかに,西欧文化に関心

をいだく人びとが多いことがその理由として考えら

れる｡新大陸や植民地の開発などを通じてヨーロッ

パとの関係を深めた国々が世界には多いという歴史

的背景もある｡文化や歴史あるいは自然にしろ,比

較優位性のある何らかの資源が人びとの心を惹きつ

け,観光移動を決意させる｡国際移動には多くの費

用がともなうため,経済的に余裕がなければ移動は

起こりにくいo経済発展で所得が増加すれば移動も

活発になる｡近年のアジア諸国における国際的移動

は,この地域の経済発展と深く結びついている｡

国家的な都市システムの上位に位置しているのが

世界的な都市システムである｡ 20世紀後半以降,

社会･経済の国際化すなわちグローバリゼーション

が進み,世界的な都市システムの存在が明確になっ

てきた｡特定の大都市で起こった出来事の影響が短

時間で他の多くの大都市やそれ以外の都市にも波及

していく｡これには高度な情報技術に支えられた国

際的な通信システムの存在が大きいが,人の移動に

よる世界規模での相互交流が果たす役割も大きい｡

世界的な都市システムの核になっているのはニュー

ヨーク,ロンドン,東京などのいわゆる世界都市で

あり,これらが大陸的スケールでそれ以下の都市シ

ステムをコントロールする役割を果たしている｡ス

ケールこそ違うが,これは国内において大都市が周

辺の諸都市をしたがえて大都市圏を形成する空間的

論理と似通っている｡

世界都市やそれに準ずる都市が発展していく一方

で,都市システムの中での順位を下げていく都市も

ある｡国際的な移動手段へのアクセスに恵まれない

都市は,都市間の結びつきによる交流機会も少ない｡

経済や社会,文化の発展は都市間の交流を通して進

むため,どの都市も交通アクセスの向上を願う｡国

際移動の場合は航空機が離発着する空港へのアクセ

スをどのように確保するかが重要である｡多数の国

が隣接しているヨーロッパなどでは,空港以外に,

国際的な鉄道や道路に対するアクセスも無視できな

い｡交通手段の高速化は都市の交通利便性の地域差

を拡大させる作用がある｡一国の中でも特定の都市

の利便性が高まり,国際的な結びつきもこの都市を

介して行われやすくなる｡グローバリゼーションが

まだ本格化していなかった頃,ライバル的な都市が

併存している国が少なくなかった｡しかしグローバ

リゼーション以降は,第1位都市の地位が高まり,

第2位以下との差が顕在化する国が増えてきた｡

一国を代表して国際的な交流の窓口になっている

大都市は,国際的ゲートウエー都市といえる｡ゲー

トウエーとは,互いに性質を異にする経済圏,文化

圏,生態圏などを結びつける接触点のことである｡

国際世界の場合は,政治,経済,文化,宗教以外に,

自然,環境などの面でも条件が大きく異なっている｡

そうした異なる条件下で発展してきた国家スケール

の圏域がゲートウエーを介して結びつく｡具体的に

は国際的な港湾,空港,駅などを通って物資や旅行

者が流入し,また出て行く｡流出入のさいには各種

の手続きが必要であったり,待機,保管,宿泊など

が必要になる場合もある｡これらに関連する機能や

業務が集まり,ゲートウエーとしての性格が明瞭に

なる｡大都市の都心機能とは性質の異なる国際的な

交流に専門化した機能の集積する地域が形成される｡

こうした機能はできるなら大都市の中心部近くにあ

るのが望ましい｡しかし機能や業務の空間的制約の

ため,一般には敷地の得やすい周辺部に設けられる

ことが多い｡

52



交通システム,ネットワークと交通需給の諸関係

第1節 交通システムの発展と交通費用の多様性

(1)交通システムとその発展にともなう空間的

移動

交通システムは,交通に対する需要とそれが発生

する場所,それに交通ネットワークとそこでの移動

などによって構成される｡こうしたシステムが存在

する根底には,身近なところにはないものを手に入

れたいという何らかの動機がある｡手元にないから,

出かけていって取ってくるか,あるいは手元まで運

ばせるということである｡いずれにしても,交通ネッ

トワークすなわち交通網を介して空間的な移動が行

われ,需要が満たされるのである｡手に入れたいと

思うモノやサービスに対する需要は,それらを移動

させるための交通需要でもある｡モノやサービスの

移動を取引という言葉で表現すれば,交通システム

は取引という行為が行われる空間や環境をベースと

して成り立っている｡取引の対象は経済的なモノや

サービスに限定されない｡社会や文化の領域でも社

交,交流,交換,接触などといった言葉で表現され

る空間的な取引が行われている｡世界中のさまざま

な分野で空間的取引は行われており,それらに対応

する交通システムが存在する｡

交通システムを実際に特徴づけているのは,交通

費,輸送能力,効率性,信頼性,速度などである｡

空間的取引はこうした特性によって規定される｡交

通費が高ければ取引は抑えられ,逆に安ければ促さ

れる｡輸送能力が大きければ大量輸送が可能であり,

効率性が高ければ無駄なく運ぶことができる｡こう

した特性は交通システムの種類によって違っている｡

その違いは水上,陸上,航空という交通が行われる

場所の差違ばかりではない｡同じ陸上交通でもシス

テムの種類が違えば特性も異なる｡また,たとえ同

じ交通システムであっても,技術革新が進歩すれば

それに応じて特性は変化していく｡一般に交通シス

テムが新しくなるはど,特性のレベルは向上する｡

また,どの交通システムも,導入,発展,標準化,

総合化という段階を経ながら変化していく｡初期の

導入段階では社会の一部でしか受け入れられないこ

とが多い｡技術的にはこれまでにない高い独創性が

あるにもかかわらず,社会的影響力は限られる｡や

がて発展･拡大の時期が訪れ市場は広がっていく｡

市場が広がれば,これまで孤立的であった交通シス

テムが互いに連携して一体性を強める｡さらに標準

化の段階に入ると技術は安定し,輸送効率性はピー

クに近づく｡さらに進んで総合化の段階を迎えると,

交通システムには多様な需要にも対処できるだけの

ノウハウが蓄積されていく｡

交通システムにおけるこうした発展過程がもっと

も典型的に見られたのは,国際輸送システムの分野

においてである｡ 19世紀中頃まで,世界の輸送は

地域や国ごとに個別に行われてきた｡その後,輸送

システムに発展があり, 19世紀後半ごろから地域

的な結びつきが見られるようになった｡しかし,直

接的連結というにはほど遠い状態であった｡ようや

く20世紀初頭になり,各国の輸送システムにつな

がりが見られるようになるが,貨物の積み降ろしに

は依然として多くの困難がともなった.こうした問

題が解消されるようになるのは,コンテナ化や情報

化が国際的スケールで進展し,円滑な積み降ろしが

技術的にできるようになってからである｡現在では

国内での引っ越しはもちろん,海外に引っ越す場合

でも,簡単な手続きで荷物を移動することができる｡

これは,国際的スケールで事業を展開する配送業者

が荷物を連続的に輸送する一貫的な配送システムを

構築しているからである｡

過去1世紀ほどの間,空間的スケールの違いを問

わず,地域間の移動は増加の傾向にある｡その背景

には労働力の分業化や生産の専門化が進み,多くの

地域でモノやサービスが生み出されるようになった

ことがある｡個別的に生産されたモノやサービスは

地域間で取引され,組み合わされて最終的な製品や

商品になる｡地域的な専門化が進めば進むはど組み

合わせの需要が高まり,取引がより活発になる｡こ

うした取引を円滑にしているのが標準化や規格化の

動きである｡標準化･規格化は大量生産には不可避

である｡需要増に対応するために大量生産が一般化

し,部品や製品の画一化が推し進められた｡この結

果,地域差は小さくなり,空間を滑るようにして移

動が行われるようになった.交通手段の発達が移動

速度を高め,モノやサービスがますます滑らかに速

く移動するようになったのである｡とくにグローバ
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リゼ-ションが羽確化した1980年代以降は,交通･

輸送手段の商業化が急速に進んだ.国や政府による

管理や規制が緩められ,市場主義のもとで交通･輸

送事業の競争的展開が進んだ｡陸,港,空の違いを

問わず,これまでにもましてモノやサービスの地域

間移動が活発に行われるようになった｡

(2)交通費･輸送費の構成要素と費用規定

交通や輸送について考えるとき,コストすなわち

費用は非常に重要な概念である｡このため,とくに

注意を払って考察する必要がある｡移動にともなう

コストは,距離,輸送,取引という3つの要素の組

み合わせによって決まる｡まず距離は,出発地と到

着地の間を物理的に分かつ空間的隔たりのことであ

り,単位距離を移動するのにどれくらいの費用を要

するかが問われる｡つぎに輸送は,移動のための手

段や頻度,あるいは一度に運べる規模のことであり,

その違いに応じてコストにも差が生じる｡運ぶもの

は同じでも,小口ツトで運ぶ場合と大量輸送の場合

では単位あたりのコストが違う｡ 3番目の取引は,

移動に先立って運搬品の価値を推定するための費用,

あるいは輸送網やネットワークを確保するのに要す

る費用である｡移動は社会的に構築された環境の中

で行われるため,取引可能な環境を確保するにはそ

れ相当の費用を要する｡戦争や災害の危険性など,

移動にとって障害となるものがある場合は,それを

減らすために余計なコストを必要とする｡交通費や

輸送費を最終的に支払うのはユーザーである｡交通

や輸送のサービスを供給する事業者は,上で述べた

3つの要素をクリアするための費用を総合的に算出

し,それに利益を上乗せしてユーザーである利用者

に請求する｡地表上の2地点間を移動するのは単純

なことのように思われるが,それを実現するために

は物理的,社会的,あるいは経済的なコストを負担

しなければならない｡

距離はさまざまな単位によって表現される｡大き

くはkmやマイルなどの単位で表現される絶対距離

と,時間や円,ドルなどの費用で表される相対距離

に分けることができる｡絶対距離は時代や状況には

関係なく,文字通り絶対的に計測される距離のこと

であり,普遍性をもっている｡これに対し相対距離

は,移動手段や交通条件の違いに応じて変わりうる

距離のことである｡絶対的には位置が変わらない2

地点間を移動する場合でも,社会･経済の状況が変

化したり技術革新によって移動状況が変われば,距

離は相対的に変化する｡移動が行われる空間は,た

とえそれが絶対的な存在であっても,実際に移動が

行われるさいには,相対的尺度で計測された空間と

してとらえられている｡計測は経済的あるいは社会

的な認識や解釈であり,その仕方は交通技術,社会

制度,個人の能力など,さまざまな要因によって規

定される｡

時間や費用で表現された相対距離は,移動の手段

や頻度,あるいは輸送規模をあらかじめ想定したう

えで決められている｡移動や輸送の条件が違えば,

時間や費用も違ってくるからである｡とくに重要な

のは運ばれる主体や対象そのものであり,どのよう

な人やモノを輸送するかによって相対距離も違って

くる｡具体的にはどのようなスタイルや方式で輸送

するかであり,あまり注意を払わず梱包もしないで

運ぶか,あるいは保険をかけたり損傷しないように

心がけるなど,注意深く運ぶかの違いである｡人を

輸送する場合は,安全性,快適性,あるいは所要時

間をどの程度考慮するかによって相対距離が違って

くる｡輸送規模がきいてくるのは,スケールメリッ

トすなわち規模の経済が輸送費用に大きく反映され

るからである｡石油や石炭などの鉱物資源を輸送す

る場合は,とくにその効果が大きい｡たとえば, 1

バレルの石油を4000km輸送する場合, 5万トン

のタンカーなら3ドル要するが, 15万トンのタン

カーなら1ドルですむ｡

交通基盤(インフラストラクチャー)は,交通が

円滑に行われるための文字通り基盤である｡道路網,

鉄道網,あるいは駅舎,空港,港湾などの設備を建

設して管理･維持するには多大な費用を要する｡建

設や管理･維持が効率的に行われるなら,交通費や

輸送費もそれほど高くならない｡しかし逆に非効率

であれば,利用者が負担する費用は高く設定されや

すい｡交通事業は収入と支出のバランス確保で成り

立つため,収入が少なかったり,あるいは支出が多

かったりすれば,これもまた高い費用につながる｡

交通事業が競争的に行われていれば,事業者は交通

費や輸送費を下げて需要を確保しようとする｡逆に

交通市場が独占的あるいは寡占的であれば,費用を

引き下げようという動機は働きにくい｡交通や輸送

には双方性という特徴があり,通常,ある方向に向

けて行われた移動に対して,見返りの移動がある｡

双方の移動量に大きな違いがある場合,一方の輸送

費を他方より引き下げることが行われる｡長距離輸

送や国際貿易ではよく行われることであり,これも

また費用決定に影響する｡
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(3)輸送に関する可変的費用と固定的費用

われわれが普艶 商品を購入するとき,商品価格

のほかに輸送費や配達費を負担しているのが一般的

である｡意識するか否かには関係なく,商品が生産

者から手元に届けられるまでに要した費用を支払っ

ているのである.生産者と消費者の間には岸巨離があ

り,これを空間的に乗り越えなければ商品を手に入

れることはできない｡問題はどのような考え方のも

とで輸送費が決められているかである｡その考え方

の違いに応じて複数の輸送費が存在する｡ひとくち

に輸送費といっても,輸送のために実際に行われる

作業あるいは手続きは一様ではないため費用構造は

意外に複雑である｡大きくは移動や輸送それ自体に

対応する可変的費用と,距離とは無関係に設備を確

保するために要する固定的費用に分けられる｡これ

ら2種類の費用を組み合わせることによって,実際

の輸送費は決められる｡

商品が生産された工場から消費者のもとまで商品

を輸送するのに要した費用を消費者が負担するのは,

ごく当たり前のように思われる｡このようにして運

ばれた商品の価格はFOB (Freighton Board)価

格と呼ばれる｡輸送費は距離が長ければ大きくなる

ため,遠方にいる消費者は不利な状態にあるといえ

る｡これに対し,移動距離には関係なく,どこで商

品を購入しても価格が同じに設定してある商品もあ

る｡ CIF (Cost-Insurance-Freight)価格がそれであ

り,全国一律に同じ価格で販売される商品である｡

これは,工場の近くにいる消費者が,本来なら遠方

の消費者が支払うべき費用を負担することによって

成り立っている｡同じチェーンストアが経営する店

舗なら,たとえ店舗所在地は違っても,同じ商品が

同一価格で販売されるのは一般的である｡また,公

共的性格の強い商品やサービスは地域格差が生じな

いように,同一価格に設定されることも多い｡

一般に消費者は価格が高ければ買うのを控え,逆

に安ければ多く買おうという気持ちになる｡このた

め, FOB価格の商品は生産地から遠ざかるにつれ

て購買量が逓減していく｡これに対し,価格が均一

なCIFの場合は生産地からの距離が長くなっても,

そのことによって購入量が減少することはない｡生

産地から遠く離れているため本来なら消費があまり

期待できない地域でも,均一料金のおかげで購入を

期待することができる｡もっとも, FOB価格を適

用する場合でも,輸送費が距離に比例して連続的に

上昇していくことはまれである｡いくつかの距離帯

を設定し,同じ距離帯の範囲内なら実際の距離とは

関係なく輸送費を同じにするのが一般的である｡鉄

近,バス,タクシーなど多くの公共交通ではこのよ

うな料金体系が採用されている｡しかも, FOB価

格は長距離逓減的に上昇することが多いので,距離

帯の暗も近距離は短く,遠距離は長くなっているの

が一般的である｡

FOB価格が長距離逓減的に上昇していくのは,

遠方の消費者が著しく不利にならないようにとの配

慮からである｡この考え方を極端にしたのがCIF

価格であるといえる｡こうしたいわば人為的あるい

は制度的な配慮のため,本来のアクセシビリティが

偏侍することがある｡たとえば,同じ距離帯上にあ

る2点を想定した場合,より遠方の帯の端に位置す

る地点は手前の地点に比べてメリットが大きい｡な

ぜなら,生産地からの絶対距離は遠くても,相対距

離は同じだからである｡また,この相対的に有利な

地点と,その近くにあるが距離帯は異なる地点を比

べた場合,有利性はやはり変わらない｡なぜなら,

絶対距離がほとんど同じであるにもかかわらず,棉

対距離が違っているからである｡現実世界でこのよ

うな地点を探した場合,地形の境界や行政界などの

直前にあって輸送費が大きく上昇する手前の都市や

集落がこれに該当する｡こうした地点は,生産地か

ら輸送してきた商品を捌く卸売業の立地に適してい

る.

FOB価格にしてもCIF価格にしても,これらは

輸送という作業にかかわる可変的な費用である｡輸

送費にはこのほかに,積み換え作業にともなう費用

や,作業を円滑に行うための設備,具体的には軌道,

ホーム,駅舎,港湾,空港,それに電車,バス,船

舶,航空機などを準備するための固定的費用が必要

である｡荷物の積み換え費用はターミナルコスト,

また輸送設備を整えるための費用はキャピタルコス

トあるいは資本コストと呼ばれる｡ターミナルコス

トは技術革新の進歩によって削減される方向にある｡

とりわけコンテナ化に代表される連続的な輸送方式

は,積み換えという輸送障害を克服するのに大きく

寄与したといえる｡一方,キャピタルコストについ

ては,これも各種の技術革新によって輸送効率が高

まる方向にある.たとえば自動化や省力化による人

件費の削減がそれであり,交通事業の民営化がこう

した動きを促している｡

以上で述べた輸送に関わる可変的費用と固定的費

用は,社会や経済の変化にともなって変わっていく｡

近年の傾向として,可変的費用の平準化がよりいっ

そう進んできており, CIF価格か,これに近い価格
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が広まっている｡輸送費用が平準化すれば,絶対距

離をあまり気にせずに商品を取り寄せたり移動した

り割合が高まる｡背景には世界的に進む自由化や規

制緩和の流れがあり,厳しい競争を勝ち抜くために

輸送費を抑えようという動機が働いている｡産業構

造との関係でいえば,先進諸国では重化学工業で必

要とした原料や燃料を輸送する割合が相対的に低下

している｡逆に付加価値の高い製品をより速く,よ

り遠くまで運ぶ割合が高まっている｡こうした動き

にともない,港湾や鉄道から空港や高速道路などへ

と,固定的費用の投資先も変化している｡しかしそ

の一方で,環境制約のために自動車などの私的交通

を抑制し,公共交通に投資を振り向ける動きもある｡

第2節 交通ネットワークとトポロジー･空間

(1)交通ネットワークと交通ハブ機能

交通ネットワークは,複数の結節点を互いに結ん

だ網目状の交通網のことである｡結節点が都市の場

合,鉄道網や道路網が複数の都市を結び,互いの連

絡をはかる｡鉄道や道路は目に見えるし,触れば感

触のある物理的な構造物である｡同じように都市間

を連絡する場合でも航空機や船舶による交通ネット

ワークは,目にも見えず感触もない｡ただし河川や

運河などを利用した船舶交通の場合は,明確ではな

いが交通ルートのようなものは存在する｡いずれに

しても,こうした交通ネットワークがなければ,都

市は孤立状態から免れない｡人やモノの交流を都市

間で行い,都市を発展させるためには交通ネットワー

クは不可欠である｡

交通ネットワークは複数の都市を相互に結ぶだけ

でなく,都市の内部において地区を互いに結ぶ役割

も果たしている｡地下鉄,路面電車,バス,あるい

は自動車による移動など,どれを取り上げても,ネッ

トワークの存在を前提としている｡この場合の結節

点は地区あるいは施設,もしくはその集まりであり,

集まりの規模に応じて都心,副都心などと呼ばれる｡

一般に都心は交通ネットワークの中心に位置してお

り,ここから都市の周辺に向けて多くの交通路が伸

びている｡都心は周辺に向けて多くの移動を送り出

す地点であると同時に,周辺から多くの交通を受け

入れる地点でもある｡このような場所は一般にハブ

と称されるが,これは自転車の車輪の中心(ハブ)

にあって周辺に向けてスポークを突き出させるよう

な働きをしているからである｡スポークに当たるの

が放射状の交通路であり,これらの交通路は都市の

発展にともない周辺部へ伸びていった｡

ハブの役割をもっとも典型的に果たしているが,

航空ネットワークにおける主要空港すなわちハブ空

港である｡高速で移動する航空機の場合,飛行距離

よりもむしろ所要時間が重要であり,運航便が多く

乗り換えのしやすい主要空港を経由した方が便利な

ことが多い.運航便が多くなるのは航空需要が多v)

からであり,ハブ空港に集まってきた乗客をまとめ

て輸送することができる｡まとめて運べば規模の経

済が働くため,航空運賃を抑えることができる｡規

模の経済は荷物の積み換えをはじめとする空港施設

の利用面でも働き,主要空港はますます中心性を高

める｡これと同じ原理は船舶交通でもみとめられる｡

この場合は,中小の港湾からハブ港湾に貨物が集め

られ,ここで大型船舶に積み替えて輸送される｡施

設を大型化することで生産性を高めようとするのは

ハブ空港の場合と同じである｡

話を都市内部に戻した場合,都心部は都市全体に

広がる交通ネットワークの中心すなわちハブである｡

乗り換えのための施設も整備されているが,朝夕の

ラッシュ時には多くの人びとで混み合う｡こうした

混雑を緩和するために交通結節点の分散化を行う都

市もある｡環状方向の交通路を設けて都心部への人

口集中を抑えたり,土地利用政策で人口の分散化を

促すのである｡また,大都市圏を形成している大都

市には,都心部のほかに大都市の玄関口ともいえる

交通結節点が形成されている｡ここへは,主として

大都市圏内の諸都市や他地域からの交通が集まって

くる｡中央駅やターミナルとして機能しているこの

結節点もまた交通ハブといえる｡わが国の場合,こ

の種の交通ハブは新幹線,あるいはJ R,私鉄が互

いに連絡する大都市圏の主要駅である｡

地域間の移動はすべて交通ネットワークを介して

行われるため,ネットワークが変化すれば移動の仕

方や規模も変わる｡過疎地域などの例外はあるが,

交通ネットワークは地域間の移動を活発にするため

に変えられる｡つまり,はとんどの場合,改良や改

善がネットワーク変更の目的である.既存の交通ネッ

トワークに新たに交通路が追加されれば,地域間交

通は変化する｡追加交通路がバイパスであれば,既

設道路の交通量は減少するであろう｡トンネルや架

橋によって所要時間が短縮されれば,多くの人びと

は新たな交通路を利用するようになる｡とくにこれ

まで地形的障害のため行き来が制限されてきた地域

で新しい交通路が利用できるようになれば,交流が
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活発になり産業や生活面で大きな変化が駒待できる｡

(2)トポロジーとしての交通ネットワークとそ

の空間的パターン

現実の交通ネットワークは非常に複雑であるが,

これを単純化して考えれば,位相幾何学的パターン

としてとらえることができる｡位相幾何学すなわち

トポロジーの世界では,点と線がさまざまに組み合

わさってできる空間的パターンが研究の対象とされ

る｡同じことは単純化した交通ネットワークについ

てもいえ,複数の結節点(ノード)とこれらを相互

に結ぶ辺(リンク)によって構成される空間的パター

ンが考察の対象となる｡そこでは,パターンがどの

ような形をしているか,複数の結節点はどのように

結ばれているか,といった点に関心が集まる｡こう

した点を明らかにするためには,ノードやリンクの

特性,交通手段の特性,交通ネットワークの構造特

性にそれぞれ注目する必要がある｡

これらのうちまずノードとリンクの特性は,どの

程度の大きさのものがどこにいくつ分布しているわ

その空間的特性のことである｡ノードとリンクには

規模があり,リンクには長さもある｡とくにこれら

が空間の中のどこに位置しているかが重要である｡

つぎに交通手段はその種類が問題であり,同じパター

ンのネットワークでもインフラストラクチャーや実

際に移動する運搬手段は違っている｡交通量の規模

や交通頻度も,当然異なる｡さらに交通ネットワー

クの構造特性とは,ネットワークの空間的形態と変

化パターンのことである｡形態が維持されているの

は,移動がつねに行われているからである｡移動が

止まったり,過剰な移動が行われたりすれば,形態

もそれに応じて変化する｡これが交通ネットワーク

の構造的変化である｡

都市や地域の経済発展が低い水準であるとき,交

通ネットワークもまた未成熟である｡都市や集落に

相当するノードの数は少なく,これらを結ぶリンク

の数も同様に少ない｡とくにノードの数に比べてリ

ンク数が相対的に少なく,交通ネットワークは空疎

なパターンに甘んじている｡経済発展が進むとリン

クの数を増やす余力が生まれ,ネットワークの密度

が高まっていく｡ノード数に比べてリンクの数が増

えていくと,これ以上増やせないレベルにまで達す

る｡交通ネットワークのこうした変化は,最小ネッ

トワークから中間ネットワークへ,そしてさらに完

全ネットワークへの移行としてとらえることができ

る｡ただし,これは一方向のみへの変化ではなく,

リンク数が減少する逆方向の変化もあることに注意

する必要がある｡

(3)交通ネットワークと空間

都市システムや空間的組織化などの用語をつかう

とき,暗黙的に都市や地域が空間的に結ばれた状態

を想定していることが多い｡しかしその前提として,

都市や地域を実際に結びあう交通ネットワークが存

在しなければならない｡つまり,空間的結びつきと

は実際には交通ネットワークそのもののことである｡

それゆえ,都市システムや空間組織は一種のトポロ

ジーとしてとらえることができる｡この場合,都市

空間は交通ネットワークが構成する空間そのもので

あり,非常に抽象的にとらえられている｡都市シス

テムでは個々の都市の空間的な結びつきがしばしば

問題にされるが,この間題が交通ネットワーク上に

おけるノードつまり都市相互の結びつきにはかなら

ない｡

交通ネットワークを介して都市間を移動する場合,

すべての都市がネットワークで結ばれているのが望

ましい｡実際には鉄道の便がなかったり,高速道路

にもつながっていなし堵β市がめずらしくない.また,

いつでも好きなときに移動できる交通ネットワーク

であればなおよい｡これも現実には,決められたス

ケジュールでしか運行されない交通手段が少なくな

い｡さらにいえば,一人きり,あるいはたった一つ

の荷物でも確実に移動できる交通ネットワークであ

れば,なおよい｡集団でしか移動できなかったり,

まとまった規模でしか輸送されなかったりすれば不

便であろうo

どこへでも移動できる普遍性,いつでも出かけら

れる随時性,そして単一でも移動や輸送が可能な個

別性は,交通ネットワークに望まれる条件である｡

こうした条件の多くを満足する例として自動車交通

を挙げることができる｡現代都市でこれほどまで多

くの自動車が利用されているのは,こうした条件を

自動車が満たしているからである｡しかし自動車に

も欠点があり,輸送能力やエネルギー効率といった

点では鉄道やバスにはかなわない｡排気ガスや地球

温暖化ガスの排出,道路空間の過大消費といった公

共性,社会性を加えれば,その評価は違ってくる｡

しかし全体的にいえることは,社会や経済の発展に

ともなって上述した条件をできるだけ満たそうとい

う動きが高まっていることである｡宅急便の発展ぶ

りはその一例であり,いつでも,どこへでも,たっ

た一個でも送ることができる｡
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第3節 交通の需要と供給をめぐる諸関係

( l )交通需要の種類と供給部合の地域性

交通ネットワークを利用して移動が行われるさい,

交通に対する需要と供給が必ず存在しているといえ

る｡その場合の需要は場所や位置を空間的に変えた

いという欲求であり,変えることによって目的が達

成される｡通勤需要は,自宅という場所から勤務先

という別の場所へ自分を移動させたいという欲求で

ある｡輸出は,生産国から消費国へ物資を移し換え

たいという欲求にもとづいて行われている.こうし

た場所間の移動に対する需要の実態を把握するには,

移動の対象とその規模,それに距離が明らかになっ

ていなければならない｡先に述べた通勤の例でいえ

ば,どのような人びとがどれくらいの数,またどれ

だけの距離を移動するか,といった内容であるo通

勤の場合は,こうした内容に応じて通勤電車が運行

されるo交通需要があらかじめわかっていなけれ拭

それに適切に応えるのは難しい｡

場所間を移動したいという需要と実際の移動量は

区別して考えた方がよい｡前者は潜在的な交通需要

であり,後者は顕在化した交通需要である｡潜在需

要は移動にともなう種々の費用を考えないで,ただ

単に移動すればよいと考えている時点での需要であ

る｡交通費の負担を考慮すれば,すべての需要が実

際に起こることはなく,その一部が顕在化するにす

ぎない｡距離を克服するための費用は,潜在的移動

にブレーキをかける働きをしている｡この費用を負

担してもなおメリットがあると判断された需要が,

実際の需要として現れ,移動につながる｡これを国

際貿易の事例で考えれば,製品価格に輸送コストを

上乗せしたもなお利益がある限り,輸出需要は顕在

化する｡

こうした場所間の移動に対する実際の需要に応え

るのが供給であるo供給もまた,移動の対象と規模,

それに距離を考えることによって実態が把握される｡

何を運ぶのか,人かモノか,モノの場合はどのよう

なモノかによって交通手段が異なってくる.一度に

運ぶ量と距離についても考える必要がある｡複数あ

る交通手段のうち,どれを多く用いるかは国や都市

あるいは地域によって違っている｡たとえ輸送する

対象が同じでも,交通手段がもっている比較優位性

を考慮した選択が行われる｡たとえば島国である日

本では,国内で輸送される総貨物量の60%近くは

水上交通が担っている｡これに対し,大陸国家のア

メリカやカナダでは鉄道が40-50%を分担してい

る｡さらに陸続きで国自体がそれほど大きくない西

欧諸国では,トラックが60%近くかもしくはそれ

以上を占めている｡

交通手段の分担割合は,同じ国でも都市や地域に

よって異なる場合がある｡これは,地形などの自然

的条件や人口分布･土地利用といった人文的条件が

違っているためである｡都市や地域がいつごろ発展

したかといった時間的条件による違い,さらに交通

政策の考え方の違いによる差違もある｡一般には人

口密度が高く,規模の大きな都市や地域では鉄道が

利用されやすい｡逆に人口密度が低く規模も大きく

ない都市や地域では鉄道事業が成り立ちにくいので,

自動車が主たる交通手段になりやすい｡いずれの都

市や地域でも,社会や経済の発展にともない交通需

要は増えていく｡人口増や所得の伸び,それに対応

する消費の拡大が需要増につながるからである｡一

方,移動の平均距離も長くなる傾向がみとめられる｡

これは生産の社会的分業化や専門化によって生産地

が空間的に拡大しているからである｡同時に,郊外

化など居住地や蒋費地もまた広がっているため,移

動距離は以前に比べると長くなっている｡

(2)交通のターミナル,ルート,ビークルの相

互関係

交通需要を満たすために,さまざまなかたちで供

給が行われる｡一般には陸上,水上,航空の各交通

手段としてとらえることができるが,同じ陸上交通

でも鉄道と道路では供給の仕方が違っている｡水上

交通でも,国内の運河交通と国家間を行き来する国

際船舶ではかなり違っている｡交通手段あるいは交

通横国は,タ-ミナ)V,ルート,ビークル(乗り物)

の3つの要素で成り立っている｡ターミナルは駅舎,

駐車場,港湾,空港などのことである｡ルートは鉄

軌道,道路,航路,空路であるが,航路や空路は漠

然とした存在である｡船舶や航空機のターミナルに

相当する港湾や空港がもつ重要性と比べると,これ

らのルートの存在は唆味な性格をもっているといえ

る｡最後にビークルとは,電車,自動車,船舶,舵

空機のことであり,エンジンを搭載し人やモノを運

ぶ移動体のことである｡

これら3つの要素は一体となって機能し,交通サー

ビスを供給する｡ターミナルは移動目的の人やモノ

が集まってくる施設であり,乗り降りや積み換えが

行われる場所である｡人やモノの集散と関係が深く,
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ゲートウエーすなわち関門の機能も果たしている｡

都市の場合は玄関口に相当しており,ターミナルを

経由して人やモノの出入りが行われる｡こうした機

能の近くは物資の荷捌きや荷造りを行う卸売業や,

これに関連する倉庫業,流通業にとって望ましい場

所である｡このため,駅周辺や港湾,空港の近辺に

はこうした産業の事業所が集まっている｡また人の

出入りを考えた場合,宿泊,休養,会合など交通の

乗り降りと待ち合わせのための施設が必要になる｡

ホテルや旅館などが駅周辺や空港の近くに現れるの

はこのためである｡さらに,本来の交通機能とは関

係ないが;人の出入りの多さに目をつけた商業･サー

ビス機能がターミナルの近くに集まってくるのも-

般的現象である｡なかには,駅ビルや空港内部にデ

パートや専門店が設けられる場合もある｡

駅舎や駐車場に比べると,港湾や空港は規模が大

きく建設費用も多額にのぼる場合が多い｡ -民間企
業で建設することは困難であり,国や自治体が税金

を投じて建設するのが一般的である｡それだけ公共

性が高いといえるが,近年は財政難や民間活力重視

という観点から民間の力を導入する動きもみとめら

れる｡建設費用が高いという点でいえば,線路や道

路の建設の万が一枚上といえよう｡港湾,空港の面

積がある程度限られているのに対し,線路,道路の

敷地や用地は広大であり,建設に要する費用はもと

より管理･維持に必要な経費も大きい｡大部分の道

路は国や自治体が建設してきたが,これは道路が多

分に高い公共性を有しているからである｡多くの鉄

道も税金で建設されてきた歴史をもつが,近年は鉄

道経営の民営化が進み,民間企業に委ねられるよう

になった｡以前からある私鉄との間で競争が行われ

るようになった地域では,サービス供給の質が高まっ

ている｡

移動体であるビークルは,技術革新とともに進化

し発展してきた｡とくに大量･高速輸送が技術革新

を進める動機の中心になっており,高速鉄道や大型

旅客機が開発されてきた｡スピードが速いことは消

費者にとっては大きな魅力であるため,交通事業者

は競争に打ち勝つために新機種を導入する｡競争は

同種の交通機関ばかりでなく,異なる交通機関の間

でも行われる｡たとえば新幹線とジェット機の競争

がその一例であり,飛行時間と乗り換えや待ち合わ

せに要する時間を加えて比較すれ蛾新幹線でもジェッ

ト機に引けをとらない｡車体や機体を大型にすれば

規模の経済がはたらく結果,単位あたりのコストを

引き下げることができる｡運賃の値下げもまた競争

力になるため,交通事業者は新機種の開発に傾注す

る｡

(3)交通サービスの需給関係と価格弾力性

交通の需要と供給の相互関係は,商品やサービス

をめぐる一般的な需給関係と同じように考えること

ができるo消費者は価格が高けれi淵多動を見合わせ,

逆に安ければ移動しようと気持ちが強まる｡このた

め,縦軸に価格,横軸に交通量を示せば,交通需要

は右下がりの曲線として描かれる｡これに対して,

交通事業者は価格が高ければ利益を求めてより多く

供給しようとするが;安ければ供給意欲がわかない｡

つまり,交通の供給は右上がりの曲線で示される｡

実際の価格は需要と供給が量的に均衡するところで

決まるため,二本の曲線の交点が価格と交通量を指

し示す｡ところで,消費者の中には実際の価格より

高い運賃を支払っても移動したいという人がいる｡

このような人は他の人より経済的に余裕があるため,

消費者余剰をもっているといえる｡同様に,実際の

価格より低い運賃でもサービスが供給できる交通事

業者もいる｡このように余力のある事業者は生産者

余剰をもっており,それだけ利益も多い｡

交通の需要と供給の関係は時間的に変化していく

ことが多い｡燃料費や人件費が上昇すれば運賃を上

げざるを得ない｡これまでの運賃ではサービスが供

給できない交通業者が現れるため,供給曲線は左側

に平行移動する｡これとは逆に,自動化や合理化が

進んでこれまでより安い運賃でサービスが供給でき

るようになれば,供給者が増えるため供給曲線は右

側に平行移動する｡こうした状況の変化は,価格の

変化と交通量の変化の比としてとらえることができ

る｡交通量の価格弾力性がそれであり,分子に価格

差,分母に交通量の差をとって算出する｡比の値が

1を上回れば,価格の変化以上に交通量が変化した

といえる｡価格変化の要因は交通事業者側にだけあ

るのではない｡人びとの所得が増えたため,価格が

いまより高くなっても需要は変わらない場合,需要

曲線は右側に平行移動する｡あるいは,別の交通手

段を利用する消費者が増えたため,当該交通手段に

対する需要が減退したような場合は,左側へ需要曲

線は移動する｡

交通量の価格弾力性は,交通手段や移動目的の種

類によって違っている｡たとえば通勤目的で利用さ

れる電車やバスの料金は,価格弾力性が一般に小さ

い｡通勤は収入を得るために欠かせない移動であり,

何をさしおいても利用せざるを得ないからである｡
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しかし同じ通勤でも自動車で通勤する場合は,ガソ

リンの値上げ幅が大きければ,交通量が大きく落ち

込むかもしれない｡電車に比べるといくぶん賛沢な

移動手段であるため,それだけ価格に敏感に反応す

る｡価格弾力性が大きいと思われるのは,航空機を

利用した観光旅行などの場合であろう.必ずしも出

かける必要がなかったり,別の移動手段があったり

するため,航空運賃が高くなれば交通量はかなり減

少する｡都市内を走行するタクシーもある種賛沢な

乗り物であるため,価格弾力性は大きい｡ただし,

緊急時にタクシーを利用するような場合,運賃は二

の次であり,価格弾力性は小さい｡

一般に交通事業者の数が多いと競争が激しくなり,

運賃は抑えられやすい｡数が多いのは交通事業に参

入しやすいからであり,参入費用すなわちエントリー

コストが小さい事業といえる｡タクシー業や中小の
運送業はこうした例であり,小資本で開業した事業

者がサービスを供給している｡しかし,あまりに競

争が激しくて値引き合戦が行われたり,質の悪いサー

ビスしか供給されなかったりすることがままある｡

このため行政が関与し,監視や監督･指導に乗り出

すことになる｡逆に参入費用が著しく大きく,大企

業でしかできない交通事業もある｡用地を買収して

軌道を敷設するなど高額な投資を必要とする事業で

は,経常にともなうリスクも大きい｡このため寡占

的な交通事業になりやすく,運賃も高めに設定され

やすい｡

参入費用が非常に大きく,民間企業では経営が成

り立たない交通事業も現実にはある｡放っておけば

交通サービスは提供されないため,都市や地域の人

びとの福祉にとっては問題である.このような場免

公共セクターが自ら交通事業に乗り出すか,あるい

は公的助成を行って民間の交通事業を後押しする｡

国や自治体によって以前から行われてきた交通事業

は前者の事例である｡現在,民間が行っている鉄道

やバスの事業の多くは何らかのかたちで公的助成を

受けている｡近年は国あるいは自治体と民間が一体

となって運営する第三セクター方式の交通事業も多

い｡

60



カナダにおける都市交通と情報通信の地域的展開

第1節 都市の交通と地域構造の関係

(1)都市･交通関係と初期の都市地域構造

カナダに限らずどの国の都市においても,そこで

行われる都市的な活動システムと交通システムの間

には密接な関係がみとめられる｡活動は住宅,工場,

店舗,学校など何らかの施設で行われるが,ほとん

どの場合,活動の前後で施設間に地域的な移動があ

るo たとえば通勤,通学,買い物などにともなう移

動であるo これを活動システムとしてとらえるのは,

施設の立地,立地点の選択,活動の予定や頻度など

が互いに関係しているからである｡こうした活動が

円滑に行われる前提として,交通ネットワークや移

動手段が準備されていなければならない｡具体的に

は,道路網,地下鉄･バス網が存在しており,また

道路利用者は自動車を所有していることが前提とさ

れるo こうして行われる移動の地域的パターンは,

活動の予定や頻度に応じて時間的あるいは空間的に

異なるo たとえば,朝のラッシュアワーは郊外から

都心に向けて交通量が多くなり,夕方はその逆方向

の流れが多くなるo このように,施設を起終点とし

て人びとが選びながら行っている活動システムと,

ネットワーク,移動手段.移動需要などからなる交

通システムは相互既定的な関係をもっている

(llayashi, 200.4) D

都市的な活動システムと交通システムの関係は,

社会･経済の発展とともに変化していく.施設の中

身や場所が変わる一方で,交通網や移動手段も変化

していくからである｡歴史的には,都市地域は中心

部から周辺に向けて拡大し,それに応じて時間距離

を縮めるための交通手段が考案され,実用化されて

いったo 初期のカナダ,すなわち19世糸己中期以前

のカナダの都市では徒歩と馬車が主要な移動手段で

あったo このため市街地面積は狭く,人口密度も高

かった｡多くの都市では街路が入り組み,市街地の

地域的形態は円形もしくは半円形をしていた｡こう

した都市形態の特徴は現代都市の地域構造にも引き

継がれており,沿海地域の歴史的都市の中心部に見

ることができる｡ケベック州の古い都市の旧市街地

の中にも,そうした特徴をみとめることができる

(rl/i:トl)o

19世紀後半から20世紀初頭にかけて都市の交通

手段は大きく変化し,それにともなって地域構造も

変わっていくo 産業革命が交通分野でもたらした最

大の成果ともいうべき鉄道が建設され,多くの物資

が運搬されるようになった｡原料や製品の輸送に便

利なように,工場は鉄道沿いに設けられていったD

工場の近くには労働者の住宅街が広がっていたが,

これは鉄道を使って通勤した上層階級とは異なり,

工場労働者は移動資力に恵まれなかったからであるD

労働者は工場近くの悪い生活環境に耐えるしかなかっ

た｡都市の中心部には商業･業務機能が集まり,そ

こで就業する中層以上の人びとは鉄道を利用して郊

外から通勤した｡人口密度の低い生活環境に恵まれ

た郊外と高密度の都心部を結ぶ鉄道は,初期の蒸気

機関からやがて電車,ディーゼル機関-と推移して

いった｡

同3-1ケベL/クシティJ)都Jl]'構造

Lli如: Thtl t'L11＼･tlrS】t)･
'r

Tビ.u.i UP)ホーム-ージ(1[lll):

1､､川川.I. ulし･エとJゝ.LLLILJrnLIZ'.i ) 4t]J叔L/)'削ニトに｣る

都心部と郊外あるいは都市間を結ぶ鉄道以外に,

路面鉄道も人びとの移動を支えたo もともと路面上

を走っていた馬車が電車に代わり,市街地の拡大と

ともにその路線網が広がっていったo路面鉄道,蛋

車の沿線には商業やサービス菓の施設が設けられ,

近隣の住民のほかに,こうした交通手段の利用客も

相手に商売が行われた｡交通網と施設配置の関係に

一般的な偏向が見られるようになり,とりわけモン

トリオール,トロント,バンクーバーなどの主要都
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市では類似の地域構造パターンが現れてきた｡慨述

すればそれは,商業･業務機能が集中する都心部,

鉄道沿いの工場と近隣の労働者住宅地域,都市間鉄

道や路面電車を利用する中層以上の住宅地域である

(Li'j3-2)
｡交通網で左右される地域的便益とその

負担能力に応じて,事業所,住宅などの都市施設が

配置されていった｡

同:-',-ご 18ti.=)年;･当時L7)卜r∫ントJ)ナニ地利憎侍∫(同

山仙: 1~L･こ▲lL･＼.;脚只.p.コ(lご･1･i,レ;二作['ti

(2)自動車の登場と都市地域構造の変化

20世紀初頭から現代に至るまで,都市の地域構

造を大きく変えていった最大の交通要因は自動車の

普及である｡ 1908年にT型フォードが登場したの

を契機に自動車は普及の道を歩み始めたo アメリカ

では自動車の普及にともなって公共交通機関の利用

が低下する現象が現れたが,自動車が都市に与える

影響はまだ小さかったQ 本格的な影響は第2次大戦

後であり,郊外化の促進というかたちで現れたo 他

の先進諸国と同様,カナダでも戦後のベビーブーム

で住宅地が必要となり,都市周辺部にそれが求めら

れたD郊外に建設された住宅地域は低密度であり,

徒歩で就業先や購買先に出かけるという生活様式は

考えられなかったo つまり,当初から自動車の利用

を前提とした郊外住宅地の開発が行われた｡就業先

や購買先である工場,店舗,サービス施設もまた,

人びとの自動車利用を想定して設置されていったc

初期の非計画的分布からその後の計画的配置-とい

う変化はあるが,郊外の道路沿いや交差点付近に施

設が建ち並んでいった｡

自動車は郊外ばかりでなく,既成市街地において

も利用された.自執車が利用しやすいように道路が

拡幅され,駐車用のスペースも確保されていったo

その結果,都市地域全体が密度の低い地域になり,
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平均的な移動距離が長くなった｡ 19世紀までの都

市では,移動は基本的に徒歩で行われていたため,

徒歩圏内に多様な都市施設を集めるという考え方が

主流をなしていた.地域的に限られたスペースの中

で効率的な土地利用を行うという考え方である｡と

ころが自動車の普及によってこうした考え方は過去

のものとなった｡とくに郊外では,質の同じ機能を

まとめて配置する都市計画が採用された勺 これには,

異質的土地利用の混在が市街地に与えた問題点に対

する反省から,ゾーニングによって土地利用の純化

を図りたいという政策的理念がからんでいるo

いずれにしても,自動車の普及にともなって都市

の土地利用パターンや地域構造は大きく変化していっ

たo こうした変化の極致は,アメリカの大都市圏に

典型的に見られるエッジシティの出現である｡大都

市圏の周辺部に業務,商業,サービス,住宅などの

機能が集まり,都心部の機能集積に比肩するほどの

中心性をもつに至っている｡カナダでも,トロント

やバンクーバーなど一部の大都市では,郊外に商業･

業務機能が集まるセンターがみとめられる(回3･-3) o

しかし,アメリカの大都市圏ほどの規模ではない｡

むしろカナダでは,都心部における機能集積が充実

しており,現在もなお発展している｡トロント,モ

ントリオールなどでは,中心部と郊外を結ぶ交通手

段として地下鉄,路面電車,バス, -イクエ-など

があり,放射方向の移動が顕著であるo これに対し,

郊外では自動車を利用した移動が大半を占めており,

交通が集中する拠点は明瞭ではない｡むしろ,多数

の出発地と多数の到着地を無数の経路で結ぶ交通パ

ターンが一般的である｡

閃こト:3 いJント人酢It欄(川^):二J｣:rる苛恥J)薬子箸セン!/-1

山地: (;川j.■llJ ＼Lllll Ll..コ11(n.い.:lj:～,i･
J-.し 一Tl-pFJ･モ

(3)都市の交通問題とその対応策



自動車の普及という交通システムにおける大きな

動きは,密度の低い都市地域の形成というかたちで

都市の活動システムを変えたo この歩合にも交通と

都市活動の間には密接な相互関係がみとめられる｡

それゆえ,いったん低密度な都市地域ができると,

そうした状態を前提とした交通パターンが強められ

固定化されてしまう恐れさえある｡もともと,自動

車利用を主体とする交通システムには問題が多い｡

種々の対策が講じられているにもかかわらず,抜本

的な解決には至っていない｡本来ならば,交通シス

テムだけでなく,都市の活動システムにもメスを入

れる必要があるo しかし現実は,土地利用や施設配

置などはそのままにし,道路を増やしたり許容量を

大きくするなどの方策がとられてきたo

交通渋滞は自動車交通問題の代表例であり,これ

までは交通処理能力を高めることによって解決しよ

うとしてきた｡しかし,供給能力を増やしていく方

法には限界があることが認識されるようになり,近

年は交通需要そのものを抑制･平準化する方向-と

政策が変更されてきたo 具体的にはロードプライシ

シング,すなわち混雑税の導入や,高度情報システ

ムを使った混雑解消策などである｡しかし,こうし

た方策を実施しようとすると,いくつかの困鄭≡に直

面するのも事実であるo 比較的実現しやすいのは,

フレックスタイム制の導入やSOHO (SI¶allOffice

Home Office)の奨励である｡カナダはインターネッ

トの利用率の高い国のひとつであり,自宅を拠点に

して仕事を行う人の割合も大きいD 交通需要の発生

を時間的に調整したり,あるいは発生そのものを抑

えたりすれば,渋滞には効果がある｡

交通渋滞の解消のみを目的としたものではないが,

交通問題を解決するために,都市活動そのものを見

直そうという試みとしてバンクーバー大都市圏の事

例を挙げることができる｡半島の付け根付近に都心

があるバンクーバーでは,橋を渡って都心-出入り

する必要があるという事情もあり,交通渋滞が慢性

化してきたQ このため1993年に立案された地域の

将来計画では,現状をふまえた単なる予測ではなく,

これに政策的意図を織り込んだ案が提案された

(htiller,2000) D 具体的には,都心と対岸のノー

スバンクーバーでは現状の水準を維持し,都心周辺

では予測される活動量をさらに高めるように努める｡

逆に郊外では予想される活動量を下回るようにするo

要するにインナーシティに人口や施設が集まるよう

にし,都心と郊外では活動割合を抑えるのであるo

郊外での活動が抑制できれば交通発生量が減り,戟

滞も緩和される｡拡大一辺倒の都市構造を見直し,

内部充美化で効率的な都市にしようという注目すべ

き試みといえる｡

バンクーバー大都市圏でのこうした試みがどれほ

ど実現されたか,にわかに判断することはできないo

しかし,通勤パターンを1981年と2001年の両年で

比較すると,郊外から中心都市バンクーバー-の通

勤量は増えていることがわかる(rLiJl:7,--り o ただし

その増え方は,郊外相互間や郊外の同一地域内での

増え方と比べると,それほど大きいとはいえない｡

過去20年間における通勤パターン変化のもっとも

大きな特徴は,郊外における著しい増加である｡郊

外での活動を予測される状態より抑えるという方針

を裏切るかのように,実際には2倍近い割合で増加

しているo 大都市圏の中心部における通勤量は減少

していないため,これは大都市圏全体の活動が絶対

的の増えたことを意味するQ
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第2節 都市の通勤移動と公共交通

(りパーソントリップと通勤の移動手段

都市の内部ではさまざまな移動が毎日繰り返し行

われている｡こうした移動には目的があり,手段が

あり,空間(起終点と経路)と時間(発生時刻と所

要時間)がある｡また,移動する人は男性か女性か,

年齢はいくつか,職業,学歴は何かといった個人的

な属性も移動と結びついている｡こうした多様な中

身をもった移動現象を明らかにすることによって,

われわれは都市交通システムの一端を知ることがで

きる.このうち移動の目的と手段,それに起終点つ

いては,比較的よく調査が行われているD たとえば

エドモントンで実施された調査(1994年)によれ

ば,自宅を起終点とするトリップが全体の74.4%を
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占めているo 目的別内訳は,その他(24.2%)
,過

勤(16.5%)
,通学(14.0%) ,購買(10/1%) ,社

会･娯楽(9.6%)となっているo 残りの25.6%は起

終点が自宅以外のトリップであり,これはその他

(22.2%)と就業(3.4%)からなる｡

エドモントンのこの調査では,移動手段ごとにど

のような目的で利用されているかが明らかにされて

いる(表3-I) o それによると,総移動の55.6%を

占める自動車運転は自宅からの通勤やその他の目的,

あるいは自宅以外からのその他の目的で多く行われ

ているo また総移動の24.3%を占める自動車同乗で

は,自宅を発地とするその他の目的移動や社会･娯

楽目的の移動が多い｡このほか,公共交通機関は自

宅からの通勤や通学の移動手段としての利用が多く,

徒歩は中学生以下の通学と自宅外でのその他の目的

移動に多い｡こうした調査の結果から,都市の交通

手段は住民の生活スタイルに応じて選択されたり,

また利用されたりしていることがよくわかる｡

深刻といえる｡
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自動車運転による通勤移動はこのように一般的で

あるが,これを男女別に見るとかなり違っているこ

とがわかる.たとえば自動車運転の割合が最小であ

るオタワ--ルの場合,男性が71. 1%であるの対し,
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通勤移動が自動車運転という方法で行われる割合

は,どの都市でも大きいo ただしこれには地域差も

あり, 2001年の都市圏(CMA)レベルでいえば,良

大のトロアリピエール(84.1%)から最小のオタワ

-ハル(64.3%)まで20ポイント近い開きがある
(団3-5) o オタワ-ハル以外で自動車利用の割合

が小さいのは,トロント,ハリファックス,モント

リオール,ビクトリア,ウィニペグなどであり,こ

れらはいずれも70%を下回っている｡共通している

のは都市圏の規模が大きいことであり,公共交通機

関が充実している点であるD バンクーバー,カルガ

リーも全国の平均値である73,3%を下回っているo

ただし,図3-5から明らかなように,トロントやモ

ントリオールの自動車運転割合がやや/トさいとはい

えそれはあくまで相対的意味においてであり,自動

車通勤の絶対数それ自体は圧倒的に多い｡これらの

大都市では,自動車通勤にともなう問題はそれだけ
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が女性を上回っており,ここに移動パターンの性差

が現れている.女性は公共交通機関を利用したり自

動車同乗のかたちで通勤する割合が男性より多い｡

オタワ-ハルの場合,その割合は20.4%と13.1%で

あるo 公共交通機関を利用した通勤はトロント,モ

ントリオールといった大都市圏でも多く行われてお

り,全体ではそれぞれ22.0%と20/6%を占める｡女

性だけに限ってみると, 28.4%, 26.3%である.こう

したことから,モータリゼーションが非常に普及し

ている北アメリカではあるが,ことカナダの大都市

圏に限れば,女性の通勤の3害帽引ま公共交通機関を

利用して行われているといえる｡

(2)ウィニペグにおける公共交通の利用と促進

パス,地下鉄,路面電車などの公共交通機関は,

都市環境に対する負荷が小さく経済的効率性が高い

という点から,近年,その評価が高まっているD し

かしその実態を見ると,多くの都市では乗客離れが

進み,経営状態は苦しさを増していることがわかるD

各都市は公共交通事業の見直し策を打ち出し,さま

ざまな取り組みを行っている｡アルバータ州の州都

ウィニペグもそのひとつである｡ウィニペグの都市

内トリップ数は,人口増加と市街地拡大にともない

1980年代末まで順調に増加してきた｡ 1990年代初

頭の景気後退以降,増加の勢いは小さく停滞状況が

続いているo この間,トリップ数の増加に寄与して

きたのは自動車運転,ならびに同乗であり,バス,



電車など公共交通利用のトリップ数の総トリップ数

に占める割合は1962年の28‰から1992年の20%-

と低下した(peter et al.,2000) o

公共交通機関が利用される割合には地域差があり,

都心部では35%,マニトバ大学のある地区では56%,

同じくウィニペグ大学周辺では35%である.これ払

公共交通機関の主な利用目的が通勤と高校生以上の

通学であることを反映したものである｡レッドリバー

やボニフェイスの各カレッジ周辺の利用率も平均

(20%)を上回っている｡ 15歳以上の市民を対象と

した調査によれば,毎週6回以上公共交通機関を利

用している人が全体の19%を占めているo 以下, 3

-6回が12%, 1-2回が8%, 1回未満が22%,そし

てまったく利用しない人が39%いるD これを年齢別

にみると, 24歳までと25歳以上で大きな開きがあ

り,前者では週1回以上の利用者が45%を上回って

いるのに対し,後者では33%を下回る(r_.記J:トr') a

24歳までは男性が女性より利用率が高いのに対し,

25歳以上になると女性の利用率が男性を上回るよ

うになるo
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15-24歳の若年層が公共交通機関の主な利用者

というのがウィニペグの特徴であるが,問題は人口

構造の変化にある｡すなわち,王980年代中頃,こ

の世代の人口は10.8万人を数えたが, 10年後には

8.6万人にまで減少した｡ベビーブーム世代が成人

して公共交通機関を利用しなくなったことが, 1986

-95年の大幅な利用減少の背後要因である.市の
人口予測によれば, 2011年までにこの世代の人口

はⅠ980年代中頃の水準にまで回復する見通しであ

る｡しかし,こうした見通しがそのまま乗客数の増

加に結びつくという保証はないo 若年層と対比され

る中高年層(45-64歳)の女性は30%以上,男性は

20%前後,公共交通機関を利用している｡この世代
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のモビリティが高齢化とともにどうなるかは非常に

重要であり,公共交通槻関の役割をこの点から見直

す必要があるo

ウィニペグでは平均すると10人中2人の割合で

公共交通機関を利用しているが,利用目的を詳細に

検討すると一様ではないことがわかるo 15歳以上

の成人を対象とした調査によれば,全体の14%はあ

らゆる目的の移動手段として公共交通機関を利用し

ているo ll%は通勤･通学のみの利用者であり. 22%

は目的が特定化されていない利用者であるD後者の

人びとは,自動車,自転車,徒歩とともに時々,公

共交通機関を利用するo 残りの53%は,自動車が使

えないか修理中などのさいに,やむなく公共交通機

関に頼るという,普段はめったに利用しない人びと

であるQ このため,公共交通機関の利用者を今後増

やすためには,通勤･通学以外の目的でも利用しや

すいような方策を立てる必要がある｡

都市の公共交通機関の利用を増やすには,直接的

な対策と間接的な環境づくりの2つが考えられる｡

前者は都市計画,交通基盤投資,駐車場規制,運賃

制度など市の政策と密接に結びついている｡低密度

な市街地形成や自動車に偏った道路整備は公共交通

機関にとってマイナスであるo ウィニペグの都心部

では駐車場が増えているが,これもまた公共交通機

関の利用を押し下げる働きをする｡運賃体系につい

ては,これまで自動車の運転･維持コストを上回る

割合でバスの運賃が値上げされてきたo これを見直

さないと,バス離れは止まらないo 一方,間接的な

環境づくりでは,地域経済の振興,とりわけ都心部

経済の振興が重要である｡公共交通機関は都心部を

主な起終点とするからであるD若年者が減少する一

方で高齢者が増加するという人口構造変化に対する

対応も重要であるQ こうした諸点を考慮して市が立

てた改善案は,都市と経済の発展を促進して潜在的

利用者を増やすこと,都心部,放射状の幹線道路沿

い,それに主要企業,大学,ショッピングセンター

など大きな需要が見込まれる場所に対して重点的に

投資するというものであった｡

(3)グレーター･トロントの公共交通と今後のあ

り方

カナダ最大の都市トロントとその周辺からなるグ

レータ-･トロント･エリア(Greater Toronto

Area: GTA)では, GOトランジット(正式名は

Grleater Toronto Transit Allthority ) と TTC

(Toronto Transit Commission)が公共交通サービ



スを提供しているo このうちGOトランジットは,

1967年にカナダで最初に設立された複数の自治体

にまたがる広域的な交通事業体である｡この種の広

域的事業体はオンタリオ州にはほかになく,トロン

トの都･L､から半径100kmに及ぶGTAをサービス地域

として鉄道,バスで年間3, 500万人を輸送しているo

一方, TTCは1920年に設立された交通事業体であ

り,当初はTronto Transportation CoTnmissionと

称したが, 1954年に現在の名前になったoトロン

トを中JL､にいくつかの鉄道会社を合併･買収して発

展してきた歴史をもっており,現在は3本の地下鉄

を中心iこ,路面電車,バスによって年間3･8億人を

輸送しているo

都市間と都市内を分担してサービスしているこれ

ら2つの交通事業体は,乗り継ぎの利便性を考えな

がら路線網を形成している｡最大の乗り継ぎ地点は

トロント都心部南のユニオン駅であり, GOトラン

ジットの鉄道利用者の96%はここを起終点としてい

るo このほか,トロント郊外のスカボロセンター,

ヨークミルズ,キプリング,フィンチなどが主な乗

り継ぎ地点となっている｡その多くは地下鉄の終着

駅であり,ここからさらに周辺部に向けてGOトラ

ンジットのバスが出ているo 1954年に最初の路線

が開業した地下鉄は現在3系統で,総延長は

6l.9kJnであるo これに,東の郊外駅ケネディとマ

クコ-ワンの間を連絡する新交通のラビッド･トラ

ンジット(Rapid Transit: RT)の6.4kmが加わるo

乗降客数がもっとも多いのは都心のブルーア駅で,

1日当たり18.2万人であるo

TTC年間乗客鼓(100万人) GOトランジット年間乗客牡(100万人)
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このように,公共交通としての歴史が長く,しか

も広域的な事業細.織をつくって交通サービスを提供

してきたトロントでも, 1980年代末期以降,人び

との公共交通離れが進んでいる(同3-7) o このた
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めトロント市は,自動車にこれ以上依存しない交通

システムを構築するためのオフィシャルプランを

2000年にまとめた｡基本的な方向は,合併前のト

ロント市とメトロポリタン･トロント行政府におい

てすでに認識されていたが,新しいプランにおいて

あらためて確認された｡以下はそのベースとなる考

え方である｡

第1は,移動の回数が少なく,しかも短くなるよ

うな土地利用や都市デザインを重視することQ 第2

は,自動車交通に対抗できる公共交通サービスの提

供,そして第3は経済競争に勝てる効率的な物資輸

送の確立である｡さらに第4として,徒歩と自転車

による移動を増やすために道路を整備し,第5に自

動車の所有と利用の抑制を掲げる.第6は自然環境

保護,第7は自動車からの大気汚染物質の排出醐晩

そして最後に第8として,課税･助成により交通サー

ビスの公平性の確保に努める｡以上から明らかなよ

うに,これは公共交通機関の利用率を高めることよ

りも,むしろ都市構造や環境問題といった視点から

都市交通を再考する点にねらいがある｡それらの結

果として,鉄道やバスなど公共交通機蘭の利用率が

高まることが期待されているo
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トロント市は,こうした考え方にもとづきながら,

プラン実現に向けて4つの原則を提案したo それら

はいずれも土地利用と交通の相互関係に関わる原則

であり,都市における交通改善が都市構造の改変な

くしては行えないことを示唆しているo 第1は,公

共交通機関の結節点周辺で土地利用密度を高めるた

めのゾーニングの採用と,徒歩･自転車利用が増え

る都市構造-の改変である｡第2は,公共交通シス

テムの面的拡大, GOトランジットとTTCの連絡強

化,それにTTCのサービス不十分地域での中間交通

サービス(乗合タクシーなど)の提供である(回



こ川) o 第3は,既存道路での公共交通, HOW (High

Occupied Vebicle)の優先や駐車場での低公害車優

過,それに自転車専用道路の拡張であるo さらに第

4として,公共交通の改善のために新たに課税をし

たり市の統治力を高めたりするなど,財政基盤とガ

バナンスの強化が掲げられているD 要するに,公を

優先して私を抑え,公共交通に適した密度の高い都

市をつくることが強調されているo 環境間穎や資淑

制約などの視点から社会全体の利益を重視しなけれ

ば,これからの都市は存続できないo

第3節 情報通信の産業集積と利用状況

(1 )情報通信産業の発展と研究開発

現代社会の情報化は情報通信技術( Information

and Comunication Technology:ICT)の発展ととも

に急速に進んでいるD 先進諸国の中でもカナダはこ

の分野でよりレベルの高い位置にあり,一目置かれ

た存在にあるといってよい(日本貿易振興会, 2001) 0

背景には国土が広大で自然環境が厳しく,情報通信

技術に頼らなければ社会･経済が維持しにくいとう

環境条件がある｡またそのような技術を開発してい

く企業や研究機関による不断の努力があり,国内市

場の狭さを克服して国際的に展開していこうという

国や経済界の考え方もあるQ

カナダの情報通信産業の現状はどのようなもので

あろうか｡先進国の情報通信産業は1998年にOECD

が新たにまとめた産業基準にもとづいて把握される

ようになり,カナダもこれにしたがっている｡また

カナダは,これまでの産業分類に代えて1997年か

らは北アメリカ産業分類システム(North American

lndustrial Classification System: NAICS)を新

たに採用するようになったQ この産業分類により,

近年,急速に発展しているコンピュータサービスと

テレコミュニケーション(通信)の部門を適切に把

握することができる.これら両部門は.情報やデー

タを電子的に受信･発信･表示する製造業とサービ

ス業からなるICT部門,すなわち情報通信技術部門

の中核をなしている｡
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2000年のカナダ統計局の調査によれば, lCT部門

の総生産額は575億カナダドルであり,これは国内

総生産額の6.7%に相当する([･11:i-り) o この部門の

1997-2000年の生産増加率は68.7%であり,これは

産業全休の増加率の約5倍という大きさである｡

1999年時点で46.9万人がこの産業部門で就業して

いたが,これを1994年と比較すると32.5%の増加

であるD 全産業は9.9%の増加であったため,その3

倍以上の伸びであったといえる｡国際貿易の視点か

らこの産業を見ると, 2000年の輸出額は424億カ

ナダドル,同じく輸入執ま638億カナダドルであり,

全体に占める割合は9.6%と16.5%である.サービス

では黒字を記録したが,製造品は赤字であったため,

貿易収支は結果的にマイナスになった｡貿易の場合

と同様,利益の規模でもサービスが製造品を上回っ

ており,その割合はおよそ3対2である｡

カナダの工CT部門で特徴的なのは研究開発に対す

る投資が多いことであり. 1994-2000年の投資額

は269億カナダドルにも達する(iyIZj:卜l()) o 研究

開発費をサービス部門と製造部門に分けると1 : 2

-4になっており,最近は製造部門の伸び率がサー

ビス部門のそれを大きく上回っているo ICT部門の

研究開発費が突出しているのは,政府の手厚い助成

政策があることがその一因であるo研究開発費に対

する税制効果の指標(B-indexと呼ばれる, 1999年)

を国際的に比較すると,カナダ(o.70)はアメリカ

(o.88)
,日本(1.01) ,ドイツ(1.05)などより

小さく,非常に恵まれた状況にあるo このため,フィ

ンランドのノキア(Nokia)
,スウェーデンのエリ

クソン(Ericsson)
,フランスのアルカテル

(AIcatel)など,世界有数のワイヤレス企業がカ

ナダに研究開発の拠点を置いているo El本企業の中

にもカナダの先進的な情報通信産業に期待して直接
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投資を行うものが少なからず見受けられる(栗原,

2002) a
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ICT部門の中のサービスとりわけソフトウェア開

餐では,技術水準の高さがとくに有名である｡ハリ

ウッド映画の｢タイタニック｣ ｢ジュラシックパー

ク｣などで使用されたデジタル技術の60%はカナダ

で開発された特殊効果ソフトウェアといわれている｡

日本の3大ゲーム･メーカー(ソニー,任天堂,セ

ガ)は自社キャラクターの制作にカナダ製のアニメー

ション･ソフトウエアを利用している｡このように

国際的的スケールで使用されているソフトウエアは,

優秀な技術者の集積をベースに生み出されているo

すなわち,トロントのシェリダン大学(Sheridan

College)に代表される高水準のコンテンツ･クリ

エーター養成力,産学協同プログラム,それに世界

初の全国的光ファイバー網など, ICT部門のソフト

ウエア開発にとって恵まれた環境が,こうした成果

を生み出す背景にあるo

(2)情報通信産業の集積地域

カナダの情報通信産業は,トロント,モントリオー

ル,バンクーバーをそれぞれ中心としてその活動が

行われている(表3-2) o なかでも最大の集積地は

トロントとその周辺すなわちグレータ-･トロント･

エリア(GTA)であり,ここに3,100社以上の企業

がある｡従業員数は15.5万人であり,その内訳は

電気通信サービス29%,コンピュータ関連24%, ICT

サービス19%であるo GTAは映像･マルチメディア

産業と映画･テレビ番組制作産業でも北米有数の集

積地であり,規模ではそれぞれ4位と3位である｡

この地域の特徴は,アニメーション技術やコンピュー

タグラフィックスの処理で高い技術をもった企業が

多いことであるo カナダを代表する情報通信企業の

ノーテル･ネットワークス(Nortel Netvorks)は,

トロント郊外のプランプトンに本社を構えているo
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前身は電話通信機暑旨製造のノーサン･テレコム

(Northern Telecom)であり,そこからスピンアウ

トして現在は高速インターネットの高付加価値サー

ビス業務を辛がけている｡
†/J仲山1.A r7 I ･'.TeliL:=L≠l色事,:rn.T(u q- I

全世界で3.8万人の従業員をかかえるセレステイ

カ(Celestica lnc.)の本社もトロントにある｡こ

の企業はⅠ8Mトロントの製造部門を買収したのを契

機に,アメリカ,ヨーロッパ,南米の各地にある世

界的メ ーカーの生産拠点を買収
し,

EMS(Electronics Manufacturing Service)業務を

急速に拡大してきたo 同じく本社がトロントの724

ソリューション社(724 Solutions)は,金融機関

向けのワイヤレス･ソフトウェアのリーダー的存在

である｡北米の有力金融機関の中には同社のソフト

ウエアを基礎にして､ワイヤレス･バンキング.サー

ビスを展開しているものが少なくない｡あらゆるイ

ンターネット･デバイスに対応してエレクトロニク

ス･バンキングや電子商取引を可能にする同社の技

術は,世界の金融関係者や電子南関連企業の関心の

的になっている｡これらの有力企業以外に,ミシサ

ガに本社を置くユリアス3D社(Arius 3D Inc.)や

アイマックス社(IMAX Corp.)など, 3次元画像制

作で高度な技術をもつ企業もある｡
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ケベック州には電話やcATVなどの通信産業,光

通信分野の研究･製造･ソフトウエア開発など,全

部で4,000社があるが,そのうちの4分の3はモン

トリオールに集まっている(回:卜il).このうちソ

フトウエアの開発企業は,ゲーム･教育用のマルチ

メディア,地理情報システム,インターネット関連

など幅広い分野におよんでいる｡国内市場の狭小性

を考慮して多くの企業はアメリカ市場で売れる製品

を当初から開発しており,高い競争力をもっているo

ケベック州政府=は情報通信産業の振興に力を入れて

おり,税制優遇措置をとっているo また,モントリ

オール旧市街地の再開発地域に当たるマルチメディ

アシティでソフトウエア開発を行う場合は,人件費

の税額控除を受けることができる｡

情報通信産業の第3の拠点はバンクーバーとその

周辺(ビクトリア,オカナガン)であるD この地域

の特徴は,通信･ワイヤレスとネットワーク関連,

グラフィックとマルチメディア,それにインターネッ

ト･情報管理システム･ネットワークデザインをは

じめとするソフトウエア開発など,幅広い分野にわ

たっている点にあるo 西海岸で環太平洋地域に属す

るという地理的条件から,東西データ通信のハブと

しての機能も果たしている｡シアトルやシリコンバ

レーとも関係が深く,シリコンバレー･ノースとも

呼ばれるo ロサンゼルス,ニューヨークにつぐ北米

第3の映画制作拠点でもあり,マルチメディア産業

が盛んである｡情報通信産業を振興するために, A)ll

政府ま研究開発に対して各種の助成プログラムをもっ

ている｡カナダ開発銀行による企業融資や,奨学金

提供･新卒者雇用優遇といった人材育成プログラム

も用意されている｡

(3)インターネット利用の地域性

情報通信産業で先進的な地位にあるカナダは,イ

ンターネットをはじめとする情報通信手段の利用面

で先頭を走るというわけではないが,上位に位置し

ているo インターネットの普及率(2002年,総務

省｢利用動向調査｣ )はノルウェー(54.4%)
,オー

ストラリア(54.4%)についで第10位(53.3%)で

あり,シンガポール(50.3%)
,日本(44,0%)より

も普及している.ただし,トップのスウェーデン

(64.7%)や第4位のアメリカ(59.8%)には及ばな

い｡この面でのカナダの先進性は電子政府の進捗度

に表れており, 2002年の国際比較(アクセンチエ

ア社の｢電子政府進捗度調査｣ )ではシンガポール,

アメリカを抑えて第l位であったo ちなみにEl本は

この調査では23カ国中17位である｡

先進諸国の中では比較的上位にあるカナダのイン

ターネット普及率も,国内を地域的にみると,州や

都市によって違っているo カナダ統計局の調査

(2000年)によれば,インターネットの普及率は

全国平均で52.8%,都市部で55.0%,農村部では

44.9%であるo 都市と農村の間で5ポイント以上の

開きがあるo I)11別に検討すると,ブリティッシュコ

ロンビア州(61.2%) ,アルバ一夕J)ll
(60.3%)がひ

ときは目立っており,オンタリオ･)ll (54.7%)がこ

れにつぐ｡ノバスコシア州の都市部は57.2%と高い

が,農村部は45.7%にとどまるD 逆に普及率が低い

のはニューフ7ンドランド州(43.5%)
,ニュープ

ランズウィック州(44.5%)
,ケベック州(45.6%)

,

マニト/く州(46,0%)である｡これらの州の農村部

の普及率は30%台にとどまる｡

国土の西側でインターネットの普及がより進んで

いることは,都市別比較からも明らかであるo都市

圏(CMA)をベースに見ると,カルガl)- (67,4%) ,

サスカチュワン(64.0%)
,ビクトリア(63.5%)

,

バンクーバー(63.2%)で60%を上回っている(衣

:l o この水準を超えているのは,ほかにはハリ

ファックス(65.4%)
,オタワ-ハル(62.7%)のみ

である｡トロント,モントリオール,ハミルトンは

いずれも50%台であり,ケベックシティにいたって

は40%台にとどまる｡このように,インターネット

の普及率は国土の西側で高く,東側で低い｢西高東

低｣傾向を示す｡しかし,同じ西側でもウィニペグ

(49.4%)は低く,東のハリファックス(65.4%)は

高いという例外のある点にも注意する必要がある｡
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インターネットの普及率が都市部で高く逆に農村

部で低いことは,どのL)11にも共通している.これは

インターネットの利用が人びとの生活習慣と関係し

ていることがその一因と考えられる.目的別に利用

率(2002年)を見ると,電子メールがもっとも高

く全国平均では95, 2駆)人が利用している(凶3-J2) o
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川EII

-･･-tll-I

+わト∩ンキング

十+.JトI品I入

+さI一寸什一

-!他･粥

i=描笠亡

-A-ネットサーフィン

ーー一榊ゲーム

+1T?[

･･トモOt榊-ビx

l脚 l野姥 即時 瓢18 皿年

剛-i:夏鼠二おj十る日hWL;1シターネγト軌田毒の推移
出Aゴ【dLLs】｣Lp=.(也

以下,ネットサーフィン(89.6%)
,医療健康情報

(63.9%)
,行政情報(56.7%) ,ネットバンキング

(51.0%)の順で高いo刺激の多い都市的生活では

電子メールやビジネス情報,ニュース-の接近手段

としてインターネットが適しており,いちはやく普

及したo インターネットを利用した商品購入は30%

程度であるが,ここでもブリティッシュコロンビア

州とアルバータ州が他をリードし,オンタリオ州,

ノバスコシア州がこれらについでいるQ 中核地域に

つぐ新たな経済発展地域として注目を浴びる西部2

州でインターネット普及が先行しているのは,けっ

して偶然とは思われないo

A中庄(他Ⅰ)d)射t (%)
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O.50 0.55 0.60 8.65 0.70 0.75 0.80 D.85 0.抑0.95

ロ分故(競争)的 暮中(独占)郎口

達借市4a)書中正(rM )
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@3- 13 通信市域0)集中度(T9g9年)と千d)かと(1998､一99年)

山P..: ＼=li､li.･ド1 1Lil(JiJ.

ブリティッシュコロンビアJ)11とアルバータ州はイ

ンターネットの利用で他の州をリードしているが,

インターネット環境のレベルという点ではむしろオ

ンクリオ州やケベック州の方が上にある｡すなわち,

インターネットを中心とする通信市場の集中度合い

を地域別に見ると,ケベック,オンタリオ両州がもっ

とも分散的あるいは競争的である(回3-13) o
プ

ロバイダーなどの数が多く,それだけ競争が激しい｡

しかもこれらの州では, 1998年から1999年にかけ

て競争レベルは強まっており,集中化の方向に向かっ

たアルバータ州などとは異なるo 他の多くの州はも

ともと集中的であるうえに,さらにその度合いを増

す便向にある｡一般に,市場競争が激しいほど良質

なサービスが提供されやすいことを考えると,市場

規模それ自休が大きなケベック,オンクリオ両州は

そうした状態に近いといえる.逆に,市場規模の′小

さな州では集中化は避けにくい｡

先に述べたカナダ統計局によるインターネットの

利用実態調査では,利用状況を性,年齢,学歴,所

得階層,使用言語などの違いにも注目しながら分析

しているo これによれば,他のほとんどすべての属

性に関わりなく,男性の利用率は女性のそれより高

いo 唯一の例外は, 5-8万カナダドルの所得階層

で女性が男性を上回っている点である｡年齢別では,

男女ともに高齢になるほど利用率は低下する｡さら

に学歴別に見ると,高学歴ほど利用率は高く,所得

別では高所得階層ほど利用率が高くなっているD 言

語では英語,仏語,その他の言語の順で利用率が高

いo こうしたことから,インターネットの利用につ

いては,州や都市といった地域性とともに,利用者

の個人属性にも目を向けて考える必要がある｡

(4)情報通信手段の利用と日常生活

インターネットをはじめとする情報通信手段が一

般に利用されるようになると,社会,経済,生活な

ど多くの分野で人びとの行動の仕方が変化するo な

かでも大きな変化が予想されるのは,これまでの移

動様式すなわち交通の仕方に与える影響であるD 通

勤,購買の移動や業務にともなう移動が情報通信に

よって代替されれば,交通量が左右されるばかりで

なく,活動の配置や形態にも影響が及ぶQ ただし,

情報通信を交通の代替手段とみなすのは一面的な見

方であり,実際には補完や補強の役割を果たす場合

が少なくない｡たとえば,これまでより広い範囲か

ら情報が容易に得られるようになると,活動の可能

性が高まり交通需要がむしろ増大する｡情報通信シ



ステムで交通渋滞の原因が解決できれば,交通量は

以前よりも増えるであろうQ

情報通信手段の普及と交通変化の関係は,カナダ

ではどのようになっているのであろうか｡ 2001年

にロイヤルバンク(Royal Bank)が行ったアンケー

ト調査によれば,テレコミューティングつまり情報

通信手段を利用した在宅勤務が満足度を高めると答

えた人は全体(742人)の77%であったD 家族と一

緒にいる時間が増える(72%)
,子育てに助かる

(58%)という面でも肯定的意見が多い｡実際に自

宅でスモールビジネスを行っているSOHO実践者

(308人)の70%以上は,インターネットを利用し,

効率性を高めていると答えている｡ 47%の人はイン

ターネットなくしてはビジネスが成り立たないとい

う意見を述べているo インターネット利用の主な目

的は情報アクセス(37%)
,電子メール(30%)であ

り, 16%はスピードが遅いこと, 12%はサービスの信

頼性が低いことを不満としている｡電子メールを実

際に利用しているのは87%と高いが,電子的な金融

取引(44%)と商取引(37%)はまだそれほど多くな

い｡

家庭でインターネットを利用している人の77%は,

ネットバンキングやネットショッピングは簡単にで

きると答えているo 65%の人はおもしろいという見

方に肯定的である｡さらに,銀行や店舗-出掛けて

いた習慣が大きく変わったという人は56%にものぽ

るD その一方で,それほど大きな影響はないという

人が41%いるo インターネットを利用した金融取引

と通常の取引を比較した場合,満足という回答は前

者で73%,後者で44%であった(阿:i-]Jz).また商

取引すなわちショッピングの場合は,インターネッ

ト利用では46%,小売店舗利用では52%がそれぞれ

満足と答えているo

ロイヤルバンクの調査結果は,総じてインターネッ

ト利用に肯定的な人びとが多くいることを示してい
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る｡またこの結果から,インターネットという情報

通信手段が通常の移動を減らす役割を果たすことも

わかる｡しかし,たとえばネットショッピングの評

価が通常の購買行動のそれを下回ったことが示すよ

うに,人びとは電子的手段を介した生活行動に諸手

をあげて賛成しているわけではなないoインターネッ

トなんかないほうがよい,と答えた人が1割程度い

ることにもi生意すべきであるo

情報通信と交通の相互関係に関する議論に戻って

いえば,インターネット利用による時間の節約が,

別の行動や移動を可能にするという側面が捨てきれ

ないo銀行や店舗-出かける回数は減るが,そのか

わりレジャーなど別の行動が増えるかもしれない.

あるいはまた,テレコミューティングによって通勤

が減れば, BIJの人びとが空いた道路を利用しようと

するかもしれない.そもそも,就業,購買などの移

動は,本来の目的とは別の付随的目的をもっている

場合がある｡職場や地域社会でのつきあいや余暇行

動などが,通勤や買い物の途中で行われるoインター

ネットにはチャット(おしやべり)機能もあるが,

これがフェイス･ツウ･フェイスの会話に取って代

わるとは思えない｡
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カルガリーにおける地域経済の発展と都市構造

はじめに

現代カナダにおいて経済発展や人口増加で著しい

動きを内外に示している都市をひとつ挙げるとした

ら,間違いなくカルガリーはその候補に名を連ねる

であろう｡わずか100年はどまえはカナダ西部の

-小都市にすぎなかったカルガリーが,これほどま

でに発展することを予想した人は,当時いなかった

と思われる｡なぜにこのような短期間にこれほど発

展できたのか,その謎を解き明かしていく過程で,

いくつかの興味深い事実に出会うo第1は,都市発

展の基盤がつぎからつぎへと変わっていったという

事実であり,経済地理学や都市地理学で学ぶ都市発

展モデルを検証するのに好材料を提供しているc第

2は,これも経済地理学や地域経済学でしばしば議

論される中心一周辺モデルをダイナミックに打ち破っ

ていく希有な事例として,カルガリーを位置づける

ことができるという点である｡カルガリーの都市発

展の真骨頂はそのダイナミズムにあり,短期間に都

市がいかに変わりうるか,その過程をつぶさに検証

するフィールドとしてこれはど適した都市はない.

カルガリーの都市運営を外部から見ていると,厳

しい自然環境や社会的障害を乗り越えて,住みやす

い都市づくりに向けて市民,企業,行政が熱心に取

り組んでいることがよくわかる｡世界有数の山岳地

域に近く冬季の気候が厳しいにもかかわらず,それ

に適応できる社会的基盤を整備してきた｡ヨーロッ

パやアジアなどから移住してきた多くの民族集団が

経済発展を支え,ときとして対立しがちな文化的障

壁を乗り越えてきた｡都市発展の勢いがあまりにも

速いため,ともすれば基盤整備が追いつかないとこ

ろを,事前によく計画して問題が最小限度に抑えら

れるように,市民各層がともに努力してきた｡

カルガリーの地域経済と都市構造に関する本研究

では,農畜産資源や鉱業資源を生かした経済発展と,

それらをベースとした都市建設がどのように進めら

れたかに注目する｡ロッキー山脈の東側に広がる大

平原上の小さな集落が短期間で大都市にまで発展す

るいわばサクセスストーリーを,都市経済地理学の

視点から論述するo資源利用,先端技術開発,多民

族･多文化,持続可能性など, 21世紀の都市発展

を考えるさいに重要と思われるキーワードが,カル

ガリーを語るさいには必ず登場する｡国土の｢辺境｣

に位置する単なる資源開発拠点ではないカルガリー

のダイナミックな経済発展に光を当てることにより,

過去から現在そして未来へと引き継がれていく都市

の実態に迫ることにしたいo

1都市形成の経済基盤と都市の発展･変化

1.都市集落の成立過程と農業経済

力ナダ･アルバ一夕州第1の都市カルガリーは,

ロッキー山脈を西に配したやや起伏状の平原の上に

位置している｡海抜高度はIO48mと高く,夏の平

均気温は16.5oC,冬は110.9oC.年間降水量は

437.1 mⅢである｡

カナダの州と都市

この他に都市集落らしきものが形成されたのは19

世紀末の･_
_であり,大陸横断鉄道がここを通るよ

うになってからであるo東側から建設を進めてきた

カナダ太平洋鉄道(CPR)の鉄路がフォートカルガ

リーに至ったのは1883年である｡エルボー

(Elbow)川の西側とボー(Bow)川の南側に位置

するあたりに駅が設けられた｡これら2つの河川は

この近くで合流しており,原住民(インディアン)

相手にウイスキー(合成酒)を販売する商人の活動

拠点(ポスト)があった｡ウイスキー商人の目的は

原住民が採取した毛皮を交換物資として受け取るこ

とであり,アルバ一夕南部一帯に毛皮交換ポストの

ネットワークが張り巡らされていたo カルガリー周

辺では,現在のグレンモア貯水池の近くに最初のポ

ストが設けられたo これにつづいてフォートカルガ
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リーにも1875年にポストが開設された｡このポス

トがフォートカルガリーと命名されたのは,その翌

年1876年のことである｡ CPRは駅を中心に市街地

の開発に取り組み,これにともないアルバータ州で

最初のタウンが誕生した｡この集落は,約10年後

の1893年には早くもシティと呼ばれるようになっ

たo

20世紀初頭のカルガリーを特徴づけたのは,牧

畜と農業,それに交通拠点である｡ロッキー山脈の

麓に近いため地形が起伏しており,これに対応して

開放式の牧畜が行われ精肉業が生まれた｡しかし,

1906年から07年にかけて厳しい寒波に見舞われ

たのを契機に,これまでのオーブンレンジ･スタイ

ルの牧畜業は見直された.一方,農業では,アルバー

タの中央から南部にかけて導入された小麦を中心と

する現金作物の栽培が成功したことが大きい.これ

によって人口増加が促され, 1901年からの10年

間で人口は倍増したc交通拠点の意義は.カルガリー

を分岐点として大陸横断鉄道の支線が四方に向けて

敷設されていったことであるo カルガリー周辺では

移住者による農業国発が進み,こうした地域との間

で物資のやりとりが行われるようになったo しかし,

移民ブームが一段落した1912年以降は,カルガリー

の発展も緩やかなものになっていくo

大陸横断鉄道はカルガリーを経由し,さらにブリ

ティッシュコロンビア(BC)にまで至るo BCは,

横断鉄道の敷設を条件に連邦に加わることを約束し

ていたからである｡国土幹線鉄道の建設と北西騎馬

警察の設立(1874年)
,それに先住民族であるイ

ンディアンとの間の土地をめぐる条約締結(1877

年)は,連邦政府が打ち出したナショナルポリシー

の根幹をなしていた｡カナダ西部地域に対するアメ

リカからの脅威を排除し,統一的国家として一日も

早く西部開発を成し遂げるには,この地域の交通基

磨,治安,それに農地を確保することが先決であっ

た｡インディアンとの間で無用な争いを続けること

は避け,移民者を送り込んで平和裡に農業開拓を進

めることは,連邦全体にとって必要なことであったo

西部が開発され人口が増えれば,そこが東部から工

業製品を送り込む市場になる｡西部の農産物は貴重

な輸出品として外賃を稼ぎ出し,国家財政に大きく

寄与するo この時期のカルガリーの発展は,ナショ

ナルポリシーという国土政策のもとで成し遂げられ

たといってよい｡

大陸横断鉄道(カナダ太平洋鉄道)

2.鉄道の延伸と社会･経済の発展･変化

農業開拓の進展にともない,カルガリーを分岐点

として鉄道が延伸されていった｡また,工業株械を

取り扱う企業や金融業が,カルガリーを拠点として

農村地域を相手に商売をするようになったo農村部

からは鉄道を利用して農産物が市場へ向けて出荷さ

れていくc しかし農村地域は,気象変化の影響を受

けたり景気変動の余波を受けたりしたため,つねに

安定的に発展したというわけではない｡拠点である

カルガリーの人口は, 1906年のl.2万人から

1911年の4.4万人,そして47年の10.0万人へと

増加したo ただし増え方は一様ではなく, 1929年

前後の恐慌期には人口は減少している｡こうした人

口減は,それまで人口が順調に増加してきたかレガ

リーにとってなかったことである｡カルガリーと周

辺農村部との間を鉄道で結ぶ動きとは別に,カルガ

リー市民にとって毎日の足となる電車が1909年に

建設された｡これ以後,市街地が遠方に向けて広がっ

ていく兆しがみとめられるようになったo

20世紀初頭のカルガリー中心部

この時期にカルガリーに流入してきた人びとの多

くは,英語を話す束部カナダ出身者,イギリス人,

それにアメリカからの到来者であったo 1901年の

人口を出身民族別に見ると,イギリスが80.2%で
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最大であり,ドイツとスカンディナビアがともに

4.8%,以下,フランス(3.0%)
,アジア(2.6%)

,

先住民(2.6%)の傾である｡カルガリーで社会的

上層位にあった家畜業者は政治に対しては全般に保

守的であり,保守的な市政治を支える屋台骨であっ

た｡アルバ一夕州が成立した1905年以降,彼らは

州の保守的な政治勢力を担うことになる｡保守的政

治勢力は,しかしながら,国全体が自由党勢力によっ

て動かされることの多かったこの時期,政治的主流

になることはなかった｡アルバータ州でも1921年

までは自由党が優勢であった｡このためカルガリー

の保守的勢力は,政党組織とは別の団体をつくって

自らの存在を示そうとした｡ United Famersof

Alberta ( 1921年設立) , Co-operative

Commonwealth Federation (1932年設立) ,

Social Credit Pa咋(1935年設立)などがそうし

た団体である｡

CPRがカルガリーの初期の地域発展に貢献した

ことは,すでに述べた｡カルガリーを起点とする鉄

道のなかでもとくに重要な役割を果たしたのが,

1891年から92年にかけて敷設されたエドモント

ンとの連絡線である｡その2年後にはフォートマク

ロ-ドに至る鉄道が完成した.沿線住民はカルガリー

からの物資供給を期待したため,こうした期待のも

とでカルガリーはアルバ一夕で最初の卸売業都市に

なることができたo 1898年には,ブリティッシュ

コロンビアの東部に位置するクーテネイに至る鉄道

が建設されたoクーテネイには鉱山と林業の開発拠

点があったため,局地的ではあるが家畜製品の市場

が見込まれた｡ CPRに加えて, 1914年にはカナディ

アン･ノーサン･アンド･トランクレイルウエーが

カルガリーに路線を乗り入れた｡これまでカナダ西

部で突出した卸売機能を発揮してきたマニトバのウイ

ニペグとも競い合う態勢が,新興都市カルガリーに

見られるようになった｡

交通拠点としてのカルガリーの地位は, CPRが

鉄道･機関車の修理工場をカルガリーに設置したこ

とによって,いっそう強まった｡ CPRは,カルガ

リー市との間でオグデン･ショップ協約(Ogden

ShopAreement)という取り決めを結んだo これ

は, CPRがカルガリーに修理工場を設ける見返り

に,市は市営電車を延伸してCPRに便宜を図ると

いう内容であった｡修理工場の建設のために1,500

人の建設雇用が生まれ,工場の完成後には5,000

人がここで働くことになった.卸売業や倉庫業とと

もに,交通関連の施設が市の経済発展に寄与するよ

うになった｡

この地方の開拓前線では,アルバ一夕州の成立と

相前後して農業生産が始まった｡ 1910年までに,

州内全体で330万エーカーの土地が開墾された.

こうして開かれた農業地域に農機具を送り込んだり

金融貸付を行ったりする企業がカルガリーに集まり,

市の産業集積はさらに厚みを増した｡加えて,家畜

業に関連する展示会や見本市が毎年,開催されるよ

うになり,カルガリーを訪れる外来者も多くなった｡

1908年には全国規模で開かれるドミニオン･フェ

アがカルガリーで開催された｡アルバ一夕南部の濯

概システムを管理するセンターも開設され,カルガ

リーがこの地方全体の農畜産業を指導していく立場

が明確になった.

カルガリーに都市機能が集積するのにともない,

市全体が建設ブームにつつまれていったo 1906年

から1912年まで続く建設ブームは,予想をはるか

に上回るものであった｡多く見積もると,労働者の

4分の1近くが建設作業に従事するというような状

態であった｡この時期にF.C.ロウをはじめいくつ

かの不動産業者が現れ,カルガリーの都市景観を大

きくつくりかえていった｡しかし,こうした動きも

1914年のブーム終鳶とともにその勢いが弱まり,

結果的に何千人もの失業者を生むことになった｡

不況が第一次大戦の終了とともにカルガリーやア

ルバ一夕南部の諸地域を襲い,この地方は深刻な経

済状況に陥った｡入植ブームはすでに終わっており,

干害,インフレ,穀物価格の低下が地域経済を直撃

した｡このため,アルバ一夕南部では1926年まで

に総人口の55%が失われた｡州内の農民のうち実

に80%までが1923年以前に倒産を経験したといわ

れる｡開拓農村の疲弊は,農村部を後背地域として

成り立っているカルガリーの経済にも深刻な影響を

与えた｡失業者の増加,物価の高騰,税収の落ち込

み,それに不動産価格の暴落が,市経済を混乱に陥

れた｡ 1914年から1940年までの26年間で経済が

良好だったのは,わずかに1928年と1929年のみ

であった｡長引く不況がカナダ西部の農業を沈滞に

追い込み,家畜産業でもこれまでのような成長を維

持するのは困難になった｡カルガリーにとって象徴

的なのは, 1931年にCPRの機関車修理工場が閉戟

になったことである｡これにより失業者の増加に拍

車がかかった｡
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大恐慌時の農民1人当たり所得

3,石油･ガス業の発展と都市構造の変化

今日のカルガリーの都市的性格を決定する最初の

出来事が起こったのは1914年,場所はカルガリー

の南西に位置するターナーバレーである｡ここで石

油が発見され, W.S.へロン(He汀On)をはじめと

する企業家が採掘に乗り出した｡ 1923年にはアル

バ一夕で最初の石油精製所がカルガリーに設けられ

た｡ターナーバレーでは1924年, 1936年にも油

田が発見されたため,石油･天然ガスの採掘拠点と

してカルガリーは広く認知されることになった｡こ

うした認知をさらに一段と広めたのが, 1947年の

レダクにおける大規模な油田地帯の発見であるo こ

の発見を契機に,カルガリーはアルバ一夕南部の一

都市から国際的な資源開発都市へと一気にその性格

を変貌させていくo

カルガリー郊外のターナーバレー

カルガリーでの石油.ガス開発が本格化するのに

ともない,国内の各地やアメリカなどから多くの人
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びとが経済的チャンスを求めて流入してきた｡石油･

ガス関係の企業がつぎつぎに興され,カナダにおけ

る国際的な石油･ガスの開発拠点がカルガリーにあ

ることが自明なことになった｡ 1965年までに965

の企業がカルガリーに本社を置いた時点で,カルガ

リーは企業本社の集積数でエドモントンを追い抜い

たといってよい｡数ある石油･ガス関連の業界団体

の中で中心的地位を占めたのは, 1948年にカナダ

とアメリカの企業家が集まって設立したカナダ石油

クラブ(CanadianPetroleumClub)であるo石油･

ガスの開発には当初からアメリカをはじめとする国

際資本が深く絡んでおり,開発は地元資本や外部資

本が入り乱れる中で行われたo カナダ資本のみで開

発を行ってきたのは,ホームオイルカンパニーくら

いである｡同社はターナーバレーで油田を発見した

R.A.ブラウン(Brown)の子息が1955年に設立し

た会社であり, 1960年代にアルバ一夕以外のカナ

ダ北部やブリティッシュコロンビアでの開発にも乗

り出したo

1940年代末から1950年代にかけてアメリカと

イギリスの石油資本がアルバ一夕州に大挙して流入

してきたが,そのきっかけになったのは, 1947年

2月のレダク油田の発見である｡この油田の推定埋

蔵量は2億バレルで,周辺には未知の資源が大量に

眠っていると考えられた｡このため英米の石油資本

はこの地域で探索が続け,つぎつぎに新油田を発見

していった｡主な油田を列挙すると, Redwater

(1948年) , Golden Spike (1949年) ,

Fenn-BigValley (1950*) , Wizard IJake (1951

* ) ,
Acheson, Bonnie Glen and Westerose

(1952年) ,
Pembina (1953年) ,

Swan Hills

(1959年) , RainbowLake (1965年)のように

なる｡油田発見とともに忘れてならないのは,ガス

田が新たに発見されたことである｡ 1950年代を通

じてカルガリー付近では大規模な天然ガス田の発見

が続いた｡

レダク油田



第二次大戦後,農業は依然としてカルガリーにとっ

て重要な産業であった｡これとは対照的に,製造業

は石油･ガス業のめざましい発展の陰に隠れて重要

性が薄れていった｡これを補うかのように現れてき

たのが建設業やサービス業である.とくに建設業は,

オフィスビルの建設ブームのもとで活況を呈した｡

しかしブームはあくまでブームであり,好不況の披

から逃れることはできなかった｡ビル建設のラッシュ

で巨万の富を蓄える不動産業者が輩出し,建設業で

就業する労働者の割合は市全体の10%を上回った｡

中層や高層のビル群があいついで建設され,都心の

景観は一変した｡増加したのはオフィスビルだけで

なく,ショッピングセンターや公共のビルもつぎつ

ぎに建設されていった｡現在でも都心部の巨大なラ

ンドマークになっているカルガリータワーは,

1965年に都心部南東に建てられた｡

1940年当時, 40平方マイルにすぎなかった市域

は, 25年後の1965年には4倍近い155.8平方マ

イルへと拡大した｡同じ時期に人口は8.7万人から

3Ⅰ.1万人へ,これも4倍になった｡人口はアルバ一

夕州全体でも増えたが,カルガリーの増加率は他地

域のそれをはるかに凌駕した｡このため,州全体に

占める都合は1941年の11%から1965年の25%へ

と2倍以上になったo いかにカルガリーへの人口集

中が大きかったかがわかる｡こうした外部からの人

口流入にともない,カルガリーの社会構造に変化が

見られるようになった｡とくにアメリカからの人口

流入に注目すべきであり, 1965年までに3万人が

経済的富を求めて国境を越えてきた｡石油･ガス開

発の現場とは異なり,カルガリー都心部では事務･

管理に従事するホワイトカラーの占める割合が大き

い｡高収益企業の就業者の所得は上昇を続け,これ

が市内での消費を刺激したo高額所得者や豊かな中

間層が増え,それにともなって地元出身の旧市民と

は異なる新市民を主体とする新たな社会階層が形成

されていった｡

石油･ガス業は,若くて上昇志向の強い労働力を

多く必要とした｡急速な技術進歩についていくには,

適応能力に優れた就業者が不可欠である.こうした

人材を多数育成するには,大学を中心とした高等教

育機関を充実しなければならない｡カルガリーでは

1945年にエドモントンにあるアルバ一夕大学の教

育学部の分校が設けられ,ここが唯一の高等教育機

能を担ってきた｡しかし,当時の教育内容では社会

や産業界からの要求を満たすことができず,このた

め大学教育の拡充がつぎつぎに行われた｡施設の強

化やカリキュラムの充実が図られた結果, 1966年

にカルガリー大学という独立の大学が誕生した｡大

学施設拡充の背景に石油･ガス業から得られた大き

な経済的宮があったことは明らかであるQ石油･ガ

ス業からの富は,大学以外の,たとえば研究所の設

立,公園の設置,それに芸術･文化施設での活動に

も投じられた｡市内の主要施設の多くが石油･ガス

企産業からもたらされた寄付金をもとに実現したの

である｡石油･ガス業の隆盛が,事務所ビルの集積

にとどまらず,社会,文化,教育を含むカルガリー

の都市基盤整備の拡充に結びつuた点に注目する必

要がある｡
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西部主要都市の人口推移

4. 1970年代以降の経済発展と問題点

1960年代から1970年代を通じて,若くて専門

的能力のあるビジネスマンや技術者がカナダ国内の

他地域やアメリカからカルガリーへ移り住んだ｡ P.

ローヒ- (I.ougheed)に率いられた進歩保守党が

カルガリーの新勢力として登場したのは1971年の

ことである｡ハーバード大字出身のローヒ-とその

仲間たちは,カルガリーに新たな気風を持ち込むこ

とに成功したo 自由な企業活動を推進する一方,都

市部では保守的な中間層を育て,社会的良心を敬う

風土を根付かせようとした.これにより,旧勢力と

なった社会信用(Social Credit)党を主として担っ

てきた教師,農業者,中小企業着から,若い都市中

間層へと支配勢力の図式が塗り替えられていった｡

1970年代末から1980年代初頭にかけて,景気

動向の変化が著しかった｡石油･ガスという単一の

産業部門に大きく依存していることが変動幅を大き

くする原因であったことは否めない｡加えて,地元

優先の政治気風が連邦政府と地元政府との関係をこ

じらせたため,余計にダメージが大きかったo
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1968年から1984年まで連邦政府は自由党によっ

て支配ざれており,カルガリーをはじめとするアル

バ一夕の地域経済にとって非常に重要なエネルギ-

政策をめぐり,連邦と地元の政府間で論争が繰り返

されたo世界的規模で生じた石油危機に遠因がある

このエネルギー政策論争は,幸い石油価格の低下に

ともなって収束していったoただし.石油価格の低

下は石油･ガス産出地のアルバ一夕にとっては景気

後退を意味するo 1980年代初頭の不況期には,企

莱,人口ともに流出する結果を招いた｡

単一の資源産業に依存する経済体質が非常に脆弱

ゃあることは,いまさらいうまでもない｡この宿命

的ともいえる構造を根本的に変えていくのは至難の

業であるが,誘致に成功して1988年に実行した冬

季オリンピックは,カルガリーの経済体質が多様化

していく出発点になった｡国際的な注目を浴びる中

で,ロッキー山脈という自然的資源を生かした観光

産業,同じ資源ではあるが再生可能な林業資源を活

用した産業,それに高度技術開発をベースとした新

産業などを,石油･ガス業とともに育てていく方向

性が示された｡カナダ西部の資源開発の一大拠点か

ら,経済,社会,文化の面でも国際的な結びつきに

長けた拠点都市へ,カルガリーの位置づけを見直す

気運が高まったといえるo

さきに述べた地元政府と連邦政府の間で続けられ

たエネルギー政策をめぐる攻防は,石油収入をめぐ

る連邦政府と州政府の見解の違いに端を発しているo

OPECによる石油価格の人為的操作と上昇にともな

い,石油を海外から輸入しているカナダ東部地域は

大きな経済的影響を受けたQ このため連邦政府は,

カナダ西部で産出した石油をアメリカに輸出するざ

いに課税し,それで財政の落ち込みを補う政策をと

ろうとした｡

トルド一首相(左)とローヒー州知事(右)

連邦政府はまた,石油･ガスの開発に占めるカナ

ダのウエートを高めようとする姿勢も示した｡連邦
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政府によるこれら一連の政策は,国家エネルギー計

画にもとづいている｡アメリカ-の石油輸出を抑え

ようとする連邦政府の政策は,カルガT)-をはじめ

とするアルバータ州にとっては受け入れにくいもの

であったo対抗措置としてアルバ一夕州は,オンタ

リオなどカナダ東部に送る石油を削減する政策をとっ

た｡ただし, 2つの政府間で繰り広げられた攻防が

国際的な石油価格の低下によりやがて意味のないも

のになったことは,すでに述べたとおりである｡

国家エネルギー計画の問題が片づいた1982年当

時,カルガリーには638の石油･ガス業の本社が

あった｡これは全国の76%に相当しており,探索,

採掘,精製など多くの業種に及んでいる｡カルガリー

には石油コンサルタント会社の76%,地球物理学

者の82%,石油採掘コントラクターの63%が集結

していた｡このほか,石油･ガス業に関連する企業

が1,387社もカルガリーを拠点に活動していた｡

こうした企業の多くはアメリ九 イギリス,それに

北欧を本】 する企業がカルガリーに設立したもの

であり,都心部にオフィスを構える企業のビジネス

マンの気風は互いによく似ていたo都心部を中心と

してカルガリーの企業風土を担うこうしたビジネス

マンが,都市の経済社会構造の主軸をなしていた｡

企業ビジネスマン以外の人びと,すなわち女性,

ユダヤ人,先住民は少数派であり,社会経済活動の

表舞台に登場することはけっしてなかった｡都心部

に林立し光り輝いて見えるオフィスビル群は,石油･

ガス業の経済的成功の証である｡その多くはこの産

業分野で好業街を上げてL,る企業に関連するビルで

ある｡都心部で多くの人びとが出入りしているのは,

サンコー(Suncor)
,シェル(Shell) ,ガルフス

クエア- (GulfSquare)
,エッソプラザ(Esso

plaza)
,バンカナデイアン(PanCanadian) ,ベ

トロカナダ(Petro-Canada)など有力企業が入居

するビル空間であるo このように都心部空間が光り

輝く一方で,経済的成功から取り残された人びとの

いることも知っておく必要がある｡とくに1980年

代初頭の不況期,カルガ1) -の人口の約-割は貧困

ライン以下に甘んじていた｡失業率は15%前後に

も達したo 1955年にカルガリーの芸術.文化活動

を支援するために設立されたグレンボー財団

(Glellbow Foundation)の財政は底を突き,閉鎖

の危機に追い込まれたo穀物の過剰生産による国際

的な価格低下という状況が,こうした動きに追い打

ちをかけたo石油･ガス採掘といい穀物生産といい,

いずれも国際経済の影響を強く受ける産業であるo



こうした産業に強く依存しているかぎり,国際的な

経済変動の影響から逃れることはできない｡このた

め,経済構造の多様化･多角化への取り組みがカル

ガリーに課せられた最大の課題となった｡

q 経済構造の多様化･都市イベントと石油企業の

行動

1.経済構造の多様化に向けた取り組み

経済構造の多様化･多角化が必然的課題となった

カルガリーでは,石油･ガス業,農業とならんで林

業資源を取り込んだ観光業やエンタテイメントに今

級,

力を入れていくという方向性が示された｡観光業そ

れ自体はとくに新しいものではなく, Ⅰ883年に

CPRがロッキー山脈に鉄道を通した時点にすでに

始まっていたといえる｡すなわち,当時, CPRの

経営に携わっていたW.V.ホ-レン(Horene)は,

ロッキー山脈一帯の自然環境の観光的価値をよく認

識しており,ここにカナダ東部やアメリカ,イギT)

スなどから裕福な人びとを運べば,必ず経済的に成

功する事業になると考えた｡

観光客を満足させるためにCPRの路線に沿ってパー

クを開設し,ホテルをはじめとする休養施設を建設

するプランを実行に移していったo こうした計画に

はカナダ政府の支援も得られ,パンフのケープ･ア
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ンド･ベイズン･スプリングが最初のパークとして

1885年に承認された｡ 1887年にはロッキー山脈

公園法が制定され,パンフが最初の国立公園に指定

された｡

レイク･ルイ-ズをはじめとする風光明相な観光

資源に惹かれてロッキー山脈に訪れたのは,裕福な

観光客ばかりではなかった｡芸術家,写真家,映画

聾望作者,それにルポライターなどがここを訪ねるよ

うになり,観光地としてのロッキー山脈はマスメディ

アに乗って広まっていった.その一方で,観光客か

ら自然環境を守ろうとする運動も起こり,連邦政府

はそうした気運を背景に1907年にジャスパーを2

番目の国立公園に指定した.つづいて1911年には

ウオータートンが3番目の国立公園になったo こう

した公園を訪れる観光客は,自動車の普及にともな

い鉄道以外の交通手段でも来るようになった｡ CPR

は鉄道輸送に力を入れたが,自動車の普及と道路網

の整備により,自動車利用の観光行動が一般化して

いった｡遠来の観光客ばかりでなく,地元の人びと

もまたリクリエーションやリゾートを目的として日

常的に訪れるようになった｡高まる観光者要を受け

て,ホテル,スキー場,ゴルフ場,プール,店舗な

どが観光地にあいついで建設されていった｡

ロッキー山脈一帯の観光地化というこれまでの歴

史を踏まえながら,アルバータ州政府は1980年代

に観光産業を新たな視点から育成していくことを宣

言したo それは,観光地に施設を配置していくとい

う従来型のやり方ではない｡山や湖の観光地ばかり

でなく,都市そのものに観光的要素を植え付ける,

あるいは都市から観光の雰囲気が湧き出るように仕

向けていく政策である.ロイヤル･ティレル古生物

博物館や州立恐竜公園に力を入れるようになったの

は,その一例である.ゴジラブームやジュラシック

パークといったテレビ･映画による盛り上がりを受

けて,世界的にも珍しい化石地帯を観光地として仕

立て上げた.太古の昔,アルバ一夕ー帯は浅い内陸

湖や沼でおおわれており,そこに生息した生物の死

骸が地中に埋もれて石油やガスの源になった｡この

過程には恐竜が生息する時期が含まれており,その

証拠が恐竜の化石として残されたのである｡カルガ

リーに近いドラムへラーが化石の発掘現場として有

名になり,ロッキー山脈周辺の山岳観光資源とは異

なる新たな資源として注目されるようになった｡

ロッキー山脈とその東側に広がる大平原は,観光

の対象であると同時に,映画やテレビの撮影の舞台

として恵まれた条件をそなえている｡カルガリーと



映画撮影との関わりは, 1920年代にまでさかのぼ

ることができる｡パンフで撮影されたValleyof

SilelltMenはその頃の作品であるが,興行的にもっ

ともヒットしたのは1936年撮影のRose Marieで

ある｡これはパンフの町中を舞台に撮影された映画

である｡近年の例としては,ドクトルジバゴ,ダン

スウイズウルフ,アンフォーギブンなどの作品があ

るo これらはハリウッドに本拠を置く映画会社の制

作であり.ロケの場所を貸しただけの作品であるQ

地元の映画関係者による作品は数は少ないが第二次

大戦以前にもあり,カルガリー名物のスタンピード

を映画化した作品が制作されたo

市街地でのテレビロケーション

1980年代になり,地元産業の多角化をめざす州

政府は,映画産業を育成するためにアルバ一夕映画

振興公社を設立した｡公社は地元出身の製作者,技

術者,タレントが輩出するように,資金的な助成も

行っている｡そのかいがあって,ドキュメンタリー

の分野で賞を獲得する作品が現れようになったo

1990年代になると映画よりもむしろテレビの分野

でカルガリーが登場するようになる｡たとえば

CBC制作のノースオブシクステイ,ローンサムダ

イブ,バイパーなどがその一例である.カルガリー

とテレビを結びつけているもっとも大きなイベント

は,毎年6月にパンフで開催されるテレビジョン･

フェスティバルである｡ 1999年に20周年を迎え

た伝統のあるこのイベントは,テレビ制作にまつわ

る多様な試みが議論されつ場であり.番組.制作の発

展に寄与してきた.イベントがロッキー山脈の中心

地パンフで開催ざれるというところに意味がある.

世界一級の自然環境は観光サービスばかりでなく,
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テレビ番組というコンテンツ･サービスとも深く関

わっている｡

2.スタンピードと冬季オリンピックの経済効果

カルガリーで毎年行われる行事の中でもっとも規

模の大きいのが,スタンピードであるo これは,西

部開拓時代の牧畜業で活躍したカウボーイのイメー

ジをもとに,ロデイオ大会,パレード,農産物品評

会,コンサートなどを組み合わせた一大イベントで

ある｡もとはCPRが鉄道を敷いた頃から始まった

農業フェアと, 1912年にアメリカ人のロープ業師

が始めたロデイオ大会が統合され, 1923年から同

時に開催されるようになったものである｡開催は毎

年7月の10El間と決められており,壕所は都心部

に近い南東の専用会場である｡ 2005年の場合,内

外から訪れた観客は124.2万人にも及んだ｡市内

中心部を行進するパレードの観客は35万人を数え

た｡イベントはテレビでも中継され,およそ2億人

がそれを見ているといわれる｡カウボーイやロデイ

オといった西部農村の雰囲気を想起しやすいイメー

ジで多くの観光客を毎年呼び込んでおり,これによ

る観光収入は無視できない｡スタンピードの会場近

くにはカジノやマーケットが設けられており,イベ

ント開催とは別に立ち寄る観光客も多い｡

毎年7月に開催されるスタンピード

スタンピードの開催で名高いカルガリーの名前を

さらにいっそう高めたのが, 1988年に開催された

冬季オリンピックであるo 1965年にモントリオ-

ルで開催されたオリンピックについでカナダで開催

される2番目のオリンピックであり,地元経済の期

待は非常に大きかった｡モントリオール･オリンピッ

クとの大きな違いはその成果にあり,モントリオー

ルが五輪開催の後遺症に長く悩んだのとは対照的に,

カルガリーはオリンピックを踏み台にして国際的知

名度を上げることに成功した｡このオリンピックが

成功裏に終わったことは,開催終了後に100万ド



ルの黒字が出たことによく現れている｡ボランティ

アとして関わった市民も多く,オリンピックの開催

は企業や市民に大きな自信を与えたo

オリンピックのときに使用きれた会場は,スタン

ピードの開催場所の近くに建設されたサドルドーム,

カルガリー大学のキャンパス内に設けられたオリン

ピック･オパール,それに高速道路トランスカナディ

アンの沿線に設営されたスキー会場やボブスレー会

場などであるo こうした施設の多くはオリンピック

終了後も,トレーニング施設やリクリエーション施

設として利用されており,オリンピックの置き土産

として活用されているo毎年のように国際的な競技

大会が開催されており,観客客動員によって市の経

済に少なからず寄与する施設になっている｡オリン

ピックの誘致目的が都市や地域の経済振興にあるこ

とは,なにもカルガリーにかぎられたことではない｡

このいわば自明の目的を着実に成し遂げ,その後の

都市発展に生かしている事例として,カルガリー･

オT)ンピックを位置づけることができるc

3.カルガリーに本社をおく石油･ガス企業の戦

略

カルガリーでは産業構造の多角化が推進されてい

るとはいえ,依然として石油･ガス業に依存する割

合が大きいo市内に拠点を構える大企業のほとんど

はこの産業に関係している｡以下は主な企業のプロ

フィールである｡ユンカナ(ETICana)は2002年

に設立された従業員4090人,売上高122.4億カナ

ダドルの企業である｡純粋のカナダ資本であること

は.エネルギー,カナダ,アルバ一夕のイニシャル

を観み合わせた社名からも想像することができる｡

もとはバンカナデイアンエネルギー(PanCanadian

Energy)とアルバ一夕エネルギー(Alberta Energy)

という別の会社であったが,規模の利益を求めて合

併してできた｡地元アルバ一夕,ブリティッシュコ

ロンビアはもとより,オーストラリア,リビア,ベ

ネズエラなど海外でも操業している｡

E■l亡由rt8 ⊂on問tlOn LJPd

カルガリー周辺におけるエンカナのガス

ベトロカナダ(Petro-Canada)は, 1975年に連

邦政府が設立したクラウンコーポレーションである｡

かつてブリティッシュベトローレアムカナダ

(British Petroleum Canada)が所有していたガソ

リンスタンドを譲り受けて営業するようになった背

景には,石油ショックとその彼のカナダ政府の政策

があるo もともとカナダの石油･ガス資源はアメリ

カ企業によって採掘され持ち出される割合が高く,

石油危機で価格が4倍に高騰しても,カナダ側が受

け取る利益は大きくなかった｡市場もアメリカ向け

が多く,カナダにとってメリットは少なかった｡当

時,政権の座にあった自由党は左翼的な新民主党の

支援を受けながら,石油開発の国産化をめぎした｡

そのひとつがベトロカナダの設立であり,国策会社

としての役目を果たしてきた｡しかし,その役割の

低下とともに部分的な民営化が行われ,カナダを象

徴する企業ではあるが,株式を公開した民間企業へ

と変身した｡従業員数も1.1万人から5,000人へと

大幅に削減され,国内では24位にすぎないb

シェルカナダ(ShellCanada)は,いわずとしれ

たロイヤルダッチシェル･グループの-貞であり,

年間売り上げは46偉力ナダドル(2002年)であ

る｡石油･ガスの採掘と卸小売,それに関連商品の

販売を行っており,国内にはl,800箇所のガソリ

ンスタンドがある｡インペリアルオイル(Imperial

Oil)はエクソンモービルが資本金の70%近くを保

有する企業であり,自らはシンクルードカナダ

(Symcrude Canada Ltd.)の株式の25%を所有し

ている｡この企業はエッソインペリアルとしても知

られており,エッソなどのブランドで国内に多くの

ガソリンスタンドを設置している｡国内で最大の天

然ガス採掘の企業としても有名で,石油精製と石油

製品の販売も広く手がけているo石油を原料とする

化学製品の一大メーカーでもあり,その原料はアル
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バータやノースウエストで産出される｡子会社のシ

ンクルードカナダは,カナダの埋蔵量が世界一とい

われるタールサンドから石油を抽出しているo

タールサンド(オイルサンド)の採掘方法

上述のシンクルードカナダは,アルバ一夕州の北

部に位置するフォートマクナリのアサバスカスから

産出するタールサンドを抽出して石油を生産してい

る｡同じ場所で合成石油を生産しているのがサンコー

エネルギー(Suncor Energy)であり,こちらはす

べてカナダ資本の企業である｡同社はタールサンド

からの石油抽出とともに天然ガスの採掘を行い,棉

製したあとは等望品の販売をオンタリオやアメリカの

コロラドを ･には海外

の石油･ガス資源のみを対象として採掘･精製事票

を行っている企業の本社もある｡ファーストカルガ

T)-ベトローレアム(First
Calgary Petroleums)

はまさしくそれであり,北アフリカ,中東で事業を

展開してきたo将来はアルジェリア方面に比重を移

していく方針を明らかにしているo また,カナダ,

アメリカのほかに中国で石油･ガスの採掘を行って

いるハスキーエネルギー(Husky Energy)は,ホ

ンコン出身の経営者が資本の多くを所有している｡

Ill情報技術･観光･運輸通信･健康分野の産業振

輿

1.石油･ガス業以外の主な産業とその動向

カルガリーに本社をおく大企業の多くは石油･ガ

ス業であるため,市内で就業する人びとの多くはこ

の産業に属しているかのような印象がもたれやすい.

いうまでもなく,石油･ガスの採掘･構製･販売の

実際の現場はカルガリーにはないため,本社就業者

は企画･管理･経営といった事務部門で飽くホワイ
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トカラユであるc このため,石油･ガス業の本社機

能の存在感の大きさとはやや異なり,この産業で就

業する人口は3.9万人未満である｡ただし,この数

字はカルガリー経済地域をベースとしたものであるo

カルガリー経済地域は,カルガリー市とその周辺部

によって構成されており,カルガリー地域′く-トナー

シップ(Chlgary RegionalPertnership:CRP)とと

呼ばれる地域とはぼ同じ範開をいうo カルガリー以

外でこの中に含まれるのは,エアドリー市(Cityof

Airdrie)をはじめ, 10のタウン, 5つのルーラル

地区である｡統計調査でよく利用されるカルガリー

cMAはカルガリー経済地域よりはひとまわり小さ

く,

るc

カルガリー市とその東西に連胆する地域からな

Fldure2CER:2083Emp1○vm○rltStrtJCture
I,Wr1

,■l.L

EJ7tpLq.

○ldb4Eth

DescTlptl○TT 2C83
-..LJJ

CJrl一ー

JJJhdu肋: I.○○ 100.D 1dO.¢

AgncLdhJEe DJl1 O9 22

FEq血y.F軸叩.NITq.0一dG45:2-85.218

rd.n相計dOd舶GznEx打BC血l4515.l..
ut伽_HO_90,

n仙l1.JIE)一5_

M之∩UーadLm 86 g1 148

地軸n)S伽=hr
I+( 75_6 7一l

lーーゝ. ーO 152 156

w仙Tr∝ー-12一.33.

T(利伸uKIW叫:128p○4-

FLrYm,ぬ■rm,ReaJEsbJやardL8耶I1016DF59
pTdBS3d.ScmddT蜘■細_I.59B8-一

M胴耶nl,Adnm或r81pJ88】~山Otー詑lS耶t ー0 4O 39

EdtJCdt○Tud畠6h棚S loヵ l5.I 67

■.J■E=r+_▲､=r
08 9.O TOT

hLm7ddh.C山山lt8rdR○州如l二1.357一5

Acc亡巾ーー加dIOrtandF(dSeTVIC1)S 10 68 65

OtTweieTvCeS 10 J6 45

Pub如蜘nc7旭hon 86 2_g 52

如■:C托ydCd○出Y■luStdJJ2lcICd20O4,

カルガリーにおける就業構成と立地係数C2003年)

さきに石油･ガス業の就業者数が3.9万人未満と

表現したのは,石油･ガス業は統計分類では林業,

漁業,鉱業と同じカテゴリーに入っているため,石

油･ガス業だけの就業者数が明確ではないからであ

る｡ 2005年2月時点における経済地域の捻就業者

数は62.5万人であったため,石油･ガス業を中心

とする資源関係部門はその6.2%を占めているとい

える｡経済地域の全産業を大きく財の生産部門とサー

ビスの生産部門に大別すると,前者が24.0%,後

者が76.0%であるo この割合が示しているように,

カルガリーの主たる産業は広義のサービス部門によっ

て占められているo こうした状況は,サービス経済

化が進んでいるカナダの大都市に共通した特徴とい

える｡広義のサービス部門のなかで就業者数がもっ

とも多いのは小売業で, 8.1万人であるo 卸売業は



2.4万人を数える｡ 2番目は専門,科学,技術サー

ビスで就業者は6.5万人,以下,社会福祉補助

(5.7万人)
,建設業(5.6万人) ,製造業(5.0

万人)
,金融･保険･不動産(4.2万人) ,運輸･

倉庫(4.1万人)
,宿泊･飲食サービス(4.0万人)

の順であるo 教育(3,7万人)
,経営･管理サポー

ト(2.5万人)
,情報･文化･娯楽(2.6万人)が

これらに続くが,金融･保険･不動産から情報･文

化･娯楽まで3, 4万人前後であり,全体としてか

なりバランスがとれているといえるc

卸売業,小売業を合わせると10.5万人でかなり

多い｡地域中心都市として出発したカルガリーの特

徴がここに現れており,都心部を中心とした商業構

造の形成に取引活動が関わっていることが示唆され

るo その一方で,専門,科学,技術サービスの就業

者が6万人を超えているという事実は,石油･ガス

業をはじめとする本社機能の集横や,のちに述べる

先端産業の振興政策との関係をうかがわせるo建設

業は製造業より就業者が多い｡ 20世紀を通じて都

市の建設事業を担ってきた建設業は,依然としてそ

の存在感を示している｡製造業は基本的には局地的

市場に向けた製品や,地元で産する資源をもとに製

造した製品などがベースになっているo具体的には

食品･飲料,木材･家具･紙製鼠 金属精錬･金属

加工などの部門であるo ただし, 1990年代以降,

従来型の製造業ではなく,付加価値の高い製品づく

りに向けての取り組みが始められた｡こうした取り

組みは,製造業の内部もぎることながら,その外側

にある専門,科学,技術サービス業,教育において

も活発であり,企業サービス業,大学,研究機関な

どの果たす没却が重要になってきている｡
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カルガリー国際空港(イラスト図)

運輸･倉庫業もまた,カルガリーの都市形成と密

接にからんでいる｡かつては鉄道,現在は自動車,

航空機をつかった乗客や貨物の輸送が活発に行われ

ている｡都市間の乗客輸送で果たす鉄道の役割は低

下しているが,市内交通で活躍するCトレインや

パスに依存する割合は小きくない｡最近の動きとし

て,モントリオールにあったCPRの本社が2000

年にカルガリーに移されたo鉄道にかぎらず,多く

の産業部門でカルガリーはその潜在的成長性を背景

に企業を引きつける力をもっている｡同じことは航

空の分野でもいえる｡航空ではカルガリー国際空港

の存在が大きく,取り扱い規模では国内で3番目に

位置する｡観光業という統計部門はないが,宿泊･

飲食サービス,情報･文化･娯楽のうちのかなりの

部分は観光と密接に関係しているo情報にはメディ

アが含まれており,新聞,テレビ,ラジオがその中

心をなす｡新聞はカルガリーヘラルドをはじめとし

て4鹿毛があり,テレビ局は6局を数える｡ラジオは

AMが8局, FMが17局もある｡

カルガリーの産業構造を生産額を指標として見る

と,就業者数とは若干違った特徴のあることに気づ

くo その最たる特徴は第l産業部門がGDPの

18.2% (2001年)をも占めている点であり,この

ような特徴をもった大都市圏は国内にはカルガリー

以外存在しない｡これは,カルガリー大書β市圏

(CMA)が市外の農村部をかなり含んでいるとい

う特殊事情のせいでもある｡第2位以下は金融･保

険･不動産業(18.0%)
,商業サービス業(14.7%)

,

製造業(10.5%)である｡近年,カルガリーの就業

者数は順調に増加しているが,生産額にもそれが現

れているo たとえば, 1998年から2001年にかけ

て就業者数は年率4.3%増加した｡同じくGDPは

2000年から2001年にかけて3.7%増加したが,こ

れはカナダ国内の25のCMA平均(I.5%)を大き

く上回る｡こうした成長傾向は,エネルギー分野へ

の新たな投資,石油価格の上昇,消費の活発化といっ

た環境状況によって支えられているo アルバ一夕経

済発展(Alberta Economia Development)によれ

ば, 2002年から2004年にかけてカルガリーでは

858億カナダドルの建設事業が計画されたが,その

うち555僚カナダドルは石油･ガスの分野であっ

た｡国際空港の改修に6.5億カナダドル,マウント

ロイヤル大学のキャンパス建設に1.5万力ナダドル

が支出される予定もある｡いずれにしても,こうし

た新たな投資がカルガリーに経済的影響を与えるこ

とは明らかであるb

2.情報技術,観光･エンタテイメントの産業振

輿



第1次産業や石油･ガス業に大きく依存する体質

を改め,産業構造の多角化を指向しているカルガリー

では,以下に掲げる7つの分野で産業振興を進めて

いくことが打ち出されている｡このためにリーダー

シップを発揮しているのが,カルガリー経済発展

(CalgaⅣ Economic Development: CED)という

組織である｡これは一種のNPOであり,理事には

民間企業の社長,コンサルタント会社社長,行政関

係者が就任している｡ CEDの方針では,ゲオマテイ

クス(Geomatics)
,情報技術,ツーリズム･芸術･

エンタテイメント,運輸･倉庫･ロジスティクス,

福祉,無線･テレコミュニケーション,石油･ガス

が産業振興の対象となる｡ CEDは,これら7つの

分野をクラスターとしてとらえており,各クラスタ-

が内部的に刺激し合い,連携し合うことによってメ

リットが得られると考えている｡クラスターとして

経済成長していけば,カルガリー全体の産業発展に

も寄与するところが大きいという｡ 2000年の時点

で,これら7分野の就業者数は15.4万人であり,

これは産業全体の26.4%に相当する｡雇用や生産

で,今後大きな成長が期待される分野である｡

最初にゲオマテイクスは,もともと石油･ガス業

で培われてきた位置の測定や地理的情報の分析･表

現のノウハウを新しい産業の中核に位置づけて発展

させていこうという分野である｡地域や環境に関す

るデータは多くの産業で必要とされており,それを

最新のコンピュータ技術を用いて利用すれば,ビジ

ネスチャンスを広げることができるo当面は, GPS

GIS,それにリモートセンシングが成長可能性の大

きな部門である｡カルガリーにかぎらずカナダ全体

でも新しい産業分野であるが,企業当たりの就業者

数は20名以下であることが多い｡カルガリーでもっ

とも規模の大きいQCデータが唯一110名という

三桁の就業者をかかえている｡主な顧客は通信,電

力,ガス,あるいは健康に関連する,いずれも地域

データを必要とする企業である｡ノバテル

(Novatel)というGPSの企業は,航空機のナビゲー

ション･システムを開発しており,製品の45%は

アメリカへ輸出されている｡今後,期待される市場

は,通信,インフラストラクチャー,防衛,健康予

防,ビジネス,緊急システム,それに行政サービス

である｡

第二の情報技術クラスターは,過去10年間,北

アメリカの平均をやや上回るスピードで発展してき

た｡しかし,シリコンバレーやシアトルの発展と比

べると,まだまだ十分とはいえない｡立地係数でみ

ると2.5くらいであり,平均以上に集積しているこ

とは確認できる｡全就業者の56%はソフトウエア

開発とシステムデザインに従事している｡科学･技

術分野でコンサルティング業務にあたっているのが;

この分野の23%を占める.情報やデータの加工に

携わっているのが12%,専門的なデザインサービ

スに関わっているのが9%である｡情報技術クラス
ターにおける平均収入の増加率は,全産業のそれよ

り5%はど高めである｡今後も成長が見込まれ,企

業の規模には関係なく,さまざまな市場が想定でき

る｡石油･ガス業の分野を対象として企業間取引な

ど国内外での市場拡大が見込まれる｡ iCORE,

ARC, TRLabs, CTIなどアルバ一夕州やカルガリー

を拠点として活動している研究組織やインキュベー

ター組織が技術支援をしてくれる可能性があるのも,

情報技術の開発には好都合である｡ただし懸念され

るのは,優秀な情報技術者がアメリカに頭脳流出す

る傾向が続いている点であり,この間題を解決する

必要がある｡

第3のクラスターとして位置づけられている観光･

アート･エンタテイメントは,カナダ北西部の中で

は間違いなくカルガリーに中心があるといえる｡し

かし,近年の成長はそれほど顕著とはいえない｡こ

の分野に含まれるのは,観光旅行,演劇･オーケス

トラ演奏･現代音楽,スポーツ観戦,歴史的建物

アミューズメントパーク,ギャンブル,大規模公園,

ホテル･モーテ/V,飲食･宅配サービスなどである.

国際的スケールで比較した場合,カナダの観光収入

は全世界の2.9%を占めており,けっして少なくな

い｡その増加率は6.6%であり,平均の2.9%を大き

く上回っている｡しかし,だからといってとくにカ

ルガリーが全国的規模で多くの観光客を集めている

とはいえない｡近年は,アメリカで起こった航空機

テロの影響を受けて,観光客の伸び悩みが続いてい

る｡これを打ち破るために, ｢新しい西部のセンター｣

をキャッチフレーズに観光地を売り出していく努力

が続けられている｡歴史のあるスタンピードという

年中行事に加えて,冬季オリンピックの遺産を生か

したスポーツ競技大会が,現時点では観光客を引き

つける要素になっている｡

3.運輸通信,健康分野における産業振興

運輸･倉庫業はカルガリーの都市創成の時代から

重要な役割を果たしてきた｡このクラスターの

51%は卸売商晶の輸送に関わっているが,その内訳

は航空輸送が9%,鉄道が10%,トラックが15%,
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卸売･倉庫が7%,関連するサービスが8%という

状況である｡基幹産業である石油･ガスの輸送をベー

スとして発展してきた経緯があり,多くの事業所は

その関連で発展してきた｡就業者の給与は過去8年

間で25%増加したが,全国平均と比べるとやや低

い｡近年,輸送センターやロジスティクス･センター

が増設されており,業務内容はより現代的になって

いる｡主なセンターとして,ウオルマート物流セン

ター,カナディアンタイヤ物流センター,カナディ

アン･フライトウエー,コンソリデート･ファース

トフレートなどがある｡

トラックや航空による貨物輸送のインターモーダ

ル化が国際的に増えており,カルガリーもそうした

中にある｡トラックが鉄道のシェアを奪う傾向が続

いており,一方で航空貨物が国際化にともなって伸

びている｡アジアとの間で貨物を輸送する都合が大

きく,増加率は世界平均を上回っている｡消費者需

要に即応する態勢が情報技術の進歩によってとれる

ようになった｡サテライト,トラッキングサービス,

インターネットなど新しい技術が,より効率的な業

務への移行を促している｡海の港湾に代わる内陸部

の港湾が貨物の集散機能で地位を高める可能性があ

り,ミネアポリス,ソルトレークシティ,ウイこペ

グなどとの間で競争が激しくなるかもしれない｡こ

うしたカルガリーの運輸･倉庫機能を今後さらに強

化するには,高速道路の整備,渋滞の解消,人材の

育成,トラック輸送と鉄道輸送の間の税の均衡化,

業界と行政との間の関係改善などが必要である｡

カルガリーは,北アメリカの中で無線通信産業の

集積地のひとつとして知られている｡事業形態は,

Personal Area Networks ( PANs ) ,
Wireless

I,ocal Area Networks (W-LANs) , Fixed Wireless

Access Systems (FWAS)からなる｡こうした事業

所に部品を供給したり,サービスを提供したりする

企業もあるため,全体では1.2万人と就業者もかな

り多い｡立地係数は1.5程度であり,オタワやデン

バーなどと比べると集積度は高くない｡集積が多い

のは通信機器製造業であり,ノーテルネットワーク

(Nortel Networks) ,
Cell-Loc, Wi-LAN, CSI

Wirelessなどが大手である｡無線ネットワークはま

だまだ発展途上にあり,第3世代が登場すれば通信

容量も大きくなり,利用もしやすくなる｡ TRLabs

はこうした先進技術の開発に大きく寄与すると期待

されている｡さらなる発展を遂げるには,セキュリ

ティ問題,標準化に向けての競争,通信機器の改良

などの課題をこなしていく必要がある｡

運輸や通信とはやや分野が異なるが,福祉を目的

とした産業分野が今後,大きく発展していくと見込

まれ,クラスターのひとつに指定されている｡なに

ぶんにも発展途中にあるためその明確な定義はされ

ていないが,学際的でなおかつ需要発生的な性格を

もった産業分野であることは間違いない｡伝統的な

健康サービス,将来の健康づくり,生物医療,通信,

健康サービス,リクリエーションといった要素が,

この中に含まれる｡カルガリーは以前から｢健康都

市｣として知られるほど,健康的なライフスタイル

や健康関連の研究施設面で優位性をもっている｡遠

隔医療サービス,バイオメカニック製品,健康増進

トレーニング,リゾートケアなどの面ですでに蓄積

がある｡こうした地域財産や資源を総合的に生かし

て新しい産業に育て上げていくことが重要である｡

そのためには,技術革新に力を入れ,かたちある製

品やサービスを生み出していく必要がある

(Calgary, 200 1b).

表3一 倍報通信産業の地域別集積状況(2004年)

地域
ネットワ-キン
グ.テクノロジー

コア.テクノロ

ジー

ソフトウエア.1CT
サービス ニューメディア ICY

バンク-パー

カルガリー

エドモントン

ノースウエスト準州

サスカチユワン州

ウィニペグ

ウオータール-地域

トロント

ハミルトン

オタワ

●(ワイヤレス)

●(ワイヤレス)

●

●(テレコム)

▲(フォトニクス)

●(マイクロエレク
トロニクス)

●(フォトニクス)

●(ソフトウエア)

▲(ソフトクエ7)

●(ソフトウエア/E
ビジネス)

●(ソフトウエア)

●

▲

▲

▲

●

●

▲

●

●

●

●(マリーン.コ
ざ-1ニ々--シーン

モントリオール

ケベックシティ

ニュープランズ

ウイツタ州

ノバスコシア刺
プリンスエドワード

アイランド州

ニューファンドラン
■州

●(テレコム) ●(フォトニクス)

●(フォトニクス)

●(Eビジネス)

●(Eビジネス/E
ラーニング)

出典:IndustryCanadaの資料をもとに作鹿注:●-クラスター,▲=スポットライト｡

Ⅳ 交通基盤と都心部の商業･サービス･住宅

I.主要道路網の配置と公共交通の役割

カルガリー市の総面横は789.9h&,人口は

956,078人(2005年)なので人口密度は1,252.3

人/krh2である｡市域は南北方向にやや長い長方形を

しており,北西から南東にかけて流れるボー川が市

域を大きく二分している｡ボー川に向けて南側から

流れ込むエルボー川との合流地点がカルガリー発祥

の地であり,現在の都心がそれに相当する｡市の南

西部には先住民のインディアンが居住するTsuu

Ttina Nationが広がっており,形状的には西側から

カルガリー市に食い込むようなかたちをしている｡
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市の北側にはロッキービュー自治区(Municipal

Distlict ofRockyView) ,南側にはフットヒル自
治区(Municipal District of Foothill)が広がって

おり,カルガリー市は両者を結びつけるような位置

にあるといえる｡これら2つの地区は農村的な性格

をもっているが,カルガリー市に接する部分では同

市からの都市化の影響を受ける｡このため市は,こ

れら2つの地区との間で相互発展を促す計画境界

(1ntemunicipal Development Plan Boundaries)

を設けているQ この境界地帯は,カルガリー市を取

り囲むように,まるで絵画の枠のように設定されて

いる｡

市域内の地区区分

カルガリーにかぎらず,都市構造を理解するさい

には道路システムが重要なてがかりとなるD地形が

おおむね平坦なカルガリーでは東西一雨北の格子状

の道路システムが採用されており,非常にわかりや

すい都市構造になっているo市街地はこの道路シス

テムをふまえながら,北西,北東,南東,南西の4

つの地区に分けられるc東西方向はアベニュー,南

北方向はストリートと呼ばれているため,たとえば

5508tbAvenue SWと表記された住所は,南西地

区を東西方向に走る8番街の550番目の地点とい

うことになる｡ Avenueは100番から数字が始まり,

Streetの場合は0番から数字が始まることも決めら

れている｡格子状システムの座標の原点はボー川に
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架かるCentre Street Bridgeに定められており,こ

こから東,西,商,北の各方向に向けて遠ざかるほ

ど,アベニュー,ストリートの数は大きくなる｡た

だし,すべての住所がアベニューとストリートで表

記されているわけではなく,地形が複雑なため道路

が格子状にはなりにくい周辺部では,固有の道路名

が用いられているo

Transpor(ation

Sy stem

主な交通システム

幹線道路は格子状システムにアクセントをつける

役割を果たしており,ここを通れば市域内での移動

も速い.その中でも重要なのがハイウエー1であり,

これは国内を東西方向に走るトランスカナダ･ハイ

ウエーの一部であるo 市内では16thAvenueNEが

これに相当している｡ハイウエー1は市の西部では

ポー川の右岸を走るが,左岸を並行して走るのがハ

イウエー1Aであるo 両者は混同されやすいが,ハ

イウエー1Aはトランスカナダ･ハイウエーとは別

の道路であるo南北方向で重要なハイウエーは,カ

ルガリーとエドモントンをつなぐハイウエー2 (クイー

ンエリザベスIl)であるo これはアメリカのモンタ

ナ方面から北上し,エドモントンからさらに北に向

けて伸びる道路の一部をなすo カルガリー市内南部

ではボー川に沿っており,北部では国際空港の西側



を走行する｡地元ではデアフットトレイル

(Deerfoot Trail)と呼ばれており,直線状の高規

格道路であるため,高速で走る自動車が多い.この

ほれ市域を縦貫するハイウエーとして,ハイウエー

22X,ハイウエー8などがある｡

自動車交通はカルガリーの都市活動に欠かせない

存在であり,通勤手段の72.8% (2001年)は自動

車によるものである｡全国主要都市の平均が

73.3%であるため,これをわずかに下回っていると

はいえ,自動車に強く依存していることに変わりは

ないo一日あたりの交通量がとくに多いのは,ハイ

ウエー2すなわちデアフットトレイルのうち都心部

に近いところであるc 平日の平均交通量は20万台

(1998年)にも達している.ハイウエー8と,こ

れから分岐して都心部に近づく付近の交通量も多く,

10万台前後を数える.概して都心讃;を取り巻くよ

うに環状に走行する道路の交通量が多い｡都市発展

の勢いが強いカルガリーでは道路の整備が増え続け

る自動車交通量に追いついていかないという問題が

あるo このため,道路の拡充を進める一方で,これ

までのような道路づくりを見直そうという動きが現

れてきたo都市の持続的発展という視点から道路交

通を再検討しようという動きであるc

カルガリー市民の移動を支えている自動車以外の

交通手段として,電車とバスがある｡これらの公共

交通はカルガリー･トランジット(CalgaryTraI鳩it)

によって運営されている｡カルガリー･トランジッ

トは1909年に設立されたカルガリー市営鉄道

(Calgary Municipal Railway)がその前身であり,

路面電車やバスによる交通サービスを供給してきた｡

1981年に北アメリカではまだめずらしかったLRT

を敷設し,その後もJ頃詞に路線の延長を行ってきたo

現在,南側から都心を通って北西側に向かうルート

201と,者拓心から北東側に至るルート202の2っ

の路線がある｡これら2つのルートは都心部で重なっ

ているが,.2ルート合わせて36の駅があり,

C-Trainとして市民に親しまれ利用されている｡こ

のC-Trainを補っているのがバス射であり, 160の

路線が市内全域をカバーするように設けられているo

C-Traillの駅を起点として循環するバスルートも多

く,同一チケットで乗り換えることができるo

C-Trainの路線長42.1kmを含めて,総延長

4,500kmの公共交通網が市内に乗り巡らされてい

る｡年間の乗客数は1.17偉人(2004年)
,収益

は8,060万力ナダドルであった｡

2.都心書βの範囲と業務ビル･商業･サービス空

間

カルガリーの都心部は, 3つのネイバーフッドと

同じく3つのディストリクトからなる｡北側はボー

川がその填であり,西側はエルボ-川によって境さ

れているo 東側は14 Street SW,そして南側は12

Avenueによって区切られる｡ネイバーフッドとディ

ストリクトを区別しているのは都市機能の集横密度

に違いがあるからである｡前者は中心部の商業核,

その西側のウエストエンド,そして東側のイースト

ビレッジからなるが,ディストリクトに比べると密

度が高い｡一方,ディストリクトは北側のユークレ

(EauClaire)とチャイナタウン,それに南側のミッ

ドタウンからなる｡ミッドタウンはCPRの鉄道に

沿った細長い地区であるため,ベルトラインとも呼

ばれるo

都心部の地区区分

都心部の面債は984エーカーつまり3,982,248

rriであるが,そのうちの134エーカーは未利用地

であるo また,建物の高さが2階未満のほとんど未

利用に近い土地が170エーカーもある｡未利用地

がとくに多いのはベルトラインである｡このほか,

160エーカーが駐車場として利用されている｡業務･

商業･サービス的用途で利用されている空間の床面

墳は,総計で6,516,243mlである.もっとも多い

のはオフィス用途であり,全体の66.7%を占める.

以下,小売業(ll.3%)
,駐車場(10.6%) ,ホテ

ル(4.7%),サービス業(1.7%)
,レストラン

(1.2%)の噸である｡つまり圧倒的に多いのはオ

フィス用途であり,企業の業務活動を行う場所とし

て大小の建物が建設されてきたことがわかるo

都心部に建つ事務所ビルの中にはカナダ西部はも

とより,全国的スケールで見ても高いと思われるも

のが少なくない.最高は1984年に建設された53

階建てのベトロカナダセンターであり, 215mの高
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さがある.これにつづくバンカーホールウエスト,

バンカーホールイーストはともに52階建て,

197mの高層ビルである｡ 190m台にはこのほかに

カルガリータワーがあるが,これは事務所ビルでは

なく,観光用のタワーである｡これら以外に160m

を超える事務所ビルが5棟もあり,比較的狭い範囲

に文字通り林立している｡こうした高層ビルは,こ

れより低い中低層ビルに囲まれており,全体として

業務･商業･サービス空間を形成しているo

が+15をこれはどまで充実したものにした背景に

ある｡

小売業は業務機能についで広いスペースを有して

いる.小売業の総床面墳は96,319Trfであり,事業

所数は3,755を数えるo ちなみに,カルガリー市

全体に占める都心/J､売業の割合は,床面積で

14.2%,事業所数でⅠ5.2%であるo 8th Avenue S

に沿ったステファンアベニューウオークが,都心部

において核をなす小売･サービス空間である｡通り

に面して小売店舗,レストラン,映面館,飲食店が

軒を連ねているo この通りに隣接するようにクロー

ズドモール形式による3つのショッピングセンター

が設けられている｡このモール以外に,イートンセ

ンター, TDスクエア-,スコティアセンダーなど

が都心部の小売･サービス空間を構成する｡

ショッピングセンターやモールと並んで都心部の

アメニティを高めているのが,娯楽,文化,芸術,

学閥連の施設である｡ 2002年の統計によれば,

心部のアメニティ施設を訪れた観光客は130万

にものぼるc都心で行われる演劇をはじめとする

種パフォーマンスへの参加者は68.8万人であっ

o カナダ西部の開拓の歴史的資料を集めたグレン

一博物餌の入館者は5.8万人,カルガリー科学七
夕-の入館者は22.5万人にものぼったc このよ

に,一見したところ業務空間に占拠されたかのよ

北側から見た都心部の景観

カルガリーの都心部を歩く人にとってもっとも有

り難いインフラストラクチャーは,ビルとビルの間

を連絡する通路であるo これは,もともと人と自動

車の移動を分離する目的でつくられたものであるが,

その効用は冬の寒い時期に都心部を移動する苦痛を

和らげるという点にも及んでいるD r般にスカイウオー

クと呼ばれるピル相互間を連絡する回廊は,北アメ

リカの都市ではめずらしくはない｡しかし,カルガ

リーほどよく整備され,稔延長の長い都市はほかに

はない｡これは, 1960年代後半にカルガリー市役

所の都市計画課で働いていたHノ､ネン(Hanen)

のアイディアによるものといわれており, 1970年

代から設置が始まった｡現在,都心部にある57の

ビルを連絡するスカイウエーの総延長は16kmに

も達するo地上からおよそ15フィート,約5mの

高さに設けられていることから, +15 (プラス･フィ

フティーン)と称されている｡ハネンはこの功績に

よりビンセント･マッシー賞を受賞した｡ビルを新

たに建設しようとする場合,十15を設ければボー

ナスとして建設許容面積が増加するo こうした制度
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うな都心部であるが,実際には買い回り品を物色す

る消費者,あるいはアメニティ施設を訪れた観光客

などで賑わいを見せているo

ステファンアベニューウオーク

3,都I♭部における人口と住宅の特徴

カルガ.) -の都心部には多数の都市機能が集積し

ているが,居住人口それ自体は意外なことに少ないo

3つのネイバーフッドを全部合わせてもl万人足ら

ずであり, 2万人が居住するミッドタウンの方が多

い｡ユークレは1,500人,チャイナタウンは1,200



人である｡都市部における人口密度の低さはカナダ

東部の都市のそれと比較すると明瞭であり,これは

都市発展の歴史の新しざと広大な空間を周辺に有す

るこの都市の性格を反映したものといえる｡現在,

都心部ではコンドミニアムやアパートの建設が進め

られており,今後は人口密度が上昇していくと見込

まれる｡

都心部の人口は市全体の人口のわずか1.6%を占

めるにすぎない｡この割合は1960年代末以降,ほ

ぼ連続して低下しており,都心部居住人口のウエー

トは大きくないc この割合が連続的に低下している

のは,都心部以外の郊外で人口が増えているためで

ある｡人口を絶対数で見た場合, 1980年代の前半

に一時減少したが,過去30年間,都心部の人口は

増加してきている｡今後はどうであろうか｡ 2004

年時点の推計によれば, 2033年には25,000人近

くにまで増えると予想されている｡都心部の人口構

造を市全体のそれと比べると,年齢別構成で大きな

特徴のあることがわかる｡都心部では25-35歳や

65歳以上の人口構成が多く,逆に19歳未満の人口

構成が少ない｡こうした特徴は世帯当たり人口の少

なさにも反映されており,市全体の平均が2,6人で

あるのに対し,都心部のそれはl.7人にすぎないo

都心部には若年就業者,もしくは高齢の単身あるい

は夫婦の小規模世帯が多いといえるo

Popuhtion by Age Group事Do耶一o肌
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全市と都心部における年齢階級別人口構成

2001年現在,都′♭部では12.4万人が就業して

いるQ 市内全体の就業者は48.8万人であるため,

25.4%つまり4分のlが都心部に集まっていると

いえるo現在の予測では,この割合は将来,低下す

ると考えられるo都心部以外で就業機会がより多く

増加すると思われるからであるo 都心部就業者の

32%は第1次産業部門で働いているo これは石油･
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ガス業が含まれる鉱業がこの部門に属しているから

であり, 15%を占める専門的就業者の多くもエネ

ルギー関係の企業で就業していると考えられるo比

率でこれらを上回っているのが,サービス業就業者

(40%)である｡小売業就業者は11%,卸売業就

業者と製造業就業者はともにⅠ%である｡これを市

全体のそれと比べると,第1次産業就業者と専門的

就業者の割合が優っており,エネルギー関係の企業

就業者が都心部に多いことが,あらためて理解でき

る｡

さきに都心部の居住人口は市全体の1.6%と述べ

たが,人口を収容する住宅の戸数が市全体に占める

割合はおよそ2%である.いずれもわずかな割合に

すぎないが,都心部における人口の増加とともに戸

数の絶対数も増えていくと予想されるc 住宅の

98%はアパート形式であり,一戸建て住宅はほんの

わずかである｡近年はコンドミニアムなどをレンタ

ルで賃貸するよりも,むしろ購入して居住する傾向

が一般的になっている｡人口増加が続くカルガリー

の住宅価格が一般に高いことはよく知られているカミ

都心部でも1997年から2004年にかけて価格は

9%前後上昇した｡住宅戸数がもっとも多いのは核

心部すなわちコマーシャルコアであり, 5,000戸を

数えるo ウエストエンドはl,000戸をわずかに上

回るが,他の3地区は900戸前後にとどまる｡

V 主な小売業･サービス施設と工業地域の分布

1.ショッピングセンターの分布と特徴

都心部の小売業･サービス業が高三欠な商品やサー

ビスを提供しているのに対し,都心以外の小売業･

サービス業はややレベルの低い商品やサービスを供

給する｡つまり階層的な差異が両者の間にはあり,

購買圏や商Eilも空間的に相違している｡前者は市内

一円を対象としたより広い空間であり,後者は局地

的な空間に限定される｡ただし,商業システムはつ

ねに変化しているため,新たに登場する業態が単純

な階層システムを変えていく傾向にあることは否定

できない｡アウトレットモール,ボックスストア,

パワーセンターなど, 1990年代に現れてきた新業

態が従来の商業秩序に対してその変更を迫っているo

全国的に生じているこうした動きは,カルガリーで

も観察されるo

カルガリー市内にあるショツビングセンター,ショッ

ピングモールの数を地区別に見ると,都心部9,セ

ントラル2,マックロド4,北西7,北東7,南東5,



南西9である｡カナダのショッピングセンターは民

間ディベロッパーによって開発され管理されるのが

普通であるc 民間ディベロッパーの大手であるキャ

ディラックフェアビューはカルガリー市内で2つの

ショッピングセンターを開発し管理･運営に当たっ

ている｡そのひとつのチヌクセンター(Chinook

Centre)の場合,核になっているテナントは百貨店

のベイ,スーパーのジラーズとシアーズであるo場

所は都心の南方,マックロッドトレイル(Macleod

Trail)とグレンモアトレイル(Grenmore Trail)

SEが交わる交差点の北西角であり,店舗は核テナ

ントを含めて200余りを数える｡スーパーリージョ

ナル･タイプに属するこのショッピングセンターに

はパナマウント劇場,ボーリング場,国内最大規模

のフードコートが設けられている.まさに勢いよく

発展を続けるカルガリーにふさわしいショッピング

センターといえるo

チヌクセンターのレイアウト

キャディラックフェアビューは,カルガリー市内

の別の場所でもショッピングセンターを開発したo

場所はカルガリー大学のすぐ西側で,ポー川にも近

いところである｡広さは89.5万m3で,ここもスー

パーリージョナル･タイプのショッピングセンター

であるD 9,000万ドルを投じてリニューアルが行わ

れ, 2004年8月に新装オープンした｡平面形式の

広いフロアーの下には駐車場が設けられ, C-Train

のカルガリー大学駅にも近いため,公共交通による

アクセスにも恵まれている｡核店舗はベイ百貨店,

スーパーのセーフウエーとジラーズ,それにトイザ

らスであり,これらを含めて店舗数はⅠ40余りで

ある｡
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アルバータ州南部における中核病院

2.主なサービス施設の分布と役割

人口が100万近くの大都市になると,公共サー

ビスの質と量ともに充実したものが求められる｡こ

こでは数ある公共サービスの中から医療,教育･文

化,スポーツ･リクレーションを取り上げ,サービ

スが供給されている施設の分布と特徴について検討

する｡最初に取り上げるのは病院･クリニックであ

るo 市内にはロックビュー病院(Rockyview

GeneralHospital)
,ピーターローヒ-センター

(peter I_.ougheedCentre)
,フットヒル医療セン

ター(Foothills Medical Centre)
,アルバ一夕子

供病院(〟berta Children■s Hospital)という4つ

の病院があるが,ピーターローヒ-センターのみ市

域の東側で,他はいずれも西側にあるo これらの病

院は,アルバ一夕州南部のカルガリー医療圏に配置

されている12の病院群の中でも中核的な役割を果

たしているD

ロックビュー病院はグレンモア貯水池に面した位

置にあり,病床数500,職員2000人の体制で医療

サービスを提供している.集中医療設備は完備され

ており, 24時間の緊急医療体制もととのっているo

市北東部の26Ave.と36Stが交わる位置にあるピー

ターローヒ-センターもロックビュー病院とほぼ同

じ規模であり,病床数は506,職員数は2,000人

である｡ここでも,集中医療設備と24時間の緊急

医療体制はととのっているo 29St.N.W.にあるフッ

トヒル医療センターは,病沫数700,職員数6,000

人の大規模な医療施設である｡ 24の集中治療用ベッ

ドを備えており,診療科目も充実している｡アルバー

夕子供病院は都心部に比較的近く,年間5.9万人の

患者を受け入れている｡ 0歳から18歳までの患者

ほ, BC州南東部,サスカチエワン州南西部からも

訪れる｡

サービス階層のレベルでは病院の下に位置づけら

れるヘルスクリニックは,市内に14カ所あるo 地



域バランスを見ると,南東部6,北東部4,南西部

3,北東部1となっており,南側にやや多く北東部

は少ないc半数近くは都心部とインナーシティにあ

り,郊外には少ないという特徴がみとめられる｡

T'!苛 l

フットヒル医療センター

カルガリーには高等教育機関としてカルガリー大

学(University of Chlgary)と南アルバータ工科大

学(Southem Alberta Institute ofTechnology)が

あり,また単科大学としてロイヤルマウント･カレッ

ジ(Royal Mount Conege)とボーバレー･カレッ

ジ(Bow ValleyCollege)がある｡カルガリー大学

は都心の北西約5kmにあり, 213-クタールのキャ

ンパスをもっている｡学生数は正規プログラムを習

得中の3万人と生涯教育プログラムを受講している

2万人の合わせて5万人を数える｡職員は1,900人

の教授スタッフと2,400人の事務職貞からなる｡

1966年にアルバ一夕大学から独立するかたちで正

式の大学としてスタートし,現在は16の学部, 60

以上の学科によって構成されているo地域性を反映

した北極の研究をはじめ,法敵エネルギー,環境,

石油,交通などの分野の研究も盛んである｡
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カルガリー大学キャンパス内の+15

南アルバータ工科大学(SAIT)の前身は, 1916

年に設立されたアルバ一夕州立工科･芸術大学

(PAJT)であるo 1921年に都心部から由緒ある建

築物として知られるへ1)チ-ジセンターに移転し,

さらに第二次大戦中に現在の場所に移転したo スタ
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ンピードが開催される敷地の一角が現キャンパスで

ある｡ 1965年から現在の名称になり,以来,数多

くのエンジニアや専門家を社会に送り出してきた｡

現在は70種類の学位を授与するほど多様な教育プ

ログラムを用意しており,学生数は6.5万人を数え

る｡工科大学の性格を反映し,機械工学,健康科学,

ビジネス,商業実務など実践的あるいは応用的分野

に強みを発揮している｡

ロイヤルマウント･カレッジは1910年にカルガ

リー都心部に設立されたメソジスト系の単科大学で

ある｡現在はリンカーンパークにあるメインキャン

パスのほかに3つのキャンパスがあり,ビジネスス

クール,コミュニケーションスタディ,健康･コミュ

ニティスタディなどの学頚;から成り立っている｡学

生数はフルタイムが8600人,パートタイムが

4100人の合わせて1.3万人であるo ポーバレー.

カレッジは1965年の設立であり,キャンパスは都

心東部,市役所の近くにあるo メイン･キャンパス

とロッキーマウンテンプラザ･キャンパスからなり,

毎年4000人近い学生を受け入れている｡学生数は

学術基幹,第二外国語としての英語,健康･コミュ

ニティケア,ビジネス･産業の各コースの噸で多いo

以上のように,医療,教育･文化,スポーツ･リ

クレーションともに,設備やスタッフはかなり充実

しており,国内でも高いレベルにあるo これも,都

市経新句境詞で財政的にほとんど問題がないアルバー

タ州やカルガリー市の現状を反映している｡しかも,

現状に甘んずることなく,次の時代を見据えて新し

い試みに挑戦している姿勢が見受けられる｡開拓の

歴史が新しく過去のしがらみにとらわれることのな

い地域性がうまく作用しているのではないかと推測

される｡

3.工業地域の分布と開発の可能性

カルガリーにある工業地域には,重工業,製造業,

倉庫業,軽工業などの事業所が立地している

(CalgaIγ,2001a)｡ところが,工業地域に立地して

いるのはいわゆる工業ばかりでなく,自動車のディー

ラー,郊外オフィス,ホテルをはじめとする商業･

サービス業系の事業所も見られるo これは,工業地

域といえども,立地を狭い意味での工業に限定して

いないためである｡むしろ商業･サービス業系の事

業所は,土地代の安さや顧客との間の距離的近さを

理由に工業地域に集まってくる｡現在,カルガリー

には北/北東,中央地域,南東地域に主要な工業地

域があり,これらを補うようにしてカルガリー大学



に隣接してリサーチパークがある｡

市内中央部工業地域の土地利用

市中央部の工業地域は5.5平方マイルの広さがあ

り,工業地域としての歴史も長いo しかし,古い重

工業は操業をやめて久しく,その後を埋める重工業

以外の工業は見当たらない｡ラムゼイ(Ramsay)

を除けば,かつての工業用地は空き地のまま放棄さ

れているのが現状である｡重工業卓越時代に汚染さ

れた土壌が災いし,新しい工業が跡地に入ってくる

可能性は小さいといわざるをえない｡この工業地域

の特徴は,鉄道によるアクセスに恵まれている点に

あるo LRTが地域内を南北方向に走っているため,

公共交通の利便性もよい｡逆にいえば,自動車交通

によるアクセスにはそれほど恵まれているとはいえ

ない｡マックロドトレイル(MacLeodTrail)
,デ

アフットトレイル(DeerfootTrail)
,ブラックフッ

トトレイル(BlackfootTrai1)に沿ったところでは,

商業的土地利用への転換が進みつつある｡空地があ

まり広くないため,今後の土地利用として潜在的に

考えられるのは,卸売業や物流よりもむしろオフィ

スや商業施設であるo唯一,大規模な利用として考

えられるのは,デアフットトレイル南東部にあり,

かつて鉱山会社のコミンコ(Cominco)が利用し

ていた敷地である｡
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市内両案部工業地域の土地利用

南東工業地域は面瞭が17平方マイルと広く,秩

道へのアクセスや貨物の績み換えに恵まれているo

道路との連絡で好都合なのは,デアフットトレイル,

バーロートレイル,ハイウエー1へとの結びつきで

あり,将来はイーストフリーウエーともつながる予

定であるc 1961年にカルガリー市は鉄道会社の

CNとCPとの間で開発協力協定を締結した｡この

協定をもとに1981年と1991年に再び交渉が行わ

れ,協力関係をさらに進めていく方向で話し合われ

た｡市が保有している工業用他の多くはこの南東部

の工業地域にあり,大部分は重工業用地であるQ工

業活動を支援する企業も多いが規模は大きくないo

郊外型のオフィスはあまり見られないのも,この地

域の特徴である｡この地域では,デアフットトレイ

/レ沿いの発展と,西から東に向かう発展,それに南

から北へ向けての発展が支配的である｡ここでの課

題として洪水時の水処理能力の不足を指摘しないわ

けにはいかない｡現在,そのための事業が行われて

いる.十分なサービスが受けられる工業用地が多く

ないことも問題である｡



市内北部/北東部工業地域の土地利用

北部および北東部の工業地域で核をなしているの

はカルガリー国際空港である｡航空騒音は大きな問

題であり,空港の北側は未開拓な状態にあるo重工

業はほとんどなく,地域の東側にサービス条件に恵

まれた工業が集まってt】る｡空港のすぐ南側と西東

側には小規模な企業の入ったビルが展開しており,

オフィスも入居しているoノーテル糾ortel)
,ヒュ-

ゲスエアークラフト(Hughesjurcraft)
,ノバテ

ル(Nova Tel)など高収益企業がここに集まって

いる｡航空倫送の便を考えると,ここは恵まれた地

域といえる｡空港管理当局が所有する用地が1,800

エ-カーもあるが,基本的には賃貸用である.将来

的には,この用地が新規利用の30%程度を占める

と予想される｡現在,カルガリーの工業活動でもっ

とも大きく寄与しているのはこの地域である｡短期

的なサービス利便性はたしかに恵まれているが,将

莱,交通面で問題が生ずる恐れがないとはいえない｡

第4の工業地域は,カルガリー大学に隣接する

98エーカーのリサーチパークである｡この一角は

カルガリー･テクノロジー(Calgary TechJIOIogy

lnc.)によって管理･運営されており,設備･環境

とも申し分ない｡すでに全用地が利用されており,

余裕はないo

上述した4つの工業地域のはかに,市の北西端と

南端に将来の工業用地が設けられているが,現在は
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ほとんど利用されていないo

Ⅵ 郊外を中心とする住宅地域と居住の社会性

I.住宅地域の分布と変化の特徴

2004年4月時点におけるカルガリー市の総人口

は933,495人であり,前年に比べてIl,180人の増

加であった｡ 1993年から2003年までの年平均増

加数は19,300人であったため,増加のスピ-ドが

やや落ちたといえる｡社会純増数も2003年の

8,965人から2004年の2,253人へとかなり少なく

なったo これまでプリティツシュコロンビア州から

の流入人口が多かったが,同州の景気回復にともな

い流入数が落ちたことが大きな原因と考えられるo

93万余の絵人口を収容する住宅戸数は383,701

(2004年)であり, 11年前の1993年と比べると

34.5%の増加である｡ただし,すべての住宅に人が

住んでいるわけではない｡ 2004年の住宅の空き室

率は4.3%であり,前年の3.0%をlポイント臥上回っ

た.過去10年間,住宅の空き室率が4%を上回る

ことはなかった｡入居のスピードを上回る勢いで住

宅供給が進められた結果,このように高い空き室率

になったと思われる(Calgary, 1995a)a
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38万余の住宅は市内全域にわたって分布してい

るが,その密度は当然のことながら一棟ではない｡

中心部ほど高く,周辺部や郊外にいくほど低くなっ

ていく｡住宅の形式も,アパートやコンドミニアム

などの集合住宅は中心部に多く,郊外では独立した

一戸建て住宅が大半を占める｡住宅戸数で見ると,

一戸建て住宅は全体の61.3%を占めており.こう



した住宅に住む人の割合は70.9%にも達する｡ 5階

建て以上の集合住宅は全戸数の6.7%であり, 3.9%

の人びとがここに住む｡戸数で31.4%,人口数で

24.8%を占めるのがその他の住宅であり, 4階建て

未満の集合住宅がその主体をなすo移動式住宅は戸

数で0.6%,人口数では0.5%を占めるo

市民100人のうち70人までが一戸建て住宅に住

んでいるのは,いかにカルガリーが住宅事情に恵ま

れているかを物語る｡こうした恵まれた状況は,他

の都市と比敬するとよくわかる｡たとえば平地の少

ないバンクーバーの場合,一戸建て住宅に住む人の

割合は53.6%にとどまるo バンクーバーの人口数

はカルガリーの2倍以上であるため,それだけ居住

圧力も大きいと考えられるが,やはり地勢の違いが

大きいo海岸近くまで山地が迫っているバンクーバー

と,ロッキー山脈の東側に広がる大規模な平原上に

位置するカルガリーの違いである｡これら2都市は

住宅価格が高いことで知られているが,その理由は

同じではないo住宅適地に恵まれないバンクーバー

に対し,カルガリーでは急激な人口増に住宅供給が

追いついていかなかったことが,高価格の背景になっ

ている｡

カルガリーの市街地を都心部,インナーシティ,

郊外に分けた場合,面横では都心部がもっとも狭く,

郊外がもっとも広い｡都心部はボー川とベルトライ
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ンに囲まれた地域であり,その回りをインナーシティ

が取り囲むoインナーシティの北限は20アベニュー

付近,南限は商都工業地域とモンロワイヤルに接す

る付近である｡また西はクラウンチャイルドトレイ

ル,東は19ストリートによって画ざれる｡郊外は

形成時期の違いによってさらに分けることができる｡

形成時期がもっとも古いインナーサパープ(inner

suburb)は,西側と北側で広く,南と東は狭いo

これは,南西側にグレンモア貯水池があり,東側に

は広大な工業地域が広がっているためである.イン

ナーサパープを取り巻くようにして既成郊外

(established suburb)があるc これは北西と南の

方面に向けてよく広がっており,東側では工業地域

を飛び越して展開する｡さらにその外側には最近の

郊外(recent suburb)があり,またその外側に新

しい郊外(new suburb)が広がっているo 前者は

ノーズヒルパークの北側やフィッシュクリークの南

側であり,後者は市域の端に沿うように広がる｡

乙 新しい郊外地域での住宅建設

他の都市と同様,カルガリーでも住宅地域の人口

は一定のサイクルを示しながら推移してきた｡たと

えば郊外地域の場合,最初の10-12年間は人口が

増えて住宅地も外側に向けて広がる｡しばらくする

と人口増加が安定するようになり.子供は成長し成

人になって家を離れるため人口は減少する｡しかし,

その後,再び新しい世代が流入するようになり,住

宅地域の再生が始まる｡こうしたサイクルは場所を

変えて移動し,住宅地域の形成と変化が繰り返され

るo現在,もっとも人口が増えているのは,市域の

境界に近い付近である｡その内側では遂に人口が減

少傾向にある｡しかし全体として周辺部に向けて住

宅地域が拡大しているのは,カルガリーの総人口が

依然として増え続けているからにほかならないo

現在,住宅地域の人口がもっとも大きな勢いで増

えているのは,新しい郊外と呼べる地域であるD

2003年までの5年間の人口増加率は市の平均を

10%近く上回った｡同じ期間中に市内で建設された

集合住宅の92%,戸建て住宅の43%は,この地域

が占めた｡これを中心部からの方向別で見ると,北

半分が44%,南半分が27%であり,北部方面で住

宅地化が盛んなことがわかる｡西側は14%,東側

は15%である｡今後,こうした新しい郊外地域で

は住宅地の建設が進められるが,見込まれる建設期

間は地域によって異なる｡期間が15年ともっとも

長いのは,北部,西部,南東部であるo北東部は6



-9年,南部は7-11年,北西部は5-7年と見込

まれるo東部にはもはや開発すべき住宅用地は残さ

れていない｡ただし,こうした期間は経済情勢や人

口動向によって影響を受けるため,将来,変わるか

もしれない｡カルガリー市は, 2003年から2007

年にかけて毎年9,400戸の住宅が建設されると推

計している｡その内訳は集合住宅が6,200戸,戸

建て住宅が3,200戸である｡これらのうち75%は

新しい郊外地域に建設されると見込んでいる

(Calgary, 2005)o

住宅発展地域における人口増加見込み

新しい郊外住宅地域について語るとき,カルガリー

市による居住密度の引き上げ政策について触れない

わけにないかない(Calgary, 1995b)｡これは,低密

度な郊外開発が低効率で資源浪費型の住宅地域を招

来したことを反省し,今後はもっと密度の高い住宅

地域にしていこうという政策であるo住宅地域の密

度が低いと,上下水道,道路,電気,ガス,あるい

は警察,病院,学校など多くの社会.生活インフラ

に余計な支出をしなければならないc市の試算によ

れば,今後20年間で増加すると見込まれる25万

人分の住宅地を建設する場合, 1 -クタール当たり

の居住人口を13.5人から17人にすれば, 14b王も

節約できる｡この面できは現在の市域面槍をペース

に考えると,思いのほか広いことがわかる｡
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過去10年間,カルガリー市の郊外住宅地域の平

均居住密度は1ヘクタール当たり13.5人から17

人へと増加してきたo すでに政策は効果を上げてい

るといえるが,これは住宅類型が戸建て住宅中心か

ら集合住宅へ変化したことによって実現したo

1993年当時,全体の86%は戸建て住宅であり,チ

ラスハウスやアパートは10%に沸たなかった｡と

ころが10年後の2003年は戸建て住宅が62%,ア

パートが24%,テラスハウスが9%を占めるように

なった｡この間に住宅構造や経済情勢が変化し,多

様な住宅タイプが求められるようになったことが,

変化の背景になっている.市の総面積は789.9bi

と広大なようにみえるが,近年の人口増加傾向を考

えると,余裕をもって郊外住宅地域をさらに広げて

いける可能性は少ない｡むしろ持続可能性という観

点から,郊外といえども居住密度を高めていく必要

があると市は判断し,よりコンパクトな住宅地域形

成を推し進めている(Calgary, 2004)o

3.住宅居住の社会的パターン

すでに述べたように,近年,人口増がもっとも顕

著な地域は郊外の末端部である｡ 1996年から

2001年までの人口増加率を見ると, 10%以上のセ

ンサス地区が51あるが,その大半はこうした郊外

末端部にある｡逆に人口が減少した76地区の多く

は既成郊外の住宅地域にある｡インナーシティやイ

ンナーサバーブでは人口が増えているため,あたか

もドーナツリング状に人口減少地域が現れたといえ

る｡同じ人口変化でも労働力人口の場合は,変化の

ようすが異なる｡すなわち就業者数の変化を就業地

区別に見ると,減少地域は都心部の北側からボー川

の流域に沿って再に伸びている｡北東部工業地域の

東側や市の南端部でも就業者数が減少しており,人

口減少に見られた規則性は見出しにくい｡
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人口の社会的パターンに注目した場合,民族性の

問題が浮上してくる｡民族性と社会,経済,文化は

深く関係しており,カルガリーの居住地構造を知る

うえで欠かせない要素である｡ 2001年のセンサス

調査によれば, 197,410人が海外出身者であり,

総人口のおよそ2剥が移民者によって占められてい

ることがわかる.もっとも多いのはアジア系で8.5

万人,ついでヨーロッパ系7.2万人,アフリカ系

I.2万人,アメリカ合衆国Ⅰ.0万人であるo 海外出

身者がもっとも多いアジア系の内訳を見ると,東ア

ジア3.1万人,東南アジア2.8万人,南アジア1.8

万人である｡ヨーロッパ系ではイギリスが2.5万人

でもっとも多く,その他の西欧･北欧と東欧がいず

れらl.7万人でつづいている｡
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ビジブルマイノリティ比率

ヨーロッパ人が植民化してつくっていったカナダ

では,ビジブルマイノリテイ,すなわち外見から少

数民族と判断できる人びとは非西欧系の民族とされ

ているo カルガリー市でこの範噂に該当する人口は

Ⅰ64,900人であり,総人口の17.5%に相当する｡

その内訳は,中国人31.4%,南アジア人22.3%,

フィリピン人9.9%,黒人8.3%,東南アジア人

7.6%などであるQ こうしたビジブルマイノリティ

が多く居住する住宅地域は空間的に偏っており,国

際空港の東側とノーズヒルパークの北側であるo前

者にあるセンサス地区のほとんどはビジブルマイノ

リティ比率が30%を上回っている｡後者の場合は

20%を上回る地区が多い｡市の北東部と北部にビジ

ブルマイノリティが多いというパターンは,移民者

の分布パターンとよく似ているo このことから,近

年,急激な勢いで増えてきたアジア系出身の移民者

の多くが,東北部,北部の郊外住宅地域に居住して

いることがわかる｡

おわりに

本研究では,カルガリーにおける地域経済の発展

過程と都市構造の空間的特徴について検討してきたo

開拓拠点集落,交通開門都市,農畜産業都市,そし

て石油･ガス開発拠点都市へと,この都市はめまぐ

るしくその性格を変えてきた｡変化はまだ終わって

おらず,観光･エンタテイメント,情報通倍産業な

ど新たな発展要素が加わりつつある｡単純な産業構

造では生き残ることができず,まして発展すること

など考えられない｡カルガリーの場合,ある時期に

経済学でいうところのラチェット効果が附き,以後,

産業構造を多様化しながら発展して現在に至った｡

それを可能にしたのは国内他地域や海外から流入し

てきた多くの人材であり,風通しの良さが国際都市

をめぎす市の長期的理念や政策に結びついているo

伝統的イベントに加えて,冬季オリンピックの開催

など国際化路線の重要性も見落とせない｡

都市の分布密度が低いカナダにあって,西部地域

は極端に都市の数が少ない｡石油･ガス資源が存在

しなかったら今日のカルガリーはなかったと思われ

る｡近くに連携する都市もなく,ほとんど単独で資

源単一都市から複合都市への脱皮を試みてきた｡大

平原上の孤独な都市にめがけて国内他地域や海外か

ら毎年多くの人口が流れ込んでくるのは,まさしく

現代の奇跡である｡石油･ガス資源という自然界か

らの贈り物をものにするために厳しい自然環境と戦っ

てきた人びとの歴史こそ,カルガリーの歴史といえ



よう.人口が100万を超えるのは時間の問題とい か,さらに注意深く見守っていきたい.

われるこの都市が,今後どのように発展していくの
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Development of RegionalEconomyand UrbanStructure in Calgary

Introduc也on

If someone asks me to line up candidate cities that

have recently expressed high economlC

development and rapid population increase in the

contemporary Canada, Calgary will certainly be

included among them. No one could expect that

CalgaⅣ, a small town born in the westem interior of

Canada only one century ago, developed so much.

When we wonder why 也is city could develop so

much in such a short time, we encounter some

interesting facts that suggest the secret of urban

development. One is the fact that the base of urban

development has sequentially changed. Calgary

provides a typical example for urban development

model也at is taught in the class of economic

geography or urban geography of也e university. The

other fact is that Calgary can be regarded as an

exceptional case which escapes from the

core-periphery model discussed frequently in the

丘eld of economic geography or reglOnal economy.

CalgaⅣ has a potential to develop independently

even in the peripheral area in term of geographical

situation of Canada. The dynamism is the most

representative characteristic that describes the

urban development of Calgary, and也ere is no better

example for showing how a city has changed so

much in a short period than Calgary.

As an obseⅣer, I can easily recognlZe that

citizens, companies and government of this city

eagerly work on together for better living under a

sever circumstance of physical condition and social

diversity. Urban infrastructures have been enhanced

to adapt the natural condition of winter climate and

mountainous terrain close to the Rocky Mountains.

Many ethnic groups immlgrating from mainly

Europe and Asia have sustained economic

development, and have overcome a lot of cultural

conflicts occurring among the ethnic groups. With a

prlOr and cautious planning, each social class has

cooperated to protect丘.om the urban problems that

are subject to occur because of a rapidly economic

development.

In this s山dy on也e reglOnal economy and urban

stmcture of Calgary, the economic development

based on agncultural and mineral resources will be

analyzed, and也e urban development sustained by

these will be clariBed. From a geographical and

urban economic point of view, a success story will

be told about the interesting process that only a

small town on the great plain east to the Rocky

Mountains has grew in a short period. Resource use,

advanced technologlCa l development,

multiculturalism and sustainability, which are

important key words for the urban development in

tbe 21 century, are necessarily used to make

mention of Calgary. The urban and economic

growth beginnlng from the past to thefuturewill be

discussed to show that Calgary is not only a

development centre based on the resources existing

in the periphery but an economic core area wi仙

dynamic society.

U血Economic Ba紀and UIもan Development

Inaugura也on of UrbanSettlementand Agricultural

Economy

Calgary, the largest city in Alberta, is located on the

plain east of也e Rocky Mountains. The elevation is

1
,048

meters (3,340 feets) above sea level downtown,

and the average temperature is +16.5oC in summer,

and -10.9oC
in winter. Calgary receives an average

of 437.1mm of precipitation annually, with 301mm of

that as rain, and the remainder as snow. It was the

end of the 19th century that a urban settlement

emerged in this area just after the completion of the

transcontinental rail line. In 1883, Canadian Pacific

Railway came to Fort Calgary, the settlement centre

atthat time, R10m the eastern area of the country.

The station was opened near the crossing point of

the Bow River and the Elbow River. There was a

trade post at也is site for the commercial transaction

between native people and merchants. Merchants

wanted to exchange liquor for nativesf furs. A

network of trading post was allocated in the
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southem Alberta. The 丘rst post was located near

Glenmore reseⅣoir, and the second one was opened

at Folt Calgary ln 1875. The post was called Fort

CalgaⅣ next year. CPR started regional development

h10mthe station, andwith this the first town was

established in Alberta. This town became a city in

1893.

It was cattle breeding, agrlCulture and

transportation centre也at characterized CalgaⅣ at

也e beginnlng Of the 20 centuⅣ. Cattle were bred

by open range system on the undulating plain near

the Rocky Mountains, and meatpacking was

inaugurated. A cold wave hit this area seriously in

thewinter of 1906 and 1907, and changed the open

range system into the closed system. Money crops

centreing on wheat were introduced in也e central

and southem part of Alberta. This cultivation

brought about a great success to the farms. With

this, population increased and doubled during a

decade from 190l. The importance of transportation

centre was the extension of railway centreing on

Calgary as a main bifurcation. Colonization

proceeded around Calgary, and commodity now

between the city and its su汀Ounding areas

increased. But the immlgration boom was over in

1912, and the development of Calgary slowed down

a托er that.

The transcontinental railway was extended血.om

CalgaⅣ and attained to British Columbia丘na11y. B C

,
a colony at that time, promised to JOln 也e

federation on the premise of the arrival of railway. It

was也e constmction of transcontinental railway,

the conclusion of treaties with native lndians and

the establishment of Nortbwestem Mountain Police

that constituted the national policy of federal

government. Transportation infrastructure, public

security and也e keeping of agricultural land were

urgently needed in order to expel the menace &om

the United States and to curⅣ out smoothly也e

westem development. It was necessary for the

country as a whole to escape the conflict with

natives and facilitate agncultural development with

immlgrantS Peacefully. The increased population by

the westem development was regarded as a new

market for the eastem manufacturers. Agricultural

products from the western area were exported

abroad and could make a great contribution to the

national finance with the increase of forelgn

currency･ It can be said也at CalgaIすs development

at也is period could be realized wi他山e national

policy of federal government.

Extension of 】鮎血way and Socioeconomic

D evelopment

With the agncultural development, railways were

extended centreing on Calgary as bifurcation.

Machine companies and Bnance businesses based

on Calgary went into the rural area for business

chance. From也e mral area, agncultural products

were exported to the market by train. Because of

climate change and economic fluctuation, stable

growth could not be expected in the mral area. The

population of Calgary Increased from 12,000 in 1906

to 44,000 in 191l. It finally attained to loo,000 in

1947. However, it should be noted that the

population could not increase continuously during

this period. It decreased during 也e Great

Depression.

Most of people who came into Calgary atthis time

were English speakers from eastern Canada,

English, and American. The population constitution

by ethnic orlgln in 1901 indicated that English

occupied 80.2 percent of all. Either Geman or

Scandinavian accounted fわr 4.5percent, and French

3.Opercent, Asia 2.6percent, Native 2.6percent. At

that time, conservative local govemment was

sustained by the cattlemen who were conseⅣative

and ranked as the upper class of the society. After

the establishment of the state of Alberta in 1905,

they became a political power sustaining the state

govemment. They could not join也e mainstream in

a national scale because Liberal Partyhad political

control all over the country. Even in Alberta,

Liberal Party continued to be dominant until 1921.

Under也ese circumstances,也e hardhats in Calgary

established non-political organizations to show their

presence. United Famers of Alberta 也at was

established in 1921 , Co-operative Commonwealth

Federation in 1932, and Social Credit Partyin 1935

were included in them.

As mentioned above, CPR contributed to the

reglOnal development in the early days. Among

several railways originating from Calgary, the

railway constructed during the period from 1891 to

1992 for connecting Calgary and Edmonton played

the most important role. Two years later, a new

railway to Fort Macleod was opened. As residents

along the railways expected Calgary to bring them
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commodities, Calgary could become the nrst

wholesaling cityinAlberta. In 1898, a railway was

constructed to attain to Kooteney, eastem British

Columbia. Kooteney, a development centre for

mlnlng and forestry, supplied a local market for

dairy products. In addition to CPR, Canadian

Northernand Trunk Railway came into Calgary ln

1914. Calgary as a new citycould be geared up to

cope with Winnlpeg 也at had been也e head of

wholesaling centres in the westem interior f♭r a

long time.

The openlng Of repalrlng yard by CPR

streng也ened 也e status of CalgaIすs transportation

centre. CPR worked out Ogden Shop Agreement with

the City of Calgary. Under this agreement,the City

promised to extend munlClpal streetcar for CPR in

retum fわr the establishment of the repalnng house.

The constmction of this house created the

employment of 15(氾0, and 5(X氾workers could have

jobs there after the completion of this facility.

Transportation related facility as well as wholesaling

and storage industry contributed to the economic

development of the city.

Agricultural production started in 也is plOneer

fringe at the same time of the establishment of

Alberta. Until 1910, about 3.3 million acres were

cultivated all over也e state of Alberta. Fins aimlng

to sell agncultural machines and丘nancing in the

rural area were agglomerated in Calgary, and the

industrial accumulation of the city became

accelerated. In addition to this, fairs and expositions

were held annually to show cattle breeding, and也e

visitors to Calgary Increased. The Dominion Fair, a

national scale festival, was held in 1908. The

establishment of也e irrigation control centre in

Calgary made the city's status clear as the centre for

leading agrlCulture and cattle breeding industries.

Withthe accumulation of urban functions, Calgary

went into a construction boom. The boom starting

from 1906 to 1912 was morethat expected by far.

More than a quarter of all workers was estimated to

work in the constmction work. Estate agents such as

F.C.Law changed the urban landscape of Calgary.

However, the boom came to the end in 1914, and

thousand of workers lost their jobs.

After the end of WWI, Calgary and southern

Alberta were seriously hit by the depression, and

went into a miserable economy. Immlgration boom

had already gone over, and drought damage,

inflationandthe decline of crop's pnce aggravated

the reglOnal economy. This resulted in也e loss of

55percent of total population in southem Alberta

until 1926. It was said that 80percent of farmers in

Alberta became bankrupt before 1923. Ravaged

economy ln therural area influenced seriously on

Calgary■s economy that was sustained by such a

hinterland. The increase of unemployed people,

prlCe rise, rapid decline of tax revenue and也e drop

in the value of property confused the city's economy.

It was only two years,1928 and 1929, that the

economy was in good condition during the period

from 1914 to 1940. Long-termdepression drove the

agrlCultural reglOn into a di伍culty, and cattle

breeding also facedwith the difBculty to continue to

grow as before. It was symbolic for Calgary that the

repalrlng house of CPR was shut down. With this,

unemployed people increased in number rapidly.

Development of Oiland Gas Industriesand Change

of UIもanStructure

ln 1914, a historical event that detemined the

characteristic of contemporary Calgary occurred in

Tuner Valley, sou也 west of the city. Oil was

discovered there, and businessmen such as

W.S.Herron started oil well drilling. As oil was

discovered in 1924 and 1936 in Turner Valley, too,

Calgary became recognized as the development

centre of oil and gas. The discovery of large-scale

oil丘eld in Ledac in 1947 enhanced Calgary's

reputation further. With this as a turning point,

Calgary changed from a local cityin southern

Alberta to an international metropolitan centre

based on the resource development.

With the acceleration of oil and gas development,

a lot of people came into Calgary to seek an

economic business chance h･om all over the world.

Oil and gas related丘ms were established by and by,

and it became clear that Calgary was the

international centre for oil and gas development.

Calgary exceeded Edmonton in the agglomeration of

伝rms whenthe headquarter ofBces counted 965 in

1956. Among many organizations related wi也oil

and gas development, Canadian Petroleum Club

established by Canadian and American businessmen

in 1948 was regarded as a core organization.

International capital lead mainly by American 伝rms

committed the oil and gas development from the

Brst, and local and extemal capital were engaged in
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a melee. Home Oil Company was也e丘m血at was

managed by only Canadian capital. R.A.Brownts son

established this company in 1955. Brown discovered

oil in Tuner Valley.

American and English oil capital came into

Alberta in a large scale from the end of 1940s to the

1950s. The discovery of oil in Ledac in 1947

triggered 也is movement. Oil reseⅣe 也ere was

estimated to be 200million ba汀els, and there was a

possibilitythat unknown resources lied underthe

ground. Oil companies h-om US and England

continued to search oil 丘eld and succeed in

discovery continuously. Main oil丘elds are as

follows: Redwater, I948; Golden Spike, 1949; Fenn-Big

Valley,1950; Wizard hke,1951; Acheson, Bonnie

Glen and Westerose,1952; Pembin,1953; Swan

Hills,1959; Rainbow Lake. It should be noted that

new gas丘elds were discovered, too. Natural gas

丘elds in a large scale were continuously discovered

near Calgary throughthe 1950s.

Even after WWII, agnculture was still an

important industry for Calgary. In contrast to this,

manufacturing lostthe importanceunder over of the

outstanding development of oil and gas industry.

Constmction and seⅣice industries emerged as if

they complemented the decline of manufacturing.

Constmction especially thrived because a lot of

ofBce buildings were constructed duringthe boom.

However, the boom could not last long, and

constructing industry could not help escaplng R.om

也e boom-and-bust-cycle. In any way, some real

estate agents succeeded in accumulating也ousands

of money也anks to也e constmction boom. Workers

engaged in the constmction work exceeded 10

percent of all the employees. High-rise and

middle-rise buildings that were newly built inthe

downtown changed the urban landscape drastically.

In addition tothe ofnce buildings, shopplng Centres

and public facilities were built, too. Calgary Tour,

which is now the landmark in the downtown, was

constructed in the southeast part of the downtown in

1965.

City area, which was only 40 square miles in

1940, expanded to 155.8 square miles in 1965, four

times as much large as 25 years ago. During the

same period, population increased from 87,000 to

311,000. Growth rate was the same as that of the

area. Although population increased in Alberta as a

whole, Calgalすs increase exceeded any o也er areas.

With this, the percentage of Calgary ln POPulation of

Alberta changed from ll percent in 1941 to 25

percent in 1965. This indicates how Calgary

attracted much population丘.om others. With the

innow of population,the social structure of Calgary

changed. Population mlgration 血.om US was

noticeable phenomenon,and 30,(泊O immlgrantS

crossed the border to search economic wealth until

1965. White-collar engaged in clerk and

management jobs occupied a large share in the

downtownCalgary. It was de丘nitively different from

the on-site production of oil and gas. Workers

engaged in high pro丘t company could increase their

income continuously, and 也is triggered 也e

consumption inthe city. High-income earners and

middle class increased and with this, new social

class, which was different from the local people,

emerged.

Oil and gas industries needed a lot of young and

career-grazed workers. Employees who could adapt

to new environment were necessary in order to

catch up to the rapid development of new

technologleS. High educational institution such as

university should be enriched so as to bring up these

human resources. A branch school of University of

Alberta was established in Calgary ln 1945, and it

was only a higheducationalfacility at that time. It

was not enough for this branch school to supply

higheducational service needed from the business

with its ordinal cu汀iculum system. A series of

educational reform were curried out to keep up with

such demand. The improvement of facilities and

educational system led to the establishment of the

University of Calgary. It was apparent 也at the

enrichment of the University's educational

environment could be realized with the economic

wealth from oil and gas industries. The丘nancial

resource fromthese industries was supplied to not

only educational丘eld but also public, cultural and

institutional sector, which contained park, museum

and research centre. A lot of munlCIPal facilities

were constructedwith the donation from oil and gas

industries. It should be noted that not only the

agglomeration of ofnces in downtown but also urban

infrastructure such as social, cultural and

educational facilities were enriched with the

development of oil and gas industries.

Economic development and problems since the

1970■s
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Young American businessmen and technicians with

professionalknowledge and abilitycame across the

border during也e 1960's and 1970■s. It was 1971也at

the progressive conservative debuted in Calgary as a

new political partylead by P. Lougheed. He

graduated from Harvard University and succeeded in

providing a breath of freshair with his colleagues.

While promoting venturous economic activities, he

tried to fわster the conservative middle class to create

a climate that people respect social conscience each

other. With this, political governance transferred

from the old power,the Social Credit lead by

teachers, farmers and middle and small business

owners, to the young middle class.

The economic performance was very changeable

h10m the end of the 19701s to the early 19801s. The

reason of such a volatile trend was that Calgary

depended a lot on mono industry, oil and gas

industry. In addition to this, the politicalconflict

between local government and federal government

aggravated the economic situation. Liberal Party

controlled Federal government h.om 1968 to 1984,

and there was an important political dispute

conceming the policy of energy between local

government and federal government. This policy

had an very Important meanlng for Calgary because

it had a possibility to influence on CalgaryTs

industrial stmcture. This dispute occu汀ed by也e Oil

Crisis happened in a worldwide scale was fortunately

teminated with the gradual decline of oil price.

Ilowever, the decline of oil pnce meant that Calgary

went into也e depression. In仇e early 1980■s, not

only population outflow from the city but also

companies's shut down occurred.

Needless to say, the economy based heavily on

mono resource industry lS Veryvulnerable. While it

was difficult to change such an industrialstructure

drastically,the Olympic Winter Games in 1988 was

the start of industrial diversi丘cation in Calgary. The

OlymplC Games attracted attention in world-wide

scale, and the tourist industry based on natural

resources characterized by the Rocky Mountains, the

industries uslng forest resource and renewable

resource and high technology industries as well as

oil and gas industry were regarded as main

industries也at should be developed. The impression

to Calgary changed from a mere developlng Centre

in the westem Canada to an intemational centre of

not only economy but also society and culture.

The political dispute between local govemment

and federal govemment, which was mentioned

before, started from the different view of energy

policy between two governments･ With the arti丘cial

increase of oil prlCe by OPEC, the eastem Canada

suffered from economic damage a lot, because this

area imported oil h10m Other countries. Under these

circumstances, federal government tried to impose

the charge on oil for U.S. from the westernarea to

cover the 丘nancial difBculty. In addition tothis,

federal government tried to heighten the percentage

by Canada in developlng Oil and gas. A series of

policy were based on也e National Energy Plan

initiated by federal government. Federal

government.s policy to restrain on the export of oil

from Alberta to U.S. was unacceptable. As a

countemeasure, the state of Alberta examined the

policy of decreaslng the oil transfer fom the

western Canada to the east. But as mentioned above,

this politicalconnict became meanlngless because

of the decline of intemational oil pnce.

At the year of 1982 when the conflict of the

National Energy Plan came to the end, there ware

638 headquarter offices of oil and gas in Calgary･

They occupied 76 percent of all the oil and gas

companies in Canada, and they covered many kind

of industry such as research, drilling and reBning.

CalgaIすs share of oil consulting company was 76

percent, and 82 percent of geophysitian and 63

percent of drilling contractor were agglomerated in

the city. In addition to this, 1,387 companies related

withoil and gas industry had their headquarters in

Calgary. Companies based on America, United

Kingdom and northern European countries

established most of these 丘rms. The nature of

businessmen working in the downtown CalgaⅣ were

alike each other. These workers represented the

business climate at that time and acted as the main

agent that sustained Calgary's socio-economy.

Women, Jew and native people, who were

outsiders of business world, were minority and never

went mainstream. Office buildings brilliant in the

downtown manifested the success of business in oil

and gas industry. Most of them were buildings

related with the successful companies in this

industry. A lot of people in the downtown of Calgary

walked through the main buildings such as Suncor,

Shell, Gulf Square, ESSO Plaza, Pan Canadian and

Petro-Canada. While the downtown space was filled

with brilliance, it should be noted that there were

many people who were unconnected with 也e
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economic success. In particular, about ten percent of

Calgarians wasunder the povertyline in the early

1980's when the economic recession occurred. The

rate of unemployment was about Bfteen percent.

Glenbow Foundation, which was established in 1955

to support art and cultural activities in Calgary, had

a financial de丘cit and was forced to 丘nish. The

pnce decline of crops that were surplus production

in a worldwide scale made worse such a situation.

Both oil and gas industry and agnculture were easily

affected bythe intemational economy. As long as

Calgary depended on such industries a lot, it could

not escape from the fluctuation of international

economy. The multilateralization of industry became

the most important task for Calgary to copewith.

Mddhterab也on of economic structure, urban

eventsand behavior of oil companies

Ttials to diversify economic structure

The local government of Calgary manifested the

policy that tourism including fわrest resources and

entertainment should be developed as well as oiland

gas industry and agnculture in the near future.

Tourism itself was not a new industry, and had been

already started from the year of 1883 when CPR

completed也e railway through the Rocky Mountains.

W.Ⅴ.Horene, who was in charged with the

management of CPR, recognized well the tourist

value that the natural environment of the Rocky

Mountains had. He had an idea that if rich people

visited there from the eastern Canada, U.S. and U.K.

economic success would surely be realized. In order

to satisfytourist,he opened parks along the railway

and made the plan of building hotels and rest

facilities into practice. His plan was supported by

national govemment, and Cave and Basin Spring

was designated as the丘rst park in 1885. The Act of

the Rocky Mountains National Park was established,

and Ban ff was designated as the nrst national park.

It was not limited to也e wealthy tourists that were

attracted by the beautyof recreational resources

such as hke Louise and visited the Rocky

Mountains. Artists, photographers, moviemakers and

writers came, too. With也is, the Rocky Mountains as

a touristic site was known through mass media. At

the same time, a movement to protect natural

environment form tourists occurred, and federal
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govemment designated Jasper as the second

national park in 1907 with the consideration of this

trend. In 1911, Waterton was the third national

park. With the difhse of automobiles, tourists came

by other transportation means as well as railway.

While CPR managed to strengthen railway, it

became popular也at tourists visited by car wi也the

development of road and automobile. Not only

tourists from remote area but also residents living ln

the neighborhood visited fわr recreation and resort.

With the increase of tourist demand, many facilities

such as hotels, ski resorts, golf courses, pools and

stores were constructed inthe tourist areas.

Inthe 1980.s,the state government of Alberta

declaredthat it would promote tourist industry from

a new vleWpOint basing on也e history of也e Rocky

Mountains as a tourist area. It was not the ordinal

way setting recreational facility at each tourist site.

It was the way planting tourist factorwithin the city

itself or the way to make recreational atmosphere

come out from the city. The Royal Tyrrel Museum

and Alberta-s Dinosaurs Provincial Park were the

examples that the state made a strong effort to

promote. These wereunlque facilities settled dovm

on the fossil area and made use of the boom of

Godzilla and Jurassic Park from television and Blm.

Long ago, Alberta was covered wi山 地e shallow

marshes and lakes, and a deposit pile of animate

living there became the material of oil and gas. The

process included 也e age of dinosaurs, and its

evidence, fossil, remained to indicate that there

lived many kind of animate. Dmmheller near

Calgary became a well-known tourist place where

fossils were collected. It was different from the

ordinal recreational areas around the Rocky

Mountains.

Tbe Rocky Mountains and its eastern plain have a

suitable condition fbr丘1ming of movie and television

as well as sightseeing.It wasthe 1920's that Calgary

was connectedwithfilming of movie. While Valley

of Silent Men was the 丘1m taken at Ban ff at that

time, it was Rose Marie也at achieved ovenvhelming

financial success in 1936. This丘1m also was taken

in the town of Ban ff. As recent examples, Doctor

Zhivago, Dance with Wolf and UnforglVen Were

伝lms taken near Calgary. However, it was the丘1m

companies based on Hollywood也at produced these

nlms, and Calgary and its surrounding area were

only the places fbr丘1ming. Local丘1m companies

made a few movies before WWII. The theme of these



伝lms was Calgaryrs Stampede that had already

become the main annual event fbr也is city.

In the 1980■s, the state of Alberta established the

Alberta movie corporation in order to foster the丘1m

industry. The corporation subsidized to 丘1m

companies, technicians and talents for performlng

actively. Thanks to this, some 伝lms succeeded in

winnlng award in the category of documentary. It

was the 1990's that Calgary was taken in television

not in Blm. North of sixty, Lonesome Dive, Byper,

for example, were examples. Television festival held

in Banff every June is the biggest event that

connects Calgary and television. This traditional

festival provides an occasion where a variety of

trials are discussed and has contributed to the

development of TV program. It is slgni丘cant也at the

event is held in Ban ff, the heart of the Rocky

Mountains. World-s greatest natural environment is

related deeply with the content services of TV as

well as tourist services.

Economic effect of Stampedeand Olympic Winter

Games

Stampede is the biggest event held annually in

Calgary. This is the event that combines Rodeo,

parade, agrlCulture fair, concert, etc., and is

characterized by the image of cowboys in也e age of

exploring the West. This was originated from the

agncultural fair started when CPR constructedthe

railway and the Rodeo festival that was initiated by

an American manlpulator of rope in 1912. Two

events began to be held at也e same time since 1923.

Stampede is held for ten days of every July and has

its own place at the southeast near the downtown. In

2005, 1.24 million tourists R10m Canada and other

countries visited the event. Audience to watch the

parade marching 也e central area of the city

amounted to 0.35 millions. It is said that about 200

million people watched this parade on TV. A lot of

tourists are attracted by the familiar image of the

West, and the income from this event in not

negligible. There are casino and market close to the

Stampede place,and not a few tourists visit there

without relation to the event.

The Olympic Winter Games held in 1988 made

Calgaryknown as the place of Stampede even more

famous. This was the second Olympic Games in

Canada followlng也e Montreal's Olympic Games in
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1965, and was greatly expected by the local

economy. Contrasting to 也e Montreal-s Olympic

Games that had aftereffects for a long time, Calgary

succeeded in making itself better known

internationally by this Olympic Games. The success

of this Olympic Games was testi丘ed by the fact that

one million surplusremained after the end of the

games. A lot of volunteers joined the OlymplC

Games, and local companies and citizens had

conBdence from it.

Main facilities for the games were Saddle Dome

close to the Stampede-s place, the Olympic Oval

within the campus of the University of Calgary, ski

and bobsled areas along 也e trams-Canadian

highway. These facilities have been used for

training and recreation after the Olympic games.

They are the places where international athletics

are held every year, and visitors fわr these athletics

contribute to the local economy. It is not limited to

Calgary也at municipality attracts Olympic Games in

order to promote urban and reglOnal economy.

Calgary can be regarded as the city that succeeded

in也e attainment of its pu叩OSe tO develop the urban

eCOnOmy･

Strategy of oiland gas companies located in C由gary

Although the multiratelization of industry has been

promoted in CalgaⅣ,也e rate of dependency on oil

and gas industry remains high. Most of large

ente叩rlSeS located in the city are related with this

industry. The profiles of main firms are as follow.

EnCana was established in 2002, and has 4,090

employees. Its sales tumover amounted to 12.2

billion Canadian dollars in 2004. Company■s name

comes n･om the initials of energy, Canada and

Alberta, and it indicates that this company is

entirely based on Canadian capital. Pan Canadian

Energy and Alberta Energy were the former

companies, and merged into a new company ln

order to achieve economies of scale. It operates not

only in the local area, Alberta and British Columbia,

but also overseas such as Australia, Libya and

Venezuela.

Petro-Canada is the Crown Corporation that was

established by the federal govemment in 1975. The

gas stations of也is company were taken over from

British Petroleum Canada, and the background of

this is related with the Oil Crisis and the subsequent

policy of Canadian govemment. Originally,



American companies developed oil and gas resource

in Canada, and 也e pro丘t received by Canadian

companies remained relatively less even when也e

oil pnce increased by four times. Main market of oil

and gas was in U.S., and Canada had few

advantages. The Liberal Party, mling party at that

time, wanted to nationalize也e development of oil

and gas under favor of the New Democratic Party.

The establishment of Petro-Canada was one of the

results, and it has worked as a statutory company.

But, wi也 tbe decline of its role as a statutoⅣ

company, this company was privatized partly and

changed into a private company even though也ere

remained a symbolic image of Canada. The number

of employees decreased h･om eleven thousands to

丘ve thousands, and it ranks 24thin the country.

Shell Canada is a member of Royal Dutch Shell

group, and gained sales tumover of 46 billions

Canadian dollar in 2002. Its business consists of the

drilling of oil and gas, wholesaling, retailing, and

也e sales of related products. It operates 1,800 gas

stations all overthe country. Imperial Oil is the

company of which 70 percent of capital is owned by

Exxon Mobil, and has 25 percent of capital of

Syncrude Canada Ltd. by itself. This company lS Well

blown aS ESSO Imperial, and sets a lot of gas station

all over the country under the brand name of ESSO.

This company also is known as the largest company

of natural gas, and performs petroleum reBnery and

oil sale in a large scale. It produces chemical

products from the oil extracted in Alberta and

Northwestern Territory. Its affiliate company,

Syncmde Canada, produces oil from the tar sand of

which share in the world is the largest in Canada.

Syncrude Canada produces oilfromthe tar sand

extracted in Fort McMurry, the northern part of

Alberta. Suncor Energy managed by Canadian

capital produces synthetic petroleum at the same

place. It also develops and reBnes natural gas and

sells products mainly in Ontario and Colorado. In

Calgary, there are the headquarter offices that

operate the development project of oiland gas only

overseas･ First Calgary Petroleum is an example, and

has developed its projects in Northern Africa and

Middle East･ It is said也at也is company will shift

the project site toward Algeria in the future. Husky

Energy managed by the owner h･om Hong Kong

develops oil and gas in China as well as Canada and

U.S.
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tedhnology, burist, bangorta6on and

comm血ca也onand health

Main industries beside oiland gas andtheir trend

urge-scale companies located in Calgary belong to

the industry of oiland gas, so most of workers in the

downtown seem to be employed by these companies.

Needless to say, there is no on site of development

of oil and gas, oil reBnery and sales in the

downtown, and workers there are white-collars who

are changed with 也e plannlng, COntrOl and

management. Contrary to the presence of

headquarter ofnces belonglng tO Oil and gas

industry, the number of workers in this industry lS

under 39 thousands. This number is calculated at the

base of Calgary Economic Region. This region

consists of Calgary and its surrounding area,and is

nearly the same reglOn aS Calgary Regional

Partnership: CRP. Calgary Regional Partnership

contains the City of Airdrie, ten towns and丘verural

areas as well as Calgary. Calgary Census

Metropolitan Area, which is 血.equently used as

statistical purpose, is a little smaller than CRP.

As mentioned befわre, the number of employees

working in the industry of oil and gas is under 39

thousands. This industry is included in the same

statistical category as forest,丘shery and mining, so

it is impossible to know the accurate number of

employees by也e statistical data. Total number of

employees in the economic reglOn at the time of

February 2(氾5 was 625 thousands, and the resource

sector centreing on oil and gas industⅣ occupied 6.2

percent of all. If total industries in economic region

are divided into two, production sector of goods and

services, the former has share of 24.0 percent and

the latter 76.0 percent. Asthesefigures indicate,

service industries in a broad category occupy the

main part of CalgaIすs industⅣ. Such a situation is

common among metropolises in Canada.

Wbolesaling and retailing's share is the largest in

the seⅣice category, and has lO5 thousands of

employees. Professional, science and technology

seⅣice, the second, has 65也ousand employees.

Social welfare care service (57thousands) follows

this, and construction (56 thousands), manufacturing

(50 thousands), finance, insurance and real estate

(42 thousands) follow further. IJOOking at the



industrial composition by employee, it can be said

that Calgary has a well-balanced industrial structure.

The number of employees in wholesaling and

retailing is the largest. This represents the

characteristics that Calgary stated as a regional

central town, and it is suggested that trade activities

are related with the fomation of commercial

stmcture centreing on也e downtown. On the o也er

hand, the fact that more than 60 thousand

employees belong to professional, science and

technology seⅣice indicates the agglomeration of

headquarter functions in the downtown and the

policy to promote advanced industries which will be

mentioned later. Construction industry employs

more workers than that of manufacturing.

Constmction, which has sustained construction

projects during the 20th century, still has a

presence. Manufacturing basically produces products

for the local marketand a variety of goods made by

uslng local materials. Food and beverage, wood and

furniture, and metal fabrication and processingare

main products. From the 1990's, new trials started to

make high value-added products in place of old and

traditional manufactured goods. These trials are

promoted not only in manufacturing sector but also

in professional, science and technology service and

education, and the role by producer service,

university and educational institutions have become

important.

Transportation and warehouse also are closely

related with the urban development of Calgary.

Transportation of passengers and goods was cu汀ied

out by railway before, but at present, automobile

and alrplane are main. While the role of railway to

transport passengers among cities has declined, city

train and bus have an important role to curⅣ a lot of

passengers in the city. Recently,也e headquarter

ofnce of CPR in Montreal moved to Calgary in 2000.

Many industrial sectors beside railway have a strong

power to attract Bms basing on a grow也potential.

This can be said in the 丘eld of aviation service, too.

Calgary International Airport has a presence, and is

ranked as the third in ten of the size ofhandling.

While there is no category of tourism in the

statistics, a great deal of hotel and beverage seⅣice,

infbmation, culture and entertainment are related

with tourist. Information contains media such as

newspaper, television and radio. There are fわur

newspapers, six television centres and twenty一色ve

radio stations.

If we look at the industrial structure of Calgary ln

tem of the amou山of production, we recognlZe the

different characteristics from that of employee. The

most evident feature is that the prlmary industry

occupleS 18.2 percent of total GDP･ There is no such

a metropolis in the country･ The reason of this is

that CalgaIすs metropolitan area contains mral area

outside the city. The second, Bnance, insuranceand

real estate, has share of 18.0 percent bllowed by

commercial seⅣ1Ce (14.7 percent) and

manufacturing (I0.5percent). Recent development of

economy in Calgary can be seen not only ln the

number of employees but also in the volume of

production･ The number of employees increased by

4.3 percent every year from 1988 to 2001･ The rate

of increase was more也an the average rate of 25

census metropolitan areas. This trend of

development was the product of new investment in

the 丘eld of energy, the increase of oil prlCe and

active consumption. According to the data ofAlberta

Economic Development, the construction projects
in

Calgary h10m 2002 to 2004 amounted to 85･8 billions

Canadian dollar. Of them, 55.5 billions was for oil

and gas industry. The improvement of Calgary

lntemational Ai叩Ort cost 0.65 billions and the

constmction of the campus of Royal Mount College

needed 0.15 billions. These investments influenced

on Calgary's economy.

hdustrialdevelopment of informa也on technology,

touristand entertairment

lt is hoped that the dependence onthe pnmary

industry and oil and gas industry lS Weakened and

the multirateralization of industry is promoted in

Calgary. Industrial advancement is recommended in

the followlng Seven Sectors by Calgary Economic

Development: CED, which is血e organization for

this promotion. It is a kind of non-pro丘t organization

where the presidents of private companies and

consulting companies and administrators act as the

directors. CED selected geomatics, infbmation

technology, tourism art and entertainment,

transportation, warehouseand logistics,welfare and

wireless and telecommunication as main industries

for advancement. CED regards these industries as

clusters and expects也at these clusters insplre and

collaborate each o也er to have many advantages.

The economic grow也 as cluster is expected to

contribute to也e industrial development of Calgary
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as a whole. Total number of employees in也ese

seven clusters amounts to 154 thousands at the year

of 2000. It occupies 26.4 percent of all industries.

Geomatics is the industrial sector that aims to

expand the way of measunng location and analyzlng

geographical infbmation, and is regarded as the

core technologlCal 丘eld within the industries. It was

orlglnally developed in 也e 丘eld of oil and gas

industry.Asthe data on reg10n and environment are

needed in many industries, the way of using也em

with advanced computer will be employed in many

businesses. GPS, GIS and remote sensing are the

sectors with potential growth at the moment. This

industrial sector is developlng ln Other cities, and its

average number of employee per 丘m is under

twenty. QC Data, the largest company in Calgary,

has 110 employees. Main customers are

telecommunication, electric power, gas and health,

which need reglOnal data. Novatel, a GPS company,

is developlng山e navigation system fわraviation, and

exports forty-five percent of its products to U.S. The

expected field inthefuture are telecommunication,

infrastructure, defense, health protect business,

emergency system and administration system.

The second cluster, information technology, has

developed more than也e average of North America

forthe last decade. However, it is not enoughto
develop comparlng tO也e development of Silicon

Valley and Seattle. The location coefficient is 2.5, so

it can be said也at there is an agglomeration of

firms. The employees working in the 丘eld of

so托ware development and system design occupy 56

percent of all. Consulting business in the丘eld of

science and technology is血e second, 23 percent.

The share of processlng Of infbmation and data is

12 percent, and professional design service has

share of 9 percent. The rate of increase of也e

average income in infomation technology lS more

than 也at of all industⅣ by 5 percent. A

development can be expected in the future, and a

variety of markets will emerge without relation to

the size of丘rm. Trade among丘rms of oil and gas

industry in the international market as well as

domestic market is expected, too. It is advantageous

for the development of information technologythat

iCORE, ARC, TRhbs and CTI, which are research

organizations and incubations based on Alberta or

Calgary, have a potential to assist the research and

development. However, there is a concern 也at

brain drain has continued, and excellent

technicians of infbmation will cross the border.

Tourist, art and entertainment, which are the

third cluster offuture development,without doubt,

have their centre in Calgary among the westem

cities. But,the recent growthinthese 丘elds is not so

eminent. They include tourist travel, drama,

orchestra, contemporary music, sport, historical

architecture, amusement park, gamble, large-scale

park, hotel and motel, and drinkingand delivery

seⅣice. Tourist income of Canada occupleS 2.9

percent of也e world total, and it is not small

companng to o也er countries. The rate of increase

of tourist income is more than the international

average. But, it does not meanthat Calgary attracts

so many tourists. The number of tourist comlng tO

Calgary has stagnated recently due tothe terrorism

happened in U.S. It is hoped也at a new concept,-the

centre of也e new West, becomes widespread to

break down such a si山ation. At present, Stampede, a

traditional event held every year, and sport events

based on the legacy of也e Olympic Winter Games

are main elements to attract tourists.

Industrial promotion of transporta也on ,

comⅡ1umica也onand health

Transportation and warehouse had an important role

fromthe start of the city. About half of this cluster

(51 percent) is related with the transport of

wholesaling goods. It consists of aviation transport (9

percent), railway (10 percent), tmck (15 percent),

wholesale and warehouse (7 percent) and related

services (8 percent). Originally, this industry has

developed血.om the transport of oil and gas, which

are the basic resources for industry, and many Brms

have developed in the related丘eld of oil and gas.

Average income of employee has increased 25

percent for last eight years, but it is a little lower

than 也e national average. Transportation centre

and logistics centre have recently lnCreaSed, and

business style has been modemized. Main centres

are Wal-Mart distribution centre, Canadian Tire

distribution centre, Canadian Freightway and

Consolidated Firs也.eight.

Inter-modal transport by truckand aviation has

been internationally promoted, and Calgary has

been involved in such trend. While the share of

tmck has eroded that of railway, air cargo has

developed with山e intemationalization of economy.

The transportation between Calgaryand Asia has a
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large share, and the rate of increase is more than

the world average. The progress of information

technology made it possible to response quickly to

the consumer-s demand. New technology such as

satellite, tmcking service and lntemet has promoted

more efncient business. There is a possibility to

heighten the status of inland port as distribution

centre in place of sea port, and the reglOnal

competition among Minneapolis, Salt hke City,

Winnlpeg etC. Will become keen. Under these

circumstances, the improvement of highway, the

solution of trafBc jam, education of man power,and

collaboration between business and administration

are really necessary to strengthen the

transportation and warehouse function of Calgary.

Calgary isknown as one of the agglomerations of

wireless telecommunication industry in North

America. This industry contains Personal Area

Networks (PANs) ,
Wireless Local Area Networks

( W-LANs ) and Fixed Wireless Access Systems

( FWAS ) . These businesses and the related

business that supply parts employ 120 thousand

workers in total. The location coefFICient is I.5, and

仙is indicates that也e agglomeration is smaller than

that of Ottawa and Denver. urge agglomeration can

be seen in the production of communication device.

Nortel Networks, Cell-Loc, Wi-LAN, CSI Wireless

are representative companies. Wireless network is

still developlng, and也e third generation will make

it possible to communicate more easily and with

wider scale. TRI月bs is the company that is expected

to contribute to the development of advanced

technology. Security problem, standardization for

competition and improvement of communication

device are necessary to develop further this

industry.

Welfare business is expected to develop highly in

the future, and it is designated as one of industrial

clusters. As this business is developlng, it is not easy

to deBne也e co汀eCt SCOpe and content. However, it

is clear that it has interdisciplinary and demand

oriented characteristics. Traditional health service,

health promotion for future, biomedical treatment,

health service and recreation are included in this

business. Calgary isknown as a healthy town and

has an advantage that a varietyof research facilities

related with healthy lifestyle have developed.

Remote medical service, bio-mechanic products,

health improvement training and resort care have

evolved. It is important to make use of也ese reg10nal
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resources and bring up further as new industry.

Further innovation and production of new item and

service are necessary to realize this purpose.

Transporta6on inATaStruCtLm and comerce,

serviceand service in dow山わwn

山)仁ation of main roads and role of public

transportation

Calgary has an area of 789.9 kd, and its population is

956,078 at the year of 2005. Therefわre, the

population per square meters is 1,252.3. The shape

of the city is a slightlylong rectangle in north and

south direction, and the Bow Riverrunnlng h.om

northwest to southeast divides the city into two

parts. The junction of the Bow River and its branch

runnlng丘.om south into it is the orlgln Of the city,

and the present downtown is located there. Tsuu

Tina Nation where native lndians live is in the

southwest of the city, and it looks as if it cut into the

city h.omthe west. Municipal District of Rocky View

is in the north of也e city, and Municipal District of

Foothill is in 也e south of 也e city. These two

districts are mral in nature, but the contacting areas

with Calgary are influenced from the city.

Therefore, the city sets lntemunlClpal Development

Plan Boundaries in order to promote mutual

development. These boundaries look like a name of

a picture to surround the city of Calgary.

It is not limited to Calgary that road system has an

important clue to understand the urban structure of a

city. A lattice of the East-West and North-South

shaped road system is adopted in Calgary where the

topography is almost flat. Therefore, it is very easy

to understand the urban structure. Basing on this

road system, the urbanized area is divided into fわur

districts: northwest, northeast, sou也east and

southwestern districts. As the road runnlng

East-West is called avenue and也e road mnnlng

North-South is called street, the address of 550 8th

Avenue SW, for example, isthe 550th spot of the

eighth street running in southwest district in east

and west direction. It is decided that as for avenue,

a number begins with the lOO也, and a number

begins wi也the several in the case of street･ The

ongln Of lattice-shaped system is fixed at the bridge

on the Bow River, and the number of avenue or

street become larger with the distance from the



orlgln fわr each direction. All the address is not

represented by the avenue and street system. A road

name peculiar to 也e address is used in 也e

peripheral area where a lattice-shaped road system

is hard to suffer from because of the complicated

topography.

Main roads add accent to 也e lattice-shaped

system, and support fast and easy movement by car

in the city. Of 也em, Highway 1 is 也e most

important and consist of a part of trams-Canadian

Highway mnning through也e countⅣ in East-West

direction. 16也Avenue NE is equlValent to也is in

the city.Another important road in North-South

direction is Highway 2, queen Elizabe也ⅠⅠ, which

connects Calgary and Edmonton. This highway

comes from Montana in U.S. and goes up tothe

north via Edmonton. Itruns along the Bow River in

the southernpart of Calgary, and goes throughto
the west of international ai叩Ort. Local people call it

Dearfoot trail. As it is straight line-shaped highly

speciBed road, here are many cars mnnlng at Speed.

In addition, as main roads mnnlng lengthwise

through the city, there are highway 22Ⅹ and

highway 8.

Automobile trafnc is indispensable for people to

move in the city of Calgary,and 42.8 percent of

commuting was cu汀ied out by car in 2001. Although

this percentage was slightly smaller than the

national average, it could not be denied that people

depend strongly on car traffic. There is much traffic

volume per day in highway 2, namely the place of

Dearfoot near the downtown. Average trafBcflow

per day amounts to 200,(X氾in 1998. Highway 8 and

its bifurcation to the downtown have much trafnc

flow, too. It counts about loo,000 per day. Ring road

surrounding the central area generally has much

trafBcflow. Calgary, which is a developing citywith

high speed, has a trafnc problem that the

preparation of road can-t catch up with也e increase

of trafnc now. Therefore, a movement to review the

constmction of road appeared while expanding still

road network. It is a movement that road traffic

should be reviewed from the vleWPOint of

sustainability.

Train and bus are也e transportation means that

sustain citizen-s movement beside car. Calgary

Transit is the organization that manages these

transportation means. The previous incarnation of

Calgary Transit was Calgary Municipal Railway

established in 1909, and it has provided

transportation services such as streetcar and bus. In

188l, it laid IRT that was rare in NorthAmerica,

and expanded routes smoo也1y af【eⅣards. At

present, there are two routes: route 201 golng from

sou也em part to northwest via downtown and route

202 golng血.om downtown to northeast. These two

routes are connected at the downtown, and have 36

stations in all. Citizens are much familiar with this

transportation and call it C-Train. Including C-Train

of which route is 42.I km long, Calgary Transit has

4,5(氾 km public transportation network in total.

Totalamount of passengers in 20M was l17

millions, and income pro丘t was 80.6 million

Canadian dollars.

Range of downbⅥl area and space of once,

coznmerceand service

Downtown of Calgary consists of three

neighborhoods and three districts. This area is

bordered by也e Bow River for仙e north side and

bordered by也e Elbow River fわr the west side. East

end is 14 Street SW and South end is 12 Avenue.

The reason why neighborhood and district are

distinguished is the difference of the degree of

agglomeration density. The fbmer includes central

commercial area, West End connecting wi也core

area, and East Village that is east side of core area,

and has more dense population. On the other hand,

district consists Eau Claire, Chinatown and Midtown

that is south to Chinatown. As Midtown is a little

narrow district along CPR railway, it is called belt

line.

The area of downtown is 984 acres, and 134 acres

of these areunused. In addition,the land on which

building is less than second moor and nearly unused

amounts to 170 acres. There is particularly much

unused land in belt line. hnd as parking lot

amounts to 160acres. Totalfloor area for once,

commerce and service is 6.5 million m2. of them,

ofncefloor occupleS 66.7 percent of all. It is followed

by retail (11.3 percent), parking (10.6 percent), hotel

(4.7 percent) and restaurant (1.2 percent) in也is

order. In other word, ofnceuses are dominant in the

downtown, and a variety of buildings have been

constmcted fわr business activities here.

Several buildings standing in the downtown are

high from the viewpoint of not only westernCanada

but also nationwide. The highest building,

Petro-Canada Center that has 53 stories and was
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built in 194, is 215 m high. Bankerhall West and

Bankerhall East, which have 52 stories and 197

meters height, follow it. In addition, Calgary Tower

has morethan 190 meters height, but it is not ofnce

building but a tower fわr sightseeing. Beside them,

也ere are Bye buildings that have 160 meters height

in a relatively small area. These highrise buildings

are su汀Ounded by lower buildings, and也ey make a

business, commerce and seⅣice space as a whole.

The most convenient infrastmcture for walking ln

the downtown is the corridor that connects

buildings. This was orlglnally constmcted for

separating walking space and road for car. Its

availability can be seen in moderating pain to move

the downtown in the cold time of winter. The

corridor that connects buildings and is called sky

walk is popular in North America. However, there is

no city but Calgary that has long corridor and

maintains in good condition. It is said that也is

corridor was planned to build based on an idea by H.

Hanen, who worked at the department of urban

planning in the cityin the latter part of the 1960.s.

Constmction started since也e 1970's. Total length of

the comidors connecting 57 buildings in the

downtown amounts to 16 km at present. Asthe

comidor is set at the height of 15 feet from the

ground, it is called +15. Hanen awarded Vincent

Massy.s pnze for this work. New buildingwith +15

can galn additional floor space within it. The reason

why +15 has developed so much is in such a

advantageous system.

Retail has the second large space followlng OfBce.

Total area of retail amounts to 96,319 m2, andthe

number of retail stores accounts 3,755. Retail in the

downtown occupleS 14.2 percent of the city total by

area, and 15.2 percent by the number of stores.

Stephan Avenue Walk is the central space for retail

and service of the downtown. Retail stores,

restaurant, movie theaters and drinking places are

facing with the avenue. A closed mall consisting

three shopplng Centres is located adjacent to this

avenue. Beside this mall, Baton Center, TD Square

and Scotia Center consist the retail and service

space of the downtown.

Entertainment, culture, arts and science facilities

contribute to也e increase of amenity as well as

shopplng Centres and malls in the downtown.

According to the data of 2002, the number of tourists

that visited the amenity facility of the downtown

amounted to 1.3 millions. The number of

participants in a variety of events such as theater in

the downtown was 688 thousands. Glenbow museum

that has collected historical materials of the westem

Canada attracted 58 thousand visitors and CalgaⅣ

science centre attracted 225 thousand visitors.

While the downtown seems to be occupied by

business space, it is丘1led wi也consumers looking

for shopplng goods or tourists visiting amenity

facilities.

Characteris也cs of popula也on and housing in

downtけWn

A lot of urbanfunctionsare agglomeratedwithin

the downtown of Calgary, but there is less

residential population in it. Three neighborhoods

have population of 10 thousands in total, and

midtown has more population, 20 thousands. Eau

Clair's population is 1,500 and Chinatown's is l,200･

Comparlng tO the eastern cities in Canada, it is clear

that the population density of Calgary is lower than

these cities, and this represents that Calgary goes

back a short way and has a wide suburban area. At

present, condominiums and apartments are being

constmcted within the downtoⅥ1, and the increase

of population density is expected in the nearfuture･

Tbe population of也e downtown occupleS Only 1
･6

percent of the total city. The share has continued to

decrease since the end of the 1960■s, and也e weight

of downtown population still remains less･ The

reason why the share has successively declined is

that population has increased outside也e downtown･

The absolute number of downtown population

temporally decreased in the former part of the

1980■s, but it has continuously increased fわr last

three decades. How is the future? According to the

estimation of 2004, it is expected也at population will

increase up to 2500 by 2033. Companng to the city

as a whole, age stmcture of population in the

downtown has a unlque Characteristics･ The share of

population between 25 years old and 35 years old is

larger and the share of population under 19 years

old is smaller. These characteristics are represented

inthe lesser population per family. It is only l･7 in

the downtown comparing to也at of the city total,

2.6. The share of younger employees and small

family consisting old singles or couples is higher

than that of city as a whole.

At the year of 200l, the number of workers in也e

downtown was 124 thousands. As the total workers
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in the city accounted 488也ousands,也e share of

the downtown was 25.4 percent, a quarter of the

city. According tothe present forecast, this share

will decrease in the future, because working

opportunity outside the downtown will increase

more. Primary sector occupleS 32 percent of workers

in 也e downtown. The reason is也at oil and gas

industry belong to this sector, and most of

professional workers, which is corresponding to 15

percent of downtown workers, are charged in 也e

business related wi也energy. However, the share of

service outnumbers this, and it occupleS 40 percent.

Retail■s share is ll percent, and wholesale and

manufacturing has I percent, respectively.

Comparing to the composition of the city total, it is

clear that the share of pnmary industry and

professional occupation are prevail. Employees

working at the energy related companies are

predominant in也e downtown.

As mentioned before, residential population of the

doⅥ1tOWn OCCupies 1.6 percent of也e city total, and

houslng Of也e downtown occupleS about 2 percent of

the city total. While也ese shares are still less, it is

expected that the absolute number of houslng Will

increase in accordance wi也 the growth of

population. Most of housing, 98 percent, belongs to

the apartmenttype, and detached house is limited. It

becaⅡle pOpular 也at the rate of buying of

condominium is larger than that of leaslng. While it

is wellknown that housing price is highin Calgary

where population has increased, houslng pnCe

increased by 9 percent from 1997 to 2004 in the

downtown. The central core, commercial area, has

houslng Of 5000, and West End has about 1(泊0.

0也er three districts have 900, respectively.

加血on of main wzzmerdaland service facili也es

and industrial reg10n5

I.oca也onand characteris也cs of shoppmg centres

Contrary to the retail and service activities that

provide higher goods and seⅣices, retail and seⅣice

outside也e downtown supply a littlelower goods and

seⅣices. That is to say,也ere is a hierarchical

difference between them, and shopplng area and

trade area are different, respectively. The former

has a wider trade area spreading all over the city.

On the contrary, the latter limits its trade area a
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little. However, it is not deniable that as commercial

system is always changlng, the emergence of

business changes也e relatively simple hierarchical

system. New type of business such as outlet mall, box

store and power centre demands the previous

commercial order to change. Commercial change

that occurs in nationwide scale can be observed in

CalgaⅣ, too.

If the total number of shopplng Centres and

shopplng malls are divided by district, central core

is allocated 9. Central, 2; Macleod, 4; Northwest, 7;

Northeast, 7; Sou也east, 5; Sou也west, 5. It is popular

that shoppmg centres are developed and managed

by private developers in Canada. Cadillac Fairview,

a large developer, for example, has two shopplng

centres in Calgary. One of them, Chinook Centre,

has a department store (the Bay), and two supers

(Zellers and Sears) as the key tenants. It is located at

the crosslng point of Macleod Trail and Glenmore

Trail SE in the southernpart of the city. There is

200 stores including the key tenants within 也e

shopplng Centre. Paramount 也eatre, bowling

centre, large-scale food court are attached to the

shopplng Centre that is categolized into a super

regional type. This is a shopping centre 也at is

appropriate for the city continuing to develop.

Cadillac Fairview has another shopplng Centre in

the city. It is located just west to也e University of

Calgary and close to thethe Bow River.Asthe area

is 895 thousands, it belongs to a super reglOnal type.

It was renewed with the investment of 90 million

Canadian dollars and reopened in August 2∝旭. It

has large-scale underground parking, and is blessed

with 也e accessibility to public transportation,

because仙e station of C-Train is located near by.

Key tenants are a department store (也e Bay), two

supers( Safewayand Zellers),and Toy R Us,and

total number of stores amounts to 140 including

these key tenants.

IDCa也onand role of mainservice facilities

Enrichment of quality and amount of public

seⅣice is needed in a large city of which population

amounts to one million. Here, we will refer to

medical, educational, cultural, sport and

recreational seⅣices that are regarded as public

seⅣices, and discuss heir locational pattems and

characteristics. First of all, hospitals and clinics are

referred to. There are four main hospitals:



Rockyview General Hospital, Peter Lougheed Centre,

Foothills Medical Centre and Alberta Children■s

Hospital. Of也em, only Peter Lougheed Centre is

located east side of也e city. These are designated as

core centres among 12 hospitals within the medial

seⅣice area covenng the southem part of Alberta.

Rockyview General Ilospital is close to Glenmore

reservoir, and has 500 beds and 2,000 staffs to supply

medical service. Central medical facilities are

furnished, and emergent medical system is

completed for 24 hours a day. Peter Lougheed Centre

located at the crossing site of 26 Aye. and 36 St. in

the northeast of the city has a similar size to that of

Rockyview GeneralHospital, and isfurnishedwith

506 beds and 2000 staffs. It has concentrated

medical facilities and 24 hours corresponding

system, too. Foothills Medical Centre located at 29

St. N.W. has large-scale medical facilitieswith 700

beds and 6(X氾 staffs. It also has 24 concentrated

medical beds, and a lot of medical care are provided.

Alberta Children-s Hospital is close to the downtown,

and takes care of 59 thousand patients every year.

Patients aglng丘.om 0 to 18 visit this hospital even

from the southeast of BC and the southwest of

Saskatchewan.

There are 14 health clinics in the city, and they

provide usual medical seⅣices. Spatial distribution is

as fわllow: southeast, 6; northeast, 4; southwest, 3

and northeast, 1. The share by the southem part of

the city is a little large. Half of them are in the

downtown and inner city, and suburbs have less.

As high educational institution, the University of

Calgary and Southern Alberta Institute of

Technology are in Calgary, and Royal Mount College

and Bow Valley College supply educational seⅣices,

too. The University of Calgary is located northwest 5

km from the downtown, and has a campus of 213

hectares. Total number of students amounts to 50

thousands. Of them, 30 thousands are students of

nomal programs, and 20 thousands are students of

life-education courses. Educational services are

provided by I,900 teaching staffs and 2,400

administrative staffs. This university started when it

was separated form the University ofAlberta in

1966, and has 16 schools and more than 60

departments at present. Study on the North Pole,

which represents the locality of this university, and

o也er s山dies such as law, energy, environment,

petroleum and transportation are mainly performed

in this university.

Southern Alberta Institute of Technology: SAIT

started h･om Provincial Alberta Institute of

Technology: PA士T that was established in 1916･ This

university moved丘.om the downtown tothe heritage

centre well known as a historical building ln 192l,

and was transferred further to the present place

af(er WWII. Theuniversitywas called by the present

name since 1965, and has educated a lot of

englneerS and professionals afterward. It provides a

variety of educational programs glVlng more than 70

degrees for 650也ousand students. As the central

institute of technology in this area, practical and

applicable genres such as mechanic technology,

health science, business, and commerce are the

representative study丘elds.

Royal Mount College was established in the

downtown in 1910 as a Methodist educational

facility. It has a main campus in Lincoln Park and

three other campuses in也e city. Business school,

communication s山dy, health and community s山dy

are its main departments. Total number of students

amounts to 13 thousands:full time students 8.6

thousands and part time students 4. 1 thousands. Bow

Valley College was established in 1965 and has a

main campus near 也e city hall, downtown east.

This campus and another campus (Rocky Mountains

Plaza Campus) accept 4 thousand students every

year. English as academic basic and the second

language, health, community care, business and

industry are main courses.

As mentioned above, medical, educational, sport,

and recreational services are furnished in Calgary,

and they are provided by well-developed facilities

and staffs that are ranked as highlevel in the

country. This reflects the fact that there is no fiscal

problem in Calgary and Alberta. It can be seen that

people are not satis丘ed with也e present situation

and try to challenge seelng the next period. Suchan

aggressive attitude may be related with the regional

climate that has grown up with open and

independent atmosphere.

山x辺也on and development poten也al of industrial

reg10nS

Heavy industry, manufacturing, storageand light

industry are located in the industrial reg10nS Of

Calgary. In addition to ordinal industries,

commercial and service industries such as car

dealers, suburban ofnces and hotels locate their
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establishments in these areas. The reason is that

even in the industrial reglOnS, location is not limited

to the industry in a narrow meanlng. Rather,

commercial and service Bms are inclined to

agglomerate because of the lower pnce of land and

good accessibility. Main industrial reglOnS Of

Calgary are in north/northeast, centre and southeast

of the city,and the research park adjacent to the

Universityof Calgary supplements them.

Central industrial region has an area of 5.5 square

miles, and has a long history. However, old heavy

industries stopped their operations several years ago,

and there is no industry to supplement the empty

lots. Beside Ramsay, old industrial area still remains

vacant. Because of the problem that heavy industries

have polluted this area, there is less possibility that

new industry is located in such a vacant area. This

area has a good accessibility to也e railway. As LRT

runs within this area from north to south, it is

blessed with public transit. On the contrary,

transportation by automobile is not convenient. hnd

transfer to commercial use has advanced along main

roads such as MacLeod Trail, Dearfoot Trail and

Blackfoot Trail. As vacant lots are not large, ofnce

and commercial facilities rather than wholesale and

distribution have a potential to use. Only one lot也at

is southeast of Dearfoot Trailand was used before by

Cominco, a mining company, has a potential to

develop ln a large-scale.

Sou也east industrial reglOn has a large area of 17

square miles, and is blessed wi山地e transit of cargo

to也e railway. It also has an advantage也at the road

connection to Dearfoot Trail, Barlow Trail and

Highway 1 is convenient, and也e connection to

East Freewaywill be completed in the future. The

City of Calgary concluded an agreement wi也CN

and CP to launch a joint development in 1961.

Basing on this agreement, negotiation restarted in

1981 and 1991, and也ey had a conclusion 也at

collaborative development should be strengthened.

The City of Calgary has a lot of land in this

southeast industrial reglOn, and most of them are for

heavy industry. There are many producer services,

but they are all small-scale 氏rms.Less suburban

offices is located in this reglOn, and main

development can be seen along Dearfoot Trail and

axes from west to east and south to north. The

capacity shortage not enoughto dealwithnood is a

task to solve, and the project for this is undertaking.

In addition, there is another problem that industrial

land recelVlng plenty of service is deBcient.

Calgary Intemational Airport is the core of

north/northeast industrial region. Because of也e

problem of aircraft noise, northern area of the

al叩Ort Still remains undeveloped. There is less

heavy industry, and industries blessed with services

are agglomerated east side of也is reglOn. Buildings

adjacent to the alrPOrt SOuth side and west side

contain small-scale 伝rms and ofnces. Of them,

Nortel, Hughes Aircraft and Nova Tel are highpro丘t

enterprlSeS. This area has an advantage for

transportation by air. Administration o伍ce of the

alrPOrt OWnS a land of I,800 acres, but the basicuse

of血is area is for leaslng. It is expected that about 30

percent of new use of industrial land in也e city will

occur in也is industrial reglOn. Industrial activities

in this reglOn COntribute most to the economy of

Calgary at present. While his region maintains an

advantage in也e short mn, but也ere is a possibility

that trafnc problemwill happen in the future.

The fourth industrial region is the research park

adjacent to the Universityof Calgary. This section is

controlled by Calgary Technology Inc., and facilities

and environment arefullyfurnished. This area is all

used, and there is no vacancy.

In addition to也e industrial reglOnS mentioned

above,there are reg10nS designated for industrial

land use in the northwest end and south end of the

city, but they are not developed at all.

Residcndal amand so(出血dimension

Regional structure of residenceand its change

The population of CalgaⅣ was 933,495 in April

2004, and population increase h.om 2003 to 2004 was

ll,180. As也e average increase of population per

year from 1993 to 2(氾3 was 19,300, the rate of

increase has declined a little. Net increase of

population throughsocial movement changed from

8,965 in 2003 to 2,253 in 2004. The reason is that

the population inflow from British Columbia

decreased because the economy of the state was

recovered. The number of houses that accommodate

more than 930 thousand people is 383,701 in 2004,

and it increased by 34.5 percent from 1993 to 2004.

However, all the houses were not occupied, and也e

rate of vacancy was 4.3 percent, 3.0 percent upper

than that of previous year. The rate of vacancy was
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lower than 4 percent for仙e recent decay. Such a

high rate was the result也at也e amount of houslng

supply outnumbered也e number of movlng ln.

While about 380 thousands houses are distributed

all over the city, there is a spatial difference in the

distribution of house density. The house density

generally decreases in accordance with也e distance

from the downtown. As to the housetype, apartment

and condominium are dominant in the central area

and detached houses are popular in the suburb.

Detached houses occupy 61.3 percent of all, and

people living in houses of this type occupy 70.9

percent of the city population. Collective houses that

have more than 5 stories occupy 6.7 percent of all

the houses, and they accommodate 3.9 percent of all

the population. Other type of house occupleS 31.4

percent in ten of house, and 24.8 percent in ten

of population. Most of the house that has lower than

4 stories belongs to this type. Mobile houses

accommodate 0.6 percent of house and 0.5 percent

of population.

The fact that 70 percent of the citizens live in

detached houses represents how 也e housing

situation is advantageous in Calgary. Such a

situation is veriBed by comparing wi也other cities.

For example, in Vancouver where there is less且at

area, people living in detached houses occupy 53.6

percent of all. As Vancouver■ population is twice as

much as Calgary, the demand fわr housing is larger.

However, the topographical condition seems to be

related with the difference. There is a difference

between Vancouver where mountains and hills exist

near the seacoast and Calgary with awide plain

stretching from the east foot of the Rocky

Mountains. These two metropolises are well known

as expensive cities fわr their house prlCeS, but the

reason in not same. The reason of high price of

house is that while Vancouver is not blessed with

suitable land for houslng, Calgary canrt catch up

with a rapid increase of population.

The urbanized area of Calgary can be divided into

three parts: downtown, inner city and suburb. Of

them, the area of downtown is the smallest and the

area of suburb is the largest. The downtown is

su汀Ounded by也e Bow River and belt line, and也e

inner city su汀Ounds也e downtown. The north end

of the inner city is limited by 20 Avenue, and也e

south end co汀eSpOnds to也e southem industrial

reglOn and Mont Royal. The west end is bordered by

Crown Child Trail, and the east end is demarcated

by 19 Street. The suburb can be divided further by

the period of development. The inner suburb that

was developed in 也e early time extends widely

westward and northward, and a little limited in both

the south and the east direction. The reason is that

there is Glenmore reservoir in the southwest, and

large-scale industrial land extends in也e east･ The

inner city is su汀Ounded by the established suburb,

which extends widely in bo也the northwest and也e

south. In the east, the established suburb hurdles the

industrial reglOn. Beyond this zone, recent suburb is

developed, and new suburb extends fur也er. The

former corresponds to the north of Nosehill Park

and the south of Fish Creek, and the latter extends

along也e border of the city.

House building in new suburbs

Like o也er cities,也e population of residential area

in Calgary has shiftedwitha periodicalchange. In

the suburb, for example, population continued to

increase for the Brst 10 or 12 years, and the houslng

area extended outward. But a氏er a while, population

increase became stable, and population began to

decrease because children grew up and departed

from their homes. However after that, new

generation came into agaln, and houslng area

started to regenerate. This periodical change moved

from one place to the other, and the fわrmation and

change of residential area were repeated. The rate

of population increase is the highest at the

peripheral area of the city. On the contrary,

population decreased at the inner area of this spot･

As the total population has generally increased, the

residential area has extended outward.

It is new suburb that the population of residential

area increases most rapidly. The rate of population

increase was more than 10 percent from 1998 to

2(氾3 in this area. This area occupied 92 percent of

the collective houses built in the same period, and

also occupied 43 percent of the detached houses. 44

percent of this area extends in the north h.om the

downtown and 27 percent in 也e south, which

indicates也at house development is more active in

the north. The share of west is 15 percent, and that

of east is 15 percent. While house development is

expected to continue inthefuture, the duration of

development varies among the areas. The duration

is 也e longest, 15 years, in north, west and

southeast, and northeast from 6 to 9, south from 7 to

113



ll,and northwest from 5 to 7. There is less space

for house development inthe east. However, as the

duration may be influenced by economic change

and population trend,the situationwill be nuctuated.

The City of Calgary expects that 9,400 houses will be

built every year from 2003 to 2007. New suburbwill

absorb 75 percent of these new houses.

When we refer to the residential area of suburb in

Calgary, we have to touch upon the policy to raise

也e housing density. This is the policy to heighten

the housing density so as to restraint the ine伍cient

and wasteful development of houslng in the suburb.

The suburbwith low houslng density needs more

spending for the social and community

infrastructure such as water, road, electricity, gas,

police, hospital and school. According to the

estimation by the City of Calgary, to construct

houses fbr 250 仇ousand people for the next 20

years, residential development wi也the density of

17.0 persons per hectare can save 14 kボcomparing

to the development wi也the density of 13.5. The

saved space is large considering也e present area of

the city.

The average density of housing increased丘･om

13･5 to 17.0 for the recent decay in Calgary.

Therefわre, it seems that the policy has already had

an effect. The change of residence type &om

detached house to collective house contributed to

the effect. In 1993, detached house occupied 86

percent of all, but in 2003, it occupied 62 percent.

During the same period,也e share of collective

house increased &om 10 percent to 33 percent. More

variety of housing types was needed in accordance

with the change of residential stmcture and

economic situation. The city area of 789.9血至seems

to be large, but there is less potential to extend the

residential area considering the recent trend of

population increase. The City of CalgaⅣ也inks it

necessary to heighten the residential density even

in the suburb considering 也e sustainability, and

advances the fbmation of more compact residential

area.

Social Structure Of residen也alarea

As mentioned befわre, it is the most peripheral

area that population increases recently with high

speed. There are 51 census districts where the rate

of population increase was more也an 10 percent

h.om 1996 to 2001, and most of them were in the
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peripheralarea of suburb. In contrast, 76 districts

that decreased population in the same period were

in the established suburb. As population increased in

the inner city and inner suburb, it seems that a

doughnut losing population appeared between two

zones. The reglOnal change of working population

was differentfromthat of residentialpopulation. The

districts losing working population stretched 丘.om

the north of the downtownto the southalong the

Bow River. Working population decreased in也e east

of northwest industrial reglOn and the sou也end of

the city, too. There seems no general characteristic

that the spatial pattem of也e decrease of residential

population showed.

Social characteristic of population is丘rmly related

wi山 地e ethnicity of each residential district.

Ethnicity innuences the factors such as society,

economy and culture, and 也ey are important

elements to understand the residential stmcture of

Calgary. According to the census data in 2(氾l,

people from overseasamounted to 197,410, and they

occupied about 20 percent of all the population. Of

them, Asian people, 850 thousands, was也e largest

ethnic group, followed by European, 720thousands,

African, 120thousands andAmerican, 10 thousands.

Asian, the most dominant people, consists of East

Asian (31 thousands), Southeast Asian (280

thousands) and Sou也 Asian (180 也ousands).

English (250 thousand) is the dominant among

European people, and West and North European (170

thousands) and East European (170thousands) follow

it.

In Canada that was colonized mainly by

Europeans, people judged as non-European from the

appearance is regarded as minority. People included

in this categoⅣ amounts to 164,900, which

co汀eSpOnd to 17.5 percent of all the population.

They consist of Chinese (31.4 percent), Sou也Asia

(22.3 percent), Filipino (9.9 percent), Afhcan (8.3

percent), Southeast Asia (7.6 percent), etc. The

distribution of也ese minority in not spatially even,

and most of them live in the residential area on the

east side of the lnternational Ai叩Ort and in the

residential area on the north side of Nosehill Park.

The rate of minority is more than 30 percent in the

former area, and more than20 percent in the latter

area. The spatial pattem that most of visible people

live in the north and northeast of the city is similar

to the spatial pattem of immlgrant. From this, it is

apparent也at Asian immlgrantS increased recently



tend to live in the northeast and north of the

suburban residential area.

Concluding remark

The au也or discussed the development process of

reglOnal economy and the spatial pattem of urban

structure in Calgary. The basic characteristics of

this city, which have changed historically, are as

follow: pioneer Settlement, transportation gateway

city, agncultural industrial city, and development

centre of oil and gas. The change of characteristic

has not Bnished yet, and new development factors

such as tourist, entertainment and

telecommunication are being added. A city, of

which industrial structure is very simple, is dimcult

to survive, and of course, can't develop further. In

the case of CalgaⅣ, it succeeded in making use of a

ratchet effect protecting the city from the economic

decline, and has developed through the

diversiBcation of the industrial stmcture. A variety

of people coming from the other areas of the country

and oversea areas made a continuous development

possible･ Aggressive climate of the economy

contributed to the development based on the

viewpoint of intemational scale and long range･ In

addition to the traditional event, the Olympic Winter

Games was effective factor for the international

development of Calgary.

In Canada, cities spread widely ln the nation, but

there is less cities in the westem reglOn Of the

country. Wi也out resources such as oil and gas,

Calgary could not develop as we see today･ This city

has no collaborate cities in the neighborhood, and

tried alone to change itself from a simple citybased

on resources to metropolis wi也many kind of urban

functions. It is a kind of contemporary miracle that

many people come every year into an isolated city

on也e plain from many directions of the country

and overseas. The histoⅣ that a lot of people tried to

make use of resources and challenged a harsh

environment is the histoⅣ of Calgary. The

development of也is city, of which population is

expected to excel one million in the near future,

deserve continued attention.
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